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エネルギー、環境適合材料を目指して 

マグネシウム合金 
 

エグゼクティブサマリー 

■ マグネシウム合金需要は今後拡大の期待 

マグネシウムは比重 1.8 と実用金属では最も小さく、アルミニウムの 2/3 の軽

さである。さらには比強度が高い、振動吸収性、電磁遮蔽性に優れる等、極めて優

れた特性を有する金属材料である。一方で、腐食性、酸化燃焼性、価格等の問題点

を有するため、現状では国内、世界でみても需要量は小規模にとどまっている。し

かしながら、電気・電子機器の筐体、自動車のインスツルメントパネルに代表され

るように、最近の使用量は拡大している。これは上記問題点が徐々に解消されてき

ていることと、さらにエネルギー、環境問題への対応、機能性、意匠性向上等のニ

ーズから、いろいろの分野でマグネシウムを必要とする情勢になってきているため

である。今後、構造部品需要の一層の増大が期待されている。 

■ マグネシウム合金の取組みは 13 の技術要素 

マグネシウム合金の技術開発は、4つの技術分野、13の技術要素から取組まれ

ている。 

(1) 材料技術： ［①汎用合金   ②水素吸蔵合金   ③複合材］ 

(2) 製造技術： ［④精製  ⑤鋳造  ⑥展伸材  ⑦粉末冶金］ 

(3) 応用加工技術： ［⑧機械加工   ⑨接合加工   ⑩表面加工］ 

(4) 製品化技術： ［⑪自動車部品 ⑫電気・電子機器部品 ⑬スポーツ・

その他部品］

1991 年以降に出願され、2003 年 7 月までに公開された特許・実用新案出願

件数は 1,909 件であり、4 つの技術分野にほぼ均等に分布している。技術要素別

では鋳造（20%）、電気・電子機器部品（15%）、表面加工（13%）の 3 技術要

素で、全出願の約半数を占めている。 

■ 特許出願は増加傾向、その牽引役は３技術要素 

1991 年から 2001 年までのマグネシウム合金のトータルの出願推移をみると、

全体的には増加傾向が続いている。1999 年から 2001 年の 3 年間の出願累計は

約 800 件で、全体の約 40％がこの期間に集中している。 

13 の技術要素別でみると、鋳造、電気・電子機器部品、表面加工をはじめ、8

つの技術要素で増加傾向が続いている。これらの３技術要素は、出願件数、出願推

移の 2 つの面でマグネシウム合金技術の中心となっている。 
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■ マグネシウム合金技術の主要な課題は品質の向上 

マグネシウム合金の技術開発課題は、品質の向上、生産性の向上、コスト低減、

安全性の向上、環境負荷の低減、という技術要素に特定されない共通するものとな

っている。この中では品質の向上に関する課題が多く、次いで生産性の向上が多い。

コスト低減、安全性の向上、環境負荷の低減を課題とするものは比較的少ない。 

■ 関東地方に多い技術開発拠点 

主要企業等 22 社の技術開発拠点を発明者の住所でみると、全国に 78 拠点であり、

特に関東地方に約半数の 37 拠点が集中している。さらに東海・中部・北陸に 15、

関西地区に 12、その他の西日本に 10、東北・北海道に 4 拠点がある。 

■ 今後重要と予想される技術要素、技術開発課題 

今後、エネルギー、環境問題への対応等の社会ニーズに適合した材料として着実

に歩みを進めるために、以下の技術要素、技術開発課題での取組みが広範に進めら

れるものと予想される。技術要素では、鋳造、電気・電子機器部品、表面加工の３

要素に加えて、出願増大傾向にあった水素吸蔵合金、展伸材、機械加工、接合加工、

スポーツ・その他部品である。技術開発課題では、実用化に向けて重要な生産性の

向上、コスト低減、安全性の向上、環境負荷の低減である。 

エネルギー、環境適合材料を目指して 

マグネシウム合金 
 

エグゼクティブサマリー 

■ 出願の半数を占める上位 22 社 

出願人毎の出願件数をみると、松下電器産業が最も多く、マツダ、三井金属鉱業

と続いている。出願件数の多い 22 社（主要企業）をみると、電気・電子機器メー

カー、自動車メーカー、材料メーカー、加工設備メーカー、大学・研究所等で構成

されている。上位 22 社の占める出願件数の割合は、全体の 48％である。 

■ 稼働率の向上を目指す鋳造技術 

最も出願件数が多い技術要素である鋳造の技術開発課題をみると、品質の向上と

生産性の向上がほぼ同数であり、技術が実用化段階にあることがうかがえる。これ

をさらに詳細にみると、生産性向上を構成する、稼働率の向上、製造時間の短縮等

が多い。この課題に対する解決手段は、金型の最適化、加圧鋳造の最適化等のダイ

カスト射出成形関連技術が多く用いられている。 
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マグネシウム合金は、4つの技術分野、13の技術要素により構成されている。1991

年以降に出願され、2003年7月までに公開された特許・実用新案出願件数は1,909

件である。これを4つの技術分野の出願割合でみると、製品化技術が最も多いが、何

れも18～32％の間に入っており、特定の分野に集中していない。 

技術要素別では、鋳造に関するものが 20%で最も多く、電気・電子機器部品 15%、

表面加工 13%が多い。以下、スポーツ・その他部品、汎用合金、水素吸蔵合金はい

ずれも約 9％で、自動車部品 7％、複合材 5％が続く。出願件数が少ないのは、機

械加工 4%、展伸材 3％、精製 3%、接合加工 2%、粉末冶金 1％である。 

技術要素と特許分布 

マグネシウム合金 
 

主要構成技術 

マグネシウム合金の技術フローと技術要素 

マグネシウム合金の技術分野別出願件数 
全 1,909 件 

技術
分野

金属の
製造技術

⇒ 材料技術 ⇒ ⇒ ⇒ 製品化技術応用加工技術

(成形)
(切断・切削)
(研磨)

⑧機械
　加工

⑨接合加工
③複合材

技
術
要
素

製造技術
（鋳物、展伸材等)

⑦粉末冶金

⑥展伸材

⑪自動車部品

　精錬
②水素吸蔵
　合金

⑫電気・電子
　機器部品⑤鋳造

(溶解・造塊)
(鋳物)
(ダイカスト)

④精製①汎用合金　製錬

⑬スポーツ・
　その他部品⑩表面

　加工
(表面処理)
(防食処理)

(板材)
(押出材)
(鍛造材)

①汎用合金
　165件（9%)

②水素吸蔵合金
　166件（9%)

③複合材
　96件（5%)

(1)材料技術（①～③）
　　427件（22%)

④精製
　62件3%)

⑤鋳造
　384件（20%)

⑥展伸材
　55件（3%)

⑦粉末冶金
　25件(1%)

(2)製造技術（④～⑦）
　　526件（27%))

⑩表面加工
　243件（13%)

⑧機械加工
　68件(4%)

⑨接合加工
　37件(2%)

(3)応用加工技術（⑧～⑩）
　　348件（18%)

⑪自動車部品
　138件(7%)

⑫電気・電子機器部品
　288件(15%)

⑬スポーツ、その他部品
　182件（9%)

(4)製品化技術（⑪～⑬）
　　608件(32%)
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1991 年から 2001 年までのマグネシウム合金の出願推移をみると、全体的には

増加傾向が続いている。特に 1999 年から 2001 年の出願が多い。 

技術要素別に増加傾向のものをみると、水素吸蔵合金、鋳造、展伸材、機械加工、

接合加工、表面加工、電気・電子機器部品、スポーツ・その他部品の 8 技術要素で

ある。これらは最近注目される技術要素と推定される。 

特に出願件数が多かった上位 3 技術要素の鋳造、表面加工、電気・電子機器部品

は、出願件数、出願推移の 2 つの面で、マグネシウム合金技術の中心となっている。

主要 3 技術要素の出願も増加傾向 

マグネシウム合金 
 

技術の動向 

マグネシウム合金の特許出願件数推移 
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全体
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マグネシウム合金全体
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(1)材料技術
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(2)製造技術

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
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20
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80

(3)応用加工技術

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

0
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(4)製品化技術

汎用合金 

複合材 

水素吸蔵合金 

鋳造 

精製 

展伸材 

粉末冶金 

表面加工 

機械加工 

接合加工 

電気・電子機器部品 

スポーツ・その他部品 

自動車部品 
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マグネシウム合金の課題の主体は品質向上 

マグネシウム合金 
 

技術要素と課題 

マグネシウム合金の技術開発課題は、品質の向上、生産性の向上、コスト低減、

安全性の向上、環境負荷の低減、という技術要素に特定されない共通するものとな

っている。この中では、品質の向上に関する課題が多い傾向にあり、次いで生産性

の向上である。コスト低減、安全性の向上、環境負荷の低減は比較的に少ない。 

技術要素別にみても、全ての要素で品質の向上が主要な課題となっている。最も

出願件数が多い鋳造では、品質の向上と生産性の向上の課題がほぼ同数であるのが

特徴的であり、技術が実用化段階にあることがうかがえる。 

技術要素別の課題 

汎用合金

水素吸蔵合金

複合材

精製

鋳造

展伸材

粉末冶金

機械加工

接合加工

表面加工

自動車部品

電気・電子機器部品

スポーツ・その他部品

品
質
の
向
上

生
産
性
の
向
上

コ
ス
ト
低
減

安
全
性
の
向
上

環
境
負
荷
の
低
減

材料技術

製造技術

応用加工技術

製品化技術

128

84

137

49

164

39

8

33

23

192

111

231

134

23

5

15

6

144

12

11

24

12

31

24

29

38

11

7

11

36

1

9

5

3

3

2

20

3

5

8

1

5

20

1

3

2

20

2

19

5

課
　
題

技術要素
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大気遮断法

溶解条件

シリンダー改善

ノズルの改善

スリーブの改善

金型構造の改善

金型材質最適化

鋳造条件の規定

鋳造方法の改善

鋳造条件の改善

コア材の最適化

流動槽の活用

変形、加熱規定

投影材の添加

溶
湯
へ
の
異
物
混
入
防
止

固
化
金
属
の
流
入
防
止

鋳
肌
表
面
改
善

表
面
酸
化
不
良
の
防
止

鋳
物
巣
の
発
生
防
止

割
れ
防
止

薄
肉
化

給
湯
量
精
度
の
向
上

充
填
不
良
湯
境
不
良
の
低
減

バ
リ
発
生
防
止

部
材
の
溶
損
、

破
損
防
止

金
型
、

冶
工
具
の
寿
命
向
上

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
性
の
向
上

時
間
短
縮

工
程
の
簡
略
化

原
料
用
品
の
削
減

設
備
費
の
削
減

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
削
減

屑
の
利
用

燃
焼
、

発
火
の
防
止

処
理
ガ
ス
等
の
公
害
対
策

加圧鋳造の
最適化

金型の
最適化

鋳造条件の
最適化

砂型、金型等の
鋳造の最適化

環
境
負
荷
の
低
減

稼働率の
向上

寸法・形状
特性の向上

内
部
不
良
の
防

止

歩
留
ま
り
向
上

製
造
時
間
短
縮

生産性の向上

コスト低減

安
全
性
の
向
上

品質の向上

表
面
欠
陥
の
防

止異
物
に
よ
る
不

良
防
止

機
械
的
性
質
の
改
善

後工程の最適化

溶湯計量の最適化

原材料調整の最適化

溶
湯
製
造

の
最
適
化

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の

最
適
化

離型剤の最適化

注湯の最適化

溶解の
最適化

鋳造組織の微細化

不純物の除去

13

12

9

8

8

7

7

6

66

6

6 5

5

5

5

5

5

5

5

4 4

4

4

4

4

4

4

4

4

44

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2 2

2

2

2

2

2

2 2

2

2

2

2

2

2

2

2

21

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

9

9

30

課
　
題

解決手段

13の技術要素の中で出願件数が最も多い鋳造の技術開発課題は、全体に平均的に

分布しているが、生産性の向上を構成する、稼働率の向上、製造時間の短縮等が多

い。この課題に対する解決手段は、金型の最適化、加圧鋳造の最適化のダイカスト

射出成形関連が多く用いられている。 

マグネシウム合金は熱容量が小さいので、鋳造で固まりやすく湯流れ性が劣る。

このため金型材質、金型構造、さらには周辺構造を工夫した技術開発がなされている。

鋳造の出願人は、宇部興産、日本製鋼所、東芝機械等の設備メーカーが上位を占

めている。 

マグネシウム合金 
 

課題・解決手段対応の出願人 

鋳造の課題・解決手段と出願人の特徴 

ﾀﾞｲﾊﾂ工業(4) 

旭ﾃｯｸ 

宇部興産(3) 

ｸﾎﾞﾀ 

坂井商事 

神戸製鋼所(2) 

東洋工機 

宇部興産 

宇部興産機械 

大同特殊鋼 

東芝機械(6) 

若松製作所(2) 

大同特殊鋼 

東京窯業(6) 
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主要 22 社の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出願人毎の出願件数をみると、松下電器産業が最も多く、マツダ、三井金属鉱業と

続いている。出願件数の多い 22 社をみると、電気・電子機器メーカー、自動車メー

カー、材料メーカー、加工設備メーカー、大学・研究所等で構成されている。出願件

数は 22 社で 48％を占めており、その技術開発拠点は関東地方に多い。 

主要 22 社で 48%出願、拠点は関東中心 

マグネシウム合金 
 

技術開発の拠点の分布 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 松下電器産業　 1 3 8 18 8 25 14 16 93
2 マツダ　 3 9 20 7 4 8 6 12 5 3 3 80
3 三井金属鉱業　 22 7 5 5 6 4 4 13 7 5 78
4 トヨタ自動車　 18 8 13 5 5 5 2 5 6 10 77
5 宇部興産　 4 4 10 11 9 13 6 4 3 64
6 本田技研工業　 7 9 1 5 4 4 3 9 9 51
7 日本製鋼所 3 2 1 3 3 13 11 15 51
8 神戸製鋼所 4 17 8 5 4 2 1 2 3 46
9 東芝 1 2 2 1 3 8 8 5 4 2 36

10 スズキ 5 5 1 6 6 6 3 2 34
11 日立製作所 3 1 1 2 1 8 7 2 6 3 34
12 東芝機械　 1 9 9 10 3 32
13 日立金属　 2 1 1 4 3 7 8 5 31
14 産業技術総合研究所 1 5 1 3 1 3 3 4 3 5 29
15 豊田中央研究所 2 2 1 3 3 1 3 3 2 9 29
16 増本　健（東北大学） 12 2 5 4 23
17 ＹＫＫ 9 3 1 2 5 1 2 23
18 シマノ 1 6 4 6 4 21
19 旭テック　 3 2 3 1 4 1 5 19
20 シャープ 1 1 7 8 2 19
21 住友金属工業　 2 2 2 1 6 6 19
22 セイタン 2 2 2 5 5 3 19

年次別出願件数
№ 出願人

技術開発拠点図 

東京都③⑦⑨⑬  

神奈川県①⑨⑪⑫ 

愛知県④⑧⑨⑭⑮ 

茨城県⑪⑭ 

広島県②⑦ 

宮城県①⑯⑰ 

佐賀県⑭ 

埼玉県③⑥⑬ 

北海道⑦ 

三重県⑧ 

山口県⑤⑧⑪ 

山梨県③ 

新潟県  

静岡県⑩⑫⑲ 

千葉県⑪ 

大阪府①⑤⑭⑱⑳

富山県⑰ 

兵庫県⑧  

福岡県③ 

栃木県⑬ 



 

viii 

 

 

 
出願状況 電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の分布

 

 

松下電器産業の出願は 93

件であり、そのうち登録にな

ったものは４件である。 

技術要素の中では電気・電

子機器部品に関する出願が

49 件で最も多く、次いで鋳造

の 21 件である。 

電気・電子機器部品の課題

では、寿命/信頼性の改善を

主体とした一般特性の向上、

およびリサイクル性の改善

が多い。これらの解決手段

は、皮膜形成、新機能・新機

構の追加、一体化、新プロセ

スの採用、プロセスの複合化

等多岐にわたっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技術要素 課 題 解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

 

発明の名称・概 要 

電子機器用ﾀﾞｲｶｽﾄ製部品 電気・電子

機器部品 

放 熱 性 の

改善 

一体化 特許 3069604 

98/12/14 

H05K  7/20 電子部品を取り

付ける ﾎ ﾞ ｽと縦

横方向に補強用

の ﾘﾌ ﾞを複数設

け､そのﾘﾌﾞに孔

を形成した薄肉

複雑形状の ｼｬ ｰ

ｼ｡ 

 

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機の外装体 電気・電子

機器部品 

リ サ イ ク

ル 性 の 改

善 

寸 法 形 状

の最適化 

特許 3339286 

96/02/19 

H04N 5/64,541
制御回路部ﾌﾟﾘﾝ

ﾄ基板固定ﾎﾞｽ ､

画像表示部固定

ﾎﾞｽ､ﾌﾟﾘﾝﾄ基板

からの放熱用ﾌﾚ

ｰ ﾑ ､及び補強用

の ﾘﾌ ﾞを射出成

形により一体成

形したﾃﾚﾋﾞ受像

機の外装体｡ 

 

 

松下電器産業株式会社 

マグネシウム合金 
 

主要企業 

（1991 年以降に出願され、

2003 年 7 月までに公開され

た特許、実用新案） 

加工用合金組成最適化

機能材料として最適化

表面の改質・組織制御

クラッド化

被膜形成

金属基複合材料など

方法･手段の変更

条件の改善･最適化

寿
命
/
信
頼
性
の
改
善

軽
量
化

高
強
度
･
高
剛
性
化

放
熱
性
の
改
善

記
憶
装
置
の
高
密
度
化

音
響
特
性
の
改
善

回
転
機
の
効
率
化

シ
ー

ル
ド
性
の
向
上

発
光
特
性
の
改
善

磁
気
特
性
の
改
善

電
池
特
性
の
改
善

そ
の
他
特
性
の
改
善

生
産
性
の
向
上

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
改
善

工
程
簡
素
化
・
製
造
性
の
改
善

有
害
物
質
の
無
害
化

一般特性の
向上

商品固有特性の向上

コ
ス
ト
低
減

品質の向上

環
境
負
荷
の
低

減

一体化

寸法形状の最適化

工
法
の

改
善

新プロセスの採用

従来法の改善

プロセスの複合化

構
造
の

変
更

新機能・機構の追加

部分的な複合化

材
料
の
変
更

マグネシウム系材料の採用

マグネシウム
組成の変更

材料の複合化

課
　
題

解決手段

3

3

3

3

3

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

11

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15



 

ix 

 

 

 
出願状況 自動車部品に関する課題と解決手段の分布 

 

マツダの出願は 80 件であ

り、そのうち登録になったも

のは 25 件である。 

技術要素の中では自動車

部品、複合材に関する出願が

13 件で最も多い。さらに鋳

造、水素吸蔵合金、汎用合金

等取組みは多要素にわたっ

ている。 

自動車部品の課題、解決手

段の組合わせも多岐にわた

っている。その中では、耐摩

耗性・摩擦特性の向上を課題

とし、複合材の採用を解決手

段とするもの、さらに軽量化

を課題として、セラミック、

鉄以外の材料との組合わせ

構造の採用を解決手段とす

るものが各々２件である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技術要素 課 題 解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

 

発明の名称・概 要 

部分複合軽金属系部品およびそれの製造に用

いる予備成形体 

自 動 車 部

品 

耐摩耗性･

摩 擦 特 性

の向上 

複 合 材 の

採用 

特許 3376292 

98/09/30 

C22C 47/08 TiO2 粒子､SiC 粒

子、ｾﾗﾐｯｸｽ短繊

維等を焼結した

多孔体の予備成

形体と軽金属か

らなる部分複合

軽 金 属 系 部 品 ｡

ﾌﾞﾚｰｷﾛｰﾀの素材

として最適。 

 

Mg 合金製部材の製造方法 自 動 車 部

品 

機 械 的 特

性の向上 

部 分 的 鍛

造 等 加 圧

加 工 の 付

与 

特許 3281004 

91/09/18 

B21H  1/04 
ホイールリム部

外周面対応部位

にチラーを埋設

し、急冷処理し、

加熱後部分鍛造

成形する。加熱

温度を低くして

熱影響による強

度の低下を回避

できる。 

 

 

マツダ株式会社 

マグネシウム合金 
 

主要企業 

（1991 年以降に出願され、

2003 年 7 月までに公開され

た特許、実用新案） 

素材材質の変更

多孔質金属の採用

粉末成形体の採用

複合材の採用

鉄製部品の採用

セラミックス部品の採用

その他の材料の採用

硬質材料による付与

潤滑剤による付与

化成皮膜等の付与

その他の皮膜の付与

機
械
的
特
性
の
向
上

耐
摩
耗
性
・
摩
擦
特
性
の
向
上

耐
熱
性
等
熱
特
性
の
向
上

耐
食
性
向
上
・
接
触
腐
食
防
止

寸
法
精
度
の
向
上

耐
衝
撃
性
の
向
上

残
留
応
力
・
面
圧
力
の
低
減

異
音
・
騒
音
発
生
の
防
止

ボ
ル
ト
の
緩
み
発
生
の
防
止

鏡
面
性
の
向
上

そ
の
他
特
性
の
向
上

鋳
造
欠
陥
発
生
の
防
止

表
面
欠
陥
発
生
の
防
止

生
産
性
の
向
上

安
全
性
の
向
上

環
境
負
荷
の
低
減

製
造
方
法
･
条

件
等
の
最
適
化

金型形状等の変更

部分的鍛造等加圧加工の付与

溶接方法の変更

製造設備の変更

加工方法・条件等の最適化

欠
陥
の
発

生
防
止

燃
焼
、

発
火
の
防
止

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
向
上

品
質
の
向
上

製
造
工
程
・
方
法
の
効
率
化

軽
量
化

構
成
部
材
・
部
品
の
最
適
化

材質の
最適化

異種材料と
の組合せ
構造採用

コーティン
グ皮膜の
最適化

形状・構造の最適化

新部材・部品の採用

一
般
特
性

の
向
上

商
品
固
有

特
性
の
向

上

課
　
題

解決手段

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15



 

x 

 

 

 
出願状況 汎用合金に関する課題と解決手段の分布 

 

三井金属鉱業の出願は 78

件であり、そのうち登録にな

ったものは 26 件である。 

技術要素の中では汎用合

金に関する出願が 28 件で最

も多く、次いで鋳造の 20 件

である。 

汎用合金では、種々の課題

について、組成の最適化を解

決手段とした取組みが多い

傾向にある。その中では、高

温強度、室温強度向上を課題

として、Mg-希土類系を解決

手段とするものが６件で最

も多い。 

希土類元素はガドリニウ

ム（Gd）、ランタノイド(Ln)

等を用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技術要素 課 題 解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

 

発明の名称・概 要 

超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金 汎用合金 超 塑 性 変

形 の 高 速

化 

Mg-Li 系 特許 2121813 

93/03/26 

C22C 23/00 
Li、Ca を含有す

る超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳ

ﾑ 合 金 ｡ 従 来 の

Mg-Li 合金の超

塑性特性を改善

し ､ま た 室 温 強

度の向上及び強

度の安定性に優

れ､ﾌ ﾞ ﾛ ｰ成形等

が可能｡ 

 

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金 汎用合金 高温強度､

室 温 強 度

向上 

Mg-Al 系 特許 2741642 

92/03/25 

C22C 23/02 
Al、Ca を含有し､

Ca/Al比が 0.7以

上のﾏｸﾞ ﾈ ｼ ｳ ﾑ合

金 ｡ 汎 用 の

Mg-Al-Zn-Mn 系

合金よりも室温

及び高温強度に

優 れ ､耐 熱 性 が

要求される自動

車ｴﾝ ｼ ﾞ ﾝ部品に

適する。 

 

 

三井金属鉱業株式会社 

マグネシウム合金 
 

主要企業 

（1991 年以降に出願され、

2003 年 7 月までに公開され

た特許、実用新案） 

Mg-Al系

Mg-Zn系

Mg-希土類系

Mg-Li系

他Mg系

第三元素の添加

晶出化合物の最適化

析出化合物の活用

結晶粒組織の最適化

結晶系、格子欠陥活用

固溶元素の最適化

溶湯状態の最適化

溶湯凝固条件の最適化

変形、加熱条件最適化

粒子分散法等の採用

室
温
強
度
向
上

高
温
強
度
向
上

高
温
強
度
、

室
温
強
度
向
上

高
温
強
度
、

鋳
造
性
改
善

高
温
強
度
、

耐
食
性
向
上

延
性
、

靭
性
の
向
上

超
塑
性
変
形
の
高
速
化

耐
食
性
の
向
上

犠
牲
陽
極
性
の
向
上

鋳
造
性
の
改
善

製
造
制
約
の
緩
和

展
延
性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

物
理
的
特
性
の
向
上

機械的特性の向上

安
全
性
の
向
上

組
成
の
最
適
化

金
属
組
織
の

最
適
化

化学的要因等の最適化

製
造
法
の

最
適
化

コ
ス
ト
低
減

生
産
性
の
向
上品質の向上

塑
性
成
形
加
工
性
の
向
上

化
学
的
特

性
の
向
上

課
　
題

解決手段

6

3

22

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15



 

xi 

 

 

 
出願状況 汎用合金に関する課題と解決手段の分布 

 

トヨタ自動車の出願は 77

件であり、そのうち登録にな

ったものは 15 件である。 

技術要素の中では汎用合

金に関する出願が 27 件で最

も多く、次いで複合材の 15

件である。 

汎用合金では、高温強度関

連の開発課題を、組成、ある

いは金属組織の最適化によ

る解決手段で取組んでいる

ものが多い。 

結晶粒組織の最適化を解

決手段とするものが合計５

件あるが、これは微細結晶質

相を形成させこれに超微細

金属間化合物を分散させた

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技術要素 課 題 解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

 

発明の名称・概 要 

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金 汎用合金 高温強度､

耐 食 性 向

上 

Mg-Al 系 特許 3107267 

93/12/03 

C22C 23/00 
MgAlZnRE で、Al

をﾃﾞﾝﾄﾘﾃｨｸｾﾙを

形成しない濃度

範 囲 に 限 定 ､さ

らに Zn、RE を規

定した、鋳造性、

耐食性、ｸﾘｰﾌﾟ特

性に優れたﾀﾞｲｷ

ｬｽﾄ用耐熱ﾏｸﾞﾈｼ

ｳﾑ合金｡ 

 

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法 汎用合金 高温強度､

室 温 強 度

向上 

結 晶 粒 組

織 の 最 適

化 

特許 3193208 

93/09/27 

C22C 45/00 
MgAlX (X は Y 等)

の 組 成 を 有 し ､

微結晶からなる

母相に Mg-Al 系

等の金属間化合

物が分散した組

織 を 有 す る ､室

温、高温強度が

優れるﾏｸﾞ ﾈ ｼ ｳ ﾑ

合金｡ 

 

 

トヨタ自動車株式会社 

マグネシウム合金 
 

主要企業 

（1991 年以降に出願され、

2003 年 7 月までに公開され

た特許、実用新案） 

Mg-Al系

Mg-Zn系

Mg-希土類系

Mg-Li系

他Mg系

第三元素の添加

晶出化合物の最適化

析出化合物の活用

結晶粒組織の最適化

結晶系、格子欠陥活用

固溶元素の最適化

溶湯状態の最適化

溶湯凝固条件の最適化

変形、加熱条件最適化

粒子分散法等の採用

室
温
強
度
向
上

高
温
強
度
向
上

高
温
強
度
、

室
温
強
度
向
上

高
温
強
度
、

鋳
造
性
改
善

高
温
強
度
、

耐
食
性
向
上

延
性
、

靭
性
の
向
上

超
塑
性
変
形
の
高
速
化

耐
食
性
の
向
上

犠
牲
陽
極
性
の
向
上

鋳
造
性
の
改
善

製
造
制
約
の
緩
和

展
延
性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

安
全
性
の
向
上品質の向上

物
理
的
特
性
の
向
上

塑
性
成
形
加
工
性
の
向
上

コ
ス
ト
低
減

機械的特性の向上

化
学
的
特

性
の
向
上

生
産
性
の
向
上

組
成
の
最
適
化

金
属
組
織
の

最
適
化

化学的要因等の最適化

製
造
法
の

最
適
化

2

2

22

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15

解決手段

課
　
題



 

xii 

 

 
 

出願状況 鋳造に関する課題と解決手段の分布 

 

宇部興産の出願は 66 件で

あり、そのうち登録になった

ものは 15 件である。 

技術要素の中では鋳造に

関する出願が 45 件で最も多

く、次いで汎用合金の 13 件

である。 

鋳造の課題では、大分類の

品質の向上、生産性の向上等

全般的に取組んでおり、解決

手段では、大分類のダイカス

ト射出成形の最適化が多い。 

組合せでは工程の簡略化

を課題として、鋳造条件の規

定を解決手段とするものが

12 件で、最も多い。 

鋳造条件の規定は、最適な

チクソ組織を得る前処理条

件に関するものが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技術要素 課 題 解決手段 

特許番号 

出願日 

主 IPC 

発明の名称・概 要 

溶融金属の成形方法 鋳造 工 程 の 簡

略化 

鋳 造 条 件

の規定 

特許 3339333 

96/11/22 

B22D 17/00 
溶融金属を冷却

治具に接触させ

た後､直接ﾀﾞｲｷｬ

ｽ ﾄ用 ｽﾘ ｰ ﾌ ﾞに注

い で ､固 相 率 が

15%未満とする、

簡 便 容 易 な 微

細、球状の半溶

融 ﾁｸ ｿ組織成形

体を得る方法。

 

半溶融成形に適したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳造素材の

製造方法 

鋳造 溶 湯 へ の

異 物 混 入

防止 

注 湯 の 最

適化 

特許 2962453 

93/09/07 

C22C 1/02,503 合金溶湯の過熱

度を規定して保

持し、さらに凝

固区間冷却速度

を規定して凝固

させた、ｶﾞｽ巻込

み ,溶 湯 酸 化 が

少ない、微細な
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１. 技術の概要 
 

マグネシウム合金は実用金属材料としては最軽量で、リサイクル性にも優れ

ることから、社会ニーズに対応した様々な技術開発が展開されており、特許

出願件数も最近増加している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1 マグネシウム合金利用の現状と可能性 

マグネシウムは、1808年H.Davyによって発見された金属であり、アルミニウム、チタン

と同様に比較的新しい金属である。マグネシウム合金需要は、欧米での自動車部品への利

用拡大により大きな伸びを示している。国内でも年度のずれはあるものの、同様の傾向で

あり、さらに、電子情報機器への適用が注目されている。 

国際マグネシウム協会（IMA）の需要統計データによると、2002年の世界全体のマグネ

シウム需要総量は約36.5万トンであるが、我が国ではその約11％の3.8万トンである。図

1.1.1-1にマグネシウムの需要推移を地域別に示すが、ここ9年間の需要の伸びは年平均5％

である。地域別総需要の伸びは、ヨーロッパの約12％、日本を含むアジア・オセアニアの

約8％が大きい。 

マグネシウム需要は、ダイカスト等の鋳造材、あるいは鍛造、押出、圧延等の展伸材等

のいわゆる構造材用途と、アルミニウム合金の添加材、鉄鋼の脱硫剤・還元剤、および化

学用等の非構造材用途に区分される。自動車部品、電子情報機器部品等のマグネシウムの

本命となる前者の構造材用途は、現状では世界では全体のマグネシウム需要の40%、国内で

は30%ではあるが、上記需要の伸びの牽引役となっている。 

構造材用途では、マグネシウムに種々の元素を添加したマグネシウム合金が主体となる

が、世界ではこの中で製造技術的に容易な高圧ダイカスト用合金が圧倒的に多く（92％）、

コスト問題を抱える展伸材用合金（圧延、押出、鍛造など）、鋳物用合金（砂型、金型、

低圧鋳造）は少ない。我が国でも同様の傾向である。 

図1.1.1-2に世界のマグネシウムダイカスト合金の需要と予想を示す。特に米国、欧州

における最近の需要の増大が著しく、さらにこの傾向が将来的にも継続することが予想さ

れている。この主要市場は自動車部品であると予想されている。 

特許流通 

支援チャート

1.1 マグネシウム合金 
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図1.1.1-1 マグネシウムの地域別需要推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国際マグネシウム協会（IMA）統計(2003) 

 

マグネシウムは軽量で比強度が高いという長所を有し、金属材料として極めて優れるが、

一方では、腐食性、酸化燃焼性、価格等の問題点を有するため、現状は国内、世界でみて

もアルミニウムの1～2％の規模にとどまっている。しかしながら、中国素材の低価格化と

そのシェア向上などの供給環境が変化したことから、価格問題は4～5年前から大きく改善

されている。さらに最近の燃費と環境問題への対応、機能性向上あるいは意匠性のニーズ

等から、さまざまの分野でマグネシウムを必要とする情勢になっており、構造部品需要の

積極化、増大が期待されている。 

 

図1.1.1-2 世界のマグネシウムダイカスト合金の需要と予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）IMA & Hydro Magnesium 
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（1）国内の電子情報機器、自動車部品市場 

我が国では、パソコン、携帯電話、ビデオカメラ、ミニディスク、プロジェクターなど

の電気通信機器や光学機器業界は、産業基盤が極めて強い。マグネシウム部品化では、軽

量性、高い比剛性、電磁波シールド性、放熱性、リサイクル性、薄肉成形性などの特徴を

活用でき、機能向上に寄与している。また溶解炉を必要としない射出成形機による製造方

法（チクソモールディング法）が導入されたことにより、本製造技術を樹脂材料で用いて

いた樹脂加工業者が、新たにこの業界に参入したことが市場のパイを広げることとなった。 

また最近、ダイキャスト法等の鋳造法に替わる加工法として、薄肉展伸材を加熱し熱間

で鍛造、絞り加工を同時に行うプレスフォージング法が開発され、ミニディスク筐体に適

用されている。ボス取付けなどの鍛造成形機能の他に、表面肌の良さ、高い生産性などの

塑性加工法の長所が生かされている。現在、圧延板等の材料コスト高がネックであり、ま

た板材品質の安定性が問題であるが、それらが解決されれば、大きな飛躍が期待できよう。 

他方、自動車用部品としては、1959年に東洋工業（現マツダ）でマツダR360クーペのト

ランスミッションケースなど7部品に大量使用する試みがなされた。オイルショック等で継

続されなかったが、その後燃費改善の要求が高まり、1980年代中頃から緩やかであるが着

実に自動車部品への使用が拡大した。2002年の国内におけるダイカスト合金使用量は、約

10,000t（ダイカスト用8,000t、チクソ用2,000t）であり、その60～70％が自動車部品関連

で消費されたと推定される。最近の国内での合金需要は、年率20%以上の伸び率で推移して

おり、注目される。 

日本で世界に先駆けて使用された部品例としては、1980年代後半のステアリング・ホイ

ール芯金がある。これはトヨタ自動車で量産化され、全世界の車で広く採用される部品と

なっている。また最近本田技研工業で量産化されたオイルパンは、耐熱マグネシウム合金

実用化の先駆けとして注目されている。表1.1.1-1に国内自動車メーカーにおけるマグネシ

ウム部品の使用例を示す。 

 

表1.1.1-1 国内自動車メーカーのマグネシウム部品の使用例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部品名 ト ヨ タ 日 産 三 菱 ホ ン ダ マ ツ ダ ス ズ キ イ ス ズ

・　シリンダ・ヘッドカバー ○ ○ ○ ○

・ ブレーキクラッチペダル・ブラッケット ○

・ステアリング・ハンドルロック ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ステアリングホイール芯金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ロードホイール ○ ○

・助手席エアーバッグ ○ ○

・ハンドル用エアーバッグ ○ ○

・シート部品 ○

・オイルパン ○

・ECU ○

・ステアリング・コラムジャケット ○

・シートバック ○

・シートパン ○
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（2）欧米の自動車部品市場 

ヨーロッパではドイツのフォルクスワーゲン社が、1972年にビートル一車種だけで

42,000tを使用した。しかしながら、その後エンジンの水冷化による耐熱性、耐食性の問題、

さらに材料価格の急騰により、アルミニウムに材料置換され、マグネシウム合金の使用は

激減していった。1988年頃から安全性を要求される部品製造用合金として、高延性合金の

利用拡大がなされた。ダイムラー・クライスラー社がシート全体を、アウディ社がインス

ツルメント・パネル（I/P）を、延性の大きいマグネシウム合金で生産し、やがて北米での

I/Pのマグネシウム化を飛躍させる機運を作った。最近は、燃費改善による環境・資源保護

問題の改善やリサイクルという社会的要請に応えるように、軽量化の一つの手段として使

用量が増えている。 

図1.1.1-2に示されるように、ヨーロッパの需要拡大が顕著であり、最近の伸び率は約

11%である。これは自動車部品市場が牽引しており、その特徴的な動向としては、フォルク

スワーゲングループがマグネシウム製錬会社に資本投下して、マグネシウムの部品化を積

極的に促進していること、自動車メーカーがマグネシウム用大型ダイカストマシンを保有

して、耐熱合金を利用したエンジンブロックなどの鋳造法開発を積極化していること、EU

や国家レベルのプロジェクトにより基礎から応用までマグネシウム合金の開発、利用を促

進していること、マグネシウム合金圧延材の製造コスト削減プロジェクトが発足している

こと、ドアフレームなどのボデー材への適用試験が実施されていることなどが挙げられる。 

米国では比較的大型車が多い中で、1980年代中頃から、CAFE（燃費規制）をクリアする

ために軽量化が進んだ。この時期にマグネシウム合金による種々のエンジン部品、車体部

品、および内装部品が開発され、その大部分が生産に移された。この間のマグネシウム合

金の研究により、腐食、可燃性、価格など、それまでの問題点のいくつかは克服された。

1991～1997年までのマグネシウム合金需要増加の多くは、北米での自動車部品への利用促

進による。最近、マグネシウム合金製I/Pは、軽量化とともに、モジュール化（部品集約構

造）による組付けコスト削減効果から、年間400万ピース生産されている。北米の国家レベ

ルプロジェクトは、ビッグ３といわれる自動車メーカーが主体となって部品開発に重点を

置いている。 

表1.1.1-2には、最近の主に欧米車に利用されているマグネシウム部品例と、開発、量

産化が期待されている部品例をそれぞれ示す。 

 

表1.1.1-2 欧米車で利用が進んでいる車用部品と開発中の部品例 

今後 5 年間成長する用途 インスツルメントパネル構体 

シートフレーム 

マニュアルトランスミッションハウジング 

ステアリングコラム部品 

シリンダーヘッドカバー 

インテークマニホールド 

開発が進んでいる用途 ドアフレーム 

Ｂ－ピラー（サポートピラー） 

大型の外部ボディ部品（エンジンフード、リアデッキリッ

ド、グリルインフォースメント） 

エンジンブロック 

オートマチックトランスミッション・ハウジング 



7 

1.1.2 マグネシウムの資源と原料 

マグネシウムは、地球上において8番目に多い元素であり、地殻の約2.5％を占めている。

海水中にはマグネシウム元素として約0.13％溶解しており、800トンの海水から約1トンの

マグネシウムが採れることになる。しかし実際に工業的に利用されている製錬用原料には、

まとまって産出し抽出しやすい原料として、マグネサイト（MgCO3）、ドロマイト（MgCO3・

CaCO3）、カーナライト(MgCl2・KCl・6H2O)、マグネシウム分の濃縮されたかん水などが利用

される。このように資源的にも無尽蔵にあるが、国内ではコスト上の問題から現在はマグ

ネシウムの製錬は行われていない。金属マグネシウムは、これらの原料から電解法（無水

塩化マグネシウムの溶融塩電解）あるいは熱還元法（酸化マグネシウムのフェロシリコン

による真空還元反応）により得られる。マグネシウムを自動車部品、ノートパソコンなど

の情報機器筐体として製造する場合、鋳造性、成形性や機械的性質等を改善するために、

純マグネシウムに他の成分を添加して、合金材として利用される。 

 

1.1.3 マグネシウムの特徴 

表1.1.3に純マグネシウムとアルミニウムおよび亜鉛の物理的性質を示す。マグネシウ

ム合金として利用する場合、最大のセールスポイントは軽量性で、比重が1.8と実用金属の

中で最も小さく、アルミニウム合金の約2/3である。 

マグネシウムの融解潜熱と比熱は、同一体積のアルミニウムのほぼ2/3である。したが

って、鋳造から製品取出しまでに放出される熱量は、アルミニウム合金の約2/3と少なく、

凝固時間が短くなり、鋳造サイクルが30%以上向上する。その他、金型冷却時間の短縮と離

型性の良さなどを加味すると、実際は50%以上の生産性アップが可能である。 

マグネシウムは鉄の溶解度が非常に小さいため、金型の溶損が小さく、金型への付着性

が少ない。したがって、金型寿命がアルミニウム合金ダイカストの場合より1.2～2倍長い

といわれ、生産量の多い部品製造ではコストメリットがある。また、抜き勾配がアルミニ

ウムより小さくてすみ、製品デザイン上有利である。 

 

表1.1.3 純マグネシウムと他金属との物理的性質比較 

 

 

 

 

    （出典）ASTM:Metals Handbook Vol.2(1990) 

 

マグネシウムの結晶構造は最密六方構造であるため、変形に寄与する結晶すべり面が少

なく、面心立方晶構造のアルミニウムと違い室温での塑性加工が難しいという欠点がある。

しかし、300℃程度ではすべり面が増えるので、熱間圧延や押出し等の加工性をアルミニウ

ムに近付けることができる。 

マグネシウムは、アルミニウムより活性な金属であるため、大気中で溶解、鋳造すると

酸化し、緩やかに燃焼を開始する。したがって、六フッ化イオウの希釈ガス等の保護ガス

中で溶解する必要がある。しかし、本ガスは地球温暖化での問題が大きいため、最近代替

密度 融点 沸点 比熱 融解潜熱 熱伝導率 線膨張係数

g/cm3 ℃ ℃ KJ/Kｇ　　KJ/m3 KJ/Kg    MJ/m3 W/(m・k) μm/m

マグネシウム(Mg) 1.74 650 1,105 1.05      1.84 368      628 167 26.0

アルミニウム(Al) 2.70 660 2,480 0.92      2.47 385    1,046 247 24.0

亜鉛 (Zn) 7.10 420 907 0.38      2.68 113      795 133 29.1
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ガスが提案されている。 

常温におけるマグネシウム合金の耐食性は、1970～1980年代の技術革新により大幅に向

上した。マグネシウムおよびアルミニウムダイカストについて、塩水噴霧試験した結果を

図1.1.3に示す。マグネシウムダイカスト合金のAZ91D合金の場合、アルミニウムダイカス

ト合金A380(ADC10/12)より優れていることが分かる。最近のマグネシウム合金は、耐食性

向上のため、AZ91D合金と同様に不純物の鉄、ニッケル、銅などの含有量を規格内に保持し

なければならない。ただし、装飾性、耐摩耗性等が要求される用途では、化成処理、陽極

酸化処理、塗装、メッキなどの各種表面処理が行われる。化成処理では環境への配慮から

六価クロムを含まない方法が開発、利用されている。 

 

図1.1.3 アルミニウム合金との腐食試験結果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Mg合金 Al合金 

（出典）Hydro Magnesium技術資料(1997) 

 

また、実用金属の中でマグネシウムは、電気化学的には最も卑な金属であることから、

室外環境にさらされる状況でマグネシウムを他材料と接触使用する場合、電食防止に配慮

することが重要ある。例えば、エンジン部品のマグネシウム合金を鉄部品と組みつける場

合、電位差の影響を極力少なくする方法や、電気回路を形成させない状態を作る。例えば、

マグネシウムと鉄製品の接触面に有機系コンパウンドをセットする方法、あるいは両部品

の締結材として使用するボルトや座金に、アルミニウム展伸材の6000系または5000系（銅

含有量が少ない）材料を陽極酸化処理して使用する方法などが電食対策として提案されて

いる。 

 

1.1.4 マグネシウム合金材料 

（1）合金化元素 

構造材用マグネシウム合金は、ダイカスト、砂型/金型鋳造、押出し、圧延材などの形

で使用されている。目的の材料特性を得るために、各種合金成分が添加される。添加元素

の例と主な効果を示すと次のようになる。 

- 強度、鋳造性の改良：アルミニウム(Al)、亜鉛(Zn) 

- 耐食性の向上：マンガン(Mn) 

- 耐熱強度の向上：希土類と重希土類(RE: La,Ce,Pr,Nd,Gd etc. )、 イットリウム(Y)、 
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カルシウム(Ca)、ストロンチウム(Sr)、銀(Ag)、珪素(Si) 

- 結晶微細化：ジルコニウム(Zr) ただし、Al含有合金では結晶粗大化する。 

- 酸化防止効果：ベリリウム（Be)、カルシウム(Ca) 

以下は耐食性、延性確保の点からは添加量を制約する元素である。 

- 耐食性の阻害：ニッケル(Ni)、鉄(Fe)、銅(Cu)、コバルト(Co) 

- 延性の阻害：ナトリウム(Na)、カリウム(K)、バリウム(Ba) 

なお、マグネシウム合金種は、米国の材料表示法（ASTM規格）による合金名が一般的で

あり、これは合金組成が容易に判別できるためである。例えばAZ91Dという合金表示ではAZ

は合金元素を示し、この場合AはAl, ZはZnを意味する。数字は各成分(AとZ)の質量パーセ

ントで、この場合Alが9%、Znが1%含まれることを意味する。最後のDは、同一合金(AZ91)

の中でアルファベット順の4番目に制定されたことを示し、新しい制定規格であることが推

定できる。以下に、代表的な元素表示例を示す。A: Al, Z: Zn, M: Mn, S: Si, R: RE, E: 

MM, W: Y, Q: Ag, J: Sr, X: Ca, K: Zr, C: Cu, P: Pb, H: Th。 

 

（2）鋳造用、展伸材用合金 

表1.1.4-1に代表的なマグネシウムダイカスト用合金の化学成分と不純物を示す。鉄

(Fe)、ニッケル(Ni)、 銅(Cu)などの不純物元素含有量を、ppmオーダーで制限している。

マグネシウム合金の中で、従来広く使用されていたAl-Zn系(AZ系)合金の他に、この4～5

年来、延性の大きいAl-Mn系(AM系)合金の利用が増えており、合金需要の50％以上を占めて

いる。また、最近の傾向として、新規需要開拓を目的に、耐熱強度合金の開発研究が盛ん

である。 

表1.1.4-1 一般的なダイカスト用マグネシウム合金の主成分と不純物 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）ASTM規格:B93M-00 

 

表1.1.4-2に代表的な鋳物用マグネシウム合金の標準的な化学組成、および機械的性質

を示す。AZ系の古くからの合金の他に、ジルコニウム(Zr)を添加して結晶微細化した常温

強度の大きい合金が一般的である。最近、希土類（RE）、イットリウム（Y）を成分として

含むWE系耐熱合金が250℃まで対応でき、耐食性も優れることから、航空宇宙やモーターレ

ース部品用として、実用されている。 

 

ASTM
合金名 Al Zn Mn Rare Earth Si Cu Ni Fe
AZ91D 9 0.5 0.2 - 0.10以下 0.030以下  0.002以下  0.005以下
AM60B 6 0.22以下 0.3 - 0.10以下 0.010以下 0.002以下 0.005以下
AM50A 5 0.22以下 0.3 - 0.10以下 0.010以下  0.002以下 0.004以下
AM20* 2 0.20以下 0.3 - 0.05以下 0.008以下  0.001以下 0.004以下
AS41B 4 0.12以下 0.4 - 1 0.02以下  0.002以下 0.0035以下
AS21 2 0.2 0.3 - 1 0.008以下  0.001以下 0.004以下
AS21X* 2 0.25以下 0.1 0.2 1 0.008以下  0.001以下 0.0035以下
AE42** 4 0.20以下 0.3 2.5 - 0.04以下  0.001以下 0.004以下
　　　　〔メモ〕：　*印はNorsk Hydro規格,  **印はDow規格

合金成分の代表値　　および　不純物制限値　（wt%)
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表1.1.4-2 鋳物用マグネシウム合金の化学組成と機械的性質 

 

 

 

 

 

 

（出典）ASM:ASM Specialty Handbook(1999) 

 

表1.1.4-3に代表的な展伸用マグネシウム合金の標準的化学組成、機械的性質を示す。

展伸用合金は、塑性加工性を優先して、鋳物用合金に比べて一般に合金成分含有量を低く

している。圧延材としては、塑性加工性の点からAZ31が最もポピュラーである。押出材で

は、用途により各種合金が使用でき、Al含有量が多くなるほど強度は高い。鍛造材では、

AZ80、ZK60合金が高強度材として好まれる。なお、WE系合金材も利用されはじめている。 

 

表1.1.4-3 展伸、鍛造用マグネシウム合金の化学組成と機械的性質 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）ASM:ASM Specialty Handbook(1999) 

 

1.1.5 マグネシウム合金の機能開発 

(1) ナノ結晶合金の開発 

国内で高強度ナノ結晶として、Mg97Zn1Y2（Mg-2.5%Zn-6.8%Y）合金が提案されている。10

万℃/s以上の超急冷凝固粉末（RSP/M）を押出し成形することにより、引張耐力値610MPa、

伸び値5%という在来合金の2倍以上の特性を得ている。このナノ合金は、母相の平均粒経が

100～200nmであり、メカニカルグライディング法、ECAP法などの適用も期待されている。

なお、国内素材メーカーでは、マグネシウムのRSP/M法の事業化が、安全問題等を危惧して

進んでいないようである。米国では1980年代に既に工業化している。 

 

(2) 超塑性合金の開発 

マグネシウム合金は、室温付近での延性が本質的に劣るが、超塑性を利用することで大

きな変形を要する塑性加工品への適用ができる。マグネシウム合金の結晶粒の微細化プロ

セスが超塑性成形の重要技術である。代表的微細化プロセスは、1）冷間（温間）圧延と静

的あるいは動的再結晶の組合せ、2）高い押出比での熱間押出し、3）粉末の熱間押出し、

および4）高ひずみ付加などである。 

ASTM 機械的性質

合金名 Al Zn Mn Zr RE Ag Y Fe/Ni/Cu(ppm) （質別）：引張強さ/耐力/伸び

AZ91E 9 0.7 0.2 - - - - 50ppm/10/150 (T6): 276MPa/145MPa/6%

EZ33 - 3 - 0.5 3 - - - / 100/1000 (T5): 160 / 110 / 2

QE22 - - - 0.5 Nd(2) 2 - - / 100/1000 (T6): 260 / 195 / 3

ZE41 - 4 - 0.5 1 - - - / 100/1000 (T5): 205 / 140 / 3

WE54 - - - 0.5 Nd(2) - 5 - / 50 /300 (T6): 250 / 172 / 2

WE43 - - - 0.5 Nd(2) - 4 - / 50/200 (T6): 250 / 162 / 2

合金成分の代表値　および　不純物制限値（wt%)

ASTM 機械的性質

合金種 Al Zn Mn Zr （質別）：引張強さ/耐力/伸び

AZ31B 3 1 0.2 - 圧延（H24): 262MPa/179MPa/8%

AZ31B 3 1 0.2 押出し(F) :  234 / 152 / 7 

AZ61A 6 1 0.2 - 押出し(Ｆ):  260 / 150 / 6

AZ80A 8 0.5 0.15 - 押出し(T5):330 / 230 / 4

AZ80A 8 0.5 0.15 鍛造(T5):  320 / 220 / 3

ZK60A - 5.7 - 0.45 押出し(T5): 310 / 235 / 6

ZK60A - 5.7 - 0.45 (鍛造(T5):  305 / 230 / 4

標準化学成分（wt%)



11 

ZK60合金の押出材や結晶粒径を制御したAZ31合金圧延材などが、超塑性を示すことが報

告されている。現在のところ、マグネシウム系材料を用いて工業的に超塑性成形をした例

はないが、超塑性インジェクション成形、および超塑性スピニング成形が考案され、注目

されている。 

 

(3) 水素吸蔵合金の開発 

現在、燃料電池車では液体水素をタンクに入れて使用している。輸送やチャージ上の安

全性などを考慮し、液体貯蔵方式と平行して、固体の水素吸蔵合金をタンクに貯蔵する方

式が開発中である。マグネシウムを主体とする金属間化合物Mg2Niは、3.6mass%という高い

水素吸蔵量を有しているが、水素の吸蔵・放出が250℃以上と高いことが課題となっており、

100℃以下での放出特性が目標となっている。 

 

1.1.6 マグネシウムのリサイクル 

車部品がその寿命を終えて一般市場に戻ってくる量が多くなるのは、2010年頃からと予

想されている。したがって、現在リサイクル対象の大部分は、ダイカスト部品メーカーで

発生するクリーンスクラップである。国内ではクリーンスクラップの処理量も年々増え、

現在おおよそ10,000～12,000t/年がルツボ溶解法により再生されていると思われる。なお、

国内ではPCなどの商品ライフの短い製品は、家電リサイクル法に沿って既に一部製品メー

カー主導で一般市場から部品を回収され、製品から製品への循環リサイクルがスタートし

ており、世界に先駆けた対応と思われる。 

今後マグネシウム合金の需要が拡大するとともに、一般市場から戻るスクラップのリサ

イクル量が増えることになるが、コスト問題以外の技術課題の解決が求められる。例えば、

1)耐蝕性と関連する不純物のNi、Cu、Siなどの除去方法の確立、2)ダイカスト加工メーカ

ーで発生するドロス/スラッジの付加価値化リサイクル法の確立、3)一般スクラップ市場か

らのマグネシウム合金の効率よい分離回収システムの構築、4)マグネシウム合金材質マー

ク導入の啓蒙、5)マグネシウム合金溶湯の炉前清浄度評価法の精度向上、6)分離回収者へ

の安全教育、7)再生業者の環境対策など、が求められる。表1.1.6に不純物の汚染源と混入

限界量を示す。 

 

表1.1.6 不純物の汚染源と混入限界量 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.7 マグネシウム取扱いの安全 

マグネシウム構造材需要を伸ばす上で、事故防止の重要性が再認識されており、安全教

育の徹底、啓発が強く求められている。安全作業条件としては、1）安全な作業衣と、安全

汚染元素 汚染源
AZ91D合金インゴット１トン当り、金属
元素の混入限界量（kg/ton）

Cu
Al鋳物中のCu
Zn鋳物中のCu

Cu成分として0.15kg/t

Ni
Niメッキ鋳物中の
Ni　　ステンレス

Ni成分として0.010kg/t

Si

Al鋳物中のSi
離型剤中成分
砂の混入
研磨剤の混入

Si成分として1.0kg/t
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具をつけて作業を行う、2）マグネシウム溶湯と接触する治工具、地金類は湿気の全くない

状態まで十分加熱後使用する、3）マグネシウム微紛、バリ等の発生する工程では、マグネ

シウムの反応性が極めて強くなるので、設備、作業方法に十分に配慮するなどである。 

重大事故例から明らかになっていることは、外注先への安全上の指導不足や、マグネシ

ウム取扱いについての安全教育不足である。特に、製品の仕上げ作業といわれるショット

ブラスト、羽布研磨では、マグネシウム微粉が発生するため、粉塵爆発対策が欠かせない。

集塵機の選定、配管設計、日常管理や整理整頓、メンテナンスの教育などが重要である。

機械加工で発生する薄片チップは、容易に着火するためチップをマシンから連続排出し、

集積させないことが重要である。切削剤やクーラントとしては、オイルまたはチップとの

反応による水素ガス発生のない湿式クーラントなどが利用される。 

マグネシウム合金の溶解作業での事故は少なくなっているが、乾燥不十分の治工具の使

用、予熱不十分の地金やその他原料のチャージは、メタルの軽量性ゆえに飛散しやすく、

大気中で着火するので、他の金属の溶解鋳造作業と同等以上の注意が払われなければなら

ない。付着水分が溶湯中に取込まれると、200℃では16気圧にもなり、メタル飛散も激しく

なる。マグネシウムの金属火災では、塩化物（フラックス）、砂、黒鉛、鋳鉄の切削屑な

どが消火用として利用される。水の放水は厳禁である。初期消火が大変重要である。 

 

1.1.8 本書で扱うマグネシウム合金技術 

鉱石等の原料からマグネシウム金属を得る製錬等の製造プロセスに始まり、最終の自動

車部品等の商品化に至るまでの技術フローと、それらを構成する技術要素を図1.1.8に示す。

本書ではこれらのうち、特に国内のマグネシウム合金で重要な以下の4つの技術分野、13

の技術要素（ハッチング部）を扱う。 

● 材料技術： ①汎用合金  ②水素吸蔵合金  ③複合材 

● 製造技術： ④精製 ⑤鋳造 ⑥展伸材 ⑦粉末冶金 

● 応用加工技術： ⑧機械加工 ⑨接合加工 ⑩表面加工 

● 製品化技術： ⑪自動車部品 ⑫電気・電子機器部品 ⑬スポーツ・その他部品 

表1.1.8にこれら技術要素の内容を示す。 

 

図1.1.8 マグネシウム合金の技術フロー（技術分野）と技術要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属の製造技術 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（Mg金属）

成形
切断・切削

溶解・造塊 研摩

鋳物

ダイカスト

板材 表面処理

押出材 防食処理

鍛造材

　

精錬

粉末冶金

技術要
素

電気・電子機器
部品

スポーツ・その他
部品

機械加工

表面加工

技術
フロー

材料技術 応用加工技術

精製

製造技術

製錬 汎用合金

（鋳物、展伸材等）
製品化技術

接合加工

自動車部品

水素吸蔵合
金

複合材

展伸
材

鋳造
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表1.1.8 マグネシウム合金の技術要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.9 材料技術 

マグネシウム合金の材料技術として、汎用合金、水素吸蔵合金、複合材をとりあげた。

特許出願件数の多い水素吸蔵合金を独立させ、構造材用等の一般的な合金を汎用合金とし

た。 

 

(1) 汎用合金 

高温強度等の機械的特性、耐食性等の化学的特性等の諸特性の向上、あるいは非晶質、

超塑性等の特殊特性の発現を目的に、合金組成、金属組織を主体とした材料製造条件の検

討が行われている。 

技術分野 技術要素 説明

材料技術 汎用合金 強度、加工性、耐食性等の諸特性の向上、あるいは非晶質、超塑性等の特殊
特性の発現を目的に、Al、Zn、Zr等の添加元素の調整を主体として、さらに
鋳造法、加熱条件等の製造条件の最適化を図る技術。

水素吸蔵合金 水素を可逆的に吸蔵放出できる水素吸蔵合金として、吸蔵放出能力の向上、
吸蔵放出温度の制御等を目的として、添加元素、あるいは製造条件の最適化
を図る技術。

複合材 マグネシウム材料を基材として、金属酸化物等の硬くて細かい粒子を分散さ
せた材料、SiC等の微細な繊維を分散させた材料、あるいは同種・異種材料を
重ね合わせたクラッド材料を種々の加工法で製造して、比強度、耐食性、耐
熱性、あるいは耐摩耗性等を飛躍的に向上させる技術。

製造技術 精製 マグネシウムの製造、加工過程で発生するスクラップ、あるいは一般市場か
ら回収されるスクラップを溶解後、不純物元素、非金属介在物を除去、精製
する技術。

鋳造 特性向上のための添加元素の調整、鋳造組織制御のための微細化剤等の調
整、およびガス混入防止等の溶湯製造技術。この溶湯を用いた鋳物、ダイカ
スト、および展伸材用のスラブ、ビレット等の鋳造品の製造技術。ダイカス
トには半溶融溶湯からの射出成形技術も含む。

展伸材 スラブ、ビレットの鋳塊に熱間、あるいは冷間で、圧延（板）、押出、鍛造
による塑性加工を加えて、展伸材組織に変えることによる特性の向上、さら
には鋳造品では寸法、形状上の限界がある製品への対応を図る。

粉末冶金 溶湯あるいは鋳塊からの粉末製造技術、および粉末を融点以下の温度で加熱
しながら、ホットプレスや熱間押出で固化成形する粉末冶金技術。一層の強
度特性の向上、複雑形状の製品に適する。粉末そのものは薬品の原料、さら
には照明弾、花火等の発光用にも使われる。

応用加工技術 機械加工 板材、押出材を曲げ、深絞り、張出し等のプレス加工で所要の形状に加工す
る成形技術、およびこの成形品、さらには上記鋳造品、鍛造品を切断、打抜
き、切削、研摩する機械加工技術。

接合加工 TIG、MIG等の溶融溶接、高温、冷間の圧接、接着剤による接着、ろう、はん
だによるろう接、およびリベット、ボルト、ナット等による機械的接合等の
接合技術。

表面加工 表面の油等の汚れの機械的、化学的除去、および防食皮膜をつくるための化
成処理等の前処理技術。耐食性強化、意匠外観性向上、特別機能付与のため
の陽極酸化処理、塗装処理等の表面処理技術。犠牲陽極関連も含む。

製品化技術 自動車部品 シートフレーム、インスツルメントパネル等のボディ部品、シリンダーヘッ
ドカバー、オイルパン等のエンジン廻り部品、ホイール、ステアリング等の
駆動系、足廻り部品への鋳造品、展伸材の製品化技術。

電気・電子機
器部品

ビデオカメラ、カラーテレビ等のキャビネット、MD、カメラ、ノートパソコ
ン等の外装部品、あるいは携帯電話筐体等の電気・電子機器部品への鋳造
品、展伸材の製品化技術。

スポーツ・そ
の他部品

ゴルフヘッド、テニスラケット、釣竿リール、自転車フレーム等のスポー
ツ・レジャー部品、脚立、足場板、眼鏡フレーム等の日用雑貨品、義足、車
椅子等の福祉・医療関連部品への鋳造品、展伸材の製品化技術。
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特にオイルパン、トランスミッション、エンジンブロックなどの駆動系自動車部品にマ

グネシウム合金を利用するためには、高温クリープ強度の改善が重要課題である。最近、

こうした合金の開発試験が活発に行われており、それらは、硬化元素を添加して、適切な

固溶体硬化、もろさのない金属間化合物の粒界微細分散化、およびその三次元的ネットワ

ークの最大化などを目指している。同時に、鋳造性、耐食性とのバランスをとることが重

要である。図1.1.9-1に粒界晶出物の占有面積率の最適化を図った例を示す。 

 

図1.1.9-1 鋳造品断面の二次電子像模式図（特開2002-327231） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 水素吸蔵合金 

マグネシウム合金は、金属としては最も高いレベルの水素吸蔵能力を有するが、吸蔵・

放出温度が250℃以上と高いことがネックになっており、吸蔵・放出温度の低温化、吸蔵・

放出所要時間の短縮、吸蔵・放出能力の寿命向上等を目的に、Mg2Ni合金をベースとした組

成、金属組織、製造条件の検討が展開されている。 

改善研究例として、1）希土類系金属を付加したR(La,Y)-Mg-Ni合金の開発、2）ナノレ

ベルの組織制御により水素放出温度を180℃以下に低下させる方法、3）ナノ複合化技術を

応用してPd/Mg多層薄膜から100℃以下で水素を放出させる方法、4）メカニカルアロイング

（MA）法によりMg-Ti二元合金の水素吸蔵放出温度を100℃以下とする可能性が指摘される

など、新たな進展が期待されている。図1.1.9-2に開発されたMg-Ni-Mn三元系金属間化合物

の推定される結晶構造を示す。 

 

図1.1.9-2 Mg-Ni-Mn金属間化合物の結晶構造（特開2002-302733） 
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(3) 複合材 

比強度、耐食性、耐熱性、あるいは耐摩耗性等の飛躍的な向上を目的とした、マグネシ

ウム基複合材料の開発が進められている。金属酸化物等の硬くて細かい粒子を分散させた

材料、SiC等の微細な繊維を分散させた材料、あるいは同種・異種材料を重ね合わせたクラ

ッド材料等であるが、強化材との密着性向上、強化材の均一分散化、加圧含浸力低減等が

求められている。 

これらに対して、強化材粒子、繊維、プリフォーム、添加助剤等の最適化の検討が進め

られている。図1.1.9-3に強化材粒子の均一分散化製造法の開発例を示す。 

 

図1.1.9-3 強化材粒子の均一分散化製造法（特許3011885号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.10 製造技術 

(1) 精製 

精製には、マグネシウムを含有する屑、副製品などから有価金属としてのマグネシウム

を濃縮･分離する工程または得られたマグネシウムから有害な不純物を除去し、高純化する

工程を含む。本節で扱う精製は、主としてリサイクル材などからのマグネシウムの分離回

収､不純物の除去・高純度化技術を対象とした。ただし、マグネシウム鉱石からの精練工程

の一部としての精製を主目的とする出願は対象外としたが、共通の技術が多用される金属

精練プロセス､石油精製プロセス等の副製品からのマグネシウムの分離回収も対象とした。

大別して、マグネシウムの高純化・不純物の分離除去を目的とする技術と精製装置の改善

および安全･環境対応にかかわる技術に大別される。 

マグネシウムの高純化技術は、精練と同様に、図1.1.10-1に一例を示すように、マグネ

シウムの高い蒸気圧を利用した蒸留、溶融塩を電解質とする電気分解、特定の物質･元素と

の親和力を用いた反応分離方法などが採用される。市場から回収されたマグネシウム屑を

リサイクルして利用する場合は、あらかじめ樹脂などのきょう雑物を分離除去する手段が

用いられることもある。不可避的に混入するガス成分や金属不純物を除去することも必要

になり、親和力の差や濃度差を用いて分離除去する必要がある。 

また、精製プロセスでは一旦溶解される場合が多く、溶湯攪拌用部材や溶湯フィルター

の寿命延長など溶解設備または溶湯処理設備の合理化に関する工夫も必要となる。同時に、

マグネシウムの溶解工程で重要な発火燃焼防止法や有害物質の排出防止など環境負荷の低

減に関する配慮も必要である。 
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精製技術は、マグネシウムの特徴の一つであるリサイクル性を活用するためにも、マグ

ネシウム合金の応用を拡大するための重要な技術の一つとなると考えられる。 

 

図1.1.10-1 マグネシウムの減圧蒸留精製装置の一例（特開2001-348621） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 鋳造 

ここで扱う鋳造技術としては、溶解前の原料の調整技術から始まり、溶解技術、特にマ

グネシウム特有の酸化問題を解決する技術、給湯移湯の技術、更に溶湯から鋳造に至る各

種鋳造方案における技術問題を取り扱う。 

鋳造方案としては従来からの砂型、金型、精密鋳造などのいわゆる重力鋳造から、現在

圧倒的に多用されているダイカスト鋳造までカバーするが、ダイカスト鋳造における技術

問題が多い。また近年の特徴として、前段の溶解工程を省いた射出成形機の適用がマグネ

シウム成形法として脚光を浴びている。マグネシウム鋳造としては新技術であることから、

同方案の特許出願も活発である。 

マグネシウムは鉄との親和性がないことから、溶解、鋳造において溶融マグネシウムと

接触する部材に鉄鋼材料を使用できるメリットがある。しかしながら金型材として使用さ

れる特殊鉄合金材には、ニッケル等マグネシウムと親和性が高い元素を含むことが多い。

またマグネシウムは熱容量が小さく凝固しやすいため、特に薄型複雑形状のダイカスト鋳

造では高圧を必要とする場合がある。これらにより金型、ノズル、シリンダー等の設備構

成部材が過酷な条件にさらされる結果、使用設備部材の耐久性が問題となってくる。 

図1.1.10-2に給湯精度を向上した鋳造機への金属材料供給装置を示す。 
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図1.1.10-2 鋳造機への金属材料供給装置（特開 2002-137052） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 展伸材 

スラブ、ビレットの鋳塊に熱間、あるいは冷間で、圧延（板）、押出、鍛造による塑性

加工を加え、展伸材組織に変えることにより特性の向上が図られる。現在国内では、圧延

および押出による素材製造は、量的にもサイズ的にも限られた生産がなされており、大き

いサイズの圧延材、押出材は海外からの輸入品でまかなわれている。 

板材は、優れた強度、薄肉製品化および表面仕上りの美麗さが得られることから、MD、

PC、ビデオカメラなどへの利用の要求は根強く、表面、内部品質の安定化が強く求められ

ている。我が国で開発されたプレスフォージング成形法が板材成形品の導入のきっかけを

作り、さらにプレス成形法の利用がスタートしはじめている。価格低減が進むことによっ

て、需要が飛躍的に拡大する可能性がある。 

従来法のスラブから圧延を繰返す製造法は、内部品質的に優れているが、設備費が大き

くコスト高である。国内では、比較的狭い幅の板材は押出後、圧延する、いわゆる組合せ

法が試みられている。車両ボデー材への適用を目指した圧延材では、価格問題の解決法の

一つとして、溶湯から直接板を製造するツインロール法により、約2ｍの広幅圧延サンプル

を製造した例が発表されている。図1.1.10-3に溶湯からの板の直接製造例を示す。 

 

図1.1.10-3 溶湯からの板の直接製造法（特開2003-027173） 
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(4) 粉末冶金 

溶湯あるいは鋳塊からの粉末製造技術、および粉末を融点以下の温度で加熱しながら、

ホットプレスや熱間押出で固化成形する粉末冶金では、既存粉末製造法の製造限界の拡大、

一層の強度特性の向上、展延性向上等の品質の向上、さらにはスクラップの本方法による

有効活用等の技術開発が進められている。図1.1.10-4に既存の粉末製造装置の改良例を示

す。 

 

図1.1.10-4 粉末製造装置改良による粉末径製造範囲拡大（特開平06-264115） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.11 応用加工技術 

(1) 機械加工 

応用加工技術の中の機械加工には、鍛造加工、プレス成形加工、スピニング加工、曲げ

加工、孔開け加工、研削加工、切削加工等が含まれる。図1.1.11-1に自動車ホイールのス

ピニング加工の例を示す。 

本書1.1.3マグネシウムの特徴の項にも述べたとおり、マグネシウムは最密六方晶であ

るために、室温における成形加工性が悪いという欠点がある。そのため溶湯から直接製品

形状が得られるダイカスト等の鋳造法による製品が多くを占めているが、マグネシウム合

金素材を300℃程度に加熱すると成形加工性が良くなるため、温間加工が行われることも多

い。 

室温における成形加工あるいは温間加工においては、潤滑切れによる加工治工具との焼

付きや溶着、更にはクラックや割れの発生を防止するためのいろいろな解決手段が提案さ

れている。温間加工を効率よく行うためには、マグネシウム合金素材の加熱時間の短縮や

加熱方法についても技術開発が行われ、これら生産性の向上に関する出願もなされており、

プレス製品の連続加工化も提案されている。 

一方、製品の端面などに発生するバリの除去方法についても、自動化等の生産性の向上

に関する提案がなされている。また、研削または切削加工で発生する切粉は、発火しやす

いため、その防止法に関する出願も多い。 

機械加工においては、今後もマグネシウム合金の塑性加工性の向上と発火防止等安全の

確保が技術開発上の大きな課題として残るであろう。 
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図1.1.11-1 自動車ホイールのスピニング加工の例（特開平05-228569） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (10) --スピニング成形機、(11) --駆動マンドレル、(12) --従動マンドレル、(13) (13')--金型 

(14)(14')--ヒータ、(15) --ローラ、Ｍ -- 中間素材、Ｍd --デイスク部、Ｍr --リム部 

 

 (2) 接合加工 

接合加工には、ガスシールド溶接、フラッシュバット溶接、スポット溶接、電子ビーム

溶接、摩擦溶接、摩擦攪拌溶接等の各種溶接法、接着法およびボルト締結等の機械的接合

が含まれる。図1.1.11-2に摩擦攪拌溶接の例を示す。 

活性な金属であるマグネシウムの酸化物巻き込みの防止およびガス巻き込み防止によ

る接合部強度の向上、接着性の改善、ボルト締結の緩みの防止法、異種金属との接触腐食

の防止法等に関する提案がなされている。 

 

図1.1.11-2 摩擦攪拌溶接の例（特開2000-301363） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 表面加工 

表面加工には、ショットピーニング等の機械的表面加工、脱脂等の前処理法、化成処理、

陽極酸化処理、塗装、メッキ、蒸着等の気相法およびその他のコーティング法が含まれ、

犠牲陽極材もこの分野に分類されている。図1.1.11-3にクロムメッキの例を示す。 

マグネシウムはアルミニウムよりも活性な金属であるため、この特性を生かして鉄鋼材
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料を使用した構造物の犠牲陽極材として使用されているが、逆に、マグネシウム合金の製

品には防食のために前述の各種の表面被覆を付加して耐食性を確保する必要がある。化成

処理皮膜、陽極酸化皮膜、メッキ皮膜等の各種皮膜の上に、更に塗装、メッキその他の皮

膜を積層する下地処理皮膜の最適化に関する技術も多く提案されている。 

耐食性の向上および密着性の向上を課題とした化成処理法に関しては、環境汚染防止、

有害廃棄物削減等の観点から、クロム系の化成処理液に代わり、多くのノンクロム系化成

処理液が提案されている。一般的にマグネシウム合金製品の切削加工面の金属光沢は通常

の表面処理では失われるので、表面金属光沢を保つための表面加工に関する提案も多い。 

また、犠牲陽極材については、その取り付け構造・方法の変更により電気化学的な腐食

発生の防止と犠牲陽極材の寿命向上に関する提案もなされている。 

いずれにしても活性な金属であるマグネシウム合金にあっては、表面加工は今後も技術

開発の重要な課題として位置付けられるであろう。 

 

図1.1.11-3 クロムメッキの例（特開2000-297386） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.12 製品化技術 

(1) 自動車部品 

製品化技術の中で、軽量化が大きな課題である自動車部品へのマグネシウム合金の採用

は、早くから開発が行われている。自動車部品としては、シリンダヘッドカバー、ピスト

ン等のエンジン部品、ホイール、ステアリングコラム、シートフレーム、コンプレッサー

部品、ブレーキ関連部品、その他多岐にわたる。図1.1.12-1にステアリングホイール芯金

への適用例を示す。 

自動車部品は要求される特性が部品特有のものが多いため、技術開発の課題も部品毎に

異なっているが、その中でも多くの部品で機械的特性、耐食性、耐摩耗性等一般的な特性

の向上を図って、最終的には軽量化、安全性および耐久性の確保を目的とした技術開発が

進められている。 

機械的特性の向上や耐摩耗性の向上の課題については、部品の必要な部分にこれらの特

性の良好な鉄部品、セラミックス部品を用いて組合せ構造とする提案もなされている。ま

た鋳造部品に鍛造加工を付加して機械的特性の向上を図る提案もある。耐食性の向上・接

触腐食の防止については、部品表面への皮膜の付与や材料の組合せ方に関する提案がなさ

れている。 
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自動車部品へのマグネシウム合金の採用はまだ少ないが、今後も自動車にとって軽量化

が大きな課題である限り、自動車部品へのマグネシウム合金の採用に関する技術開発が継

続してなされるであろう。 

 

図1.1.12-1 ステアリングホイール芯金の例（特開平09-188259） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 電気・電子機器部品 

電気・電子機器部品分野においては、主としてマグネシウム合金の軽量でかつ高強度材

料である点を利用した応用が進んでいる。従来は、耐食性の改善や経済的な加工方法の開

発など実用化を進める上で問題点があったが、各種の新技術開発の進展と中国から低価格

原料の入手が可能となったことなどが突破口となって、種々の応用が試みられるようにな

った。図1.1.12-2にテレビの筐体にマグネシウム合金を応用した一例を示す。 

 

図1.1.12-2 マグネシウム合金の筐体への適用例（特開平09-135408） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来は射出成形法による樹脂製筐体が用いられていたが､よりリサイクル性に優れた金

属筐体へのニーズが高まり、同時にチクソモールド法のような半溶融加工技術を用いるこ

とにより樹脂と同様の射出成形技術が利用できるようになり、薄肉で高精度のマグネシウ

ム筐体が経済的に製造できるようになったことが、実用化に大きく寄与している。 

また、高強度軽量材料であることを利用して、記憶装置のピックアップ部材やモーター
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やブロアーなど回転機器のインペラーなどへの応用も多数出願されている。さらに、マグ

ネシウム合金の制振作用などの特異な音響特性を利用した音響機器や、電気や熱の良導体

であることを活用した電磁遮蔽部材や放熱部材としての応用も活発に試みられている。さ

らに、電子放出の容易なマグネシウム合金を陰極材料とするエレクトロルミネッセンス

（EL）表示素子の開発も各社で継続的に進められている。 

今後、経済的な製造方法の開発の進展とともに、マグネシウム合金の意匠性やデザイン

の自由度などを活用して、用途が益々拡大することが期待される分野である。 

 

(3) スポーツ、その他部品 

従来からマグネシウム合金の高強度軽量材料である特性を活かして、ゴルフクラブなど

の運動用具、パチンコゲーム機など遊具、釣具などへの適用が提案されていた。図1.1.12-3

にゴルフクラブへの応用例を示す。マグネシウム合金を用いることによりヘッドの重量を

増やすことなくヘッド体積を大きくし、回転モーメントを大きく設計できることにより、

チタンヘッドよりも重心位置の調節も容易でスイートエリアを拡大することができ、安定

したショットが可能となるとされている。 

 

図1.1.12-3 マグネシウム合金ヘッド（11）を使用するゴルフクラブ（特開平08-126723） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に最近では、運動具･釣具などに加えて容器、ねじなど器物・部品、眼鏡などへの応

用が積極的に進められている。これらの応用は、マグネシウムの軽量性に加えて、金属光

沢や塗装しやすさを利用した意匠性やデザインの自由度、生体適合性などを活かした応用

例である。 

また、マグネシウムの特殊な応用分野として、マグネシウムの化学的な活性を利用した

新しいプロセスの提案が出願されている。医薬･農薬などの応用を含めて、本書で取り上げ

る合金材料としての利用ではないが、マグネシウムのもう一つの重要な応用分野である。 
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1.1.13 特許からみた技術の進展 

(1) 汎用合金、水素吸蔵合金、複合材に関する技術の進展 

表1.1.13-1にマグネシウム合金の汎用合金、水素吸蔵合金、複合材に関して、特許から

みた技術進展図を示す。個々の特許内容を示す枠が二重線のものは1.5の注目特許である

（以下同様）。 

汎用合金については、高温クリープ特性に代表される耐熱性の改善が主要な技術開発の

流れである。これには耐熱性向上に有効な添加元素である希土類元素を用いる系と、高価

な希土類元素を避けたMg-Al-Ca-(Sr)系があり、それぞれに組成の最適化を図っている。金

属間化合物の存在状態の制御もなされている。 

水素吸蔵合金については、Mg-Ni系合金をベースにした水素化温度の低温化等の水素吸

蔵・放出特性向上が、主要な技術開発の流れである。これには第三元素の添加、Mg2Ni合金

のMg、Ni元素の一部置換、粒子径のナノ化等の、様々な視点での技術開発がなされている。 

複合材については、技術開発の特別の方向はなく、全般的な取組みがされている。矢印

で示したのは、強化剤の均一分散化、あるいは溶湯を無加圧で浸透させることを目的とし

た開発である。2000～2001年に示した２件は、それぞれ特性の無方向性化、耐食性向上を

目的としたものである。 

 

(2) 鋳造、展伸材に関する技術の進展 

表1.1.13-2に鋳造、展伸材の技術進展図を示す。鋳造については、大量生産用にダイカ

スト機が主要な設備であるが、マグネシウム合金の欠点として大気との接触による酸化問

題があり、これを回避できる精密安定な溶湯供給技術を開発することが一つの流れである。

これはダイカスト機の高速化、大型化にも結びつくものである。 

一方、電機部品用筐体に見られる軽量小型製品への利用の動きが、プラスチックの分野

で従来から使われてきた射出成形機を、マグネシウム合金に利用するという技術発展の流

れを生み出している。日本を中心に開発されており、背景にはリサイクル性、環境問題か

らのニーズもある。溶湯を直接用いないチクソ法の適用、これに伴う設備構造の改善、過

酷条件での製造に耐える設備材質の改善などが含まれる。 

展伸材の鍛造加工では、チクソ法、組織制御等の素材条件を最適化する等の加工方法が

開発されている。一方で今後注目される圧延による薄板加工方法の開発が進められている。 

 

(3) 機械加工、表面加工に関する技術の進展 

表1.1.13-3にマグネシウム合金の機械加工、表面加工に関して、特許からみた技術進展

図を示す。 

機械加工については、マグネシウム製品が鋳造・ダイカスト法主体で製造されているな

かで、さらに品質を高めるためにプレス成形へ移行している。この成形方法の展開を技術

進展図に示した。温間成形を加える成形加工や、最適な成形方法・成形条件に関する出願

に、さらには薄肉製品や部分的な形状を出す成形加工へと発展してきている。 

表面加工については、重クロム酸系水溶液を使用してきた従来の化成皮膜処理液のノン

クロム化が主要な技術開発の流れである。これは、環境負荷の軽減にも繋がる表面加工分

野の重要な課題であるが、そのなかで、リン酸イオンとアルカリ金属・アルカリ土類金属
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イオンを含むノンクロム系化成処理液の技術開発を示した。添加される薬剤・化学物質な

どが重要な発明のポイントとなっている。 

 

(4) 自動車部品、電気・電子機器部品、スポーツ・その他部品に関する技術の進展 

表1.1.13-3に自動車部品、表1.1.13-4に電気・電子機器部品、さらに表1.1.13-5にスポ

ーツ・その他部品の技術進展図を示す。自動車部品については、発明の対象となる部品が

多岐にわたるため、ホイール関係に絞っている。 

電気・電子機器部品分野については、特に筐体をとり上げている。マグネシウム合金の

軽量性を利用して携帯用電子機器の筐体への応用が進められている。さらに、リサイクル

性、放熱性、制振性、意匠性、電磁シールド性などの特徴を生かした応用が提案されてい

る。最近ではパソコン、プラズマディスプレー、携帯電話や携帯用CDプレーヤーなどに拡

大している。 

また、これらの筐体に要求される薄肉で複雑形状の部品の製造には、ダイキャスト法や

半溶融加工法などの量産技術が適用され、実用上のさまざまな改良が提案されている。最

近では鋳造法に加えて、温間鍛造法や塑性加工法を応用した製造方法も提案され、応用分

野に適した成形加工方法が選択できるようになっている。マグネシウムの表面処理法につ

いても、耐食性と同時に意匠性も加味した処理方法が多数提案されている。更に、このよ

うな新しい用途や加工方法に適した合金材料の開発の動きもある。 

スポーツ・その他部品では特にゴルフクラブをとり上げている。マグネシウム合金の特

性を活かしてゴルフクラブへの応用が活発に提案されている。使い勝手がよく、飛距離の

出るクラブを実現することを目的としている。そのために、精密鋳造法による中空ヘッド

や部位により材質を使い分けたり、熱間鍛造法による薄肉部材を使用したり、軽量で大型

の慣性モーメントの大きい高性能ヘッドを実現するための考案が多数出願されている。最

近では、メタルウッドのみならず、アイアンやパターにも適用することが提案されている。 
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表1.1.13-1 技術進展図（汎用合金、水素吸蔵合金、複合材） 

出願年 汎用合金 水素吸蔵合金 複合材

1990 特開昭63-072849
以前 マツダ

86.09.12

Ｎｉ１５～５４．７％のMg-Ni系合金粉末

と、０．５～２．０％の平均粒径０．０２

～１．０μのＮｉ超微粒子とを混在させ

てなる水素吸蔵合金。

1991 特許3087913号
Mg-Al-Ca-(Sr)系 　　　　　　　　　　　　　希土類元素を スズキ

　　　　　　　　　　　　　含む系 91.03.15

セラミツクス粒子と、Ｍｇ合金等の溶

湯を加圧したあと、再溶解してセラミツ

クス粒子の凝集塊が適度に分散した

状態となるまで撹拌を加える粒子分

散型複合材料。

1992

1993 特許2730847号 特許3383695号

宇部興産、日産自動車 マツダ

93.06.28 93.11.01

Ａｌ１．５～１０．０％、希土類元素２．

０％以下、Ｃａ０．２５～５．５％を含み、

希土類元素の含有量を少なくても高

温クリープ強度を向上できるマグネシ

ウム合金。

Ｍｇ系粉末と、希土類－遷移元素系

合金（Ｙ－Ｎｉ）粉末を、加熱と減圧加

熱とを交互に繰り返すことで、Ｍｇ－

遷移元素化合物（Ｍｇ2 Ｎｉ）が生成す

る、低温、低圧での水素吸蔵複合金。

1994

1995

特開平07-268403

ハイドロ　ケベック、

マクギル　ユニバーシティ

95.03.07.

Ｍg2-xＮi1+x（-0.3≦ｘ≦+0.3）の微結

晶で、粒径が１００nm未満の水素吸収

ナノ結晶質粉体。

ウイスカー等の強化材と、浸透助材を

混入したプリフォームにＭｇ溶湯を接

触させ、浸透現象で溶湯含浸する。無

加圧での製造で、設備負荷が低減す

る。

1996 特許3229954号 特許2896433号 特許3011885号

本田技研工業　 産業技術総合研究所、マツダ　 日本製鋼所

96.07.30 96.03.25 96.05.03

Ａｌ4.5 ～10％、Ｃａ0.1 ～3％、希土類

元素1 ～3％、Ｍｎ0.3 ～1％を含む、

ダイカスト鋳造に適する、耐熱強度お

よびクリープ伸びに優れ、鋳造割れが

ないマグネシウム合金。

Ｍｇ2-x Ａx Ｎｉ1-y Ｂy（Ａ：Ａｌ等、Ｂ：Ｃ

ｕ等）の、水素放出圧力の高いマグネ

シウム系水素吸蔵合金。

マトリックス金属材と強化材をボール

ミル機混合後、半溶融もしくは溶融状

態で射出成形する。強化材の分散性

に優れ、ショット毎の強化材含有率が

比較的均一となる複合材料が低コス

トで得られる。

1997 特開平10-330863
　　　　　　　　金属間化合物の調整 スズキ

97.05.28

強化材集合体内の気体を非保護性ガ

スとし、Ｍｇ合金溶湯を接触、浸透さ

せるＭｇ基複合材料。溶湯加圧せず、

金属フッ化物等を用いずに健全な複

合材を効率よく、安価に得られる。

1998 特開平11-269586

広島県産業技術振興機構

98.03.23

出発原料の構成元素のMg、Niを、他

の金属元素で部分置換して結晶構造

制御し、侵入型水素化物を形成可能

としたMg－Ni系水素吸蔵合金。

1999

2000 特開2002-121637 特開2002-059257

00.10.12 矢崎総業

トヨタ自動車、豊田中央研究所 00.08.11

Ｎｄ０．６～４．６％、希土類元素１．０

～７．０％、Ａｌ０．８％以下とした耐熱

性を改善したマグネシウム合金。Ａｌを

減少しているが耐鋳造割れ性を確保

できる。

羽毛状繊維体である気相成長炭素繊

維の表面に、SiO2層を形成し、マグネ

シウム等を加圧含浸した複合材料。

均一で方向性のない良好な熱伝導性

を有する。

2001 特開2002-302733 特開2002-212654

同和鉱業 トヨタ自動車

01.05.21 01.01.12

Ｍｇ3+aＮｉ2+bＭｎ1(ａ＝－１～１，ｂ＝

－１～２)の三元系の水素吸蔵合金。

２００℃以下の低温における水素放出

特性に優れ、材料コストも安価。

多孔質体とマトリクス金属との複合材

料で、特定領域はＡｌ合金、残領域は

Ｍｇ合金から成る異種金属基複合材

料。Ｍｇ合金の軽量性を活かし、耐摩

耗性、耐熱性、剛性と共に耐食性を

向上できる。

特開平09-184031

スズキ

95.12.28

ザ　ダウ　ケミカル

70.05.07

Ａｌ０．９～６．５％、Ｍｎ０～１．５％、希

土類元素０．２４～１０％を含み、高温

クリープ抵抗を改良した、マグネシウ

ム合金製の自動車エンジン部品等の

ダイカスト品。

Ａｌ５～７％、Ｃａ２～４％、Ｍｎ０．１～

０．８％、Ｓｒ０．００１～０．０５％、希土

類元素：０．１～０．６％を含有するマ

グネシウム合金、および射出成形部

材。耐食性および耐熱性に優れ、自

動車部品などの輸送用機器の構造体

などに適する。

01.08.23

マツダ

96.04.04

Ａｌ２～１０％、Ｃａ１．４～１０％を含有

し、Ｃａ／Ａｌの比が０．７以上の、室温

及び高温強度に優れ、軽量且つ耐熱

性が要求される自動車エンジン部品

に適した汎用の耐熱性軽量マグネシ

ウム合金。

特開昭46-006202

 Ａｌ２～６％、Ｃａ０．５～４％を含有し、

Ｃａ／Ａｌ比が０．８以下のマグネシウ

ム合金を半溶融射出成形する。耐ク

リープ特性を確保しつつ、特に成形

性、伸び率に優れる。

特開2003-064438

日本製鋼所

特開平11-323474

マツダ

98.05.13

結晶粒径が２０～１００μｍでＭｇ2 Ｓｉ

が分散した組織、またはＭｇ17Ａｌ12

と、それよりも高融点のＳｉ－Ｃａ系の

化合物とが分散した組織を有し、高温

強度および耐クリープ性が優れたマ

グネシウム合金鋳物部材。

Ａｌ１.0～５.0％、Ｃａ0.３～３.0％を含

む、強度特性およびダイカスト性に優

れたマグネシウム合金。

特許3415987号

特許2741642号

三井金属鉱業

メタルゲセルシャフト

92.03.25

特開平08-269609

豊田中央研究所

95.03.27

特開2000-319744

ジエネラル　モ－タ－ス

00.03.24

Ａｌ３～６％、Ｃａ１．７～３．３％、Ｓｒ０．

２％以下を含むマグネシウム合金。ダ

イカスト性に優れ、ＡＥ４２より耐クリー

プ性に優れ、ＡＺ９１Ｄよりも低コストで

同等の耐食性を示す。自動車エンジ

ン等の高温構造用途に適する。
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表1.1.13-2 技術進展図（鋳造、展伸材） 

出願年
鋳　　造

チクソマシーンの実用化
（複雑形状、薄肉製品への対応）

展伸材

1991 特公平01-033541

以前 ザ ダウ ケミカル

82.11.19

固相、液相の共存した半溶融状態の金

属を、スクリュー押出機で、生成する樹

枝状構造を破壊できる力で剪断、押出

す製造法。

1991 給湯技術
（高速ダイカストマシーンへの対応）

特開平05-161951
宇部興産
91.12.13

溶湯と大気の接触を遮断し、供給通路

の可動金型に弁座を設け、可動金型側

から弁座を接離させて溶湯を金型に供

給する。注湯時間短縮、酸化防止が可

能。 鍛造加工

1993 特開平06-081089

　 住友金属工業

　 92.09.02

Mg-Al-Znで、加工条件（ 歪速度、加工

温度）を規定することで、70 ％の高加

工率で高歪み速度の熱間加工が可能。

1993 特開平06-240380 特許2676466号 特開平06-293944

日本製鋼所 マツダ 新日本製鉄
93.02.15 93.03.09 93.04.06

Mg溶解原料と添加元素を、別路から同

時にスクリューに添加する。スクリュー

で剪断作用を加えて，固相、液相共存

範囲に材料温度を制御し、半溶融金属

を金型に吐出する。エネルギ低減、高

品位化が可能。

マグネシウム合金鋳造成形品を、鍛造

成形して平均結晶粒径１００μｍ以下

の部材とした後に、Ｔ６熱処理を施すこ

とで、引張強度等の機械的特性の向上

を図る。

マグネシウムに希土類元素、Ｚｒ、Ｚｎを

含む合金の鋳塊を熱間圧延した後、圧

延温度、総圧下率を規定した温間圧延

を加えることで、深絞り等のプレス成形

性に優れた薄板を得る。

1994
1996 特開平08-215827

宇部興産
95.02.17

走行台車に懸垂された、ラドル底部に

連通遮断自在な溶湯の吸入口が設け

られている。このラドルが、保持炉から

溶湯を吸入した後、走行してダイカスト

機に溶湯を供給する。給湯量の高精度

制御、溶湯酸化物混入防止が可能。

1996
1997 特開平10-244353 特開平11-104800

宇部興産 マツダ
97.02.28 97.09.29

溶湯給湯容器が保持炉内に設けられ、

その底部に連通・遮断自在な開口部を

有する。さらに液面高さ検知装置、圧縮

気体供給装置、および制御装置が設け

られる。保持炉の溶湯を密封状態で、

一定量を正確に給湯できる。

固相率２０％以下で射出成形するもの

で、７０％以上の限界据え込み率を有

する成形性に優れる軽金属合金射出

成形材。この射出成形材は一工程での

鍛造により最終成形品とすることができ

る。

1998 特開2000-141007 特許2961263号

東芝機械 大阪大学

98.11.12 98.08.28

金型に連通する射出スリーブと、スク

リューの間に金属材料保持室を設け

る。この保持室内に、半溶融状態の金

属材料を一定量貯えて、ピストン構造で

射出スリーブに送り込む構造。小型化、

酸化抑制が可能。

表面を清浄化した複数の積層金属板の

先端部を接合し、再結晶温度未満で回

復が起こる温度域で圧延する。この工

程を複数サイクル繰り返し行なうこと

で、結晶粒径１μｍ以下の超微細組織

を得る。

1999 特開2000-246386

特開2001-179422 セイタン

東芝機械 日立金属

99.12.27 99.12.28

ホッパに投入された金属材料をフィード

しながら予熱する手段と、これを溶解し

て蓄える溶融金属収納ポットと、溶融金

属を定量計量して給湯口へ供給する定

量計量手段とを備えた連続金属材料供

給装置。高速化、コンパクト化が可能。

Ｍｇ－Ａｌ－Ｚｎ等の素材を、荒鍛造加工

用金型のポンチ肩部半径を規定し、荒

鍛造および仕上鍛造の複数工程で高

温鍛造することで、肉厚約１．５ｍｍ以

下、角部半径１ｍｍ以下の成形体に成

形する。

2000 特開2001-200349
日新マニファクチャリング

00.01.18
Ｍｇ－Ａｌ系合金の圧延温度、１パスあた

りの圧下率、および総圧下率を規定し

て、結晶粒度１０μｍ以下の圧延板得

る。深絞り性、機械的特性を向上する。

2002

特開2003-126951 特開2002-361352 特開2002-266057

日本製鋼所 江興鍛圧工業股ふん 三菱アルミニウム
01.10.24 01.06.04 01.03.08

横型の射出部に対して、加熱筒とスク

リューからなる溶融部と、その下に位置

する計量部を縦型とする。安全、短時

間、気泡等を含まない高品質化が可

能。

マグネシウム合金製板材を素材とし

て、素材温度、金型温度を規定して、肉

厚１ｍｍ未満の薄肉製品を、ブロー

ホール無しで鍛造成型する加工方法。

Ｍｇ－Ａｌ－Ｚｎ－Ｍｎ合金の鋳造ビレット

の熱間押出し加工条件、その後の冷間

圧延か好条件を規定することで、プレス

成形性に優れた薄板を得る。

圧延加工
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表1.1.13-3 技術進展図（機械加工、表面加工、自動車部品） 

 出願年 機械加工 表面加工 自動車部品

特開昭59-067102 (化成処理液のﾉﾝｸﾛﾑ化関連出願） （ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ﾎｲｰﾙ）
トヨタ自動車

82.10.12
特公平03-06994

ダウ・ケミカル日本
83.08.02

金属ｲｵﾝとﾘﾝ酸根を含む水溶液
に、次いでｱﾙｶﾘ金属の珪酸塩を
含む水溶液に浸漬し、更にｼﾘｺｰ
ﾝ処理をする。

1991 特開平05-058101
特開平05-076976

マツダ
91.09.18 91.08.30

ﾎｲｰﾙ形状を有するｷｬﾋﾞﾃｨのﾘﾑ
部の外周面に対応する部位にﾁ
ﾗｰを埋設することにより素材成
形時にﾘﾑ部を急冷処理し、その
後270℃に加熱して鍛造成形す
る。

ﾎｲｰﾙﾃﾞｨｽｸはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鍛造
品、ﾘﾑはｱﾙﾐﾆｳﾑ合金で、表面
にﾒｯｷまたは陽極酸化膜、塗装
等の保護膜が施される。

1992 特開平05-310002
トヨタ自動車

92.05.11
ﾘﾑ部には安価で強度の高い鋼
板を使用し、ﾃﾞｨｽｸ部には地肌面
の美しいﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を使用し、
ﾘﾑﾃﾞｨｽｸとは繊維強化金属によ
り結合されたﾎｲｰﾙ。

1993 特開平06-172949 特開平 06-248402 特開平07-126858 特許第3422050号
マツダ マツダ 日本ﾊﾟｰｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ 日産自動車

93.03.09 93.02.23 93.10.29 93.09.17
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鋳造成形品を、
鍛造成形して平均結晶粒径を
100μm以下の部材とした後、T6
熱処理を施す。鍛造成形温度を
300～420℃とした自動車用ﾎｲｰ
ﾙ。

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の鍛造ﾌﾞﾗﾝｸを
得る工程と、鍛造ﾌﾞﾗﾝｸの組織内
のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ化合物を固溶させる
加熱処理工程と、この後に鍛造
工程とを備えた製造方法。

ﾘﾝ酸、ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ、ｱﾐﾝ化合物を
含有し、pH2.0～5.0の化成処理
液に浸漬する。

ｷｬﾋﾞﾃｨ内へ収容可能に予め鋳造
した鋳造ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑを第１の鍛造を
行った後、上型及び下型をｸﾞﾘｯﾊﾟ
により結合してｷｬﾋﾞﾃｨ内部を閉
塞し、上型を貫通して相対変位
可能なﾊﾟﾝﾁを下型へ向けて付勢
する第２の鍛造を行う。

1994
1995
1996
1997 特開平11-077214 特開2000-210747 特開平11-131255 特開平10-236101

セイタン セイタン、日立金属 ﾐﾘｵﾝ化学 ワシ興産
97.09.11 97.09.11 97.10.31 97.02.26

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造材または展
伸材である鍛造用素材を不活性
ｶﾞｽ雰囲気中で350～550℃に加
熱後、ﾌﾟﾚｽにより鍛造速度1～
500mm/秒で成形する。

鋳造材又は展伸材を500℃に加
熱後100mm/秒の速度で鍛造し
て得られた肉厚が0.2～3mmのﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金製成形品でその平
均結晶粒径が10～300μm。

ｶﾙｼｳﾑｲｵﾝ、ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ及びﾘﾝ酸
ｲｵﾝを含み、さらに酸化促進剤を
含有する水溶液に浸漬する。

鉄系のﾎﾞﾙﾄ、ﾅｯﾄなどの締め付
け部材が、ﾎｲｰﾙのﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金部に当接する個所に、断面が
凹状のつば付き座金を用いる。
これが鉄製の場合は表面に接触
電位差の少ない金属被膜を施
す。

1998 特開平11-277173
セイタン、日立金属、ソニ－

98.03.26
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金素材を350～550℃
鍛造速度10～500mm/秒で粗鍛
造した後、仕上鍛造で高温鍛造
を行い、肉厚が1mm以下の筐体
に成形し、ﾄﾘﾐﾝｸﾞ及び機械加工
後に特殊複合陽極酸化処理を行
う。

1999 特開2000-280705
本田技研工業

99.03.30
ﾎｲｰﾙの薄板状ﾘﾑの内面に弾性
体からなるｼｰﾄを締め代を持たせ
て装着したので、ﾘﾑの内面にﾎ
ｲｰﾙの中心に向かって押える力
を加えることができ、ﾘﾑの共振を
防止することができる。

2000
2001 特開2003-019517 特開2003-039131

特開2003-003273 特開2003-053471
三菱ﾚｰﾖﾝ、東栄化学 マツダ

01.07.05 01.07.30 01.06.20 01.08.14
Mg-Al-Zn合金板材及び成型用
金型を250～320℃に保持して、
複数段のﾌﾟﾚｽ加工を絞り込み深
さに応じてﾌﾟﾚｽ速度を可変して漸
進的に行う。

ｸﾞﾈｼｳﾑ合金製板材を予熱せず、
金型のみを予熱し温間鍛造成形
することを特徴とする。ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金製板材の厚みは、1～5mm
程度が好ましい。

ﾘﾝ酸、ｶﾙｼｳﾑ化合物、ﾁﾀﾝ化合
物、ｼﾞﾙｺﾆｳﾑ化合物、ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ
化合物を含有する水溶液に浸漬
する。

ﾘﾑ部のＡｌ含有量がﾃﾞｨｽｸ部のＡｌ
含有量よりも少なく設定されてい
る、塑性加工を施したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金製車両用ﾎｲｰﾙ。鋳造鍛造
法で製造の最終加工品に熱処理
によるﾌﾞﾘｽﾀの発生が確実に防
止できる。

1991
以前

丸紅、ﾒｲｷﾝｸﾞ田中、
ﾌｼﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

栗本鐵工所、鉄道総合技術研究
所、東健司、相沢竜彦

ﾍﾞｰ ﾍﾞｰ ｴｽ ｸﾗﾌﾄﾌｱｰﾙﾂｵｲｸﾃﾋﾆ
ｸ

ﾃﾞｨｽｸ部のﾊﾌﾞﾎﾞﾙﾄ孔の周囲に繊
維を埋め込んで軽合金繊維複合
材で構成したﾃﾞｨｽｸﾎｲｰﾙ。高圧
鋳造によりﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾎｲｰﾙを
成形し、T6熱処理を行う。
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表1.1.13-4 技術進展図（電気・電子機器部品） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(用途応用の
拡大）

ｿﾆｰによる携帯用電子機
器への先駆的応用

ﾁｸｿﾓｰﾙﾄﾞ法など成形技
術を発展

出願年
1995 特開平09-135408

松下電器産業
95.11.7

射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）､絞り加工品で筐体を
組み立てる。
リサイクル可能にする。

(表面処理法の開発）
改良特許多数あり

1996 特開平09-224203 特開平10-151410
松下電器産業 ｿﾆｰ、ﾎﾘｶﾜ

96.02.19 96.11.25

射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）からなる外装体にプリ
ント基板､ＣＲＴをビス止め
し放熱する。
筐体を放熱部材として活
用

射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）からなる筐体表面に
硬質ガラス保護層をつけ
る。
意匠性、耐食･耐磨耗性
の改善。 （加工法の

発達）

1997 特開平10-215423 特開平10-210389 特開平10-336552
松下電器産業 松下電器産業 松下電器産業

97.01.30 97.01.24 97.06.05

射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）などからなる金属筐
体に金属性ｽﾋﾟｰｶｰﾕﾆｯﾄ
を形成する。
音響特性の改善。

射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）のフレームに､予め塗
装した鋼板の絞り加工品
で筐体に組み立てる。
筐体の高強度化。

薄肉筐体を成形するﾁｸｿ
ﾓｰﾙﾄﾞ法の欠点(バリ）を
改善する設計上の工夫。
放熱用の開口を有するカ
バーでバリ発生部を覆
う。

1998

特開平11-340639 特開2000-094108 特開平11-245015
特開平11-277173
特開2000-135538

松下電器産業 ｼｬｰﾌﾟ ｼｬｰﾌﾟ
東京精鍛工所、
日立金属、ｿﾆｰ

98.05.22 98.09.22 98.02.26 98.03.26, 98.03.26
射出成形品(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金）などからなる金属筐
体の表面にｱﾙﾐﾅ粒子を
含む塗装皮膜を形成。
放熱性と同時に抗菌性･
意匠性を改善する。

射出成形による薄肉金属
筐体製造時の湯流れ改
善のため部分的な厚肉
部を形成。
厚肉部はリブ･ボスに活
用または除去する。

薄肉金属筐体に部品取り
付け用のボスをインサー
ト成形で形成する。
組み立ての容易な金属
性筐体を提供する。

複数回の高温鍛造により
薄肉金属筐体を製造す
る。
軽量で高品質な金属筐
体の製造法。

特開2000-036667
特開2000-036668 特開2000-005859 特開2000-119787

東芝 東芝 ｼｬｰﾌﾟ

98.07.17,   98.08.17 98.06.19 98.10.13

電子機器の二つの金属
筐体を電気的に導通し
た。
静電気による誤動作防
止、ＥＭＣ特性の改善。

射出成形時の変形を防
止した取り出し方法の改
良。

熱処理によりＬｉを含むﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金製薄肉金属筐
体の表面をα相単層とす
る。
成形加工性､形状安定性
の改善。

1999
特開2001-007544

特開2001-022280
特開2001-022292 特開2001-131671 特開2001-185865

東芝 松下電器産業 ｼｬｰﾌﾟ 日立金属
99.06.17 99.07.09,   99.07.09 99.11.02 99.12.24

金属性電子機器筐体の
一部を樹脂で構成する。
放熱に伴う操作部の違和
感を解消。

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰの金属筐
体の構造設計上の工夫。
強度を維持しながら軽量
化。

α+β2相組織からなる金
属筐体。
加工性と高強度

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の圧延板
を塑性加工して携帯電話
の筐体とする。

2000 特開2002-051131 特開2002-117662

松下電器産業 ｿﾆｰ

00.08.04 00.10.06

携帯電話の筐体の一部
を金属以外の材料で構成
する。
強度と生産性､意匠性の
両立。

一体成形による携帯用Ｃ
Ｄ再生装置の筐体。
部品点数の減少。寿命延
長。

2001 特開2002-366259 特開2003-013155 特開2003-064439
松下電器産業 富士通 富士通

01.06.11 01.06.27 01.08.24
放熱性に優れた金属筐
体の携帯情報端末への
応用。
発熱部に放熱フィンを組
み込む。

金属ﾏﾄﾘｯｸｽ中に断熱粒
子を含む、射出成形時の
湯流れ製改善方法。

油流れ性に優れ、射出成
形で薄肉成形品を売るの
に適したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金。

（材料開発への回帰）

（適用器機の拡大）

（塑性加工の応用）

（鍛造法の適用）
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表1.1.13-5 技術進展図（スポーツ・その他部品） 

 出願年 （応用の拡大） （材質の選定） （設計の改善） (製造法の改善）

1990 特開平09-103522
ﾔﾏﾊ

90.09.27

金属性ｸﾗﾌﾞの部位により
材質､組織､厚さを規定。
方向安定性と飛距離を改
善。

1991 特開平04-336083
ｱｲｴﾇｱｰﾙ研究所

91.05.10

表面硬化Mg-Ti合金でクラ
ブヘッドを構成。
軽量で金属音が少ない。

1993 特開平07-112041 特開平06-296714
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ

93.10.19 93.04.12

ｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞの部位により材
質を変更する。
方向性を改善する。

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ
を精密鋳造で製造。

1994 特開平08-038654 特開2000-116826 特開平08-126723
ﾀﾞｲﾜｺﾞﾙﾌ ﾀﾞｲﾜ精工 ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ
94.08.04 94.03.22 94.10.28

ﾎﾞｰｾﾞﾙ部の材質を軟質
材、ｼｬﾌﾄをｶｰﾎﾞﾝ繊維強
化樹脂とする。
方向性を改善し、打球感を
やわらかくする。

ソール部を比重の大きい
金属で構成して重量調整
する。

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ｸﾗﾌﾞの
体積､重量､慣性ﾓｰﾒﾝﾄを
規定。

1995 実第3014115号 特開平09-038249
チェン・チン・チイ ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ

95.01.30 95.07.25

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金税のヘッド
の打撃面をアルミ合金とす
る。
制振性が高くかつ反発性
が高い。

表面保護皮膜をつけて耐
食性を改善。

1996 特開平09-276455
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟｰﾂ

96.04.18

ﾌｪｰｽの内側にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金ﾌﾟﾚｰﾄを配置し、制振効
果を改善。

1997 特開平10-234890
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ

97.02.28

ｸﾗﾌﾞの部位ごとに異なる
比重の材料で構成する。
低重心ヘッド。

1998 特開2000-042150
ｼﾞｪｰ･ｼﾞｰ･ｲｰ

98.07.29

部位ごとの部材を溶接構
造で組み立て、組み立て
後、研磨により重量調整
する。
寸法精度が高く、低コス
ト。

1999 特開2001-095961 特開2000-300703 特開2001-037924
ﾄﾘﾒｯｸｽ ﾂｸﾊﾞ･ｱｰﾙｱﾝﾄﾞﾃﾞｨｰ、ﾄﾘﾒｯｸｽ ﾄﾘﾒｯｸｽ
99.09.29 99.04.21 99.07.30

ﾒﾀﾙｳｯﾄﾞの設計をｱｲｱﾝに
展開。
反発係数が大きく、慣性
ﾓｰﾒﾝﾄが大きく、設計の
自由度が大きい。

中空分割ﾍｯﾄﾞの各部位を
ﾍﾞﾘﾘｳﾑ金属、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金、粒子強化複合材料な
ど異なる材料で構成する。
反発係数が大きく、打球感
が良い。

中空分割ﾍｯﾄﾞの各部位
の構成材料群を指定す
る。
反発係数が大きく、慣性
ﾓｰﾒﾝﾄが大きく、設計の
自由度が大きい。

2000 特開2001-212271 特開2001-224717 特開2002-143352
ﾄﾘﾒｯｸｽ ﾄﾘﾒｯｸｽ 美津濃
00.02.04 00.02.18 00.11.08

ﾒﾀﾙｳｯﾄﾞの設計をｱｲｱﾝに
展開。候補材料の拡大。
反発係数が大きく、慣性
ﾓｰﾒﾝﾄが大きく、設計の
自由度が大きい。

ｱｲｱﾝの設計をﾊﾟﾀｰに展
開。
反発係数が大きく、慣性
ﾓｰﾒﾝﾄが大きく、設計の自
由度が大きい。

ﾌｪｰｽ部とﾈｯｸ部をいった
いに鍛造成形し薄肉化し
て、大型で高反発性ﾍｯﾄﾞ
を実現。
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●特許分類 

特許情報へのアクセスには、通常特許分類が用いられる。特許分類には広く世界共通に

用いられる国際特許分類（IPC）と、各国固有の分類がある。日本固有の分類としてはFI

（特許庁File Index）があり、またこれを補完するインデキシング記号として用いられる

FT（File Forming Term）がある。FIは日本の特許庁がIPCを基に作成した分類で、FTはFI

だけでは効率的な検索ができない分野で作られたものである。 

 

●検索方法 

マグネシウム合金の特許情報へのアクセスは、以下の２種類の方法で行うことができる。 

①マグネシウム、およびマグネシウム合金を特定したIPC、FI、FTによる検索 

②技術要素を特定したIPC、FI、FTと、キーワードの積による検索 

マグネシウム合金の13の技術要素について、①のマグネシウム、およびマグネシウム合

金を特定した分類を表1.2-1～表1.2-3に示す。粉末冶金、自動車部品、スポーツ・その他

部品ではマグネシウム合金を特定する分類そのものが存在しない。 

既存の分類では不十分な技術要素、あるいは分類そのものがない技術要素については、

②の技術要素を特定した分類と、キーワードの積による検索を利用する。表1.2-4～表1.2-6

に各技術要素を特定する分類の例を示す。これらの分類と、例えばキーワード「マグネシ

ウム」の積による検索を行うことで、①で漏れた情報を補うことができる。 

 

表1.2-1 マグネシウムおよびマグネシウム合金を特定する国際特許分類（IPC） 

技術要素 IPC 説明 

汎用合金、水素吸蔵合金 C22C23/00 マグネシウム合金 材料

技術 複合材 ―  

精製 C22B26/22 マグネシウムの精製 

鋳造 B22D21/04 アルミニウムまたはマグネシウムの鋳造 

展伸材 C22F1/06 マグネシウムの熱処理、加工による物理的構造の

変化 

製造

技術 

粉末冶金 ―  

機械加工 ―  

接合加工 ―  

応用

加工

技術 表面加工 C23C22/57 

C23F1/22 

C25D11/30 

マグネシウムの化学的表面被覆 

マグネシウムのエツチング 

マグネシウムの陽極処理 

自動車部品 ―  

電気・電子機器部品 H01M4/46 マグネシウム、アルミニウムを主とする電極 

製品

化技

術 

スポーツ・その他部品 ―  

 

1.2 マグネシウム合金の特許情報へのアクセス
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表1.2-2 マグネシウムおよびマグネシウム合金を特定するFI 

技術要素 FI 説明 

汎用合金、水素吸蔵合金 C22C23/00 

C22C1/02,503L 

マグネシウム合金 

溶融によるマグネシウム合金の製造 

材料

技術 

複合材 C22C32/00V 金属化合物を含むマグネシウム合金 

精製 C22B26/22 マグネシウムの精製 

鋳造 B22D21/04B マグネシウムの鋳造 

展伸材 C22F1/06 マグネシウムの熱処理、加工による物理的構造の

変化 

製造

技術 

粉末冶金 ―  

機械加工 ―  

接合加工 ―  

応用

加工

技術 表面加工 C23C22/57 

C23F1/22 

C25D11/30 

マグネシウムの化学的表面被覆 

マグネシウムのエツチング 

マグネシウムの陽極処理 

自動車部品 ―  

電気・電子機器部品 H01M4/46 マグネシウム、アルミニウムを主とする電極 

製品

化技

術 

スポーツ・その他部品 ―  

 

表1.2-3 マグネシウムおよびマグネシウム合金を特定するFターム（FT） 

技術要素 F ターム 説明 

汎用合金、水素吸蔵合金 4K019AB13 マグネシウム合金の製造 材料

技術 複合材 4K020AC02 マグネシウム基複合金属の製造 

精製 4K001AA38 マグネシウムの精製 

鋳造 4E030DB00 アルミニウムまたはマグネシウムの鋳造 

展伸材 ―  

製造

技術 

粉末冶金 ―  

機械加工 4H104PA33 アルミニウム、マグネシウム加工用の潤滑剤 

接合加工 ―  

応用

加工

技術 表面加工 4K060EB08 マグネシウムの電気防食 

自動車部品 ―  

電気・電子機器部品 5D016EC25 

5G050AA23 

5G301AA12 

マグネシウム製電気機械変換器用振動板 

マグネシウム製接点 

マグネシウム製導電材料 

製品

化技

術 

スポーツ・その他部品 ―  
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表1.2-4 各技術要素を特定する国際特許分類（IPC）の例 

技術要素 IPC 説明 

汎用合金、水素吸

蔵合金 

C22C45/00   

C22K3:00    

C01B3/08 

非晶質の合金  

超塑性特性を有する合金   

金属による水素の製造 

材料

技術 

複合材 B22D19/00 

C22C1/09 

製品の一部を形成する物体の中，上、まわりへの鋳造

金属、非金属の繊維、フイラメントを含む合金の製造

鋳造 B22C9/06 

B22D17/00 

形状体鋳造品用永久鋳型 

加圧または噴射ダイキャスト 

展伸材 B21J5/00 

B21B5/00 

B21C23/00 

鍛造，ハンマリングまたはプレスの方法   

圧延による金属帯閉鎖体の伸延   

金属の押出し、衝撃押出し 

製造

技術 

粉末冶金 C22C1/04  

B22F3/20 

粉末冶金による合金の製造 

押出による金属粉の加工 

機械加工 B21D22/20  

C10M173/00  

深絞り 

水溶性潤滑組成物 

接合加工 B23K20/12,310 

F16B43/00 

摩擦撹拌接合 

構造部材または機械部品同志の締め付けまたは固定

のための座金または同様な装置 

応用

加工

技術 

表面加工 B05D7/14 

C23G1/12 

液体または他の流動性材料の金属表面への適用 

酸性溶液による軽金属の洗浄 

自動車部品 B60B3/02 

F02F1/00 

リムと一体の単一円盤状本体をもつ車輪 

燃焼機関のシリンダヘツド 

電気・電子機器部

品 

H04M1/02 

H04N5/64,571 

H05K5/04 

電話機の構造的態様 

テレビジヨン受信機のキャビネット 

電気装置のための金属製ケ－ス 

製品

化技

術 

スポーツ、その他

部品 

A63B53/04 

A01K89/00 

ゴルフクラブヘッド 

釣用リ－ル 
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表1.2-5 各技術要素を特定するFIの例 

技術要素 FI 説明 

汎用合金、水素吸

蔵合金 

C22C45/00   

C22K3:00    

C01B3/08 

非晶質の合金  

超塑性特性を有する合金   

金属による水素の製造 

材料

技術 

複合材 B22D19/00 

C22C1/09 

製品の一部を形成する物体の中，上、まわりへの鋳造

金属、非金属の繊維、フイラメントを含む合金の製造

鋳造 B22C9/06 

B22D17/00 

形状体鋳造品用永久鋳型 

加圧または噴射ダイキャスト 

展伸材 B21J5/00 

B21B5/00 

B21C23/00 

鍛造，ハンマリングまたはプレスの方法   

圧延による金属帯閉鎖体の伸延   

金属の押出し、衝撃押出し 

製造

技術 

粉末冶金 C22C1/04  

B22F3/20 

粉末冶金による合金の製造 

押出による金属粉の加工 

機械加工 B21D22/20  

C10M173/00  

深絞り 

水溶性潤滑組成物 

接合加工 B23K20/12,310 

F16B43/00 

摩擦撹拌接合 

構造部材または機械部品同志の締め付けまたは固定

のための座金または同様な装置 

応用

加工

技術 

表面加工 B05D7/14 

C23G1/12 

液体または他の流動性材料の金属表面への適用 

酸性溶液による軽金属の洗浄 

自動車部品 B60B3/02 

F02F1/00 

リムと一体の単一円盤状本体をもつ車輪 

燃焼機関のシリンダヘツド 

電気・電子機器部

品 

H04M1/02 

H04N5/64,571 

H05K5/04 

電話機の構造的態様 

テレビジヨン受信機のキャビネット 

電気装置のための金属製ケ－ス 

製品

化技

術 

スポーツ、その他

部品 

A63B53/04 

A01K89/00 

ゴルフクラブヘッド 

釣用リ－ル 
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表1.2-6 各技術要素を特定するFターム（FT）の例 

技術要素 F ターム 説明 

材料

技術 

汎用合金、水素吸

蔵合金 

4K019AA01 

4G040AA00 

4K018BD07 

非晶質合金の製造 

水素貯蔵材料を用いる水素の貯蔵 

粉末治金による水素吸蔵合金  

鋳造 4E093NA01 

4K045BA03 

圧力鋳造用鋳型又は中子及びその造型方法 

非鉄金属用竪形炉、炉床形炉、ア－ク炉 

展伸材 4E087BA03 

4E029AA07   

非鉄材料の鍛造 

金属の押出し 

製造

技術 

粉末冶金 4K017AA04 

4K018BA07 

合金粉末の製造 

軽合金粉の粉末治金 

機械加工 4E037CA01 

4H104PA33  

素材の形状，材質に特徴のある深絞り 

軟質金属加工、Al 加工、Mg 加工用潤滑剤 

接合加工 4E001AA03  

4J040MA02  

ア－ク溶接  

金属の接着剤、接着方法 

応用

加工

技術 

表面加工 4K026BB08  

4D075DB01 

金属の化成処理による耐食性被覆の形成   

金属、合金表面への流動性材料の適用方法，塗布方法

自動車部品 3B084EC01 

3D030DA70 

椅子の背もたれフレ－ム 

ダイカスト金属製ステアリングホイール芯材 

電気・電子機器部

品 

4E360GC04 

5K023AA07 

非鉄又は非鉄合金製電気装置のための箱体 

携帯電話の構造 

製品

化技

術 

スポーツ、その他

部品 

2C002MM04 

2B108EH01 

2H006AA01 

金属製ゴルフクラブ 

釣用リ－ルのスプ－ル 

金属フレ－ムのメガネ 
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1.3.1 マグネシウム合金全体 

マグネシウム合金に関して、1991年以降に出願され、2003年7月までに公開された特許・

実用新案は1,909件である。これを技術要素別に示したものが図1.3.1-1である。技術分野

別にみると、材料技術22%、製造技術27%、応用加工技術18%、製品化技術32%で、製品化技

術が最も多いが、何れも18～32%の範囲に入っており、特定の分野に集中していない。 

技術要素別では鋳造に関するものが20%で最も多く、電気・電子機器部品15%、表面加工

13%が多い。以下、スポーツ・その他部品、汎用合金、水素吸蔵合金の3技術要素はいずれ

も約9%で、自動車部品7%、複合材5%が続く。出願件数が少ないのは、機械加工4%、展伸材

3%、精製3%、接合加工2%、粉末冶金1%である。 

 

図1.3.1-1 マグネシウム合金の技術要素別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.1-2にマグネシウム合金全体および技術要素毎の、1991～2001年における出願件

数の年次推移を示す。マグネシウム合金全体では増加傾向が続いており、1999年から2001

年の3年間の出願累計は約800件で、全体の約40%がこの期間に集中している。 

技術要素別に、最近になるほど増加しているものを掲げると、材料技術では水素吸蔵合

金、製造技術では鋳造、展伸材、応用加工技術では機械加工、接合加工、表面加工の3要素

全て、製品化技術では電気・電子機器部品、スポーツ・その他部品である。これらは最近

注目される技術要素と推定される。 

図1.3.1-1で総出願件数が多かった鋳造、電気・電子機器部品、表面加工はいずれも最

近になるほど出願が増えており、出願件数、出願推移の両面でマグネシウム合金技術の中

心となっている。 

1.3 技術開発活動の状況

①汎用合金
　165件（9%)

②水素吸蔵合金
　166件（9%)

③複合材
　96件（5%)

(1)材料技術（①～③）
　　427件（22%)

④精製
　62件3%)

⑤鋳造
　384件（20%)⑥展伸材

　55件（3%)
⑦粉末冶金
　25件(1%)

(2)製造技術（④～⑦）
　　526件（27%))

⑩表面加工
　243件（13%)

⑧機械加工
　68件(4%)

⑨接合加工
　37件(2%)

(3)応用加工技術（⑧～⑩）
　　348件（18%)

⑪自動車部品
　138件(7%)

⑫電気・電子機器部品
　288件(15%)

⑬スポーツ、その他部品
　182件（9%)

(4)製品化技術（⑪～⑬）
　　608件(32%)

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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図1.3.1-2 全体および技術要素別出願件数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マグネシウム合金全体に関して、特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.1-3に示す。

出願人数と出願件数のいずれも1991年から1995年の範囲では減少しているが、1996年から

は大きく伸びる傾向にある。1999年から2001年の範囲では出願人数は増えているが、出願

件数は微増である。 
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図1.3.1-3 マグネシウム合金全体の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.1に、マグネシウム合金全体の出願の多い22社（人）の出願状況推移を示す。松

下電器産業が最も多く、マツダ、三井金属鉱業、トヨタ自動車と続いている。全体的には

電気・電子機器メーカー、自動車メーカー、材料メーカー、加工設備メーカー、大学・研

究所等で構成されている。松下電器産業、東芝等の電気・電子機器メーカー、日本製鋼所、

東芝機械等の加工設備メーカーの出願が、最近に比較的多い傾向にある。 

 

表1.3.1 マグネシウム合金全体の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

50

100

150

200

250

300

0 50 100 150 200 250

出願人数

出
願
件
数

010099

98

91

92

93

9495
96
97

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 松下電器産業　 1 3 8 18 8 25 14 16 93

2 マツダ　 3 9 20 7 4 8 6 12 5 3 3 80

3 三井金属鉱業　 22 7 5 5 6 4 4 13 7 5 78

4 トヨタ自動車　 18 8 13 5 5 5 2 5 6 10 77

5 宇部興産　 4 4 10 11 9 13 6 4 3 64

6 本田技研工業　 7 9 1 5 4 4 3 9 9 51

7 日本製鋼所 3 2 1 3 3 13 11 15 51

8 神戸製鋼所 4 17 8 5 4 2 1 2 3 46

9 東芝 1 2 2 1 3 8 8 5 4 2 36

10 スズキ 5 5 1 6 6 6 3 2 34

11 日立製作所 3 1 1 2 1 8 7 2 6 3 34

12 東芝機械　 1 9 9 10 3 32

13 日立金属　 2 1 1 4 3 7 8 5 31

14 産業技術総合研究所 1 5 1 3 1 3 3 4 3 5 29

15 豊田中央研究所 2 2 1 3 3 1 3 3 2 9 29

16 増本　健（東北大学） 12 2 5 4 23

17 ＹＫＫ 9 3 1 2 5 1 2 23

18 シマノ 1 6 4 6 4 21

19 旭テック　 3 2 3 1 4 1 5 19

20 シャープ 1 1 7 8 2 19

21 住友金属工業　 2 2 2 1 6 6 19

22 セイタン 2 2 2 5 5 3 19

年次別出願件数
№ 出願人

数字は出願年 
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1.3.2 材料技術 

(1) 汎用合金 

汎用合金に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.2-1に示す。出願件数は

1992、1993年に最も多いが、その後減少し、1997年を境に再び増加する傾向にある。2001

年の出願人数は1993年と同レベルにある。 

 

図1.3.2-1 汎用合金の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-1に、汎用合金の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位は三井金属鉱業、

トヨタ自動車、増本 健、井上 明久（いずれも東北大学）であるが、全体的には材料メ

ーカー、自動車メーカー、大学・研究所、設備メーカー、電気・電子機器メーカーと、広

範囲に渡って出願されている。 

 

表1.3.2-1 汎用合金の主要出願人の出願状況 
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25

30

35

0 2 4 6 8 10 12 14 16

出願人数

出
願
件
数

92

94

91

93

0100

95

96

9897

99

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 三井金属鉱業 15 6 2 1 3 1 28

2 トヨタ自動車 9 3 9 2 3 1 27

3 増本  健（東北大学） 9 2 4 2 17

4 井上  明久（東北大学） 6 2 4 2 14

5 宇部興産 1 7 4 1 1 14

6 神戸製鋼所 4 3 4 1 1 13

7 豊田中央研究所 2 1 2 2 1 2 3 13

8 本田技研工業 3 5 2 1 1 12

9 ＹＫＫ 7 2 1 1 11

10 帝国ピストンリング 4 4 1 9

11 マツダ 1 1 1 3 2 8

12 日本製鋼所 1 3 1 5

13 日産自動車 3 1 4

14 シャープ 1 2 3

15 アイシン高丘 1 2 3

16 新日本製鐵 3 3

17 産業技術総合研究所 1 1 1 3

№ 出願人
年次別出願件数

数字は出願年 
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(2) 水素吸蔵合金 

水素吸蔵合金に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.2-2に示す。出願人数、

出願件数は2000年に最大の12人、18件となっている。全体としては出願人数、出願件数と

もに増加の傾向にある。 

 

図1.3.2-2 水素吸蔵合金の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-2に、水素吸蔵合金の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位は東芝、マツ

ダ、日本重化学工業である。電気・電子機器メーカー、自動車メーカー、材料メーカーが

主体となっており、環境問題ならびにエネルギー問題の観点から、燃料電池用の水素貯蔵、

あるいは水素輸送、電池電極等の適用に技術開発が進められている。 

 

表1.3.3-2 水素吸蔵合金の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 東芝 1 2 3 2 3 3 14

2 マツダ 1 5 1 1 1 1 10

3 日本重化学工業 1 1 1 2 3 8

4 本田技研工業 1 2 3 6

5 同和鉱業 3 2 5

6 豊田中央研究所 5 5

7 松下電器産業 1 1 1 1 4

8 トヨタ自動車 1 3 4

9 産業技術総合研究所 1 3 4

10 豊田自動織機 4 4

11 日本電信電話 2 1 3

12 栗本鉄工所 3 3

年次別出願件数
№ 出願人
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(3) 複合材 

複合材に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.2-3に示す。出願人数、出願

件数ともに1992年に最大、1997年に最小となっている。1998年以降は出願人数が増加する

傾向にあるが、出願件数は10件前後でほぼ一定している。 

 

図1.3.2-3 複合材の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.2-3に、複合材の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位はスズキ、トヨタ自

動車、マツダの自動車メーカーである。エンジン部品等への応用を中心に技術開発が進め

られている。 

 

表1.3.2-3 複合材の主要出願人の出願状況 
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91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 スズキ 2 4 4 6 6 2 24

2 トヨタ自動車 3 1 2 3 2 2 2 15

3 マツダ 1 4 1 2 5 13

4 産業技術総合研究所 2 2 1 1 3 2 11

5 住友電気工業 3 1 1 5

6 矢崎総業 2 2 4

7 エー・エム・テクノロジー 2 1 1 4

8 アイシン精機 1 1 2 4

9 新日本製鐵 1 2 3

10 リョービ 2 1 3

11 宇部興産 2 1 3

12 神戸製鋼所 2 1 3

13 豊田中央研究所 1 2 3

14 本田技研工業 1 1 1 3

年次別出願件数
出願人№

数字は出願年 
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1.3.3 製造技術 

(1) 精製 

精製技術に関する特許の出願人と出願件数の推移を図1.3.3-1に示す。1992年に出願人

15、出願件数13で最大となっており、2001年には出願人14と再び増加しているが、全体的

には低位で変化が少ない。 

 

図1.3.3-1 精製の出願人と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-1に、精製技術に関する主要出願人の出願状況を年次推移で示す。調査期間内

の出願件数も一桁止まりで多くはなく特に顕著な傾向は見当たらない。 

 

表1.3.3-1 精製の主要出願人の出願状況 
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0 2 4 6 8 10 12 14 16

人数

件

数
01

00

99

98、96、91

97

95
94

93

92

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 三井金属鉱業 3 3 6

2 ダイハツ工業 1 1 1 1 4

3 神戸製鋼所 1 1 1 3

4 産業技術総合研究所 1 1 1 3

5 昭和電工 1 1 1 3

6 アイシン高丘 2 2

7 スカイアルミニウム 1 1 2

8
ゼネラル・モーターズ・コーポ
レーション（米）

1 1 2

9
ペシネ・エレクトロメタルルジ
（仏）

1 1 2

10 日本製鋼所 2 2

11 古河電気工業 1 1 2

12 三菱アルミニウム 1 1 2

13 住友軽金属工業 1 1 2

14 中田  修道 1 1 2

15 東京窯業 2 2

16 東邦チタニウム 1 1 2

17 日本金属 1 1 2

18 日本軽金属 1 1 2

19 富士通 1 1 2

20 福岡アルミ工業 1 1 2

年次別出願件数
No. 出願人

数字は出願年 
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(2) 鋳造 

鋳造に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.3-2に示す。出願人数、出願件

数ともに1998年までは大きな変化はないが、出願件数は1999年に、出願人は2000年にそれ

ぞれ急増している。2001年には減少しているが、全体的には1999年～2001年の3年間が多い

傾向にある。 

 

図1.3.3-2 鋳造の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-2に、鋳造の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位は宇部興産、日本製鋼

所、東芝機械の設備メーカーである。マグネシウムダイキャスト設備、あるいは射出成形

設備の技術開発を行っている。 

 

表1.3.3-2 鋳造の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 宇部興産 2 4 3 6 8 12 6 4 45

2 日本製鋼所 3 1 1 3 10 6 11 35

3 東芝機械 1 9 9 10 2 31

4 松下電器産業 2 11 4 4 21

5 三井金属鉱業 2 2 3 2 8 3 20

6 本田技研工業 3 1 2 4 2 3 15

7 マツダ 3 1 1 2 1 3 1 12

8 旭テック 2 3 1 3 1 2 12

9 トヨタ自動車 1 2 1 1 1 1 1 2 1 11

10 ダイハツ工業 3 2 4 1 10

11 神戸製鋼所 3 1 1 1 1 1 8

12 河口湖精密 3 3 2 8

13 日立金属 1 1 2 1 2 7

14 産業技術総合研究所 2 1 1 2 6

15 ＴＹＫ 6 6

16 富士通化成 1 5 6

17 ソニー 1 1 2 4

18 日本金属 2 2 4

年次別出願件数
№ 出願人
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(3) 展伸材 

展伸材に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.3-3に示す。出願件数は1999

年に急増している。出願人は2000、2001年と急拡大しているが、この間の出願件数は1999

年と同レベルである。 

 

図1.3.3-3 展伸材の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-3に、展伸材の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位はマツダ、日立金属、

セイタンである。いずれも鍛造加工技術、鍛造加工製品の技術開発を行っている。 

 

表1.3.3-3 展伸材の主要出願人の出願状況 
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91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 マツダ 2 3 2 1 2 1 11

2 日立金属 2 5 3 10

3 セイタン 2 5 3 10

4 住友金属工業 1 4 2 7

5 ＹＫＫ 4 1 5

6 東  健司（大阪府立大学） 3 1 4

7 シャープ 1 2 3

8 一之瀬  和夫（工学院大学） 1 1 2

9 三井金属鉱業 1 1 2

10 松下電器産業 1 1 2

11 新日本製鐵 1 1 2

12 丹羽  直毅（工学院大学） 1 1 2

13 藤倉  信夫 1 1 2

年次別出願件数
№ 出願人

数字は出願年 
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(4) 粉末冶金 

粉末冶金に関する特許の出願人数と出願件数の推移を図1.3.3-4に示す。出願人数は

1993年に、出願件数は1991年に最大となっているが、全体的には低位で安定している。出

願人数、出願件数の11年間の平均は、それぞれ2人、2件で、マグネシウム合金の技術要素

の中では最も少ない。 

 

図1.3.3-4 粉末冶金の出願人数―出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-4に、粉末冶金の主要出願人の出願状況を示す。出願人上位はマツダ、クボタ

である。マツダは切削加工で発生する切粉の有効活用の技術開発を、クボタは金属粉末製

造装置の技術開発を行っている。 

 

表1.3.3-4 粉末冶金の主要出願人の出願状況 
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1 マツダ 1 3 1 1 6

2 クボタ 4 4

3 本田技研工業 1 1 2

4 アライド　シグナル（米） 2 2

年次別出願件数
№ 出願人

数字は出願年 
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1.3.4応用加工技術 

(1) 機械加工 

図1.3.4-1に機械加工の出願人数と出願件数の推移を示す。出願人数および出願件数と

も1996年から増加の傾向にあり、特に2001年には出願人数35、出願件数28と急増している。 

 

図1.3.4-1 機械加工の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.4-1に機械加工の主要出願人の出願状況を示す。主要な出願人は、松下電器産業

と神戸製鋼所である。松下電器産業は軽量化を目的としてマグネシウム製筐体等を使用す

る電気・電子機器のメーカーの立場から、神戸製鋼所はマグネシウム素材メーカーの立場

からの出願であり、松下電器産業は1998年から毎年継続して出願している。 

 

表1.3.4-1 機械加工の主要出願人の出願状況 
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1 松下電器産業 1 3 1 2 7

2 神戸製鋼所 5 5

3 新潟県（新潟県工業技術総合研究所） 3 3

4 東海理化電機製作所 3 3

5 日立金属 3 3

6 レイズエンジニアリング 1 2 3

7 ユシロ化学工業 1 1 1 3

8 アマダ 3 3

9 セイタン 2 2

10 三井金属鉱業 2 2

11 モリテック 2 2

12 住友電気工業 2 2

13 カサタニ 2 2

14 東  健司（大阪府立大学） 1 1 2

No.
年次別出願件数

出願人

数字は出願年 
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(2) 接合加工 

図1.3.4-2に接合加工の出願人数と出願件数の推移を示す。全体に件数は少ないが、1999

年以降は出願人数および出願件数ともに全体としては増加の傾向にある。 

 

図1.3.4-2 接合加工の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.4-2に接合加工の主要出願人の出願状況を示す。主要な出願人はトヨタ自動車で、

各種自動車部品へマグネシウムを採用する際の、接合技術に関する出願を行っている。 

 

表1.3.4-2 接合加工の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

91 92 95 96 97 98 99 00 01 合計

1 トヨタ自動車 2 1 1 1 5

2 日立製作所 1 2 3

3 オリジン電気 1 1 1 3

4 豊田自動織機製作所 1 1 2

5 本田技研工業 2 2

6 住友金属工業 1 1 2
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(3) 表面加工 

図1.3.4-3に表面加工の出願人数と出願件数の推移を示す。1996年までは出願人数10、

出願件数15程度で変化はなかったが、1997年以降はいずれも急増しており、2001年には出

願人数47、出願件数57になっている。 

 

図1.3.4-3 表面加工の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.4-3に表面加工の主要出願人の出願状況を示す。主要な出願人は素材メーカー、

表面処理メーカー、電気・電子機器メーカー、自動車メーカー等である。最も出願件数が

多いのはダイカストメーカーの三井金属鉱業で、1992年以降は安定的に出願している。次

いで日本パーカライジング、神戸製鋼所が続いている。 

 

表1.3.4-3 表面加工の主要出願人の出願状況 
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1 三井金属鉱業 3 1 1 1 3 2 1 2 14

2 日本パーカライジング 2 1 2 1 5 1 12

3 神戸製鋼所 4 4 1 1 1 11

4 東レ 1 7 8

5 松下電器産業 1 4 1 2 8

6 日本軽金属 1 1 2 4 8

7 日本ペイント 1 2 1 1 2 7

8 日本製鋼所 2 1 2 1 6

9 スズキ 1 1 1 1 2 6

10 マツダ 1 3 1 5

11
マグネシウム　テクノロジー
（ニュージーランド）

1 3 4

12 ディップソール 1 1 2 4

13 東栄化成株 4 4

14 豊田中央研究所 1 1 1 1 4

15 三菱レイヨン 4 4

16 電化皮膜工業 1 1 2 4

No. 出願人
年次別出願件数

数字は出願年 
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1.3.5製品化技術 

(1) 自動車部品 

図1.3.5-1に自動車部品の出願人数と出願件数の推移を示す。出願人数および出願件数

は1991年が最も多くなっており、その後1994年にかけて減少傾向が続いたが、1998年以降

は出願人数13、出願件数15程度で、ともに安定している。 

 

図1.3.5-1 自動車部品の出願人数-出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.5-1に自動車部品の主要出願人の出願状況を示す。この技術要素の主要な出願人

は自動車メーカーと自動車部品メーカーである。その中ではマツダが13件、トヨタ自動車

が12件で1位、2位を占めている。次いで三菱自動車工業が、更に自動車部品メーカーの豊

田合成がこれに続いている。 

 

表1.3.5-1 自動車部品の主要出願人の出願状況 
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1 マツダ 1 1 3 2 1 2 2 1 13

2 トヨタ自動車 5 1 2 1 1 2 12

3 三菱自動車工業 3 2 1 1 1 8

4 豊田合成 3 1 1 2 7

5 光洋精工 2 2 1 1 6

6 テイ・エス  テック 2 3 5

7 日産自動車 1 3 1 5

8 日本精工 1 1 1 1 1 5

9 ワシ興産 2 2 4

10 本田技研工業 1 2 3

11
ドクトル インジェニエール
ハー ツエー エフ ポルシェ
（独）

1 1 1 3

12 いすゞ自動車 1 1 1 3

13 豊田自動織機 3 3

No. 出願人
年次別出願件数

数字は出願年 
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(2) 電気・電子機器部品 

図1.3.5-2に、電気・電子機器部品分野における出願人と出願件数の推移を示す。1996

年までは限られた出願人により限られた出願がなされていたが、1997年に出願人数、出願

件数ともに急増している。その後出願件数は安定しているが、出願人数は増加を続けてい

る。 

応用製品別に層別した出願件数の推移は、図1.3.5-3のとおりである。増加の主な原因

は、1997年6月の家電リサイクル法の制定等によるものと考えられ、回転機、電池の増加も

あるが筐体への応用に関連した出願の増加であることが分かる。その他に件数は多くはな

いが、情報機器の技術進歩を反映して磁気･光などを使用した記憶装置への応用も継続的に

出願されている。 

 

図1.3.5-2 電気・電子機器部品の出願人と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.5-3 電気・電子機器部品の応用製品別出願件数の推移 
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表1.3.5-2に、電気・電子機器部品の出願の多い出願人の出願件数の推移を示す。上位

は、電気電子機器メーカーで占められ、素材メーカーは10位以下に出ている。本技術の開

発が電気電子機器メーカーを中心として進められている様子がうかがえる。1997年以降の

出願数の増加も、主として上位に位置する松下電器産業、日立製作所、東芝、三菱電機、

ソニー、シャープ、三洋電機などの機器メーカーによる出願の寄与が大きい。 

出願件数が最も多い松下電器産業は、1995年以降継続的に出願しているが、1997年に14

件と多くの出願が集中している。筐体から表示素子、電池、記憶装置などほぼ全分野に関

連する出願があるが、中でも筐体に関連する特許が25件と過半数を占めている。日立製作

所および東芝は、継続的な出願があり、前者は回転機に関する出願が24件中10件、後者は

特に最近は筐体に関する出願を集中的に行っている。日立金属とセイタンはソニーとも共

同で電子機器筐体への特許を出願している。 

 

表1.3.5-2 電機・電子部品の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 松下電器産業 1 3 7 14 6 7 7 4 49
2 日立製作所 1 1 1 2 1 7 7 1 2 1 24
3 東芝 1 2 1 5 6 1 1 1 18
4 三菱電機 1 2 7 2 1 13
5 ソニー 1 1 4 2 1 9
6 シャープ 1 3 2 1 7
7 ティーディーケイ 1 2 2 2 7
8 ユアサコーポレーション 1 6 7
9 三洋電機 2 2 1 2 7
10 キヤノン 1 1 1 3 6
11 日立金属 2 1 2 1 6
12 三菱化学 1 1 1 1 1 5
13 富士通 2 2 4
14 パイオニア 3 1 4
15 ミネベア 4 4
16 セイタン 2 1 1 4
17 ミノルタ 1 2 3
18 電気化学工業 1 1 1 3
19 日本電産 1 1 1 3
20 日本電池 1 1 1 3
21 本田技研工業 2 1 3

No. 出願人
年次別出願件数
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(3) スポーツ、その他部品 

図1.3.5-4にスポーツ･その他部品の出願人数と出願件数の推移を示す。従来は､年間10

件程度の出願であったが､1999年以降は出願人数、出願件数とも増加し、1999年には33社

（人）が32件の出願を行った。図1.3.5-5に示す応用製品別の出願件数推移から分かるよう

に、従来から出願のあった運動具に加えて、釣具、遊具およびケースやねじ､部品などの応

用製品への展開が増加している。 

 

 

図1.3.5-4 スポーツ･その他部品の出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.5-5 スポーツ・その他部品の応用製品別の出願件数推移 
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表1.3.5-3にスポーツ･その他部品の出願の多い出願人の出願推移を示す。特定時期に集

中して出願されているのが特徴で、1995年の大阪瓦斯、1997年の京楽産業／東洋化工、1999

年のダイワ精工、2000年の足立ライト工業所、1998年と2000年のシマノが代表例である。 

シマノおよびダイワ精工は、釣具に関する出願を精力的に進めている。ブリヂストンス

ポーツおよびトリメックスはゴルフクラブへの応用技術について重点的に出願している。

京楽産業および足立ライト工業所はパチンコを中心に遊具の分野で､電子化やリサイクル

対応などの高度化を積極的に進めている。 

その他の応用製品では、運動具や遊具と異なり専業メーカーではなく、素材メーカーに

よるマグネシウム合金の用途拡大を目指した新たな取り組みが行われている。栗本鐵工所、

岸和田ステンレスおよび東健司（大阪府立大学）は共同して軽量な「ねじ」の開発を進め

ている。また、太洋プラスチックス工業所および東レはヘルメット･防刃服など安全具への

展開を試みている。特異なのは大阪瓦斯で、マグネシウムの活性作用を利用してポリシラ

ン･ポリゲルマンや炭素材料などの有機材料を合成する技術を継続して開発している。 

 

表1.3.5-3 スポーツ・その他部品の主要出願人の出願状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 シマノ 1 6 2 6 3 18
2 大阪瓦斯 6 3 9
3 ダイワ精工 1 1 1 5 8
4 京楽産業 5 2 1 8
5 東洋化工 5 2 1 8
6 ブリヂストンスポーツ 2 1 2 1 6
7 トリメックス 3 2 5
8 足立ライト工業所 5 5
9 井上  明久（東北大学） 2 1 1 4
10 アイ　エヌ　ア－ル研究所 3 3
11 シチズン時計 1 2 3
12 栗本鐵工所 1 2 3
13 大洋プラスチックス工業所 3 3
14 岸和田ステンレス 1 2 3
15 住友ゴム工業 1 1 1 3
16 東  健司（大阪府立大学） 1 2 3
17 東レ 1 2 3
18 東洋アルミニウム 1 1 1 3
19 日本防蝕工業 3 3

No. 出願人
年次別出願件数
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1.4.1 マグネシウム合金全体 

マグネシウム合金の技術開発課題に関して、その詳細は技術要素によって異なるが、上

位概念でまとめると次のようになる。 

   ①品質の向上 

   ②生産性の向上 

   ③コスト低減 

   ④安全性の向上 

   ⑤環境負荷の低減 

図1.4.1-1に、この課題毎の技術要素別出願件数の分布を示す。全体的にみて、最も多

い課題は品質の向上で、次いで生産性の向上である。技術要素別にみても全ての要素にお

いて、品質の向上が主要な課題となっている。鋳造では品質の向上と、生産性の向上がほ

ぼ同数であるのが特徴的である。 

 

図1.4.1-1 技術要素別の課題の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 技術開発の課題と解決手段

汎用合金

水素吸蔵合金

複合材

精製

鋳造

展伸材

粉末冶金

機械加工

接合加工

表面加工

自動車部品

電気・電子機器部品

スポーツ・その他部品
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向
上
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向
上
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ス
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全
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の
向
上

環
境
負
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減

材料技術

製造技術

応用加工技術

製品化技術
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1
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1
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課
　
題

技術要素

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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1.4.2 材料技術 

(1) 汎用合金 

汎用合金について、表1.4.2-1に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の向上は、高温

強度の向上等の機械的特性の向上を主体としている。 

 

表1.4.2-1汎用合金に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汎用合金について、表1.4.2-2に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは組成、金属

組織、あるいは製造法等の最適化で構成されている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
室温強度向上 冷却速度が遅い砂型鋳造材でもダイカスト材料と同様の室温強度を得る、ある

いは添加元素が限定される非晶質材料の室温強度を向上する等。
高温強度向上 自動車エンジン廻りへの応用を目的として、高温（150～250℃）での耐熱性、

クリープ強度を向上する。
高温強度、室
温強度向上

高温クリープ強度を上げると、常温強度が下がる。この常温強度を向上する。

高温強度、鋳
造性改善

高温クリープ強度と、さらに湯流れ性、割れ等の鋳造性を改善する。

高温強度、耐
食性向上

高温クリープ強度と、さらに耐食性を向上する。

延性、靭性の
向上

熱間加工時の割れなどの塑性変形能、あるいは深絞り等の塑性成形加工性の改
善を目的に延性、靭性を向上する。

超塑性変形の
高速化

マグネシウム合金では遅い超塑性発現ひずみ速度を高速化する。

熱伝導率、あるいは減衰能等の物理的特性を向上する。

耐食性の向上 活性金属であるために劣っているマグネシウム合金の耐食性を向上する。

犠牲陽極性の
向上

犠牲陽極材用途で、さらに発生電気量を高め犠牲腐食性を向上する。

六方晶金属のマグネシウム合金が割れ発生等で劣っている、商品を形作るため
の深絞り成形、張出成形等の常温塑性成形加工性を向上する。

鋳造性の改善 鋳造直後の鋳塊の割れ（熱間割れ）、薄肉製品用の溶湯の流動性、あるいはス
クイズ鋳造によるピンホール等の鋳造性を向上する。

製造制約の緩
和

非晶質合金の生産性を損なっている、過冷却液体状態保持の時間、温度制約、
あるいは過飽和固溶体を得る高い冷却速度制約を緩和する。

展延性の向上 熱間加工中に割れが発生し易い展伸用マグネシウム合金の、素材製造での熱間
圧延、押出、あるいは鍛造性を改善して、生産性を向上する。
高価な添加元素（Y、Nd等）に替わる元素を見出す、あるいは試行錯誤的手法
から脱するマグネシウム合金設計法を開発する等でコスト低減を図る。

燃焼、発火の
防止

活性が高い、高温での蒸気圧が高い、あるいは溶解時の湿気でLiが瞬時に気化
する等で、酸化燃焼し易いマグネシウム合金、Mg-Li合金の安全性を向上す
る。

安全性の向上

コスト低減

塑性成形加工性の向上

生産性の向上

品質の
向上

機械的
特性の
向上

物理的特性の向上

化学的
特性の
向上
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表1.4.2-2 汎用合金に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.2-1に、汎用合金に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用新案

の件数の分布を示す。さらに表1.4.2-3に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件数が

多い範囲についての出願人を表1.4.2-4に示す。 

汎用合金に関しては、高温強度向上、高温強度・室温強度向上、高温強度・鋳造性向上

等の高温強度関係に、技術開発の課題が集中している。一方解決手段に関しては、Mg-Al

系、Mg-希土類系、第三元素添加等の組成の最適化、晶出化合物、結晶粒組織等の金属組織

の最適化によるものが多い。 

課題と解決手段の組合せでは、鋳造性の改善について、第三元素の添加によるものが9

件と最も多く、リョービ、宇部興産、三井金属鉱業等が出願している。以下、延性・靭性

について、結晶粒組織の最適化によるものが7件で、本田技研工業、増本健、井上明久、Ｙ

ＫＫ等が出願している。 

解決手段Ⅰ 具体的解決手段 説明
Mg-Al系 Mg-Alをベースとして、Al自身、あるいはCa、Si、Zn、希土類添加等の組

成を最適化する。
Mg-Zn系 Mg-ZnへのZn自身、あるいは希土類、Al、Ca、Si添加等、Mg-Zn系での組成

を最適化する。
Mg-希土類系 La、Gd、Ni等のMg-希土類、遷移元素系での組成を最適化する。

Mg-Li系 Mg-Liをベースとして、Li自身、あるいはCa、Y添加等の組成を最適化す
る。

他Mg系 Mg-Si、Mg-Ca、Mg-Sn、Mg-Ag系等での組成を最適化する。

第三元素の添加 汎用Mg合金にCa、Li、Ti、Cu、Mn、Ag、Sr、Zr、Co、Sn、Sb、B、Pd、
In、Y、希土類元素等の適正な元素を微量、あるいは少量添加する。

晶出化合物の最適化 金属間化合物が晶出する温度、場所、量を最適化する。あるいは晶出化合
物の形態を最適化する等。

析出化合物の最適化 金属間化合物が析出する温度、場所、量を最適化する。常温強度を低融点
元素の低温度析出で確保し、高温強度は高融点元素の析出で持たせる等。

結晶粒組織の最適化 非晶質組織中への結晶質組織の微細分散（複合組織化）。結晶粒組織の大
きさ、形状の最適化。微結晶からなる母相にMg-Al系等の金属間化合物が
分散した組織とする等。

結晶系、格子欠陥の活
用

添加元素量で加工性が優れる結晶系（六方晶⇒立法晶）として、強度低下
分は圧延、熱処理での結晶粒微細化で向上させる。合金表面部のマトリッ
クス中に転位を導入する等。

固溶元素の最適化 粒界近傍に晶出物を形成する前の溶質原子のAl濃度が高いデントリティク
セルのAl原子を熱処理により予め析出させる等。
特性向上のために表面に形成する酸化膜を複層構造とする。マグネシウム
合金の溶解表面を平滑にして発生電気量を大きくする等の電気・化学的作
用を利用する等。

溶湯状態の最適化 固液共存域状態で機械的攪拌処理をしてデンドライト状金属間化合物を微細、
均一に分散させる。添加元素の含有量を調整して、融点を最大限低下させて、
溶湯の流動性を向上させる等。

溶湯凝固条件の最適化 溶湯を急冷凝固して、その後の加工工程で金属間化合物を微細、均一分散
させる。溶湯供給流路において所定の温度まで冷却させ、ついで第二段冷
却を行う鋳型に導入した後、凝固させる等。

変形、加熱条件の最適
化

溶体化温度と時効処理温度、時間を最適化する。曲げ押出による準静水圧温
間加工で剪断変形を与える。非晶質合金のガラス遷移温度領域において所定
の歪速度で所定の歪量を与える等。

粒子分散法等の採用 マグネシウム合金を溶解し、攪拌機にて溶湯を攪拌しながらMnS粒子を添
加する。Ti蒸気流と、Mg昇華気流を混合し，コレクタ－で急冷する等。

組成の最適
化

金属組織の
最適化

化学的要因等の最適化

製造法の最
適化
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図1.4.2-1 汎用合金に関する課題と解決手段の分布 
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表1.4.2-3 汎用合金に関する課題と解決手段の出願件数 
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変
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善
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燃
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、

発
火
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防
止

Mg-Al系 4 4 1 1 2 12
Mg-Zn系 1 1 2 2 1 1 1 2 1 12
Mg-希土類系 5 7 2 1 2 1 18
Mg-Li系 2 1 3 2 1 9
他Mg系 2 1 1 1 3 8
第三元素の添加 2 5 3 3 5 9 1 1 1 1 31
晶出化合物の最
適化

1 4 5 1 1 3 2 1 1 19

析出化合物の活
用

1 2 2 2 1 1 9

結晶粒組織の最
適化

6 2 2 7 1 18

結晶系、格子欠
陥の活用

2 1 3

固溶元素の最適
化

2 1 3

1 2 1 4
溶湯状態の最適
化

1 2 1 1 1 6

溶湯凝固条件の
最適化

2 1 1 1 1 6

変形、加熱条件
の最適化

1 1 2 1 5

粒子分散法等の
採用

1 1 2

11 25 20 20 8 17 3 3 13 2 6 15 3 5 11 3 165
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表1.4.2-4 汎用合金に関する課題と解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高温強度向上
高温強度、室温強

度向上
高温強度、鋳造性

改善
高温強度、耐食性

向上
延性、靭性の向上

Mg-Al系 ﾄﾖﾀ自動車
ﾏﾂﾀﾞ  (2)
三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ

ﾄﾖﾀ自動車
ﾘｮｰﾋﾞ
日本製鋼所
豊田中央研究所

ﾄﾖﾀ自動車

Mg-Zn系 豊田中央研究所,
ﾄﾖﾀ自動車

三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ

ｱ-ﾚｽﾃｲ
ﾗﾂｸｽﾌｱ- ｸﾞﾙ-ﾌﾟ

宇部興産  (2) 増本 健,
ﾄﾖﾀ自動車 ,
ＹＫＫ ,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

Mg-希土類系 三井金属鉱業
増本 健,
ﾄﾖﾀ自動車 ,
ＹＫＫ ,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
本田技研工業  (3)

三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ (5)
三井金属鉱業 ,
日立金属 ,
セイタン
神戸製鋼所

ﾄﾖﾀ自動車 ,
豊田中央研究所
セイタン,
日立金属

科学技術振興
機構,
日本電子

Mg-Li系 三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ (2)

ｼｬｰﾌﾟ

他Mg系 ﾄﾖﾀ自動車
豊田中央研究所,
ﾄﾖﾀ自動車

三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ

第三元素の添加 宇部興産 ,
日産自動車  (2)

ﾄﾖﾀ自動車 ,
豊田中央研究所
三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ
豊田中央研究所
豊田中央研究所,
ﾄﾖﾀ自動車

ﾉﾗﾝﾀﾞ
日本製鋼所 (2)

ﾋｭﾝﾀﾞｲ ﾓ-ﾀ-  (2)
宇部興産 ,
日産自動車

晶出化合物の最
適化

ﾄﾖﾀ自動車
ﾏﾂﾀﾞ
宇部興産 ,
日産自動車
豊田中央研究所

ｱｲｼﾝ高丘
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ
豊田中央研究所
本田技研工業  (2)

本田技研工業 豊田中央研究所

析出化合物の活
用

諸住 正太郎,
三菱マテリアル
神戸製鋼所

三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ
神戸製鋼所

ＹＫＫ
増本 健,
井上 明久,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ ,
ﾄﾖﾀ自動車

結晶粒組織の最
適化

ﾄﾖﾀ自動車 ,
増本 健,
井上 明久,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
神戸製鋼所

ﾄﾖﾀ自動車 ,
増本 健,
井上 明久
増本 健,
井上 明久,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ ,
ﾄﾖﾀ自動車

ｱﾗｲﾄﾞ ｼｸﾞﾅﾙ
産業技術総合
研究所
三井金属鉱業
増本 健,
井上 明久,
ＹＫＫ
増本 健,
井上 明久,
ＹＫＫ ,
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
本田技研工業  (2)

金属組
織の最
適化

品質の向上

機械的特性の向上

組成の
最適化

課題

解決手段
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表1.4.2-4 汎用合金に関する課題と解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化学的特性の向上

耐食性の向上 鋳造性の改善 展延性の向上

Mg-Al系 昭和電工 日本製鋼所 (2)

Mg-Zn系 昭和電工 ﾖﾝｾｲ ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ
住友軽金属工業 ,
三協ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業

宇部興産

Mg-希土類系 新日本製鐵

Mg-Li系 ｼｬｰﾌﾟ
三井金属鉱業

三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ

他Mg系 産業技術総合研究
所

ﾄﾖﾀ自動車 新日本製鐵  (2)
本田技研工業

第三元素の添加 ﾀﾞｲﾑﾗ- ｸﾗｲｽﾗ-
三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ (2)
神戸製鋼所
豊田中央研究所,
ﾄﾖﾀ自動車

ﾘｮｰﾋﾞ ,
宇部興産
宇部興産  (3)
三井金属鉱業
三井金属鉱業 ,
ﾒﾀﾙｹﾞｾﾙｼｬﾌﾄ
浅葉
日立製作所
豊田中央研究所

ﾏﾂﾀﾞ ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛ
ﾒﾀﾙﾙｼﾞ,
ﾉﾙｽｸ ｲﾄﾞﾛ

晶出化合物の最
適化

ﾄﾖﾀ自動車
ﾏﾂﾀﾞ
神戸製鋼所

宇部興産  (2) ﾄﾖﾀ自動車 スズキ

析出化合物の活
用

神戸製鋼所 神戸製鋼所

結晶粒組織の最
適化

神戸製鋼所

金属組
織の最
適化

コスト低減

品質の向上

組成の
最適化

塑性成形加工性の
向上

生産性の向上課題

解決手段
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(2) 水素吸蔵合金 

水素吸蔵合金について、表1.4.2-5に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上は、吸

蔵、放出温度の低温下等の吸蔵、放出特性の向上で構成されている。 

 

表1.4.2-5 水素吸蔵合金に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水素吸蔵合金について、表1.4.2-6に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは合金成

分、金属組織、あるいは製造条件等の最適化で構成されている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
吸蔵、放出量
の向上

水素吸蔵量、および放出量を一層向上させる。

吸蔵、放出温
度の低温化

マグネシウム系水素吸蔵合金は、理論上は最大7.6重量％の水素を吸蔵する
ことができるが、水素吸蔵・放出温度は250℃以上と高いので、実用上の障
害となっている。

吸蔵、放出所
要時間の短縮

マグネシウム系水素吸蔵合金は、水素との結合安定性が高すぎるので吸蔵、
放出に時間を要する問題点があり、吸蔵、放出速度を向上し、多量の水素を
短時間で処理することが課題である。

吸蔵、放出能
力の寿命向上

水素吸蔵合金は、水素の吸蔵、放出の繰り返し操作の過程において、体積変
化あるいは化学的作用による微粉化等の理由で、能力が徐々に劣化する問題
を有している。

水素化部分の
検出方法開発

水素吸蔵合金の開発、改善で、水素化された部分と水素化されていない部分
とを容易に識別することができる簡便な手段が必要である。

組成変動の防
止

マグネシウムの蒸発による組成変動を抑制し、合金組成の制御を容易にする
と共に、量産レベルでの生産性を高める。

製造の容易化 融点差の大きなMgとYを、組成に偏りが生じないように均質に合金化する。
真空中、Ar雰囲気中の溶解は、マグネシウム蒸発のため溶湯が見え難くい。
これを解消でき、さらに安価な大気中での製造方法。メカニカルアロイング
処理を用いた水素吸蔵合金の製造方法で、ミルポットから合金粉末を取り出
す際の酸化の防止等。
現在長時間を要している、Mg、Ni、第3元素の合金化、非晶質化のためのメ
カニカルアロイング処理を短時間化する。水素化反応を急激に行わせるため
の、200℃程度の予備加熱の省略。高価元素の回避等。

吸蔵、
放出特
性の向
上

品質の
向上

生産性の向上

コスト低減
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表1.4.2-6 水素吸蔵合金に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.2-2に、水素吸蔵合金に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用

新案の件数の分布を示す。さらに表1.4.2-7に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件

数が多い範囲についての出願人を表1.4.2-8に示す。 

水素吸蔵合金に関しては、「吸蔵、放出温度の低温化」、「吸蔵、放出所要時間の短縮」

等の吸蔵、放出特性の向上に技術開発の課題が集中している。一方解決手段に関しては、

Mg系での成分最適化等の合金成分の最適化、あるいは複合化の最適化、粉末製造法の変更

等によるものが多い。 

課題と解決手段の組合せでは、吸蔵、放出温度の低温化について、Mg系での成分最適化

によるものが6件と最も多く、東芝、産業技術総合研究所、マツダ等が出願している。以下、

吸蔵、放出量の向上については粉末製造法の変更によるもの、吸蔵、放出温度の低温化に

ついては化合物相組合せ最適化によるもの、吸蔵、放出能力の寿命向上についてはMg系で

の成分最適化および複合化の最適化によるものが各々5件である。 

解決手段Ⅰ 具体的解決手段 説明
Mg系での成分最適
化

ABNiDMRの化学組成で、AはMg、BはAl、DはW、MはLi、RはSc等とする。合金
の構成元素としてMg、Ca、Niを選択し、三元系で適切化する等。

Mg2Ni合金への第三

元素添加

Mg2Ni合金へAl、Y、Zr、Pd等の第3元素を適切な割合いで添加、合金化する

等。
Mg2Ni合金のMg、Ni

元素の一部置換

Mg2Ni合金において、Mg、Niの一部を、元素α、βで置換し、（Mg1-aαa）

1-y（Ni1-bβb）yで表される合金を調製する等。
化合物相の組合せ
最適化

マトリクス、あるいは化合物相の組合せを、Mg/ZrFeCr、Mg/Mg2Ni/Y-

Ni/YH2、Mg/Mg2Ni、Mg/Mg-M(Al,Si等)、Mg/MgNiMn、Mg/Mg2Ni/MgCa等とす

る。
金属結晶の最適化 マグネシウムを六方晶から立方晶構造として、吸蔵水素を放出し易くす

る。Mg2Si相同士が非晶質層で結合されている、高温用と低温用水素吸蔵合

金粒子が非結晶質層で結合されている等。
擬固溶体化 マグネシウム粉末と、カーボン粉末を重力加速度以上の遠心加速度にてメ

カニカルアロイング装置により擬固溶体化する。
原料の変更 数種金属の個別粉末に替わり、これらを一度溶製後粉末にしたものを原料

にする。Mgと他金属の母合金を用いて、マグネシウム単体原料の場合の溶
損を防ぐ等。

粉末製造法の変更 液滴製造でガスアトマイズ法に替わり、回転ディスクへの溶湯滴下でマグ
ネシウムの蒸発を防ぐ。アーク等を用いる溶解法に替わり、加熱が融点以
下の粉末焼結法を採用し、粉末間の空隙を確保して水素との反応面積を増
やす等。

粒子構成の最適化 粗粒子、微粒子、不活性液体の混合物とし、吸蔵および放出時のみ、他の2
者から粗粒子だけを分離して、吸蔵および放出に関与させる等。

加熱条件の最適化 過熱雰囲気をガスとフラックスの二重バリアとする。加熱温度をマグネシ
ウムと遷移元素の融点の中間とする。加熱、冷却温度を段階的に設定する
等。

粒子表面処理の最
適化

Ni，P系金属化合物からなる活性物質を化学めっきコーティングする。合金
表面への水素透過性有機ポリマー層の被覆。水素吸蔵材の表面に金属の
フッ化物層を形成する.等。

試験方法の最適化 酢酸水溶液エッチングで非水素化部分のみがエッチングされる。エッチン
グされない水素化部分を、凸部として検出する。
低温型と高温型水素吸蔵合金の周囲に高温型水素吸蔵金属の合金層を形成
する。水素吸蔵能の高い高水素吸蔵能材料を含むコア部と水素解離能の高
い高水素解離能材料を含むシェル部とから構成する等。
粒径1μm～100μmの粉体化水素貯蔵合金が充填されてなる充填層と、この
充填層を加温又は冷却する層を積層して形成する。

複合化の最適化

加熱・吸熱装置の最適化

合金成分
の最適化

製造条件
の最適化

金属組織
の最適化
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図1.4.2-2 水素吸蔵合金に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.4.2-7 水素吸蔵合金に関する課題、解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸
蔵
、

放
出
量
の

向
上

吸
蔵
、

放
出
温
度

の
低
温
化

吸
蔵
、

放
出
所
要

時
間
の
短
縮

吸
蔵
、

放
出
能
力

の
寿
命
向
上

水
素
化
部
分
の
検

出
方
法
開
発

組
成
変
動
の
防
止

製
造
の
容
易
化

Mg系での成分最適化 4 6 4 5 1 20
Mg2Ni合金への第三元素添加 3 2 3 8

Mg2Ni合金のMg、Ni元素の一部置換 2 2 2 2 8

化合物相の組合せ最適化 1 5 6
金属結晶の最適化 1 3 2 6
擬固溶体化 1 1
原料の変更 1 1 2
粉末製造法の変更 5 1 1 3 10
粒子構成の最適化 2 3 5
加熱条件の最適化 1 1 2 4
粒子表面処理の最適化 2 1 3 1 7
試験方法の最適化 1 1

2 3 4 5 14
1 2 1 4

18 25 21 19 1 2 3 7 96

品質の向上
吸蔵、放出特性の向上

合
計

コ
ス
ト
低
減

生産性の
向上

合計
加熱・吸熱装置の最適化
複合化の最適化

合金成分の最適化

金属組織の最適化

製造条件の最適化

課題

解決手段

Mg系での成分最適化

Mg2Niへ第三元素添加

Mg2の元素一部置換

化合物相組合せ最適化

金属結晶の最適化

擬固溶体化

原料の変更

粉末製造法の変更

粒子構成の最適化

加熱条件の最適化

粒子表面処理の最適化

試験方法の最適化

吸
蔵
、

放
出
量
の
向
上

吸
蔵
、

放
出
温
度
の
低
温
化

吸
蔵
、

放
出
所
要
時
間
の
短
縮

吸
蔵
、

放
出
能
力
の
寿
命
向
上

水
素
化
部
分
の
検
出
方
法
開
発

組
成
変
動
の
防
止

製
造
の
容
易
化

生産
性の
向上

コ
ス
ト
低
減

吸蔵、放出特
性の向上

品質の向上

加熱・吸熱装置の最適化

合金成
分の最
適化

金属組
織の最
適化

製造条
件の最
適化

複合化の最適化

6

5

5

5

5

4

4

4

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15

課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.2-8 水素吸蔵合金に関する課題、解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾊｲﾄﾞﾛ ｹﾍﾞｯｸ, 特表平11-503489 東芝 (2) 特開平08-311596
ﾏｸｷﾞﾙ ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ 特開平10-251791
住友金属工業 , 特開2002-097535 産業技術総合研究所, 特開平09-256098
日本重化学工業 ﾏﾂﾀﾞ  (2) 特開平11-217640
東芝 (2) 特開平09-199122 日本重化学工業 特開2003-096528

特開平10-102171 豊田自動織機 特開2002-060876
三井金属鉱業 , 特開2002-363601
相沢 竜彦
同和鉱業  (2) 特開2002-146464

特開2002-302733
東芝 特開2002-105564 広島県産業技術振興機構 特開平11-269586

豊田自動織機 特開2002-060883 同和鉱業 特開2001-348639

水素ｴﾈﾙｷﾞ-研究所, 特開平09-302436 ﾏﾂﾀﾞ  (2) 特開平06-299272
ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ﾘ-ｽ 特開平07-126774

同和鉱業 特開2002-363682
日本重化学工業 特開2002-327230
豊田中央研究所 特開2003-147471
広島県産業技術振興機構, 特開平11-061313
科学技術振興機構,
藤井 博信,
折茂 慎一,
宗広 修興
三井金属鉱業 特開2002-241884
産業技術総合研究所 特開2000-104135

栗本鐵工所 (3) 特許第2560565号
特許第2560566号
特許第2560567号

産業技術総合研究所, 特開2000-054042
日本科学冶金
豊田自動織機 特開2002-060864

ﾏﾂﾀﾞ 特開平06-170223
南開大学 特開平06-076817

ﾊｲﾄﾞﾛ ｹﾍﾞｯｸ 特表2003-507575 広島大学長, 特開2002-105576
松下電器産業 特開2003-147473 広島県,

ﾏﾂﾀﾞ
日本電信電話 特開2003-138333
豊田中央研究所 特開2002-309331

複合化の最適化

品質の向上

金属組織の
最適化

ﾏﾂﾀﾞ 特開平07-041808

Mg2Ni合金のMg、

Ni元素の一部置換

合金成分の
最適化

化合物相の組合せ
最適化

製造条件の
最適化

粒子表面処理の最
適化

吸蔵、放出量の向上
Mg系での成分最適
化

Mg2Ni合金への第

三元素添加

粉末製造法の変更

金属結晶の最適化

吸蔵、放出特性の向上
吸蔵、放出温度の低温化

課題

解決手段
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表1.4.2-8 水素吸蔵合金に関する課題、解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東芝 (3) 特開平11-323469 ｵﾎﾞﾆｯｸ ﾊﾞｯﾃﾘ-   (2) 特表平11-507170
特開2000-073132 特表平10-501370
特開2000-265229 ｷﾔﾉﾝ 特開2000-082461

東芝電池 , 特開2000-265228 松下電器産業 特開平10-226836
東芝 東芝 特開平10-259436
日本重化学工業 特開2002-180174 ｴﾅ-ｼﾞ- ｺﾝﾊﾞ-ｼﾞｮﾝ ﾃﾞﾊﾞｲｾｽ 特表2002-513086
豊田中央研究所, 特開2003-147472 科学技術振興機構 特開2001-254158
ﾄﾖﾀ自動車 松下電器産業 特開平10-147827

東芝 (2) 特開平10-251782 東芝 特開2002-105563

特開2001-107165 日本電信電話 特開平11-329422

化合物相の組合
せ最適化

ｴﾅ-ｼﾞ- ｺﾝﾊﾞ-ｼﾞｮﾝ ﾃﾞﾊﾞｲｾｽ 特表2003-514344
豊田中央研究所, 特開2003-073765
ﾄﾖﾀ自動車

日本電信電話 特開平11-343510

科学技術振興機構 特開平05-213601 西宮 伸幸 特開2000-001790
日本製鋼所, 特開2001-131604
ｽﾃﾗｹﾐﾌｧ
日本石油 特開平07-062402

ﾏﾂﾀﾞ  (2) 特開平07-090327 ｵﾎﾞﾆﾂｸ ﾊﾞｯﾃﾘ- 特表平11-507169
特開平07-118772 ｼｬ-ﾌﾟ 特許第2883450号

豊田中央研究所 特開2003-073101 ﾄﾖﾀ自動車 特開2000-351603
本田技研工業 特開2002-320848 住友金属工業 特開平05-221601

本田技研工業 特開2002-289184

粒子表面処理の
最適化

金属組織の
最適化

粉末製造法の変
更

複合化の最適化

Mg系での成分最
適化

Mg2Ni合金への第

三元素添加

Mg2Ni合金のMg、

Ni元素の一部置
換

合金成分の
最適化

金属結晶の最適
化

製造条件の
最適化

品質の向上
吸蔵、放出特性の向上

吸蔵、放出所要時間の短縮 吸蔵、放出能力の寿命向上

課題

解決手段
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(3) 複合材 

複合材について、表1.4.2-9に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上は、強度、延

性等の基本特性の向上、あるいは金属／強化材の密着性等の界面強度、界面反応性向上等

で構成されている。 

 

表1.4.2-9 複合材に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複合材について、表1.4.2-10に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは複合材構成、

複合材各部材料、複合材製造法等の最適化で構成されている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
強度、延性
の向上

従来にない優れた比強度、比剛性、延性を有する複合材料を得る。軽量化
発泡材で、強度はマグネシウム合金と同等あるいはそれ以上のものを得
る。

高温強度の
向上

複合材の高温における強度の向上、その強度の持続性の向上、繰り返し負
荷される急冷、急加熱による熱衝撃応力に対する耐クラック性等の高温強
度の向上。

耐摩耗性向
上

高面圧用摺動部複合材として十分な耐摩耗性および耐疲労特性（耐クラッ
ク性ならびに耐剥離性）等を有すること。

耐食性向上  マグネシウム合金は軽量で、かつ比強度が高いにもかかわらず耐食性が劣
る。この点を向上する。

その他特性
の向上

熱膨張係数、熱伝導性等の一般特性を制御、向上する、あるいは傾斜機能
特性、超電導性、電気的絶縁性等の特殊特性を付与する。

寸法特性の
向上

複合化表層部の厚さ精度、異種金属複合材の境界層の寸法精度、複合材の
大寸法化、長尺化、薄肉化等の寸法面での特性を向上する。

形状特性の
向上

内層、外層の二種類の金属材料からなる管状のクラッド材で、従来制約が
あった形状の自由度を向上する、あるいは従来棒状を主体とする単純な形
状のものを複雑形状にする。

接合強度向
上

マグネシウム金属体と、相手側がセラミック、多孔質焼結体、複合材ある
いは他の金属の場合、その接合強度が不充分であることが多い。これらを
改善する。

金属／強化
材の密着性
向上

マグネシウム金属と、強化材の粒子、繊維との密着性を改善して、接合強
度を向上する。

強化材、助
材の劣化の
防止

マグネシウム金属と、強化材の粒子、繊維との反応を抑制して、強化材の
劣化、不純物の生成、あるいは元素の偏析を防止する。

溶湯充填中の酸化物の巻き込み、溶湯充填後の繊維成形体内の巣、割れ等
の欠陥発生、加圧含浸でのプリフォームの変形等を防止する。

均一分散化 強化粒子をマトリックス中に均一に分散させ、分布状態を制御することで
機械的性質を向上させる。

プリフォー
ム体積率の
制御

強化粒子の圧粉焼結によるプリフォーム、あるいはウィスカ、短繊維から
なるプリフォ－ムの強化材体積率を適正に制御する。

複合材の押出、圧延加工等の展延性、塑性成形、穴あけ、切断、切削等の
機械加工性の向上

加圧含浸力
の低減

高圧含浸法は設備の大型化を招くので、加圧力を低減あるいは加圧レスと
する

鋳造湯流れ
性の向上

異種材料を分散した複合軽金属材料の鋳造時の溶湯の粘度を下げて鋳造時
の生産性を上げる。

複合材で高価なウィスカーを使用しない、プリフォームでバインダを使用
しない、強化粒子の溶湯への分散化で攪拌手段を用いない、加圧時間の短
縮等でコストを低減する。

燃焼、発火
の防止

発泡剤として一般的に使用される水素化チタン等では水素ガスの発生を利
用している。この爆発性を防止する。

生産性の向上

二次加工性の向上

安全性の向上

コスト低減

品質の向
上

基本特性
の向上

寸法、形
状特性の
向上

界面強
度、界面
反応性向
上

強化材の
分散性向
上

不良発生の防止
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表1.4.2-10 複合材に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
金属を複合材に替える、固相を液相に替える、繊維をその繊維が
得られる原料に替える等の素材の変更
複合材を二層構造として、それぞれの特性を変える、単層構造を
交互に積層された積層体とする等。
表面層にプラズマ電解酸化方法による酸化で、多孔質の酸化物－
セラミック被膜を生じさせた後に、被膜の孔中にNi等の金属また
は金属の炭化物等の混合物を入り込ませた被膜を生じさせる等。
複合材のマトリクスの組成、あるいは硬さ等、マトリクスを最適
な状態に変更する。

粒子材料の最適
化

強化材粒子として、セラミックに替わり、TiAl系の金属間化合
物、AlNi系の金属間化合物、あるいは金属粒子を用いる。黒鉛、
ボロンナイトライド等の自己潤滑性を有する物質を強化材として
用いる。鋳物廃砂を活用する等。粒子へのコーティングも含む。

粒子供給方法の
変更

強化粒子を、容器に封入・一体化して投入する、金属との母合金
にする、金属に機械的に結合させる、溶湯攪拌しながら酸素を吹
き込み、母相金属の酸化物を主とする複合酸化物粒子を生成、分
散させる等。

繊維材料の最適
化

ウィスカー等の一次元的な形状から、三次元的形状を有する羽毛
状繊維体に変える。チタン酸カリウム繊維に含まれる不純物含有
量を規定する。マグネシウムに対して溶解度の低いTi繊維を用い
る等。

繊維表面処理の
最適化

アルミナ－シリカ系繊維の表面を窒化して改質する。非金属繊維
を 磁性を有する金属で被覆する。カーボン繊維にガラス等の超微
粒子を付着させる。ウィスカ表面にγ－アルミナを形成し、さら
にその上に金属複合酸化物を被覆する等。

浸透助剤の最適
化

還元剤として窒化マグネシウム（Mg3N2）粉を添加する。バイン

ダーをMgと反応するSiO2に変わって、TiO2とする。発泡助材を水素

化チタンとする。浸透助材としてSiO2を強化材粉末に混合する等。
バインダ助剤等
の最適化

バインダーをMgと反応するSiO2に変わって、TiO2とする。強化材と

焼失性粉末とを混合加熱し、焼失性粉末を焼失させてプリフォー
ムの体積率を低下させる等。

プリフォーム構
成材料の最適化

セラミック系ウィスカーと、黒鉛等の固体潤滑材の粉体とを水を
用いた成形体。アルミナ繊維とアルミナを含有するアルミナゾル
を用いて、体積率を調整したプリフォーム。強化材としてウイス
カを用いる替わりに、セラミック粒子粉末を用いる。フライアッ
シュを所定形状に成形してなる多孔質のフライアッシュ成形体を
用いる等。

プリフォーム製
造法の最適化

複合材製造工程中の繊維の連続供給で、多本・一工程を、分割・
収束の二工程に分割供給する。繊維成形体の繊維の配向方向に直
交する表面部に、溶湯の浸入を抑制する溶湯浸入抑制層を形成す
る。プリフォームの焼結、焼成工程の加熱（速度、温度、時
間）、冷却条件の特定等。

固相拡散法の採
用

炭化ホウ素粉と金属粉を機械的ミーリングで混合し、加圧で塊状
として、押出加工する等。

溶湯法の採用 異種材料を分散させた複合軽金属材料インゴットを溶解させ、そ
の溶湯に外力を加えて溶湯粘度を低下させた後に鋳造を行なう。
溶湯への粒子の投入開始から終了までは、溶湯内部から溶湯表面
上に突き出たバッフル板を用い、取り込み後は、溶湯内部のバッ
フル板で攪拌する等。

ガス置換法の採
用

プリフォーム内の気体を非保護性ガス（N2 ガス等）として、溶湯

との反応で固体を生成させ、減圧状態として溶湯の浸透力を高め
る等。

含浸加圧条件の
最適化

加圧含浸時の、加圧速度、温度、降温速度等、あるいは不活性ガ
スによるガス圧浸透法等の、加圧条件を最適化する等。
ろう溶融体をセラミツク表面に押圧することによつて、セラミツ
ク表面を上記溶融体で濡らす。接合界面の中間層として銀もしく
は銅またはその合金を用いる等。
押出温度をMg、Alの共晶（Mg17Al12）温度以下とする等。

肉厚を薄くした金型で、上方に注湯部、下方に耐火物を介した真
空ポンプを配する。強化材とマトリクス材とからなる複合材料の
連続溶浸法で、ダイスに替わって、マトリクス材中に浸漬した強
化材を、組み合わせた2つ以上のローラの間を通過させる等。

複合材各部
材料の最適
化

マトリクスの最適化

強化粒子の
最適化

繊維の最適
化

プリフォー
ムの最適化

添加助剤の
最適化

異種バルク材の接合法の最適
化

マトリクス表面層の複合化

設備の最適化

複合材製造
法の最適化

展伸加工の最適化

繊維への溶
湯含浸の最
適化

複合材構成
の最適化

素材の変更

構造の変更

粒子混合法
の最適化
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図1.4.2-3に、複合材に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用新案の

件数の分布を示す。さらに表1.4.2-11に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件数が

多い範囲についての出願人を表1.4.2-12に示す。 

複合材に関しては、金属／強化材の密着性向上、均一分散化、強度、延性の向上、加圧

含浸力の低減を技術開発の課題とするものが多い。一方解決手段に関しては、バインダ助

剤等の最適化、溶湯法の採用、繊維表面処理の最適化等によるものが多い。 

課題、解決手段の組合わせは平均的に分布しているが、加圧含浸力の低減について、浸

透助剤の最適化によるものが7件と最も多く、スズキ1社が出願している。以下、金属／強

化材の密着性向上について、繊維表面処理の最適化によるものが6件で、日清製粉、東芝セ

ラミック、矢崎総業等が出願している。 

 

図1.4.2-3 複合材に関する課題と解決手段の分布 
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表1.4.2-11 複合材に関する課題、解決手段の件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強
度
、

延
性
の
向
上

高
温
強
度
の
向
上

耐
摩
耗
性
向
上

耐
食
性
向
上

そ
の
他
特
性
の
向
上

寸
法
特
性
の
向
上

形
状
特
性
の
向
上

接
合
強
度
向
上

金
属
／
強
化
材
の
密
着
性

向
上

強
化
材
、

助
材
の
劣
化
の

防
止

均
一
分
散
化

プ
リ
フ
ォ
ー

ム
体
積
率
の

制
御

加
圧
含
浸
力
の
低
減

鋳
造
湯
流
れ
性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

1 1 1 2 1 6
3 1 1 1 1 1 8

2 3 1 1 1 8

2 2 1 1 6

粒子材
料の最
適化

3 1 1 1 2 1 1 10

粒子供
給方法
の変更

2 4 3 9

繊維材
料の最
適化

2 1 3 1 7

繊維表
面処理
の最適
化

1 2 1 6 1 1 12

浸透助
剤の最
適化

1 7 8

バイン
ダ助剤
等の最
適化

2 1 2 1 3 1 2 3 1 16

プリ
フォー
ム構成
材料の
最適化

2 3 1 1 1 1 9

プリ
フォー
ム製造
法の最
適化

1 1 1 1 2 2 1 1 10

固相拡
散法の
採用

1 1 1 1 1 1 1 7

溶湯法
の採用

1 2 1 2 5 1 1 13

ガス置
換法の
採用

1 1 2

含浸加
圧条件
の最適
化

1 1 1 2 1 1 3 1 11

1 5 1 7

1 1 1 1 1 1 6

2 1 4 1 1 1 1 11
13 7 14 6 12 6 4 6 16 11 12 16 6 8 13 2 11 3 166

生産性
の向上

コ
ス
ト
低
減

安全
性の
向上

合
計

品質の向上

基本特性の向上
寸法、形
状特性の

向上

界面強度、界面
反応性向上

不
良
発
生
の
防
止

強化材の
分散性向

上

二
次
加
工
性
の
向
上

複合材
構成の
最適化

素材の変更
構造の変更
マトリクス表面
層の複合化

マトリクスの最
適化

強化粒
子の最
適化

繊維の
最適化

添加助
剤の最
適化

複合材
製造法
の最適
化

複合材
各部材
料の最
適化

合計

プリ
フォー
ムの最
適化

設備の最適化

展伸加工の最適
化

異種バルク材の
接合法の最適化

繊維へ
の溶湯
含浸の
最適化

粒子混
合法の
最適化

課題

解決手段
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表1.4.2-12 複合材に関する課題、解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強度、延性の向
上

高温強度の向上 耐摩耗性向上 耐食性向上
その他特性の向

上
ｱｲｼﾝ精機
ｱﾙﾐﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ
杉谷金属
工業 ,
東洋ｱﾙﾐﾆｳﾑ

ﾄﾖﾀ自動車 ｱﾙﾐﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ

佐藤 真三
三菱化学

ｱｲﾙ ｺ-ﾄ
ﾏ-ﾌｨ- ﾏ-ﾃｨﾝ
ｼﾞｮﾝ ﾏｲｸﾙ
東芝

ｴﾚｸﾄﾛ ｹﾐｶﾙ ｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

増本 健,
井上 明久,
宇部興産  (2)

ｺﾙﾍﾞﾝｼｭﾐﾂﾄ
神戸製鋼所

ﾄﾖﾀ自動車

強化粒子の
最適化

粒子材料の
最適化

ﾘﾖ-ﾋﾞ
産業技術総合研
究所
ｽｽﾞｷ

ｴﾚｸﾄﾛﾊﾞｯｸ ﾌｧ
ﾌﾞﾘｶﾁｵﾝ ｴﾚｸﾄﾛ
ﾃﾋﾆｯｼｬ-

添加助剤の
最適化

バインダ助
剤等の最適
化

金沢工業大学,
北陸ﾃｸﾉ
三菱化学

ﾄﾖﾀ自動車 産業技術総合研
究所 (2)

プリフォー
ムの最適化

プリフォー
ム構成材料
の最適化

ｲｿﾗｲﾄ工業
豊田中央
研究所,
ﾄﾖﾀ自動車

ﾏﾂﾀﾞ  (2)
川崎重工業

複合材製造
法の最適化

日立工機 ﾄﾖﾀ自動車
(2)
ﾊﾞｲｴﾙ
新日本製鐵
日本写真印刷

異種バルク材の接合法の最
適化

基本特性の向上
品質の向上

複合材各部
材料の最適
化

複合材構成
の最適化

構造の変更

マトリクス表面層の複合化

マトリクスの最適化

課題

解決手段
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表1.4.2-12 複合材に関する課題、解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属／強化材
の密着性向上

強化材、助材
の劣化の防止

均一分散化
プリフォーム
体積率の制御

加圧含浸力の
低減

強化粒子の
最適化

粒子供給方
法の変更

ﾏﾂﾀﾞ
ｽｽﾞｷ

ﾏﾂﾀﾞ
九州三井
ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業 ,
頓田 英機
豊田中央研究
所
ｽｽﾞｷ

繊維材料の
最適化

ﾁﾀﾝ工業  (2)
臼田 久米雄

先進材料利用
ｶﾞｽｼﾞｪﾈﾚ-ﾀ-研
究所

繊維表面処
理の最適化

ﾐﾈｿﾀ ﾏｲﾆﾝｸﾞ
四国化成工業
東芝ｾﾗﾐｯｸｽ
日清製粉
日清製粉 ,
梅屋 薫
矢崎総業

ﾄﾖﾀ自動車 豊田紡織

浸透助剤の
最適化

ｽｽﾞｷ  (7)

バインダ助
剤等の最適
化

ﾊ- ﾏｼﾞｴｽﾃｨ ｲﾝ
ﾗｲﾄ ｵﾌﾞ ｶﾅﾀﾞ
ｽｽﾞｷ  (2)

ｼﾞｴﾈﾗﾙ ﾓ-ﾀ-ｽ
ﾏﾂﾀﾞ

ﾏﾂﾀﾞ
産業技術総合
研究所,
大同特殊鋼
(2)

プリフォー
ムの最適化

プリフォー
ム製造法の
最適化

長崎県 住友電気工業 広島県
島津製作所

ﾊ- ﾏｼﾞｴｽﾃｨ ｲﾝ
ﾗｲﾄ ｵﾌﾞ ｶﾅﾀﾞ

粒子混合法
の最適化

溶湯法の採
用

ﾘｮ-ﾋﾞ ﾏﾂﾀﾞ
神戸製鋼所
日本製鋼所
ｽｽﾞｷ  (2)

繊維への溶
湯含浸の最
適化

含浸加圧条
件の最適化

迎 静雄,
西尾 一政,
宇部興産
ﾃﾞﾝｶ

ﾏﾂﾀﾞ 曙ﾌﾞﾚ-ｷ工業
石川島播磨重
工業
ｽｽﾞｷ

複合材各部
材料の最適
化

複合材製造
法の最適化

生産性の向上
界面強度、界面反応性向上 強化材の分散性向上

繊維の最適
化

添加助剤の
最適化

品質の向上課題

解決手段
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1.4.3 製造技術 

(1) 精製 

精製について、表1.4.3-1に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上はマグネシウム

を含有する半製品などからのマグネシウムの高純化、あるいは塗膜／油分等の介在物の除

去から構成されている。 

 

表1.4.3-1 精製に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製について、表1.4.3-2に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰはマグネシウム抽

出法の改善、不純物分離法の改善等で構成されている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
半製品などか
らの抽出

マグネシウムを含有する物質／半製品／中間生成物などからマグネシウムの
高純度品を分別抽出する。

Mg屑･残渣から
の回収

マグネシウムを含有する屑/残渣などから分別抽出する。

きょう雑物の
分離

原材料から介在物、きょう雑物を除去する。

塗膜／油分な
どの除去

原材料の付着物を予め除去/無害化する。

金属不純物の
除去

Mg溶湯から金属不純物、金属間化合物を除去する。

酸化物の除去 Mg溶湯から酸化物系の不純物を除去する。

ガス成分の分
離除去

Mg溶湯からガス成分を除去する。

ろ材の改良 寿命延長など目的に濾過用材料を改良する。

機構材料の改
良

軸/回転羽根など機構材料の寿命延長策などを目的に、部材の改良を図る。

精製工程中の溶解過程における省エネルギ-化を図る。

安全性
の向上

溶解工程における酸化/燃焼/発火を防止する。

環境負
荷の低
減

粉塵防止、有害物質の無害化・活用など環境負荷の低減を図る。

燃焼、発火の防止

有害物質の発生防止･
無害化

品質の
向上

生産性
の向上

マグネ
シウム
の高純
化
介在物
の除去

装置用
部材の
寿命延
長
省エネルギー
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表1.4.3-2 精製に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.3-1に、精製に関する課題と解決手段に対応した特許、実用新案の件数の分布を、

表1.4.3-3には同内容の件数の一覧表を示す。さらに表1.4.3-3の出願件数が多い範囲につ

いての出願人を表1.4.3-4に示す。 

精製技術に関しては、品質の向上を課題とするものが49件で最も多く、以下生産性の改

善が6件、安全・環境に関するものが7件である。一方解決手段としては、化学反応や蒸気

圧差を利用した蒸留、溶融塩電気分解などによりマグネシウムまたは塩化マグネシウムな

どの中間生成物を得る方法に関するものが22件である。さらに、真空または減圧を利用し

てガス成分を除去する方法の改善や硫化物を添加してカルシウムやケイ素を沈降除去する

方法など、マグネシウム中に含まれる不純物除去に関するものが25件である。 

高純度のマグネシウムの回収技術については、東邦チタニウム、昭和電工、同和鉱業な

どの精練・素材メーカーの出願が多い。また、海外からの出願も多く、精練技術との共通

性が推測される。不純物分離技術や溶解方法の改善については、ダイハツ工業、アイシン

高丘、トヨタ自動車、松下電器産業、富士通など材料ユーザーの出願が多くなっている。

また、産業技術総合研究所や名古屋大学など公的機関からの出願も見られる。 

 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
特定のMg含有原料から、炭酸塩／塩化物／硫化物／錯体などを形成す
る化学反応を用いてMgを抽出精製する。
溶融塩電解法により高純度Mgを抽出する。

減圧・真空雰囲気下でMgを分別蒸留する。

凝固温度差を利用してMgを分別固化して精製する。

ガスの吹き込み、インペラーによる攪拌、減圧、真空などを用いて,
ガス成分を分離除去する。合わせて介在物の浮上または沈降分離効果
も期待する。
溶湯ろ過により,介在物の分離除去を行う。

超音波振動、プラズマアークなどにより介在物の分離除去を行う。

不純物元素と特定の物質との親和力を用いて金属間化合物、リガドン
などを形成して分離除去を行う。

塗膜の除去 ショットブラスト／アルカリ溶解などにより塗膜を除去する。

油分の除去、無
害化

付着油分を加熱蒸発または炭化し、無害化または除去する。

樹脂の分離 回転刃等により破砕して、金属と樹脂などを分離する。

保護皮膜の形成 保護皮膜形成により,溶湯の酸化／燃焼を防止する。

フラックスの使
用

フラックスおよびその使用方法を改善（錠剤フラックスの定量供給）
して溶湯を保護する。

雰囲気制御 不活性雰囲気、SF６などにより雰囲気を遮断して酸化爆発を防止す

る。
屑溶湯と新配合溶湯を混合することで不純物を希釈する。

溶融塩を熱媒体とした溶解工程の省エネをはかる。

部材の改良 SAIALON、Al-Zn合金めっき皮膜、硼化物等の保護皮膜形成して侵食な
どの劣化を防止する。

保護皮膜の形成

反応抽出法の採用

溶解方法の
改善

雰囲気の制
御・遮断

不純物の希釈制御

伝熱媒体の改良

マグネシウ
ム抽出法の
改善

不純物分離
法の改善

予備処理

溶融塩電解法の採用

補助エネルギー付与

化合物形成による分離

分別蒸留法の適用

分別凝固法の適用

ガス吹き込み/減圧法の利用

溶湯ろ過法の利用
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図1.4.3-1 精製に関する特許・実用新案の出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塗膜の除去

油分の除去、無害化
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表1.4.3-3 精製に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全
性の
向上

環境負荷
の低減

半
製
品
な
ど
か
ら
の

抽
出

M
g
屑
･
残
渣
か
ら

の
回
収

き
ょ

う
雑
物
の
分
離

塗
膜
／
油
分
な
ど
の

除
去

金
属
不
純
物
の
除
去

酸
化
物
の
除
去

ガ
ス
成
分
の

分
離
除
去

ろ
材
の
改
良

機
構
材
料
の
改
良

5 4 9
2 1 3
2 5 1 1 9

1 1

3 4 7

1 1
1 1 2
3 2 1 6

塗膜の除去 2 1 3
油分の除
去、無害化

2 2

樹脂の分離 2 2 4
保護皮膜の
形成

1 1 2

ﾌﾗｯｸｽの使
用

2 1 3

雰囲気制御 1 1 2
1 1 2

1 1
部材の改良 3 2 5

13 19 3 4 2 4 4 3 2 1 2 5 62合計

不純物の希釈制御
伝熱媒体の改良
保護皮膜の形成

溶解方法の
改善

雰囲気の制
御・遮断

ガス吹き込み/減圧法の
利用

溶湯ろ過法の利用
補助エネルギー付与

マグネシウ
ム抽出法の
改善

不純物分離
法の改善 化合物形成による分離

合
計

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

予備処理

反応抽出法の採用
溶融塩電解法の採用
分別蒸留法の適用
分別凝固法の適用

有
害
物
質
の
発
生
防
止
･

無
害
化

燃
焼
、

発
火
の
防
止

品質の向上

マグネシウム
の高純化

介在物の除去

生産性の向上

装置用材料の
寿命延長

課題

解決手段
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表1.4.3-4 精製に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境負荷の低
減

有害物質の発
生防止･無害化

半製品などか
らの抽出

Mg屑･残渣から
の回収

塗膜／油分な
どの除去

ガス成分の分
離除去

ｱｲ ﾋﾞ- ｼ- ｱﾄﾞ
ﾊﾞﾝｽﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
ｽﾞ
ｲﾝﾃﾍﾞｯﾌﾟ
ｸﾙ- ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟ
ﾒﾝﾄ
ﾏｻﾁﾕ-ｾｯﾂ ｲﾝｽ
ﾃｨﾃｭｰﾄ ｵﾌﾞ ﾃｸ
ﾉﾛｼﾞ-
ﾕ- ｴｽ ﾊﾞﾅｼﾞｳﾑ

ﾀｸﾏ
関西電力 ,
足立 吟也
産業技術総合
研究所
石川島播磨重
工業

ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ ﾘｻ-ﾁ
同和鉱業

ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛﾒﾀﾙ
ﾙｼﾞ
神戸製鋼所,
昭和電工 ,
ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ ,
住友軽金属
工業 ,
日本軽金属 ,
古河電気
工業 ,
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ
(2)
東邦ﾁﾀﾆｳﾑ
日本製鋼所

大紀ｱﾙﾐﾆｳﾑ工
業所

ｱﾙｶﾝ ｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ
山本
ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ,
福岡ｱﾙﾐ工業 ,
中田 修道
日立電線
福岡ｱﾙﾐ工業

ｻﾞ ﾀﾞｳ ｹﾐｶﾙ
ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛﾒﾀﾙ
ﾙｼﾞ
ﾐﾈﾗﾙ ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯ
ﾌﾟﾒﾝﾄ ｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ

ｱﾙﾐﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ
ﾀﾞｲﾊﾂ工業 ,
日本金属

塗膜の除去
松下電器産業
富士通

村樫石灰工業,
三井物産

油分の除
去、無害化

ﾄﾖﾀ自動車 ,
ﾄﾖｷﾝ
ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ

溶解方法の
改善

雰囲気の制
御・遮断

ﾌﾗｯｸｽの使用

ｱｲｼﾝ高丘 ,
ｽｽﾞﾑﾗ
ｱｲｼﾝ高丘 ,
名古屋大学
学長

日本金属化学

品質の向上

マグネシウムの高純化 介在物の除去

マグネシウ
ム抽出法の
改善

不純物分離
法の改善

予備処理

反応抽出法の採用

分別蒸留法の適用

ガス吹き込み/減圧法の利
用

化合物形成による分離

課題

解決手段
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(2) 鋳造 

鋳造について、表1.4.3-5に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上は、異物による

不良、表面欠陥、あるいは内部不良等の防止を主体としている。 

 

表1.4.3-5 鋳造技術に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明

部分的に肉厚部の引張強度改善から、製品全体に亘る成形性、伸び等の機械
的性質の改善を目的とする。ダイカストから砂型鋳物用Mg‐Si合金も対象と
する。

溶湯への異物
混入防止

溶湯処理時、移送中でマグネシウム酸化物が溶湯に混入する事、また溶湯へ
の鉄成分の混入、母合金からフラックスの混入等の防止を図り、鋳造品の品
質悪化を防止する。

固化金属の流
入防止

溜まり部内の固化金属は、固化状態のままキャビティ内に流れ込むことがあ
り、その場合には、成形品の品質のばらつきがさらに大きくなり、ときには
不良品発生の原因となる。

鋳肌表面改善 金型焼付不良、鋳物表面の組織粗大化、肌荒れ、湯じわ不良、文字輪郭ぼや
け等の不良を防止する。

固体マグネシ
ウム表面酸化
不良の防止

加熱室での酸化が成形品の不良になる問題、窒素との反応による変色不良問
題、さらにはチップ原料表面付着水分の加工時の酸化不良問題等を解決す
る。

鋳物巣の発生
防止

主として鋳込み巣、ミクロ収縮巣等の欠陥、或いは材料の供給精度不良に起
因する引け巣欠陥を防止する。減圧鋳造、ダイカスト、射出成形、さらには
砂型、金型鋳物何れの鋳造法の共通の課題である。

割れ防止 コールドチャンバー型ダイカストにおけるマグネシウム合金溶湯の流動性を
確保し、充填性、鋳造品の表面性、熱間割れや引け割れを防止する。熱間割
れを回避できる金型材質を選定する。

薄肉化 ダイカスト鋳造にて薄肉製品を得る。表面平滑度を向上する。面積度(厚み
の均一度）を確保する。さらには、薄肉で立体形状部を形成する際の困難な
問題解決も含む。

給湯量精度の
向上

溶湯重量精度、原料チップ重量のバラツキによって生ずるビスケット部の厚
さ変動、さらには成形品重量バラツキ、製品品質のバラツキを防止する。

充填不良湯境
不良の低減

溶湯が早期に凝固することによって、湯境い、湯まわり不良、充填不良など
の成形不良が発生する。或いは低速でキャビティに充填して大型部品を成形
するような場合、溶湯の流動性が低いためにゲート部から遠い周辺部に溶湯
が行き渡らず、未充填部分を生じる。これらの問題を防止する。

バリ発生防止 金型内へ必要以上の圧力が懸ることがない工夫をし製品のバリ発生を防止す
る。又金型に充填された溶融材料に高圧力が加わるため、設定した保圧圧力
よりも過大な圧力になり、成形品にバリが発生する問題を解決する。

部材の溶損、
破損防止

射出成形機のシリンダー、プランジャースリーブ、セラミックチューブ、又
は溶湯攪拌用シャフト等の設備部材のマグネシウムへの溶損反応、破損を防
止する。

金型、冶工具
の寿命向上

ヒートショックに耐える耐久性の大きい金型、溶融又は半溶融状態のマグネ
シウムに対する耐食性、離形性等の特性を改善する金型、さらには密着性が
改善された金型を得て、寿命向上を図る。

メンテナンス
性の向上

設備故障時、部品交換時、更には保守点検時の作業を簡便に又は短時間で実
行できること。トラブルが減少する改善、操業の安定化も含む。

時間短縮 プロセスを最適化して、サイクル時間を短縮したり、処理時間、作業時間を
短縮する。部品交換時間を短縮して、生産性を向上する。

工程の簡略化 後加工、前加工工程を省略または簡略化して、生産性を向上する。

材料歩留まり、母合金製造歩留まりの向上を図る。

原料用品の削
減

原料、フラックス、離型材の用品の使用コスト、あるいはコア製造コストを
削減する。

設備費の削減 シンプルな装置として設備費を抑えたり、精度は維持しながらフィードでき
る定量供給装置、或いは製作に掛かる時間を改善し金型費を安価にする等の
問題点を改善する。

エネルギーの
削減

溶解炉、保持炉、溶湯フィルターでのエネルギー、金型、原料、母合金製造
時のエネルギー等を低減する。

屑の利用 屑表面の異物混入防止、リターン屑からの汚れ混入防止、不純物分析の簡便
化など。

燃焼、発火の
防止

溶湯、加熱炉中、メンテナンス中等の、Mg取り扱い中での燃焼、発火を防止
する。切削屑、顆粒状チップも対象範囲となる。

処理ガス等の
公害対策

亜硫酸ガス、SF6、有機塩素環境負荷軽減を図り、作業環境改善を図る。

品質の
向上

生産性
の向上

稼働率
の向上

異物に
よる不
良防止

表面欠
陥の防
止

内部不
良の防
止

寸法・
形状特
性の向
上

機械的性質の改善

安全性の向上

環境負荷の低
減

歩留まり向上

製造時
間短縮

コスト低減
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鋳造について、表1.4.3-6に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは溶湯製造、ダイ

カスト射出成形、あるいは砂型、金属型等の鋳造の最適化等で構成されている。 

 

表1.4.3-6 鋳造技術に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.3-2に、鋳造に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用新案の件

数の分布を示す。さらに表1.4.3-7に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件数が多い

範囲についての出願人を表1.4.3-8に示す。 

鋳造に関する出願は総数で384件であり、課題Ⅰでみると、品質の向上に関するものが

最も多く、164件で全体の43％である。次いで生産性の向上に関するものが、144件で全体

の38％である。課題Ⅱでみると、生産性の向上の一角を占める稼働率の向上と、製造時間

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
原料の形状、重量の均一化、及び異物の混入を回避したり、更に
は原料組成を均一にすることを目的に原料としての最適化を図
る。

大気遮断法の最適
化

燃焼防止を目的に、大気と物理的に遮断する方法.保護フラック
スも含む。

溶解条件の最適化 溶融を目的として前後工程の粉砕、予熱、材料供給、計量、防燃
の問題、更には燃焼、坩堝材質の最適化を実現する。
従来に替わる新規の微細化剤の採用、更には微細化処理前溶湯段
階での微細化程度の予測をするなど溶湯組成を調整して微細化の
最適化をはかる。
原料不純物の除去を目的に、脱ガス、介在物フィルター除去、真
空の採用など。ノロ処理も含む。
離型剤を塗布する金型形状の認識法、噴霧時間の短縮、噴霧環境
ミスト捕集等，離型剤に関する最適化を図る。
注湯前の溶湯溜めを予め排気処理し酸化防止に備えたり、不活性
ガス雰囲気としたり、或いは注湯前の金属組織を冷却、過熱を繰
り返し整えるなどの処置を施し、注湯直前の設備、金属の最適化
を計る。
溶湯計量の精度の向上、又湯量調整の精度向上を目的に、計量手
段、方法の最適化を図る。

シリンダーの改善 耐マグネシウム溶損、冷却防止（断熱）の目的でシリンダー材
質、構造の両面から最適化を図る。

ノズルの改善 耐摩耗性、耐久性、及び金型内圧上昇に伴って金型との当たり面
からのメタル流失対応に最適な構造とする。

スリーブの改善 耐Mg溶損、耐久性、耐燃焼、に対応するべく、材質、構造両面か
ら最適化を図る。

金型構造の改善 金型内圧の上昇の回避、湯廻り均一化の改善、減圧から加圧への
変化に対応など,金型の構造面からの最適化する。金型に付帯す
る湯道の改善、開閉条件も範囲に含む。

金型材質の最適化 耐久性、耐侵食性、断熱性の改善を目的に金型表面及び母材の材
質の最適化を図る。表面のコーテイングも含む。

鋳造条件の規定 溶湯温度、急冷凝固、充填速度、充填後の増圧速度、金型温度、
金型局部冷却、金型内圧、離型材等の鋳造に関する条件を最適化
する。

鋳造方法の改善 大気より高圧の部屋に充填し更に通気型を設けて型内が均一圧に
成る改善を実施する。

鋳造条件の改善 砂型、金型、ロストワックス等圧力鋳造以外の鋳造法での、型硬
化剤、鋳放し後の離型等を最適化する。

コア材の最適化 射出時の堅牢性を保ち使用後の良崩壊性を確保でき、環境にも配
慮した処理工程を得る事が出来る中子製造の最適化を図る。

流動槽の活用 所定温度に調整された流動槽中に存在させることにより、鋳造品
を熱処理する。

変形、加熱条件の
規定

正規の形状へと強制変形させる強制変形力を加えた状態で、200
～350℃に加熱し次いで100℃以下に冷却する。

サンドブラスト投
影材の添加

比重、粒径を規定した投射材を、樹脂に対し所定量添加する。

後工程の最適化

砂型、金型等の鋳造の最
適化

ダイカスト
射出成形の
最適化

加圧鋳造の
最適化

金型の最適
化

鋳造条件の
最適化

離型剤の最適化

注湯の最適化

溶湯計量の最適化

鋳造組織の微細化

不純物の除去

溶湯製造の
最適化

溶解の最適
化

原材料調整の最適化
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の短縮が多く、各々73、69件である。 

一方解決手段Ⅰでみると、ダイカスト射出成形の最適化が最も多く、252件で全体の66％

にのぼる。これを解決手段Ⅱでみると、金型の最適化が79件で最も多い。次いで加圧鋳造

の最適化の62件である。 

金型関連の特許では、熱容量が小さいために局部的に固まりやすく、特に薄肉成形品、

複雑形状品は均一湯流れが得にくいといったマグネシウム合金の欠点をカバーするために、

金型そのものの材質、構造を工夫したもの、及び加圧時の過酷な条件に対処するため周辺

の構造を工夫したものが多い。金型の動き、圧力、温度、不活性ガス導入などの一連の制

御機構を伴った特許も多く見られる。 

ダイカスト射出成形では、松下電器産業、日本製鋼所、宇部興産、三井金属鉱業等が出

願している。 

 

図1.4.3-2 鋳造に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気遮断法

溶解条件

シリンダー改善

ノズルの改善

スリーブの改善

金型構造の改善

金型材質最適化

鋳造条件の規定

鋳造方法の改善

鋳造条件の改善

コア材の最適化

流動槽の活用

変形、加熱規定

投影材の添加
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防
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表
面
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善

表
面
酸
化
不
良
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止

鋳
物
巣
の
発
生
防
止

割
れ
防
止

薄
肉
化

給
湯
量
精
度
の
向
上

充
填
不
良
湯
境
不
良
の
低
減

バ
リ
発
生
防
止

部
材
の
溶
損
、

破
損
防
止

金
型
、

冶
工
具
の
寿
命
向
上

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
性
の
向
上

時
間
短
縮

工
程
の
簡
略
化

原
料
用
品
の
削
減

設
備
費
の
削
減

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
削
減

屑
の
利
用

燃
焼
、

発
火
の
防
止

処
理
ガ
ス
等
の
公
害
対
策

加圧鋳造の
最適化

金型の
最適化

鋳造条件の
最適化

砂型、金型等の
鋳造の最適化

環
境
負
荷
の
低
減

稼働率の
向上

寸法・形状
特性の向上

内
部
不
良
の
防

止

歩
留
ま
り
向
上

製
造
時
間
短
縮

生産性の向上

コスト低減

安
全
性
の
向
上

品質の向上

表
面
欠
陥
の
防

止異
物
に
よ
る
不

良
防
止

機
械
的
性
質
の
改
善

後工程の最適化

溶湯計量の最適化

原材料調整の最適化

溶
湯
製
造

の
最
適
化

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の

最
適
化

離型剤の最適化

注湯の最適化

溶解の
最適化

鋳造組織の微細化

不純物の除去
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1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

30

課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.3-7 鋳造に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溶
湯
へ
の
異
物
混
入
防
止

固
化
金
属
の
流
入
防
止

鋳
肌
表
面
改
善

固
体
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
表
面
酸

化
不
良
の
防
止

鋳
物
巣
の
発
生
防
止

割
れ
防
止

薄
肉
化

給
湯
量
精
度
の
向
上

充
填
不
良
湯
境
不
良
の
低
減

バ
リ
発
生
防
止

部
材
の
溶
損
、

破
損
防
止

金
型
、

冶
工
具
の
寿
命
向
上

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
性
の
向
上

時
間
短
縮

工
程
の
簡
略
化

原
料
用
品
の
削
減

設
備
費
の
削
減

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
削
減

屑
の
利
用

燃
焼
、

発
火
の
防
止

処
理
ガ
ス
等
の
公
害
対
策

3 3 3 2 1 2 2 2 5 2 1 26
大気遮断
法の最適
化

5 4 2 1 4 1 4 1 7 4 33

溶解条件
の最適化 4 3 1 2 4 1 2 3 1 1 3 2 2 4 5 38

1 1 1 1 4 8

3 5 1 1 1 2 1 14
1 1 1 3 2 1 9

8 13 3 1 2 1 2 2 3 4 1 2 2 1 45

3 7 4 1 1 16

シリン
ダーの改
善

1 1 1 1 3 1 5 1 1 1 16

ﾉｽﾞﾙの改
善

3 6 1 3 2 1 6 1 1 1 1 1 27

スリーブ
の改善 1 4 9 2 1 2 19

金型構造
の改善 2 9 1 3 4 2 1 2 5 8 6 2 1 2 1 49

金型材質
の最適化 6 1 1 3 9 5 1 2 2 30

鋳造条件
の規定 6 2 3 1 2 2 1 1 5 12 35

鋳造方法
の改善 2 1 1 1 1 6

鋳造条件
の改善 3 1 4

コア材の
最適化 1 2 1 1 1 6

流動槽の
活用

1 1

変形、加
熱条件の
規定

1 1

サンドブ
ラスト投
影材の
添加

1 1

29 32 3 16 5 28 4 7 11 22 7 29 11 33 33 26 12 10 11 7 8 20 20 384

注湯の最適化
溶湯計量の
最適化

ダイカ
スト射
出成形
の最適
化

金型の
最適化

鋳造条
件の最
適化

加圧鋳
造の最
適化

機
械
的
性
質
の
改
善

異物に
よる不
良防止

離型剤の最適化

原材料調整の最適化
溶解の
最適化

鋳造組織の
微細化

不純物の除去

溶湯製
造の最
適化

合
計

歩
留
ま
り
向
上

製造
時間
短縮

稼働率の
向上

生産性の向上

合計

環境
負荷
の低
減

安全
性の
向上

コスト低減表面欠陥
の防止

内部
不良の
防止

寸法・形状特
性の向上

品質の向上

砂型、金型等の
鋳造の最適化

後工程の最適化

課題

解決手段
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表1.4.3-8 鋳造に関する課題と解決手段の出願人（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異物による不良
防止

表面欠陥の防止

溶湯への異物混
入防止

鋳肌表面改善
鋳物巣の発生防

止
給湯量精度の向

上
充填不良湯境不

良の低減
ｺﾙｺ-ﾄ
ｼｬ-ﾌﾟ ,
富士工業
旭ﾃｯｸ

住鉱防蝕 ,
住友金属鉱山
(2)
豊田中央研究所

ﾄﾖﾀ自動車
松下電器産業
本田技研工業

ｲﾝｼﾞｪﾆｰｱ ｳﾞｧﾙ
ﾀｰ ﾍﾝｸｽﾄ
松下電器産業

大気遮
断法の
最適化

ｱｲｼﾝ高丘
旭ﾃｯｸ
帝産ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ-ｽﾞ
本田技研工業
本田金属技術

ﾈｸｻｽ
ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

溶解条
件の最
適化

ﾏﾂﾀﾞ
三井金属鉱業
産業技術総合
研究所,
ﾀﾞｲﾊﾂ工業
本田技研工業

ｶ-ﾝ ﾗｲﾄﾒﾀﾙ ｼﾞ-
ｻﾝﾃｸﾆﾂｸ
三井金属鉱業
日信工業

ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛﾒﾀﾙﾙ
ｼﾞ
三峰

ﾏﾂﾀﾞ
産業技術総合研
究所
日本製鋼所

ｹﾑｾｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ,
古河電気工業
宇部興産  (4)

ｱ- ﾃ- ｴｽ ﾍﾞﾀｲﾘ
ｸﾞﾝｸﾞｽ
ﾏﾂﾀﾞ  (4)
ﾕﾆﾊﾞ-ｼﾃｨ ｵﾌﾞ ﾒ
ﾙﾎﾞﾙﾝ
旭ﾃｯｸ
本田技研工業

ﾀﾞｲﾊﾂ工業  (4)
旭ﾃｯｸ
宇部興産  (3)
クボタ
坂井商事
神戸製鋼所 (2)
東洋工機

ｱﾙｶﾝ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
新東工業
産業技術総合研
究所

旭ﾃｯｸ
本田技研工業

宇部興産  (3) 宇部興産  (3)
松下電器産業
帝産ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ-ｽﾞ
東芝機械  (2)

加圧鋳
造の最
適化

ﾉｽﾞﾙの
改善

宇部興産
河口湖精密
(4)
本田技研工業

日精樹脂工業 河口湖精密
(2)
本田技研工業

金型構
造の改
善

ｿﾆ-
宇部興産

ｱﾗｺ
安川電機製作所
河口湖精密
日産自動車
日本碍子
日本製鋼所
日立金属  (3)

松下電器産業
(2)
日本製鋼所
富士通ｼﾝﾀ-

金型材
質の最
適化

三井金属鉱業
住友電気工業
(2)
松下電器産業
(2)
本田技研工業 ,
三井金属鉱業

ﾀｶﾀ ﾌｲｼﾞﾂｸｽ ｲﾝ
ﾀ-ﾅｼﾖﾅﾙ
河口湖精密
東芝機械

鋳造条
件の最
適化

鋳造条
件の規
定

ﾄﾖﾀ自動車
ﾏﾂﾀﾞ
宇部興産  (2)
三井金属鉱業
日東造機

三井金属鉱業
松本製作所,
松本 学,
松本 成史

ﾏﾂﾀﾞ
旭ﾃｯｸ
住友金属工業

ﾏﾂﾀﾞ
本田技研工業

機械的性質の改
善

原材料調整の最適
化

溶解の
最適化

品質の向上

内部不良の防止

溶
湯
製
造
の
最
適
化

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の
最
適
化

金型の
最適化

不純物の除去

注湯の最適化

溶湯計量の最
適化

課題

解決手段
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表1.4.3-8 鋳造に関する課題と解決手段の出願人（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材の溶損、破損
防止

金型、冶工具の寿
命向上

メンテナンス性の
向上

時間短縮 工程の簡略化

溶
湯
製
造
の
最
適
化

溶解の
最適化

溶解条
件の最
適化

旭硝子ｾﾗﾐｯｸｽ
ｸﾎﾞﾀ
大同特殊鋼
東芝機械

日本電極 ｺﾓﾝｳｪﾙｽ ｻｲｴﾝﾃｨ
ﾌｨｯｸ ｱﾝﾄﾞ
ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ﾘｻｰﾁ,
ｵ-ｽﾄﾗﾘｱﾝ ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
ﾋﾟｰﾃｰﾜｲ
東芝機械

ﾄｷｺ
ﾍﾞ- ﾍﾞ- ｴｽ ﾓ-ﾀ-ｽ
ﾎﾟ-ﾂ ｳﾝﾄ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ
本田技研工業

宇部興産 ,
ｸﾎﾞﾀ
住友重機械工業

ｱ-ﾚｽﾃｨ
東芝機械

ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ
宇部興産
神戸製鋼所

ﾀｶﾀ
旭ﾃｯｸ
宇部興産機械
紀伊産業

シリン
ダーの
改善

日本製鋼所 (2)
本田技研工業

ﾋｼﾇﾏﾏｼﾅﾘ-,
ﾊﾟｲｵﾆｱｴﾌ ｴ-,
ﾊﾟｲｵﾆｱ

松下電器産業
日本製鋼所 (4)

ﾉｽﾞﾙの
改善

日立製作所 天馬ﾏｸﾞﾃｯｸ
東芝機械
日本製鋼所 (4)

宇部興産 ﾏﾂﾀﾞ

スリー
ブの改
善

宇部興産
宇部興産機械
大同特殊鋼
東芝機械  (6)

東芝機械  (2) 東芝機械

金型構
造の改
善

富士通化成 三協ｵｲﾙﾚｽ工業
日本製鋼所

ｼｬ-ﾌﾟ ,
ｼｬ-ﾌﾟﾏﾆﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ
ｼｽﾃﾑ
ｾｲﾀﾝ,
日立金属
宇部興産
日本製鋼所
日立造船

ﾄｷｺ
ﾍﾞ- ﾍﾞ- ｴｽ ﾓ-ﾀ-ｽ
ﾎﾟ-ﾂ ｳﾝﾄ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ
ﾎﾝｾﾞﾙ
宇部興産
日本製鋼所
日本電装  (3)

ｱｽﾓ
ｼｬ-ﾌﾟ ,
ｼｬ-ﾌﾟﾏﾆﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ
ｼｽﾃﾑ
ｿﾆ-
松下電器産業
不二越
富士通化成

金型材
質の最
適化

若松製作所 (2)
大同特殊鋼
東京窯業  (6)

ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学
工業  (2)
ｶﾅｯｸ,
三井金属鉱業
宇部興産
松下電器産業

東芝機械 旭ﾃｯｸ
住友電気工業 ,
日本ｱｲ ﾃｲ ｴﾌ

鋳造条
件の最
適化

鋳造条
件の規
定

日立金属 ﾁｷｿﾏｯﾄ
ﾃｸｼﾄﾞ ｱﾙﾐﾆｳﾑ
松下電器産業  (2)
日立金属

宇部興産  (12)

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の
最
適
化

加圧鋳
造の最
適化

金型の
最適化

生産性の向上

稼働率の向上

注湯の最適化

製造時間短縮
課題

解決手段
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表1.4.3-8 鋳造に関する課題と解決手段の出願人（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原料用品の削減 設備費の削減
エネルギーの削

減
屑の利用

燃焼、発火の防
止

処理ガス等の公
害対策

新日本製鐵
日本ｻ-ﾓｹﾐｶﾙ ,
日本製鋼所

ｻﾞ ﾄ-ｶｲ
ﾏﾂﾀﾞ
松下電器産業
日本重化学工業
日本製鋼所

ﾄﾖﾀ自動車 ,
ﾄﾖｷﾝ
花野 韶

三井金属鉱業

大気遮
断法の
最適化

ﾀﾞｲﾊﾂ工業 ,
日本金属
ﾒｯﾂ,
日本ｱｼﾞｬｯｸｽ
ﾏｸﾞﾈｻ-ﾐｯｸ
住友金属工業
(2)

犬塚 守仁 ﾃ- ﾂｪ- ｹﾞ- ｳﾆ
ﾃｯｸ
宇部興産
三井金属鉱業
(2)
東海理化電機製
作所
東洋精機
製作所,
小山 清人
日本製鋼所

ｶ-ｽﾄ ｾﾝﾀ- ﾋﾟｰ
ﾃｨｰﾜｲ
ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ
初田製作所
東京瓦斯 ,
東京ｶﾞｽｹﾐｶﾙ

溶解条
件の最
適化

住友重機械工業 東芝機械  (2)
本田技研工業

ｱﾙﾐﾆｵﾑ ﾌﾟｼﾈｲ,
ﾍﾟｼﾈ ﾘﾕﾅﾘﾕ
神戸製鋼所

三井金属鉱業
本田技研工業

三井金属鉱業 ,
ｿﾆ-
東芝機械
産業技術総合
研究所,
ﾀﾞｲｾﾙ化学工業
産業技術総合
研究所,
ﾀﾞｲﾊﾂ工業 ,
日本金属

宇部興産
三井金属鉱業
新日本電気
産業 ,
機電ｼｽﾃﾑ (2)
東芝機械

ﾄﾖﾀ自動車  (2)
日本金属化学 ,
旭ﾃｯｸ
茂木 徹一,
宮崎 喜一,
手塚 善智,
吉原 清隆,
ｾｲｺ-ｱｲﾃﾞｱｾﾝﾀ-

豊田中央研究所 ﾀﾞｲﾊﾂ工業
ﾀﾞｲﾊﾂ工業 ,
日本金属

ｼﾝｺ-ﾌﾚｯｸｽ

宇部興産
日華化学

日本製鋼所

茂木 徹一,
宮崎 喜一,
手塚 善智,
吉原 清隆,
ｾｲｺ-ｱｲﾃﾞｱｾﾝﾀ-

ｱ-ﾚｽﾃｨ
脇阪 伸彦

ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ
産業技術総合研
究所

新日本
電気産業 ,
機電ｼｽﾃﾑ

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の
最
適
化

原材料調整の最適
化

溶
湯
製
造
の
最
適
化

溶解の
最適化

鋳造組織の微
細化

不純物の除去

注湯の最適化

離型剤の最適
化

安全性の向上 環境負荷の低減コスト低減課題

解決手段



83 

1.3.1、あるいは1.3.3(2)で、1991～2001年における出願件数の年次推移をみた結果、

鋳造では1999年に急増していることを述べた。以下では、さらに課題、解決手段の年次推

移を調べた。 

鋳造の課題Ⅱ、解決手段Ⅱの年次推移を図1.4.3-3に示す。課題Ⅱでは稼働率の向上、

寸法・形状特性の向上が、解決手段Ⅱでは加圧鋳造の最適化、金型の最適化が、最近ほど

多い傾向にあり、これらが鋳造の1999年における急増の原因となっている。 

 

図1.4.3-3 鋳造の主要な課題Ⅱ、解決手段Ⅱの年次推移 

(a) 課題Ⅱ (b) 解決手段Ⅱ 
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(3) 展伸材 

展伸材について、表1.4.3-9に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の向上は、基本特

性、寸法・形状特性の向上、加工不良の低減、二次加工性の向上から構成されている。 

 

表1.4.3-9 展伸材に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題
機械的性質の
向上

マグネシウム合金で不足している、引張強度や伸び等の引張特性の向上を図
る。超高強度化（スーパーメタル）、引張特性の等方化も含む。

結晶粒微細化 従来得られていない結晶粒の等方化、加工法の簡便化を図る。一般的な微細
粒成長による粗大化の阻止も含む。

寸法・
形状特
性の向
上

板厚品質の向
上

ダイカスト法あるいは射出成形法では限界がある、肉厚の薄肉化、肉厚ばら
つきの低減を、圧延、押出による素板、あるいは鍛造品で実現する。

割れ防止 熱間圧延あるいは温間圧延による縁部割れ発生、鍛造加工での縁部割れ、内
部欠陥による割れ、薄板のプレス成形でのコーナー部の割れ等を防止する。

外観不良の防
止

鍛造加工、あるいは薄板圧延における、ブリスター、梨状肌、表面凹凸、筋
状むら等の表面外観不良を防止する。

二次加
工性の
向上

塑性成形加工
性の向上

マグネシウム合金板は限界絞り比（LDR）等の、プレス塑性加工性、深絞り
加工性に劣っているので、これらの加工法はほとんど実用化されていない。

製造時間の短
縮

鍛造温度の低温化による昇温時間の短縮、鍛造加工の高速化による加工時間
の短縮、素板条への塗装処理時間の短縮、溶湯冷却による初晶の均一晶出時
間の短縮等、時間短縮での生産性向上。

加工回数の低
減

鍛造、圧延加工等で、加工性が劣るために加工開始から終了まで、加工、加
熱を複数回の繰り返しを行っていたものの、加工回数を低減して生産性を向
上する。

歩留り向上 薄板素材の寸法で長さの長尺化、幅の広幅化で、歩留り向上、製造時間の短
縮等の生産性を向上する。

金型耐久性の
向上

鍛造装置において、加圧成形時の金型の回転支持部が円滑に作動すると共
に、この支持部の耐久性を確保する。

燃焼、発火の
防止

板条の加熱処理で、マグネシウムの燃焼を回避して連続的に加熱する方法、
あるいは熱間圧延で、潤滑剤の燃焼を回避して連続的に圧延する方法を得る
こと。

コスト低減

安全性の向上

生産性の向上

品質の
向上

基本特
性の向
上

加工不
良の低
減
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展伸材について、表1.4.3-10に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは素材の最適化、

展伸加工の最適化等で構成されている。 

 

表1.4.3-10 展伸材に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.3-4に、展伸材に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用新案の

件数の分布を示す。さらに表1.4.3-11に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件数が

多い範囲についての出願人を表1.4.3-12に示す。 

展伸材に関しては、塑性成形加工性の二次加工性向上、機械的性質の向上の技術開発課

題が多い。一方解決手段に関しては、圧延条件の最適化、素材の組織制御によるものが多

い。課題と解決手段の組合せの中では、機械的性質の向上について、素材の組織制御によ

るものが4件で最も多く、ＹＫＫ、東 健司（大阪府立大学）、マツダが出願している。 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段
素材形状の最適
化

鍛造加工製品の縁部に、余肉部を形成するような素材形状とし
て、鍛造加工時に余肉部で全体の材料フローを制御して割れを回
避する等。

半溶融成形素材
の利用

固相率、あるいは相対密度（理論密度に対する実際の密度）を特
定した半溶融固液共存相を射出成形した材料を、鍛造加工用の素
材とする等。

素材の組織制御 鍛造ブランクの組織内に偏析しているマグネシウム化合物を固溶
させる加熱処理を行う、側方押出加工により剪断変形を与え、結
晶粒径、金属間化合物の粒子径を微細化する等。

スラブ鋳造温度
の最適化

熱間圧延用の大型スラブの鋳造工程で、出湯温度と鋳込み温度を
最適化して、生産性の良い内部品質の良好なスラブを製造する。

予備加工の最適
化

予備押出し加工を施し、結晶粒を微細化して低温鍛造用素材とす
る、予備加熱を溶体化処理を兼ねて行い、内部ガスを除いてブリ
スタを生じない素材とする等。

鍛造設備の最適
化

金型ホルダーとその支持部との摺動間隙を油圧力で調整する、鍛
造用金型に成形体として不要となる部位に向かう通気孔を設ける
等。

2回鍛造法の採
用

鍛造温度、成形荷重、鍛造速度を最適化して、先ず荒鍛造工程で
周壁部を有する有底形状に成形し、その後同様の条件を最適化し
て、仕上鍛造を行う2回鍛造法等。

鍛造条件の最適
化

破壊原因となる粒界すべりを起こさないために、低温領域での加
工温度の最適化をする、表面酸化を防ぐために不活性ガス雰囲気
下で鍛造加工を行う等。

表面粗度の規定 鍛造加工後の主要部の表面粗さを規定することで、表面処理や塗
装処理の後においても、すじむらなどの表面欠陥が見え難い製品
を得る。

押出金型の最適
化

押出金型内の、筒状の流路の内面に、複数のバリア体を軸方向に
非対称になるように設置する等。

押出条件の最適
化

プレス内で矩形断面状の円柱材料に、断面凸、凹、逆凸、逆凹、
矩形の、任意の順序で所定量の変形ひずみを与える等。

圧延中の加熱処
理の最適化

圧延ロールに近接して、圧延材の上下に加熱装置を配置し、この
加熱装置の他端側に外周接触式ヒートローラーによる予熱装置を
設置する等の、圧延を行いながらの板材の加熱条件の最適化。

圧延条件の最適
化

通常の圧延における圧延温度、圧下率、圧延油の最適化、圧延
ロール/圧延材間への金属ふっ化物塗布、繰り返し重ね接合圧延、
長さ/巾方向圧延等の特殊圧延における圧延条件の最適化等。

圧延加工での組
織制御

マグネシウムα相の再結晶化、特定の結晶面の優先成長等の圧延
加工での金属組織の最適化。
半溶融溶湯のロール法鋳造板への適用、ノズルを通した細い線状
の溶湯からの鋳造板等の、マグネシウム溶湯から直接板材を製造
する条件を最適化する。
展伸加工終了後の素材に対しての時効処理条件、あるいは発火を
生じない加熱処理条件、さらには塗装処理における前処理液、塗
料等の処理条件の最適化。

鍛造加工の
最適化

素材の最適化

展伸加工の
最適化

展伸加工後処理の最適化

圧延加工の
最適化

押出加工の
最適化

鋳造板加工の最適化
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図1.4.3-4 展伸材に関する課題と解決手段の分布 
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表1.4.3-11 展伸材に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法・形状
特性の向上

二次加工
性の向上

機
械
的
性
質
の

向
上

結
晶
粒
微
細
化

板
厚
品
質
の

向
上

割
れ
防
止

外
観
不
良
の

防
止

塑
性
成
形

加
工
性
の
向
上

製
造
時
間
の

短
縮

加
工
回
数
の

低
減

歩
留
り
向
上

金
型
耐
久
性
の

向
上

燃
焼
、

発
火
の

防
止

素材形状の最適化 2 2
半溶融成形素材の
利用

1 1 3
5

素材の組織制御 4 1 1 6
スラブ鋳造温度の
最適化

1
1

予備加工の最適化 1 1 2
鍛造設備の最適化 1 1 2
２回鍛造法の採用 2 3 5
鍛造条件の最適化 1 2 1 1 5
表面粗度の規定 1 1

押出金型の最適化 3 3

押出条件の最適化 1 1 1 3

圧延中の加熱処理
の最適化

1 1 1 1
4

圧延条件の最適化 2 1 3 1 7
圧延加工での組織
制御

3
3

1 1 1 3
1 1 1 3
9 4 4 7 5 10 5 6 1 1 3 55

品質の向上

基本特性の
向上

加工不良の
低減

展伸加工後処理の最適化
鋳造板加工の最適化

圧延加
工の最
適化

押出加
工の最
適化

合
計

安全性
の向上

コスト
低減

生産性の向上

合計

鍛造加
工の最
適化

展伸加
工の最
適化

素材の最適化

課題

解決手段
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表1.4.3-12 展伸材に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加工不良の
低減

二次加工性
の向上

機械的性質
の向上

結晶粒微細
化

割れ防止
塑性成形加
工性の向上

製造時間の
短縮

加工回数の
低減

半溶融成形
素材の利用

ﾏﾂﾀﾞ ﾏﾂﾀﾞ ｼｬ-ﾌﾟ
ﾏﾂﾀﾞ  (2)

素材の組織
制御

ﾏﾂﾀﾞ
ＹＫＫ ,
東 健司 (2)
東 健司,
ＹＫＫ

ﾏﾂﾀﾞ ｼｬ-ﾌﾟ

２回鍛造法
の採用

ｾｲﾀﾝ,
日立金属
 (2)

ｾｲﾀﾝ,
日立金属
 (3)

鍛造条件の
最適化

ﾏﾂﾀﾞ 住友金属工
業

押出加工の
最適化

押出金型の
最適化

三井金属
鉱業 ,
藤倉 信夫,
丹羽 直毅,
一之瀬 和夫
(2)
三菱重工業

圧延中の加
熱処理の最
適化

新日本製鐵 住友金属工
業

圧延条件の
最適化

大阪大学長
日本ｸﾛｽ圧延

三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ
新日本製鐵
日新ﾏﾆﾌｱｸﾁｬ
ﾘﾝｸﾞ

新東工業 茂木 徹一,
宮崎 喜一,
手塚 善智,
吉原 清隆,
ｾｲｺ-ｱｲﾃﾞｱ
ｾﾝﾀ-

生産性の向上

鋳造板加工の最適化

展伸加工の
最適化

鍛造加工の
最適化

圧延加工の
最適化

基本特性の向上

素材の最適化

品質の向上
課題

解決手段
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(4) 粉末冶金 

粉末冶金について、表1.4.3-13に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の向上は引張特

性の向上や展延性の向上で構成されている。また生産性の向上の中心となるのは製造時間

の短縮である。 

表1.4.3-13 粉末冶金に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粉末冶金について、表1.4.3-14に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは粉末製造法、

粉末表面処理、製品製造方法の最適化で構成されている。 

 

表1.4.3-14 粉末冶金に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
引張特性の向
上

ホットプレス法による押出材で、特に劣る径方向の強度、伸びの引張特性を向上
する。

展延性の向上 粉末によるビレットからの、押出、鍛造、圧延等の展延性を向上する。
品質変動の防 造塊法で劣る組成精度を向上して、品質変動を防止する。
粉末径の製造
範囲拡大

半溶融射出成形には粒子径1～3mm以上が適しているが、ガスアトマイズ法では
製造ができない。これを可能とする。

噴霧温度範囲
の下方拡大

融点以下の過冷却体の噴霧ができないガスアトマイズ法を改善する。

製造時間の短
縮

メカニカルアロイング法は時間がかかる、収率が低い等、生産性に劣る。回転ドラ
ム法では、粉末が冷却ドラムに一定量貯まると、回転を休止して、粉末と冷却液を
回収しているので生産性に劣る。製造時間の短縮を図る。

省工程 容器による圧縮
工程の省略

粉末圧縮工程で、従来のように容器を用いないでも、また、大気中で処理を行なっ
ても、粉末同士の密着性に優れた押出部材を得る。

機会ロス
の低減

射出成形の中
断防止

金属粉末の射出成形で、粉末同士の流動性が低下して、最悪射出不能になる。こ
の現象による射出成形の中断を防止する。

燃焼、発火の防
止

マグネシウム微粉末、あるいはチップが、静電気等により空気中酸素との反応で、
発火、爆発を起こす危険性がある
液滴冷却用オイル除去で、化学的洗浄は環境負荷が大きい。

安全性の向上

環境負荷の低減

品質の向上

生産性
の向上

既存粉
末製造
法の製
造限界
の拡大

解決手段Ⅰ解決手段Ⅱ具体的解決手段 説明
Al成分含有化 Alを含有し、溶体化処理されたMg合金粒子を、圧粉成形したのち押出成

形する等。
金属組織の最適
化

0.2-1.0μmの均一、多孔質状網目構造の固溶体相、さらに0.1μm以下の
金属間化合物析出物からなるミクロ組織構造等。

ルツボの上下可
動化

ガスアトマイズ法でルツボを上下方向に移動可能とし、上方で高周波溶
解、下方で溶湯噴霧できる構造とする。

流動床設置 溶融金属液滴を落下途中で捉える流動床を設置し、流動床粒子と液滴が
十分に溶融するまでの間接触させ、その後冷却できる構造へ変更する。

冷却液の連続供
給・排出化

冷却用筒体の内周面に保持されていた冷却液を、上部から供給して下部
から排出するように連続化する。

繰返し鍛造法の
採用

メカニカルアロイングに鍛造設備を導入し、上下ポンチによる繰り返し
負荷により、キャビティー内の混合粉末を短時間で、均一微細に混合す
る。

回転体への落下
法採用

マグネシウムの溶湯液滴を回転ディスクへ投射し、遠心力を利用して放
射方向に飛ばし、凝固で粒状体を製造する。回転ロールへの溶湯急冷に
よる箔材（リボン材）を粉砕して粉体を製造する等。
金属粒子を最大長／厚みが10以上のフレーク状にする。金属マトリック
ス粒子の粒径と添加成分粒子の粒径との関係を規定する等。
マグネシウム粒子の表面に、液体ポリエチレングリコール等の不活性物
質膜を被覆。マグネシウム粒子よりも小さい強化材粒子を揮発性液体を
介して付着する等。
圧縮成形の前工程の粉砕処理工程で、金属切粉表面の酸化層を破壊す
る。表面部が50～1000nmの厚さで、その一部もしくは全部が酸化されて
いる状態とする等。
軽油を併用した遠心分離装置で油分を最低量にして、その後加熱する。

粉末冶金法の採用により、最終製品の組成を粉末比率通りに正確とす
る。
粉末の密封、脱気、圧縮に使用する金属容器を、そのまま最終製品に利
用し、容器壁部をクラッド材の表層の金属部分とする。
圧粉、押出加工された成形体に拡散処理を施し、金属同士の結合力を増
大させる。

粉末製造
方法の最
適化

材料成
分、組織
の最適化

製造設備
の変更

粒子寸法・形状の最適化

表面への被覆処理

表面酸化膜の最適化

遠心分離除去工程の
追加

製品製造
方法の最
適化

粉末冶金法の採用

密封圧縮用容器の活用

成形体への拡散処理の
採用

粉末表面
処理の最
適化



90 

図1.4.3-5に、粉末冶金に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許、実用新案

の件数の分布を示す。さらに表1.4.3-15に同内容の出願件数の一覧表を、同表の出願件数

が多い範囲についての出願人を表1.4.3-16に示す。 

粉末冶金に関する出願件数は、マグネシウム合金の13技術要素の中で最も少ない25件で、

課題、解決手段の組合せも特に集中する傾向にはない。その中で製造時間の短縮を課題と

し、冷却液の連続供給・排出を解決手段とする組合せが4件あり、クボタ1社が出願してい

る。 

 

図1.4.3-5 粉末冶金に関する課題と解決手段の分布 
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表1.4.3-15 粉末冶金に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.4.3-16 粉末冶金に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省工程

引張特性の
向上

展延性の向
上

粉末径の製
造範囲拡大

製造時間の
短縮

容器による
圧縮工程の

省略

燃焼、発火
の防止

Al成分含有
化

ﾏﾂﾀﾞ  (2)

金属組織の
最適化

ｱﾗｲﾄﾞ ｼｸﾞﾅﾙ
(2)
ＹＫＫ

冷却液の連
続供給・排
出化

ｸﾎﾞﾀ  (4)

回転体への
落下法採用

松下電器産
業

ｼﾝｺ-ﾌﾚｯｸｽ
産業技術総
合研究所

本田技研工
業

ﾏﾂﾀﾞ

品川白煉瓦
林 和行

ﾏﾂﾀﾞ

安全性の向
上

表面への被覆処理

表面酸化膜の最適化

品質の向上

生産性の向上

既存粉末製造法の製造限界
の拡大

粉末表面処
理の最適化

材料成分、
組織の最適
化

製造設備の
変更

粉末製造方
法の最適化

粒子寸法・形状の最適
化

課題

解決手段

省工程
機会ロス
の低減

引張
特性
の向
上

展延
性の
向上

品質変
動の防

止

粉末径
の製造
範囲拡

大

噴霧温
度範囲
の下方
拡大

製造時
間の短

縮

容器に
よる圧
縮工程
の省略

射出成形
の中断防

止

燃焼、
発火の
防止

Al成分含有
化

2 2

金属組織の
最適化

3 3

ルツボの上
下可動化

1 1

流動床設置 1 1
冷却液の連
続供給・排
出化

4 4

繰返し鍛造
法の採用

1 1

回転体への
落下法採用

1 2 3

1 1 2
2 2

1 1 2

1 1

1 1
1 1

1 1

4 3 1 2 1 6 1 1 5 1 25

品質の向上

合
計

合計

環境
負荷
の低
減

安全性
の向上

生産性の向上

既存粉末製造法の製造限界
の拡大

製品製
造方法
の最適
化

粉末冶金法の採用
密封圧縮用容器の活用
成形体への拡散処理の採
用

粉末表
面処理
の最適
化

表面への被覆処理
表面酸化膜の最適化
遠心分離除去工程の追加

粒子寸法・形状の最適化

製造設備の
変更

材料成分、
組織の最適
化

粉末製
造方法
の最適
化

課題

解決手段
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1.4.4 応用加工技術 

(1) 機械加工 

機械加工について、表1.4.4-1に技術開発の課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上

は、クラック・割れ、表面欠陥、寸法・形状等の不良発生防止で構成されている。 

 

表1.4.4-1 機械加工に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
各種成形加工におけるクラック・割れ発生の防止を図る。

寸法不良発生の
防止

加工で発生する寸法不良発生の防止を図る。

加工により、加工製品の強度の向上を図る。

加熱時間の短
縮・温度の安定
化

加熱時間の短縮、成形加工温度の安定化を図り、生産性の向上を図る。

加工速度の向上 加工速度の向上を図る。

バリ取り加工の
効率化

バリ取り加工の効率化を図る。

金型の耐久性の
向上

金型の耐久性の向上を図る。

工程の省略化 製造方法の一部工程の省略により製造工程の簡素化・効率化を図る。

潤滑方法の効率
化

潤滑方法の簡素化・効率化を図る。

作業方法の効率
化

作業方法の簡素化・効率化を図る。

プレス加工の連続化等プレス加工工程のシステム化を図る。

大型成形品の製造の容易化と製造期間の短縮を図る。

安全性
の向上

急激な酸化状態の発生防止および研削切粉の発火・爆発防止を図る。

切粉等のリサイクル性の向上を図る。

切削油焼却時等のダイオキシン発生の防止を図る。

強度の向上

環境負
荷の低
減

品質の
向上

生産性
の向上

加工方
法・条
件の効
率化

加工工
程の効
率化

プレス加工の連続化

製造期間の短縮

燃焼、発火の防止

リサイクル性の向上

ダイオキシン発生の
防止

クラック・割れ発生防
止

形状不良発生の
防止

加工で発生する欠肉、そり等の形状不良発生の防止を図る。

寸法・
形状不
良の発
生防止

成形加工で発生する焼付きや金型への溶着等の表面欠陥発生の防止を図る。表面欠
陥発生
防止 その他の表面欠

陥防止

焼付け・溶着発
生の防止

切り口のドロスや腐食等の表面欠陥発生の防止を図る。
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機械加工について、表1.4.4-2に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは設備、金型・

加工治具、加工条件・方法等の最適化で構成されている。 

 

表1.4.4-2 機械加工に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.4-1に、機械加工に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許・実用新案

の出願件数の分布を示す。さらに表1.4.4-3にその出願件数の一覧表を、同表の出願件数が

多い範囲についての出願人を表1.4.4-4に示す。 

機械加工に関する出願は全体で68件であり、その課題については機械加工におけるクラ

ック・割れ発生の防止に関するものが16件と全体の約1/4を占めており、加工性が劣るマグ

ネシウム合金に対する大きな技術開発課題であるといえる。その解決手段としては、加工

方法・手順等の改善に関すものが7件と最も多い。 

次いで燃焼、発火の防止に関する出願が8件となっており、機械加工で発生する発火し

やすい切粉に対する安全性の向上が大きな技術課題となっている。これに対する解決手段

としては、発火防止に関する設備の変更が4件と半分を占める。さらに、焼付き・溶着発生

の防止およびバリ取り加工の効率化に関する出願が各5件と続いている。 

機械加工の分野全体としては、松下電器産業が最も多く出願している。 

 

解決手段Ⅰ 具体的解決手 説明
加熱設備の変
更

適正で短時間に温間加工温度を得るために、金型に材料の加熱手段を設ける
等。

材質の変更 ホイールリムの温間スピニング加工において、ローラをセラミックスにする
等。

形状・寸法等
の変更

ドリル穴あけ加工においてドリル先端を最適角度にする等加工治工具等の形
状・寸法の最適化を図る。

表面コーティ
ングの変更

超硬質皮膜の形成等金型・加工治工具等の表面コーティングの最適化を図
る。

加熱方法・温
度等の変更

プレス温間加工における素材・金型の温度条件の特定化等加熱方法・温度条
件の最適化を図る。

加工雰囲気の
変更

急激なMgの酸化防止のための不活性ガス雰囲気での加工等、加工雰囲気の最
適化を図る。

潤滑剤・潤滑
方法の変更

潤滑剤の組成の最適化、固形潤滑剤の採用等潤滑剤・潤滑方法の最適化を図
る。

加工方法・手
順等の改善

製品の凸部形成のための押圧場所・手順の特定化、複数の異なる寸法のパン
チによる複数回の成形等加工方法・手順等の最適化を図る。

素材の成分・
金属組織の変

成形性改善のための素材の成分組成・金属組織の最適化を図る。

素材形状の変
更

素材形状の最適化を図る。

素材表面の変
更

酸化皮膜除去・コーティング等素材表面性状の最適化を図る。

金型・加工治
工具等の最適
化

加工条件・方
法等の最適化

素材の成分・
形状等の変
更・最適化

ホイールのリム部の中間成形品である皿状体の成形でロール成形を採用す
る、バリ取り加工における多関節ロボットの採用等。
研削切屑中の水分が一定量以下の粘土状になることによる急激な燃焼を防止
するために水分を補給するための装置や、発火の検出・消化設備の設置等。

設備の最適化

加工設備の変
更
発火防止に関
する設備の変
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図1.4.4-1 機械加工に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加熱設備の変更

加工設備の変更

発火防止設備の変更

材質の変更

形状・寸法等の変更

表面コーティング変更

加熱方法・温度等変更

加工雰囲気の変更

潤滑剤・潤滑方法変更

加工方法・手順等改善

素材成分・組織の変更

素材形状の変更

素材表面の変更

焼
付
け
・
溶
着
発
生
の
防
止

そ
の
他
の
表
面
欠
陥
防
止

寸
法
不
良
発
生
の
防
止

形
状
不
良
発
生
の
防
止

加
熱
時
間
短
縮
・
温
度
安
定
化

加
工
速
度
の
向
上

バ
リ
取
り
加
工
の
効
率
化

金
型
の
耐
久
性
の
向
上

工
程
の
省
略
化

潤
滑
方
法
の
効
率
化

作
業
方
法
の
効
率
化

安
全
性
の
向
上

設備の最適化

金型・加工治
工具等の
最適化

加工条件・
方法等の
最適化

素材の成分・
形状等の
変更・最適化

品
質
の
向
上

生
産
性
の
向
上

環
境
負
荷
の
低

減

表
面
欠
陥
発
生

防
止

寸
法
・
形
状
不

良
の
発
生
防
止

加
工
方
法
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条
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の
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率
化

加
工
工
程
の
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率
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ダ
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オ
キ
シ
ン
発
生
の
防
止

リ
サ
イ
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性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

製
造
期
間
の
短
縮

プ
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ス
加
工
の
連
続
化

強
度
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向
上

ク
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ク
・
割
れ
発
生
防
止
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1

1
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1

1 1

1
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1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

30

課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.4-3機械加工に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性の
向上

焼
付
け
・
溶
着
発
生
の
防

止 そ
の
他
の
表
面
欠
陥

防
止

寸
法
不
良
発
生
の
防
止

形
状
不
良
発
生
の
防
止

加
熱
時
間
の
短
縮
・

温
度
の
安
定
化

加
工
速
度
の
向
上

バ
リ
取
り
加
工
の

効
率
化

金
型
の
耐
久
性
の
向
上

工
程
の
省
略
化

潤
滑
方
法
の
効
率
化

作
業
方
法
の
効
率
化

加熱設備
の変更

1 2 3 6

加工設備
の変更

1 3 4

発火防止
に関する
設備の変
更

4 1 5

材質の変
更

1 1 2 1 5

形状・寸
法等の変
更

1 1 1 1 4

表面コー
ティング
の変更

1 1 1 3

加熱方
法・温度
等の変更

4 2 1 7

加工雰囲
気の変更

1 1 1 3

潤滑剤・
潤滑方法
の変更

1 4 3 1 1 2 1 13

加工方
法・手順
等の改善

7 1 1 1 2 1 1 14

素材の成
分・金属
組織の変
更

1 1 2

素材形状
の変更

1 1

素材表面
の変更

1 1

16 5 4 3 4 1 3 2 5 1 2 3 2 3 3 8 2 1 68

品質の向上

ク
ラ
ッ

ク
・
割
れ
発
生
防
止

表面欠陥発生
防止

寸法・形状不
良の発生防止

強
度
の
向
上

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
発
生
の
防
止

生産性の向上

加工方法・条件の効率化
加工工程の

効率化

プ
レ
ス
加
工
の
連
続
化

製
造
期
間
の
短
縮

素
材
の
成
分
・
形
状
等
の

変
更
・
最
適
化

合　　　計

合
計

設
備
の
最
適
化

金
型
・
加
工
治
工
具
等
の

最
適
化

加
工
条
件
・
方
法
等
の

最
適
化

燃
焼
、

発
火
の
防
止

環境負荷の低減

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
向
上

課題

解決手段
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表1.4.4-4 機械加工に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 接合加工 

接合加工について、表1.4.4-5に技術開発の課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の向

上は、接合部強度の向上、未接合部発生の防止、異種材料との電食防止で構成されている。 

 

表1.4.4-5 接合加工に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

焼付け・溶着発生
の防止

その他の表
面欠陥防止

寸法不良発
生の防止

形状不良発生の防
止

材質の変更
ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ

形状・寸法等の
変更

ｴﾌﾃｯｸ,
古閑 伸裕

富士工業

表面コーティン
グの変更

住友電気工業

加熱方法・温度
等の変更

ｴ-ｽ ,
ﾋﾗﾀ
松下電器産業
(3)

栗本鐵工所,
鉄道総合技術
研究所,
東 健司,
相沢 竜彦
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ

加工雰囲気の変
更

松下電器産
業

潤滑剤・潤滑方
法の変更

神戸製鋼所 ｺｽﾓ石油ﾙﾌﾞﾘｶﾝﾂ
協同油脂 ,
中村 隆
出光興産
神戸製鋼所

ﾕｼﾛ化学工
業  (2)
共栄社化学

加工方法・手順
等の改善

丸紅 ,
ﾒｲｷﾝｸﾞ田中,
ﾌｼﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
協業組合菊水
ﾌｫ-ｼﾞﾝｸﾞ
古河電気工業
三井金属鉱業
(2)
松下電器産業
日本大学

ｱﾏﾀﾞ,
ｱﾏﾀﾞｴﾝｼﾞﾆ
ｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀ-

ｱﾏﾀﾞ 日立金属

加工条件・
方法等の最
適化

クラック・割
れ発生防止

表面欠陥発生防止 寸法・形状不良の発生防止
品質の向上

金型・加工
治工具等の
最適化

課題

解決手段

課題Ⅰ 具体的課題 説明
接合部強度の
向上

ガス巻き込み防止等単一材料あるいは複合・異種材料間における接合部の強
度の向上、接着性の改善およびボルト締結のゆるみ発生の防止等接合部強度
の向上を図る。

異種材料との
電食防止

異種材料との電食発生の防止を図る。

接合工程・作
業の効率化

接合の一部工程の省略、接合作業の効率化を図る。

接着工程・方
法の簡略化

接着の一部工程の省略、接着作業の効率化を図る。

負荷物質の低 下地処理のノンクロム化等環境負荷の低減を図る。
騒音の防止 通電中の騒音防止等環境負荷の低減を図る。

環境負荷の低
減

酸化物巻き込み、溶接熱に起因する変形等による未接合部発生の防止を図
る。

品質の向上

未接合部発生
の防止

生産性の向上
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接合加工について、表1.4.4-6に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは設備・治工

具、接合条件・方法、素材形状・形状等の最適化で構成されている。 

 

表1.4.4-6 接合加工に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.4-2に、接合加工に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許・実用新案

の出願件数の分布を示す。さらに表1.4.4-7にその出願件数の一覧表を、同表の出願件数が

多い範囲についての出願人を表1.4.4-8に示す。 

接合加工に関する出願は全体で37件と少ない。その課題については接合部強度の向上が

16件と最も多く、未接合部発生の防止を加えると接合部の品質向上に関する出願が全体の

半数を超える。その解決手段としては、接合部品・補助部材の変更に関するものが5件と最

も多い。 

次いで接合工程・作業の効率化を課題とした出願が10件となっており、この解決手段と

しては、接合手順・方法の変更が3件と最も多い。 

接合加工の分野全体としてはトヨタ自動車が最も多く出願している。 

 

解決手段Ⅰ 具体的解決手段 説明
材質の変更 電極をマグネと合金化し難い材料への変更等、設備・装置・治工具の材質の

最適化を図る。
形状・寸法の変
更

電極先端のクランプ形状の変更、ガスノズルの形状の変更等形状・寸法の最
適化を図る。

装置・治工具の
採用

プラズマアーク溶接時の穴あき絶縁マスクの採用等新しい治工具の採用・最
適化を図る。

接合雰囲気の変
更

非酸化性・不活性ガス雰囲気内での接合等、接合雰囲気の最適化を図る。

下地処理剤・接
着剤等の変更

下地処理剤・接着剤の成分の変更等最適化を図る。

接合温度条件の
最適化

接合温度条件の最適化を図る。

通電条件の最適
化

起動時、消滅時、定常時電流間に傾斜をつける等通電条件の最適化を図る。

接合手順・方法
の変更

接合手順・方法の変更等最適化を図る。

接合部品・補助
部材の変更

突合せ溶接の突合せ面への金属板状体の介在等接合補助材の利用・最適化を
図る。

素材材質・成分
の変更

素材の組み合わせ変更、素材成分の変更等素材の最適化を図る。

素材形状・性状
の変更

隅継手の内側に突起を設ける等素材の形状・性状の最適化を図る。

素材形状・性
状等の最適化

設備・治工具
の最適化

接合条件・方
法の最適化
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図1.4.4-2 接合加工に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.4.4-7 接合加工に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接合部強
度の向上

未接合部
発生の防

止

異種材料
との電食
防止

接合工
程・作業
の効率化

接着工
程・方法
の簡略化

負荷物質
の低減

騒音の防
止

材質の変更 2 2
形状・寸法の変
更

1 1 2

装置・治工具の
採用

1 1 2

接合雰囲気の変
更

2 2

下地処理剤・接
着剤等の変更

2 1 1 4

接合温度条件の
最適化

1 1 2

通電条件の最適
化

1 1

接合手順・方法
の変更

2 3 5

接合部品・補助
部材の変更

5 3 1 9

素材材質・成分
の変更

2 2

素材形状・性状
の変更

2 2 1 1 6

16 4 3 10 2 1 1 37

合計

品質の向上 生産性の向上 環境負荷の低減

合　　計

設備・治工
具の最適化

接合条件・
方法の最適
化

素材形状・
性状等の最
適化

課題

解決手段

材質の変更

形状・寸法の変更

装置・治工具の採用

接合雰囲気の変更

下地処理・接着剤変更

接合温度条件の最適化

通電条件の最適化

接合手順・方法の変更

接合補助部材の変更

素材材質・成分の変更

素材形状・性状の変更

接
合
部
強
度
の
向
上

未
接
合
部
発
生
の
防
止

異
種
材
料
と
の
電
食
防
止

接
合
工
程
・
作
業
の
効
率
化

接
着
工
程
・
方
法
の
簡
略
化

負
荷
物
質
の
低
減

騒
音
の
防
止

品
質
の
向

上 生
産
性
の

向
上

環
境
負
荷

の
低
減

設備・
治工具の
最適化

接合条件・
方法の最適化

素材形状・性
状等の最適化

5 3

3

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

8

課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.4-8 接合加工に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接合部強
度の向上

未接合部
発生の防

止

異種材料
との電食
防止

接合工
程・作業
の効率化

接着工
程・方法
の簡略化

負荷物質
の低減

騒音の防
止

材質の変更
日本軽金
属

形状・寸法の変
更

大同特殊
鋼

電元社製
作所

装置・治工具の
採用

ｵﾘｼﾞﾝ電気 鋼鈑工業

接合雰囲気の変
更

昭和電工
日立製作
所

下地処理剤・接
着剤等の変更

ﾊﾞﾝﾃｨｺ
信越化学
工業

ﾄﾖﾂｸｽ 日本ﾊﾟ-ｶﾗ
ｲｼﾞﾝｸﾞ

接合温度条件の
最適化

ﾔﾏﾊ発動機 ﾏﾂﾀﾞ

通電条件の最適
化

ｵﾘｼﾞﾝ電気

接合手順・方法
の変更

ﾌｫ-ﾄﾞ ｸﾞﾛ
-ﾊﾞﾙ ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ-ｽﾞ
豊田自動
織機製作

ｵﾘｼﾞﾝ電気
ﾄﾖﾀ自動車
日新ﾏﾆﾌｧｸ
ﾁｬﾘﾝｸﾞ

接合部品・補助
部材の変更

ﾄﾖﾀ自動車
古河電気
工業
住友金
属工業 ,
ｿﾆ-
豊田合成
豊田自動
織機製作

ﾄﾖﾀ自動車
本田技研
工業  (2)

ｻﾞｲﾙｼｭﾄﾙ
ﾌｧ-

素材材質・成分
の変更

三菱自動
車工業
日本発条

素材形状・性状
の変更

ﾄﾖﾀ自動車
神戸製鋼
所

日立製作
所 (2)

ﾄﾖﾀ自動車 住友金
属工業 ,
三菱電
機 ,
ﾃﾞﾝｶ

生産性の向上 環境負荷の低減

設備・治工
具の最適化

接合条件・
方法の最適
化

素材形状・
性状等の最
適化

品質の向上
課題

解決手段
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(3) 表面加工 

表面加工について、表1.4.4-9に技術開発の課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の向

上は、耐食性、密着性、色調等の品質向上と、腐食、表面欠陥等の不具合防止から構成さ

れている。 

 

表1.4.4-9 表面加工に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
化成処理、陽極酸化、塗装、メッキ、気相法皮膜等の耐食性の向上を図る。

耐摩耗性の向
上

表面処理皮膜形成により耐摩耗性の向上を図る。

滑り特性の向
上

滑り特性の改善等の摩擦特性の向上を図る。

表面処理皮膜の特性改善等により素材との密着性の向上を図る。

表面処理皮膜形成により耐熱性の向上を図る。

発色色調の品
質の向上

電解発色の色調均一化等色調に関する品質の向上を図る。

その他表面色
調の品質の向

表面光沢等表面色調の品質向上を図る。

接触腐食の防
止

異種材料との接触腐食発生の防止を図る。

電気化学的腐
食の防止

電気化学的腐食発生の防止を図る。

表面欠陥発生
の防止

ピンホール、変色等の表面欠陥発生の防止を図る。

表面欠陥の補
修

表面欠陥部補修後の表面処理性の向上を図る。

寿命の向上 犠牲陽極材等の寿命の向上を図る。

耐劣化性の向
上

皮膜の耐劣化性の向上を図る。

電気絶縁性、防黴性、光触媒性等その他の特性の向上を図る。

生産性
の向上

表面処理工程における処理方法の改善・簡便化や作業方法の変更により、効
率化を図る。

安全性
の向上

発火・爆発の防止を図る。

塗装材やメッキ材のリサイクル性の向上を図る。

有害物の使用削減等による環境負荷の低減を図る。

腐食発
生の防
止

品質の
向上

摩擦特
性の向
上

色調に
関する
品質の
向上

表面欠
陥の防
止とそ
の補修
寿命・
耐劣化
性の向
上

密着性の向上

耐熱性の向上

その他の特性の向上

耐食性の向上

表面処理工程の効率化

リサイクル性の向上

負荷物質の低減

環境負
荷の低
減

燃焼、発火の防止
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表面加工について、表1.4.4-10に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは皮膜、下地

皮膜、処理方法・条件等の最適化で構成されている。 

 

表1.4.4-10 表面加工に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.4-3に、表面加工に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許・実用新案

の出願件数の分布を示す。さらに表1.4.4-11にその出願件数の一覧表を、同表の出願件数

が多い範囲についての出願人を表1.4.4-12に示す。 

表面加工に関する243件の出願の中で、耐食性の向上を課題とするものが71件と約1/3を

占めている。電気化学的に卑であるマグネシウム合金の大きな技術開発課題である。その

解決手段としては、ノンクロム系の化成処理液組成の変更によるものが27件と最も多いが、

これは環境問題への対応の高まりに呼応した技術開発でもある。次いで密着性の向上と表

面処理工程の効率化を課題とした出願がそれぞれ30件で、全体の約1/10となっている。 

解決手段の中では、皮膜および下地皮膜の最適化が159件と全体の65％を占めており、

表面処理液等の組成の変更が多く出願されている。 

表面加工の分野全体としては、三井金属鉱業が最も多く出願しており、日本パーカライ

ジング、神戸製鋼所がこれに続いている。 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
重クロム酸、硝酸等クロム酸系化成処理液の組成とその比率の最適
化を図る。

リン酸系化成処
理液の採用

リン酸、金属化合物等を含有するノンクロム系化成処理液の組成と
その比率の最適化を図る。

その他の化成処
理液の採用

金属アルコキシド等の有機金属化合物を含む溶液に浸漬して皮膜を
生成する等処理液組成とその比率の最適化を図る。

アルカリ金属・
土類金属系の採
用

アルカリあるいはアルカリ土類金属の塩類等の陽極酸化液組成とそ
の比率の最適化を図る。

その他の陽極酸
化処理液の採用

アンモニアとアミン等の溶液、リン酸とアルコール溶液における陽
極酸化処理等電解液の組成とその比率の最適化を図る。
封孔処理液の組成とその比率の最適化を図る。

塗料組成の変更 塗料の組成とその比率の最適化を図る。
その他のコー
ティング組成の
変更

オルガノシランで処理後にレーザーを照射する等、上記以外のコー
ティングを行う。

メッキ液の組成とその比率の最適化を図る。
蒸着等の気相法による皮膜の最適化を図る。
上記の処理法に限定されずに複数の処理法が選択できる皮膜等につ
いて最適化を図る。
下地皮膜としてのメッキ皮膜の最適化を図る。

下地皮膜としての塗装皮膜の最適化を図る。
下地皮膜としての陽極酸化皮膜の最適化を図る。

下地皮膜としての気相法皮膜の最適化を図る。

犠牲陽極材の取り付け方法の最適化等取り付け構造・方法の最適化
を図る。
ショットピーニング等の前処理方法・条件の最適化を図る。
不活性ガス雰囲気での処理等処理雰囲気の最適化を図る。
上記以外の処理方法・条件の最適化を図る。

処理装置の最適化を図る。
前処理等の処理液の最適化を図る
素材の合金成分の適正化や金属組織の最適化を図る。

気相法皮膜による下地皮膜
の変更
取り付け構造・方法の
変更
前処理方法・条件の変更

素材の最適化

処理雰囲気の変更
その他処理方法・条件の変
更
処理装置の変更
前処理等の処理液の変更

皮膜の最適
化

下地皮膜の
最適化

処理方法・
条件の最適
化

ノンクロム
系化成処理
液の組成の
変更
陽極酸化処
理液の組成
の変更

コーティン
グの組成の
変更

クロム系化成処理液の
組成の変更

封孔処理液の組成の

塗装による下地皮膜の変更
陽極酸化による下地皮膜の
変更

メッキ液の組成の変更
気相法による皮膜の
その他の方法による皮膜の
組成の変更
メッキによる下地皮膜の変
更
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図1.4.4-3 表面加工に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リン酸系の採用

その他処理液の採用

アルカリ金属系等採用

その他処理液の採用

塗料組成の変更

その他組成の変更

耐
摩
耗
性
の
向
上

滑
り
特
性
の
向
上

発
色
色
調
の
品
質
の
向
上

そ
の
他
表
面
色
調
の
向
上

接
触
腐
食
の
防
止

電
気
化
学
的
腐
食
の
防
止

表
面
欠
陥
発
生
の
防
止

表
面
欠
陥
の
補
修

寿
命
の
向
上

耐
劣
化
性
の
向
上

生
産
性
の
向
上

安
全
性
の
向
上

クロム系化成処理液の組成の変更

陽極酸化液の
組成変更

封孔処理液の組成の変更

コーティング
組成変更

負
荷
物
質
の
低
減

ノンクロム系
化成変更

処理雰囲気の変更

その他処理方法・条件の変更

処理装置の変更

密
着
性
の
向
上

耐
熱
性
の
向
上

そ
の
他
の
特
性
の
向
上

色
調
に
関
す
る

品
質
の
向
上

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
向
上

腐
食
発
生
の
防

止 表
面
欠
陥
の
防

止
と
そ
の
補
修

寿
命
・
耐
劣
化

性
の
向
上

メッキによる下地皮膜の変更

気相法皮膜による下地皮膜の変更

耐
食
性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

摩
擦
特
性
の
向

上

前処理等の処理液の変更

取り付け構造・方法の変更

前処理方法・条件の変更

塗装による下地皮膜の変更

陽極酸化による下地皮膜の変更

品質の向上

環
境
負
荷
の
低
減

皮
膜
の
最
適
化

下
地
皮
膜

の
最
適
化

処
理
方
法
・
条
件

の
最
適
化

素材の最適化

メッキ液の組成の変更

気相法による皮膜の組成の変更

その他方法による皮膜組成の変更

表
面
処
理
工
程
の
効
率
化

課
　
題

解決手段

16

11

10

8

7

6

6

6

5

5

4

4

4

4

4

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

11

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

30

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.4-11 表面加工に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産
性の
向上

安全
性の
向上

耐
摩
耗
性
の

向
上

滑
り
特
性
の

向
上

発
色
色
調
の

品
質
の
向
上

そ
の
他
表
面

色
調
の
品
質

の
向
上

接
触
腐
食
の

防
止

電
気
化
学
的

腐
食
の
防
止

表
面
欠
陥
発

生
の
防
止

表
面
欠
陥
の

補
修

寿
命
の
向
上

耐
劣
化
性
の

向
上

2 1 3

リン酸系
化成処理
液の採用

16 3 1 2 4 26

その他の
化成処理
液の採用

11 1 2 1 4 19

アルカリ
金属・土
類金属系
の採用

6 2 1 2 4 15

その他の
陽極酸化
処理液の
採用

3 2 5

1 1 2

塗料組成
の変更

3 1 6 1 1 2 3 2 2 21

その他の
コーティ
ング組成
の変更

3 2 1 1 7

1 1 1 3

6 1 3 1 1 1 1 1 15

7 1 2 3 1 2 16

2 3 1 1 1 8

2 1 1 1 1 6

4 1 2 2 1 10

1 2 3

5 8 3 16

1 3 3 1 5 1 1 15

2 1 2 1 6

4 3 1 1 2 1 3 10 25

1 1 1 2 3 1 9

1 1 1 3 3 9

1 1 1 1 4

71 8 5 30 2 5 17 12 8 5 9 4 1 15 30 1 3 16 243合　　　計

品質の向上

その他処理方法・条件
の変更

処理装置の変更

前処理等の処理液の変
更

素材の最適化

下
地
皮
膜
の
最
適
化

取り付け構造・方法の
変更

前処理方法・条件の変
更

処理雰囲気の変更

メッキによる下地皮膜
の変更

塗装による下地皮膜の
変更

陽極酸化による下地皮
膜の変更

気相法皮膜による下地
皮膜の変更

環境負
荷の低

減

負
荷
物
質
の
低
減

耐
食
性
の
向
上

摩擦特性の
向上

表面欠陥の
防止とその

補修

寿命･耐劣
化性の向

上

色調に関する
品質の向上

腐食発生の
防止

処
理
方
法
・
条
件
の
最
適
化

密
着
性
の
向
上

耐
熱
性
の
向
上

合
　
計

そ
の
他
の
特
性
の
向
上

表
面
処
理
工
程
の
効
率
化

燃
焼
、

発
火
の
防
止

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
向
上

ノンクロ
ム系化成
処理液の
組成の変
更

陽極酸化
処理液の
組成の変
更

封孔処理液の組成の
変更

クロム系化成処理液の
組成の変更

皮
膜
の
最
適
化

気相法による皮膜の組
成の変更

その他の方法による皮
膜の組成の変更

メッキ液の組織の変更

コーティ
ングの組
成の変更

課題

解決手段
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表1.4.4-12 表面加工に関する課題と解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産性の向上

耐摩耗性の向
上

滑り特性の向
上

ﾘﾝ酸系化
成処理液
の採用

ｸﾞﾝｾﾞ
ﾐﾘｵﾝ化学
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
貴和化学薬品
三井金属鉱業
三菱ﾚｲﾖﾝ ,
東栄化成  (2)
千代田ｹﾐｶﾙ
大塚 勝義
大塚化学
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ  (5)
日本表面化学

日本ﾍﾟｲﾝﾄ
(3)

その他の
化成処理
液の採用

ｻﾝﾋﾞｯｸｽ
ﾀﾞｲﾊﾂ工業
ﾃｸﾉﾛｼﾞ-ｽﾞ ｲﾝﾀ-ﾏｸﾞ
奥野製薬工業
三井金属鉱業
城北理研工業
東洋紡績 ,
新日本製鐵
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ  (2)
日本触媒化学工業
日本表面化学

富士通

ｱﾙｶﾘ金
属・土類
金属系の
採用

ｴﾚｸﾄﾛｹﾐｶﾙ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｻ-ｸﾙ ﾌﾟﾛｽｺ
ﾃﾞｨｯﾌﾟｿ-ﾙ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
宇部興産
神戸製鋼所

ﾃｸﾉﾛｼﾞ- ｱﾌﾟﾘｹ
-ｼｮﾝｽﾞ ｸﾞﾙ-ﾌﾟ
富士工業 ,
ｴｽ ﾃｨ ｼ-,
千代田

その他の
陽極酸化
処理液の
採用

ｴﾝｿ-ﾝ
ﾃﾞｨｯﾌﾟｿ-ﾙ
三井金属鉱業

塗料組成
の変更

ｻﾝﾄﾞｽﾄﾗﾝﾄﾞ
ﾏﾂﾀﾞ ,
日本ﾍﾟｲﾝﾄ
千代田ｹﾐｶﾙ

産業技術総合
研究所,
伊藤忠ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸｽ ,
愛中理化工業

荒川化学工業
東ﾚ ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ
(5)

ﾏﾂﾀﾞ
特殊色料工業

その他の
ｺｰﾃｨﾝｸﾞ組
成の変更

光洋精工 ,
日本ﾀﾞｸﾛｼｬﾑﾛｯｸ
日本ﾀﾞｸﾛｼｬﾑﾛｯｸ,
高谷 松文 (2)

ﾊﾞﾝﾃｨｺ
電化皮膜工業

ﾀﾞｲﾑﾗ- ｸﾗｲｽﾗ-
山西 哲司
西山 勝広,
ﾆﾂｻﾝｷ
産業技術総合研究所,
伊藤忠ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ,
愛中理化工業
日本電信電話 ,
東邦化研 ,
大和鍍金工場,
黒木工業所 (2)

住友金属鉱山 ｽﾞﾙﾂｧ- ﾒﾄｺ
ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ ,
後島精工
科学技術振興
機構

日本製鋼所 ｽｽﾞｷ

三井金属鉱業
神戸製鋼所 (5)
ｽｽﾞｷ

ｽｽﾞｷ

気相法による皮膜の
組成の変更

その他の方法による
皮膜の組成の変更

皮膜の
最適化

陽極酸化
処理液の
組成の変
更

表面処理工程
の効率化

品質の向上

耐食性の向上
摩擦特性の向上

密着性の向上

ノンクロ
ム系化成
処理液の
組成の変
更

皮膜の
最適化

コーティ
ングの組
成の変更

課題

解決手段
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表1.4.4-12 表面加工に関する課題と解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.3.1、あるいは1.3.4(3)で、1991～2001年における出願件数の年次推移をみた結果、

表面加工では最近ほど増加傾向にあることを述べた。以下では、さらに課題、解決手段に

ブレークダウンした年次推移を調べた。 

 表面加工の課題Ⅱ、解決手段Ⅱにおける、主要アイテムの年次推移を図1.4.4-4に示

す。課題Ⅱでは色調に関する品質の向上、密着性の向上、表面欠陥の防止とその補修等が、

解決手段Ⅱではノンクロム系化成処理液の組成の変更、コーティングの組成の変更が、最

近ほど多い傾向にあり、これらが表面加工出願の増加の原因となっている。 

 

図1.4.4-4 表面加工の主要な課題Ⅱ、解決手段Ⅱの年次推移 

(a) 課題Ⅱ (b) 解決手段Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産性の向上

耐摩耗性の向上
滑り特性の

向上
原ﾒﾂｷ工業
大成建設
日本軽金属

ﾏﾂﾀﾞ 日本軽金属
不二精機製造
所
豊田中央研究
所

ﾏｺ-
環宇真空科技股ふん
三菱電機
日本軽金属
富士通

ｴｽ ﾃｲ ｼ-,
富士商会,
ｿﾆ-
三菱電機

高谷 松文 ｼﾁｽﾞﾝ時計
三井金属鉱業

三菱重工業

ｴﾚｸﾄﾛ ｹﾐｶﾙ ｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸﾞ
住友金属鉱山
斉藤工業
豊田中央
研究所,
ｱｲｼﾝ ｴｲ
ﾀﾞﾌﾞﾘﾕ

ｼｬ-ﾌﾟ
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝ
ｸﾞ
ｽｽﾞｷ

ﾏﾂﾀﾞ
宇部興産
三井金属鉱業
住友化学工業
千代田機器販売  (2)
日本製鋼所
日立電線
富士通
ｽｽﾞｷ

表面処理工程の効率化密着性の向上

品質の向上

耐食性の向上
摩擦特性の向上

処理方法・
条件の最適
化

取り付け構造・方
法の変更

前処理方法・条件
の変更

処理雰囲気の変更

その他処理方法・
条件の変更

課題

解決手段

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

0

2

4

6

8

10

12

14

出
願
件
数

年次

表面欠陥の防止とその補修

色調に関する品質の向上

密着性の向上

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

0

2

4

6

8

10

12

14

出
願
件
数

年次

コーティングの組成の変更

ノンクロム系化成処理液の組成の変更
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1.4.5 製品化技術 

(1) 自動車部品 

自動車部品について、表1.4.5-1に技術開発課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上

は、機械的特性、耐摩耗性等の一般特性の向上、耐衝撃性、異音・騒音防止等の商品固有

特性の向上等から構成されている。 

 

 

表1.4.5-1 自動車部品に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車部品について、表1.4.5-2に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは材質の最

適化、異種材料との組み合わせ構造の採用、コーティング皮膜の最適化等の構成部材・部

品の最適化を主体としている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明

寸法精度の向上 部材の寸法精度の向上を図る。

耐衝撃性の向上 耐衝撃性の向上により安全性の向上を図る。

ボルトの緩み発
生の防止

ボルトの緩み防止により耐久性と安全性の向上を図る。

鏡面性の向上 ホイール表面の鏡面性の向上により意匠性を高める。

その他特性の向
上

上記以外の自動車部品に固有な特性の向上を図る。

鋳造欠陥発生の
防止

製造歩留りの向上、生産効率の向上、商品価値の向上を図る。

表面欠陥発生の
防止

表面欠陥発生の防止により製造歩留りの向上、生産効率の向上、商品価値の
向上を図る。
材料・形状の変更により軽量化を図る。

安全性
の向上

発火・爆発の防止を図る。

環境負
荷の低
減

切粉の発生を抑える等、リサイクル性の向上を図る。

燃焼、発火の防止

リサイクル性の向上

異音発生防止、振動吸収特性の向上により騒音発生の防止と耐久性の向上を
図る。

品質の
向上

欠陥の
発生防
止

商品固
有特性
の向上

一般特
性の向
上

軽量化

部材の機械的強度・耐クリープ性・疲労強度の向上により、重量軽減、耐久
性の向上を図る。
耐摩耗性・滑り特性の向上により、耐久性の向上を図る。

機械的特性の向
上

耐熱性・排熱・断熱等熱特性の向上により、耐久性の向上を図る。

耐食性の向上・接触腐食の防止により、耐久性の向上を図る。

耐熱性等熱特性
の向上

耐摩耗性・摩擦
特性の向上

耐食性の向上・
接触腐食の防止

生産性
の向上

新製造方法の提案や製造方法・加工条件の変更・改善により、成形性、生産
効率等の向上を図る。

残留応力・面圧
力の低減

部材同士が接触する面の面圧力の低減、残留応力の低減により耐久性の向上
を図る。

異音・騒音発生
の防止

製造工程・方法の効率
化



107 

表1.4.5-2 自動車部品に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.5-1に、自動車部品に関する技術開発の課題と解決手段に対応した特許・実用新

案の出願件数の分布を示す。さらに表1.4.5-3にその出願件数の一覧表を、同表の出願件数

が多い範囲についての出願人を表1.4.5-4に示す。 

マグネシウム合金の自動車部品に関する出願は全体で138件であり、その課題について

は機械的特性の向上に関するものが27件と全体の約1/5を占めている。その解決手段として

は、形状・構造の最適化が9件と多い。 

次いで耐食性の向上・接触腐食の防止および製造工程・方法の効率化に関する出願が各

24件と多い。前者の耐食性の向上・接触腐食の防止に対する解決手段は、表面皮膜の付与、

新部材・部品の採用、異種材料との組合せ構造の採用等が多い。後者の製造工程・方法の

効率化に対する解決手段は、形状・構造の最適化が最も多く8件であった。 

自動車部品の分野全体としては、マツダが最も多く出願しており、トヨタ自動車と三菱

自動車がこれに続いている。 

 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
素材材質の変更 キャリパ構成体へのマグネシウムの採用、マグネシウム素材の成

分・金属組織の変更等、構成部材の使用材料の最適化を図る。
多孔質金属の採
用

ホイールハブ取付けボルト穴部に多孔質金属体の採用等最適化を図
る。

粉末成形体の採
用

軸受けにマグネシウムを含浸した粉末成形体の採用等構成部材の使
用材料の最適化を図る。

複合材の採用 耐摩耗性が要求される部分にセラミックス粉末との複合材の採用等
構成部材の使用材料の最適化を図る。

鉄製部品との組
み合わせ構造の
採用

軽合金製プーリーのベルト接触面への鉄製インサート材の組付け等
異種材料との組合せ構造の採用を図る。

セラミックス部
品との組み合わ
せ構造の採用

ピストンクラウンをセラミックスに、ピストン本体を軽金属にする
等セラミックス部品との組み合わせ構造の採用を図る。

その他の材料と
の組み合わせ構
造の採用

シムをシリンダブロック等よりも低硬度の材料を採用する等、異種
材料との組合せ構造の採用を図る。

硬質材料による
コーティング付
与

回転部材との摺接部を硬質材料で被覆する等構成部材へのコーティ
ング皮膜の最適化を図る。

潤滑剤のコー
ティング付与

接触面への固体薄膜潤滑材の使用等、構成部材へのコーティング皮
膜の最適化を図る。

化成皮膜等の付
与

化成皮膜等の付与等、構成部材へのコーティング皮膜の最適化を図
る。

その他の皮膜の
付与

素材よりも低熱膨張率の皮膜付与等、構成部材へのコーティング皮
膜の最適化を図る。
シート部材の形状の変更等、構成部材・部品形状の最適化を図る。

タペット本体とシムとの対抗面に粘弾性制震板の固着等、新部材・
部品の採用による最適化を図る。
鋳造用金型の構造の変更等により最適化を図る。

鋳造品に部分的に鍛造加工等加圧加工を付与して最適化を図る。

摩擦溶接によるホイールとリムリングの接合等、溶接方法の変更に
より最適化を図る。
熱処理炉の入口部構造の変更により昇温時間の短縮等、製造設備の
変更により最適化を図る｡
製造方法・加工方法を変更・最適化により、効率化を図る。

構成部材・
部品の最適
化

製造方法･
条件等の最
適化

加工方法・条件等の
最適化

製造設備の変更

溶接方法の変更

コーティン
グ皮膜の最
適化

異種材料と
の組み合わ
せ構造の採
用

材質の最適
化

部分的鍛造等加圧加工の付
与

金型形状等の変更

新部材・部品の採用

形状・構造の最適化
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図1.4.5-1 自動車部品に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

素材材質の変更

多孔質金属の採用

粉末成形体の採用

複合材の採用

鉄製部品の採用

セラミックス部品の採用

その他の材料の採用

硬質材料による付与

潤滑剤による付与

化成皮膜等の付与

その他の皮膜の付与
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解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.5-3 自動車部品に関する課題と解決手段の出願件数 

生産
性の
向上

安全
性の
向上

環境
負荷の
低減

機
械
的
特
性
の
向
上

耐
摩
耗
性
・
摩
擦
特

性
の
向
上

耐
熱
性
等
熱
特
性
の

向
上

耐
食
性
の
向
上
・
接

触
腐
食
の
防
止

寸
法
精
度
の
向
上

耐
衝
撃
性
の
向
上

残
留
応
力
・
面
圧
力

の
低
減

異
音
・
騒
音
発
生
の

防
止

ボ
ル
ト
の
緩
み
発
生

の
防
止

鏡
面
性
の
向
上

そ
の
他
特
性
の
向
上

鋳
造
欠
陥
発
生
の

防
止

表
面
欠
陥
発
生
の

防
止

素材材質の
変更

3 1 2 1 1 1 1 10

多孔質金属
の採用

1 1

粉末成形体
の採用

1 1 2

複合材の採
用

2 5 1 1 1 10

鉄製部品と
の組み合わ
せ構造の採
用

2 1 1 1 1 6

セラミック
ス部品との
組み合わせ
構造の採用

1 1 2

その他の材
料との組み
合わせ構造
の採用

1 1 1 5 2 1 2 1 3 2 19

硬質材料に
よるコー
ティング付
与

2 1 1 4

潤滑剤の
コーティン
グ付与

1 1

化成皮膜等
の付与

1 1 1 3

その他の皮
膜の付与

1 1 9 1 1 13

9 2 1 3 1 3 2 2 8 31

1 1 7 2 2 2 15

1 2 1 4

3 1 1 5

2 1 3
1 1

1 1 1 4 1 8

27 13 6 24 1 7 3 7 2 1 5 6 1 8 24 1 2 138

構成
部
材・
部品
の最
適化

品質の向上

一般特性の向上 商品固有特性の向上
欠陥の

発生防止
軽
量
化

合　　計

製造
方
法･
条件
等の
最適
化

部分的鍛造等加
圧加工の付与

溶接方法の変更
製造設備の変更
加工方法・条件
等の最適化

金型形状等の変
更

形状・構造の最
適化

新部材・部品の
採用

合
計

材質
の最
適化

異種
材料
との
組み
合わ
せ構
造の
採用

コー
ティ
ング
皮膜
の最
適化

製
造
工
程
・
方
法
の

効
率
化

燃
焼
、

発
火
の
防
止

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
向
上

課題

解決手段
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表1.4.5-4 自動車部品に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械的特性の向上
耐摩耗性・
摩擦特性の

向上

耐熱性等熱
特性の向上

耐食性の向上・接触
腐食の防止

鉄製部品との組み
合わせ構造の採用

ﾄﾖﾀ自動車
遠菱ｱﾙﾐﾎｲ-ﾙ

いすゞ自動
車

曙ﾌﾞﾚ-ｷ工
業

ｾﾗﾐｯｸｽ部品との組
み合わせ構造の採
用

三菱自動車
工業

ﾔﾝﾏ-ﾃﾞｲ-ｾﾞ
ﾙ

その他の材料との
組み合わせ構造の
採用

東ﾚ ﾏﾂﾀﾞ
ﾔﾌﾞﾛﾝｽｷ- ｶ
-ﾙ-ﾊｲﾝﾂ

ﾄﾖﾀ自動車
ﾄﾖﾀ自動車 ,
豊田中央研究所
光洋精工
日産自動車
豊田自動織機

硬質材料による
コーティング付与

ﾌｫﾙｸｽﾜ-ｹﾞﾝ
島野工業

潤滑剤のコーティ
ング付与

ﾌｫ-ﾄﾞ ﾓ-ﾀ-

化成皮膜等の付与 豊田合成 ,
ﾄﾖﾀ自動車

三菱自動車工業

その他の皮膜の付
与

いすゞ自動
車

ﾃﾏ-ﾌﾞ,
ﾃｸｼﾄﾞ

ﾄﾖﾀ自動車
ﾄﾖﾀ自動車 ,
関西ﾍﾟｲﾝﾄ
ﾜｼ興産
光洋精工  (2)
三菱自動車工業
日野自動車工業 ,
愛三工業
豊田自動織機
本田技研工業

ﾀﾁｴｽ (2)
ﾃｲ ｴｽ ﾃｯｸ  (2)
ﾗｲﾄｺﾝ
金井車輪工業
中央発条
豊田合成
本田技研工業

日産自動車  (2)

光洋精工 日産自動車

ﾄﾖﾀ自動車
ﾜｼ興産  (2)
光洋精工
三菱自動車工業
豊田自動織機
本田技研工業

ﾜｼ興産
ｼﾞｬﾄｺ
ﾏﾂﾀﾞ
日立金属
ｱﾙｽｲｽ ﾃｸﾉﾛｼﾞ- ｱﾝ
ﾄﾞ ﾏﾈ-ｼﾞﾒﾝﾄ
日立製作所

藍 具崑

品質の向上
一般特性の向上

構成部材・
部品の最適
化

異種材料と
の組み合わ
せ構造の採
用

ｺｰﾃｨﾝｸﾞ皮
膜の最適化

形状・構造の最適化

新部材・部品の採用

製造方法･
条件等の最
適化

金型形状等の変更
部分的鍛造等加圧加工の付与

溶接方法の変更

製造設備の変更
加工方法・条件等の最適化

課題

解決手段
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(2) 電気・電子機器部品 

電気・電子機器部品について、表1.4.5-5に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質向上

は、寿命/信頼性の改善、高強度・高剛性化等の一般特性の向上、記憶装置の高密度化、音

響特性の改善等の商品固有特性の向上で構成されている。 

 

表1.4.5-5 電気・電子機器部品に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気・電子機器部品について、表1.4.5-6に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅰは

材料の変更、構造の変更、工法の改善で構成されている。 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明

軽量化 商品の小型化・軽量化・薄肉化などを第1の目的とする。

高強度･高剛性
化

軽量化とともに高比強度、高剛性などの複合特性を満足することを目的とす
る。

放熱性の改善 機器の高集積化･大容量化などに伴う発熱を効果的に放散することを目的とす
る。

記憶装置の高
密度化

光･磁気など各種記憶装置の高容量化･高密度化を目的とする。

音響特性の改
善

騒音･振動の防止、音響機器の広帯域化など音響･振動特性の改善を目的とす
る。

回転機の効率
化

送風機、掃除機など回転機器の回転ロスを低減し、効率化することを目的とす
る。

シールド性の
向上

電磁遮蔽特性の改善を目的とする。

発光特性の改
善

Mgの特性を利用して各商品の品質性能を一段と向上することを目的とする。

磁気特性の改
善

磁性材料の磁気特性の改善を目的とする。

電池特性の改
善

電池の寿命、放電特性などの改善を目的とする。

意匠性､耐衝撃
性、その他特
性の改善

意匠性、抗菌性、耐熱性、生体適合性、耐磨耗性、耐衝撃性などの改善にMgを
応用することを目的とする。

不具合の発生割合を低減し、製造コストの低減を目的とする。

電池の水銀、表面処理液の改善など有害物質の排除･無害化により環境負荷の
低減を目的とする。
リサイクルの容易な金属材料や解体の容易な構造設計等により、リサイクルを
容易とする。

環境負
荷の低
減

一般特
性の向
上

商品固
有特性
の向上

工程簡素化・製造性の
改善

コスト低減

有害物質の無害化

リサイクル性の改善

寿命/信頼性の
改善

商品・性能の劣化防止、部材の耐食性向上などにより、長寿命化･信頼性の向
上を目的とする。

部品点数の低減、金型寿命の延長など工法･条件を改善することで製造性の向
上を目的とする。

品質の
向上

生産性
の向上
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表1.4.5-6 電気・電子機器部品に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.5-2に、電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の件数の分布を、表1.4.5-7

には同内容の件数の一覧表を示す。さらに表1.4.5-7の出願件数が多い範囲の出願人を表

1.4.5-8に示す。 

 電気･電子機器部品における特許・実用新案の出願件数は 288 件とかなり多い。これを課

題別に見ると、マグネシウム合金の組成の最適化や、表面処理の工夫により耐食性を改善

することにより、商品の寿命、信頼性を改善するものが 50 件で最も多い。次いで、マグネ

シウム材料を採用すること等で商品の軽量化を実現するものが 34 件、製造方法を工夫する

こと等によって生産性を改善するものが 29 件である。電気･電子機器部品における応用製

品がアイディアに止まらず具体化されていることを示唆するものと思われる。 

 一方解決手段でみると、商品の品質性能改善のために、部材の材質をマグネシウム合金

に変更する等の材料の変更が 123 件と過半数を占める。次いで、同様の目的で部品の構造

設計を変更するものが 81 件、生産性、環境負荷の改善等を狙いとしての工法の改善が 31

件である。 

 電気･電子機器分野の出願人は、松下電器産業、日立製作所、東芝、三菱電機などの機器

メーカーが大部分であり、ほとんど全ての分野に渡って広範囲に出願している。 

 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
既存の材料をマグネシウム合金に置き換えることにより、高剛性、
高比強度、高比弾性、放熱性、組み立て性、電子放出性などを改善
する。

加工用合金の組
成の最適化

加工用マグネシウム系合金材料の組成･配合を最適化することに
よって、水素吸臓特性、耐酸化性、帯磁率などの材料特性を改善す
る。

機能材料として
の組成の最適化

機能材料としてのマグネシウム系合金の組成･配合などを最適化す
ることにより、電極特性、触媒性能などの機能特性を改善する。

表面／界面の改
質・組織制御

マグネシウム系部材の組織制御・表面改質･傾斜機能化などによ
り、製品機能の高度化、改善･最適化を実現する。

クラッド化 マグネシウム系材料と異種材料のクラッド･ラミネート材を部材と
して使用することで、商品の機能・性能の改善する。

被膜形成 塗膜、化成被膜など(クラッドより相対的に薄い皮膜）を形成する
ことにより、商品性能の高度化する。

金属基複合材料
など

繊維強化材･粉末強化材などのMMC、多孔材料など、マグネシウムを
含む3次元的な材料の複合化方法を採用して、商品性能の高度化す
る。
新たな部材の追加など構造設計・機構設計を変更し、位置決め、帯
電防止、強度改善、機能性付与、制御性などの改善する。
部位によりマグネシウム合金などの異なる材料を採用することによ
り、商品性能の高度化する。
複数の部材を一体化することにより、生産性、信頼性、機能性など
の改善する。
寸法･形状を最適化することによって商品の品質性能の高度化す
る。
チクソモールド法など新規な製造方法を適用することにより、マグ
ネシウム合金の使用を可能とすることにより、商品性能を高度化す
る。

方法･手段の改
善・変更

加工方法・手段などを改善・最適化することによって、商品性能を
高度化する。

条件の改善･最
適化

温度・圧力・時間など製造条件などを改善・最適化することによっ
て、商品性能を高度化する。
射出成形と塑性加工を併用するなど複数の工法の組み合わせによ
り、商品の製造工程などを合理化する。

新機能・機構の追加構造の変更

材料の変更 マグネシウム系材料の採用

マグネシウ
ム組成の変
更

材料の複合
化

寸法形状の最適化

一体化

部分的な複合化

工法の改善

従来法の改
善

プロセスの複合化

新プロセスの採用
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図1.4.5-2 電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加工用合金組成最適化

機能材料として最適化

表面の改質・組織制御

クラッド化

被膜形成

金属基複合材料など

方法･手段の変更

条件の改善･最適化

寿
命
/
信
頼
性
の
改
善

軽
量
化

高
強
度
･
高
剛
性
化

放
熱
性
の
改
善

記
憶
装
置
の
高
密
度
化

音
響
特
性
の
改
善

回
転
機
の
効
率
化

シ
ー

ル
ド
性
の
向
上

発
光
特
性
の
改
善

磁
気
特
性
の
改
善

電
池
特
性
の
改
善

そ
の
他
特
性
の
改
善

生
産
性
の
向
上

従来法の改善

プロセスの複合化

材料の複合化

部分的な複合化

一体化

新プロセスの採用

コ
ス
ト
低
減

商品固有特性の向上

環
境
負
荷
の
低

減

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
改
善

工
程
簡
素
化
・
製
造
性
の
改
善

有
害
物
質
の
無
害
化

材
料
の
変
更

構
造
の

変
更

工
法
の

改
善

品質の向上

一般特性の
向上

寸法形状の最適化

新機能・機構の追加

マグネシウム系材料の採用

マグネシウム
組成の変更
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1

1
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課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表1.4.5-7 電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産
性の
向上

寿
命
/
信
頼
性
の
改
善

軽
量
化

高
強
度
･
高
剛
性
化

放
熱
性
の
改
善

記
憶
装
置
の
高
密
度
化

音
響
特
性
の
改
善

回
転
機
の
効
率
化

シ
ー

ル
ド
性
の
向
上

発
光
特
性
の
改
善

磁
気
特
性
の
改
善

電
池
特
性
の
改
善

意
匠
性
､
耐
衝
撃
性
、

そ

の
他
特
性
の
改
善

4 11 3 7 6 2 1 2 2 2 4 1 1 1 5 52

加工用合金の
組成の最適化

2 1 2 5

機能材料としての
組成の最適化

9 6 1 2 1 19

表面／界面の改質・
組織制御

3 1 1 1 6

クラッド化 1 1 1 1 1 1 1 7
被膜形成 9 1 1 1 1 1 6 1 21
金属基複合材料など 5 2 3 3 1 2 1 2 4 1 24

8 3 5 1 1 3 3 2 26

1 3 3 4 2 1 1 5 1 21

5 2 1 1 4 1 4 1 19

2 1 4 2 1 4 6 5 2 2 29

1 3 1 1 7 3 3 19

方法･手段の改善・変更 5 3 1 1 1 7 2 1 21
条件の改善･最適化 2 1 1 2 1 1 1 1 10

3 1 1 4 9
50 34 15 29 14 5 13 9 13 5 17 27 29 9 4 15 288

工
程
簡
素
化
・
製
造
性
の

改
善

合
計

コ
ス
ト
の
低
減

環境負荷
の低減

有
害
物
質
の
無
害
化

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
改
善

プロセスの複合化

品質の向上

一般特性の
向上

商品固有特性の向上

マグネシウム
組成の変更

材料の複合化

従来法の改善

合計

マグネシウム系材料の採用

新機能・機構の追加

部分的な複合化

一体化

寸法形状の最適化

新プロセスの採用

材料の
変更

構造の
変更

工法の
改善

解決手段

課題
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表1.4.5-8 電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の出願人（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寿命/信頼性の改
善

軽量化 放熱性の改善 発光特性の改善
意匠性､耐衝撃

性、その他特性の
改善

ｷｬﾉﾝ
松下電器産業
日本電装
日立電線

ｷｬﾉﾝ(2)
ｺﾅ- ﾍﾟﾘﾌｪﾗﾙｽﾞ
ｻﾝｱｲ精機
ﾓﾄﾛ-ﾗ
三菱電機(2)
松下電器産業
東芝,
東芝ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
日本放送協会
日立製作所,
日立ｹ-ｲ-ｼｽﾃﾑｽﾞ

ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ ,
新科実業
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ
三洋電機
山本 佳子
松下電器産業
藤倉電線
日本電装

三菱化学
ﾃﾞﾝｶ

ｴﾇｲ-ｼ-ｲﾝﾌﾛﾝﾃｨｱ
ｶｼｵ計算機
物質・材料研究
機構,
科学技術振興
機構
関西日本電気

加工用
合金の
組成の
最適化

東芝
富士通

日本電池
日立ﾏｸｾﾙ ,
日立製作所

機能材
料とし
ての組
成の最
適化

旭化成
ＹＫＫ
三菱化学
芝府ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ,
東芝
松下電器産業
東芝
東洋ｲﾝｷ製造
凸版印刷
日立製作所

ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ(2)
ﾊﾟｲｵﾆｱ
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ
旭硝子
三菱化学

東京窯業

被膜形
成

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｼ-ﾝｽﾞ
ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ
三菱化学
三菱マテリアル
松下電器産業(3)
大見 忠弘,
ｷｬﾉﾝ
日立製作所

松下電器産業 東ﾚ ｾｲｺ-電子工業
ﾄ-ｶﾛ ,
日立製作所
松下電器産業
松下電器産業 ,
ｼ-ﾋﾞ-ｼ-ｲﾝｸﾞｽ
新日本製鐵
ｾｲﾀﾝ,
日立金属

金属基
複合材
料など

ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ
古河電気工業
住友重機械工業
松下電器産業
日立製作所

ｻﾞ ﾀﾞｳ ｹﾐｶﾙ
富士通

ﾍﾟｼﾈ ﾙｼｪﾙｼｭ ｸﾞﾙ-
ﾌﾟﾏﾝ ﾀﾞﾝﾃﾚ ｴｺﾉﾐｯ
ｸ
信越化学工業
電気化学工業

安川電機製作所
宇部興産
三菱電機
東芝

ｿﾆ-
ﾘｺ-
三洋電機
出光興産
松下電器産業(2)
東芝
半導体ｴﾈﾙｷﾞ-研究
所

ｿﾆ- ,
ｴﾚﾒﾝﾄ電子
松下電器産業(3)
新光電気工業

ﾊﾟｲｵﾆｱ  (2)
東北ﾊﾟｲｵﾆｱ

松下電器産業
日本電産

ｴﾇｲ-ｼ-ﾄ-ｷﾝ 東芝
日本碍子
日立金属

ｾｲｺ-ｴﾌﾟｿﾝ
ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ ,
新科実業
ﾘｺ-
東芝

ｴﾇｵ-ｹ-
新日本製鐵
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
日本電産
本田技研工業

ｿﾆ-
松下電器産業(3)
日立製作所

ｴ- ｴﾑ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
松下電器産業 ,
内外物産 ,
古河鋳造

三菱電機

品質の向上

一般特性の向上 商品固有特性の向上

材料の
変更

構造の
変更

マグネシウム系
材料の採用

マグネ
シウム
組成の
変更

材料の
複合化

新機能・機構の
追加

部分的な複合化

一体化

課題

解決手段
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表1.4.5-8 電気・電子機器部品に関する課題と解決手段の出願人（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.3.1、あるいは 1.3.5 (2)で、1991～2001 年における出願件数の年次推移をみた結果、

電気・電子機器部品では 1997 年に急増して、その後は安定して多いことを述べた。以下で

は、さらに課題、解決手段にブレークダウンした年次推移を調べた。 

 電気・電子機器部品の課題Ⅱ、解決手段Ⅱにおける、主要アイテムの年次推移を図

1.4.5-3 に示す。課題Ⅱでは一般特性の向上、商品固有特性の向上が、解決手段Ⅱではマ

グネシウム系材料の採用、部分的な複合化等の多くの項目が、最近ほど多い傾向にあり、

これらが電気・電子機器部品出願の増加の原因となっている。 

 

図1.4.5-3 電気・電子機器部品の主要な課題Ⅱ、解決手段Ⅱの年次推移 

(a) 課題Ⅱ (b) 解決手段Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産性の向上

工程簡素化・製造性の改善 有害物質の無害化 リサイクル性の改善
横尾製作所
三菱電機
松下電器産業
松下冷機

松下電器産業

松下電器産業
太陽誘電
東芝 (2)
日本電池

松下電器産業
日立製作所,
日立ｹ-ｲ-ｼｽﾃﾑｽﾞ

松下電器産業  (2)

ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業
ｿﾆ- ,
ｴﾚﾒﾝﾄ電子
ﾌｵｽﾀ-電機
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ
ﾐﾉﾙﾀｶﾒﾗ
三菱樹脂
松下電工

三菱化学
日立ﾏｸｾﾙ
日立製作所

松下電器産業  (3)

方法･手段の改善・変
更

ｼｬ-ﾌﾟ
ﾌｵ-ﾄ ｼﾞｴｲﾑｽ
ﾘ-ﾄﾞ企業 ,
ｱｼﾞﾔｱﾙﾐ
三菱電機
三洋電機
出光興産
日本電池

三井金属鉱業
松下電器産業

片山特殊工業

条件の改善･最適化 富士通 大同特殊鋼 日立製作所
ｴｲ ﾃｯｸ ｿﾙ-ｼﾖﾝ ｼｬ-ﾌﾟ

松下電器産業  (3)

環境負荷の低減

一体化

寸法形状の最適化

コストの低減

新プロセスの採用

構造
の変
更

工法
の改
善

従来
法の
改善

プロセスの複合化

課題解決手段

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

0

2

4

6

8

10

12

出
願
件
数

年次

部分的な複合化 マグネシウム系材料の採用

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

0

5

10

15

20

25

出
願
件
数

年次

商品固有特性の向上 一般特性の向上
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(3) スポーツ・その他部品 

スポーツ・その他部品について、表1.4.5-9に課題とその内容を示す。課題Ⅰの品質の

向上は、軽量化・高剛性化等の一般特性の向上、振動吸収/静粛性の改善等の付帯的特性の

向上等で構成されている。 

 

表1.4.5-9 スポーツ・その他部品に関する課題とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ・その他部品について、表1.4.5-10に解決手段とその内容を示す。解決手段Ⅱ

は材料の変更、構造の変更、プロセス・工法の変更で構成されている。 

 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 具体的課題 説明
軽量化･高剛性
化

重量を増すことなく、強度、耐衝撃性、高剛性、薄肉化などを実現する。

耐食性の改善 強酸/強アルカリ環境,海水,接触腐食,傷対策、塗膜密着性などに対する耐食
性を改善する。

寿命/信頼性の
改善

商品固有の劣化モードをマグネシウム合金を用いて抑制し、商品の寿命・信
頼性の改善を図る。

振動吸収/静粛
性の改善

マグネシウムの制振作用を活用して、振動吸収し、騒音防止・腱鞘炎の予防
などを目的とする。

意匠性の向上 塗装の容易さ、金属光沢などを利用して外観品質の改善を図り商品価値を上
げる。
ゴルフクラブの飛距離、抵抗材料の比抵抗など商品に固有の特性を改善す
る。
製造方法･製造条件などの工夫などで工数低減、歩留まり向上など生産改
善・効率化を実現する。
マグネシウムの物理的・化学的特性を利用して、合理的な新規な製造法を提
供する。研削剤、中和方法、アルコール製造法、破砕方法、純化、シラン製
造法など。
商品の製造コストの低減を主題とする。

リサイクルのし易さ、無ハロゲン化など環境への影響の低減･無害化を図
る。

コスト低減

環境負荷の低減

品質の
向上

生産性
の向上

付帯的
特性の
向上

一般特
性の向
上

商品固有特性の向上

その他

作業性向上/歩留まり
向上
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表1.4.5-10 スポーツ・その他部品に関する解決手段とその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.5-4に、スポーツ・その他部品に関する課題と解決手段の件数の分布を、表

1.4.5-11には同内容の件数の一覧表を示す。さらに表1.4.5-11の出願件数が多い範囲の出

願人を表1.4.5-12に示す。 

スポーツ・その他部品における特許・実用新案の総出願件数は182件であり、品質の向

上を課題とする出願は、材料の変更で対応するものが70件、構造の変更で対応するものが

47件とを合わせて、全体の2／3に達する。構成部材を軽量なマグネシウム合金に変更する

ことにより、商品の品質・性能を改善する出願が多い。中でもマグネシウムの制振作用を

利用した応用などマグネシウムの特徴を生かした応用がある。また、材料の複合化や皮膜

処理によって軽量化や寿命の延長を狙った出願も多い。複合構造や形状寸法を改善するこ

とも合わせて、商品の品質性能の改善を目的とする出願も多い。 

技術課題としては、その他に分類された項目に、マグネシウムの特異な特性を活用した

応用例が出願されている。マグネシウムを電極としたシリコンやゲルマニウムの有機化合

物の合成方法や、水素吸臓合金を用いた活性水素を利用するガス純化法、二酸化炭素の資

源化法やマグネシウムを電気化学的に腐食し体積膨張を利用した破砕工法など、特異な応

用が開示されている。 

出願人は、例えばゴルフクラブや釣り具についてはシマノ、ダイワ、遊具については京

楽産業、足立ライト工業など、それぞれの商品ごとの専業メーカーによる出願が多い。商

品固有特性の向上に分類される出願は、東レによる軽量防刃服やオリンパスによる医療器

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 具体的解決手段 説明
スティールなどの従来材からMg-Ti、Mg-Li、Mg-Alなどのマグネシ
ウム合金材料に代替することで、課題を解決する。

加工用合金の組
成の最適化

加工用マグネシウム合金の組成の最適化／改良することで課題の解
決する。

機能材料として
の組成の最適化

機能材料としてのマグネシウム系材料の組成を改良・最適化するこ
とで課題の解決する。

表面／界面の改
質・組織制御

Mg系部材の組織微細化・表面改質･傾斜機能化などにより、製品機
能の高度化、改善･最適化を実現する。

クラッド化 Mg系材料と異種材料のクラッド･ラミネート材を使用することで、
商品の機能・性能の改善する。

被膜形成 塗膜、化成被膜、金属皮膜など(クラッドより相対的に薄い皮膜）
を形成することにより、商品性能の高度化を図る。

金属基複合材料
など

繊維強化材･粉末強化材などの金属基複合材料、多孔材料など、マ
グネシウムを含む3次元的な材料の複合化方法を採用して、商品性
能を改善する。

サンドイッチ構
造

部材を単体からサンドイッチ構造に変更することで課題を解決す
る。

遮蔽構造など第
2の構造物

遮蔽板、導通部材など、構造物を追加することにより、課題を解決
する。

一体化 複数の部材を一体化することで課題を解決する。
形状寸法などの
最適化

部品などの寸法／形状などを最適化することにより課題を解決す
る。
構成部品の一部をマグネシウム合金で形成することにより、課題を
解決する。
研削方法、CO2原料アルコール製法、破砕方法など、Mgの特性を活用

して新しいプロセスを提案する。
方法の最適化 温間加工、組織の微細化、部品組み立て工法、溶接工法、一括処理

工法など従来の工法を改良して課題を解決する。
条件の最適化 被膜処理の改善など処理条件の改善・最適化により課題を解決す

る。
異種工法の組み合わせ、複合処理、多層処理など、プロセスを組み
合わせることにより課題を解決する。

材料の変更

構造の変更

プロセス・
工法の改善

プロセスの複合化

マグネシウム系材料の採用

マグネシウ
ム材料の組
成の変更

設計の変更

従来法の改
善

マグネシウムの特性活用

材料の複合
化

構造の複合化
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具への応用などがある。マグネシウムの特性を活用した有機シラン等の合成法は大阪瓦斯

が精力的に出願している。 

 

図1.4.5-4 スポーツ・その他部品に関する課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加工用合金組成最適化

機能材料として最適化

表面の改質・組織制御

クラッド化

被膜形成

金属基複合材料など

サンドイッチ構造

遮蔽板などの追加
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表1.4.5-11 スポーツ・その他部品に関する課題と解決手段の出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽
量
化
･
高
剛
性
化

耐
食
性
の
改
善

寿
命
/
信
頼
性
の
改

善 振
動
吸
収
/
静
粛
性

の
改
善

意
匠
性
の
向
上

9 4 7 6 2 1 1 30

加工用合金の組成の最適
化 3 3

機能材料としての組成の
最適化 1 2 1 7 1 1 13

表面／界面の改質・組織
制御 1 1
クラッド化 5 1 6
被膜形成 5 2 3 2 1 13
金属基複合材料など 5 1 1 4 1 12
サンドイッチ構造 1 1 2

遮蔽構造など第2の構造
物 6 6
一体化 1 1
形状寸法などの最適化 3 1 4 1 1 10 3 1 1 25

6 1 3 4 5 1 20

1 18 19
方法の最適化 2 2 1 1 2 3 4 2 17
条件の最適化 1 3 4

2 2 3 1 2 10
36 18 17 14 8 41 18 20 5 5 182

材料の変更

構造の変更

プロセス・
工法の改善

合計

マグネシウム系材料の採用

マグネシウム
材料の組成の
変更

材料の複合化

設計の変更

構造の複合化

マグネシウムの特性活用

従来法の改善

プロセスの複合化

品質の向上

一般特性の向上
付帯的特性

の向上
商
品
固
有
特
性
の
向
上

合
計

生産性の向上 コ
ス
ト
低
減

環
境
負
荷
の
低
減

そ
の
他

作
業
性
向
上
/
歩
留
ま
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向
上

課題
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表1.4.5-12 スポーツ・その他部品に関する課題と解決手段の出願人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽量化･
高剛性化

耐食性の改善
寿命/信頼性の

改善
振動吸収/

静粛性の改善
意匠性の向上

ｴｲﾋﾞｱｺ-ﾎﾟﾚ-
ｼｮﾝ,
ｳｪﾙｺﾝ産業 ,
昭和ﾎﾟ-ﾙ ,
佐伯金属
ﾜ-ﾅ-ｹﾐｶﾙ ,
中島産業
資生堂
沢田 利之
ｼﾏﾉ
日本色材工業
研究所
日立製作所
福井光器
鈴木機械

ｼﾞｪ- ｼﾞ- ｲ-
ﾆｭ-ｷﾞﾝ,
ｼﾝｾｲ
東洋化工 ,
京楽産業  (2)

ｱｲ ｴﾇ ｱ-ﾙ研究
所 (4)
ﾁｪﾝ ﾁﾝ ﾁｨ
横浜ｺﾞﾑ
日本精工

橘 武史
三井金属鉱業
,
ｱﾄﾗｲｽﾞﾖﾄﾞｶﾞﾜ
東ﾚ
東洋化工 ,
京楽産業
日本特殊炉材
美津濃

クラッ
ド化

金泉堂
住友ｺﾞﾑ工業
住友重機械工
業
東ﾚ
福井光器

西山 勝広,
阿部 正彦,
細川洋行

被膜形
成

ﾀﾞｲﾜ精工  (2)
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ-ﾂ
ﾗｲｵﾝ
村井

東洋ｱﾙﾐﾆｳﾑ
(2)

ｱｼｯｸｽ
鷺宮製作所
ｼﾏﾉ

ﾀﾞｲﾜ精工
ｼﾏﾉ

金属基
複合材
料など

ｴ- ｴﾑ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-
ﾃｸｽﾄﾛﾝ ｼｽﾃﾑｽﾞ
古河電気工業
,
日本ﾊﾞ-ﾝﾃﾞｨ
光洋精工
日本発条

ｼﾏﾉ ﾃｨ- ｱ-ﾙ ﾀﾞﾌﾞ
ﾘｭ-

ｷｬｽｺ
ﾂｸﾊﾞ ｱ-ﾙ ｱﾝﾄﾞ
ﾃﾞｨ-,
ﾄﾘﾒｯｸｽ
ＹＫＫ
金属技研 ,
ｴ- ｴﾑ ﾃｸﾉﾛｼﾞ-

設計の
変更

形状寸
法など
の最適
化

ﾀﾞｲﾜ精工
森創
平和

ｼﾏﾉ 足立ﾗｲﾄ工業所
(4)

中央発条 東陶機器 ｱﾗｺ
ﾀﾞｲﾜ精工
ﾔﾏﾊ
千葉工業大学
全国防災事業
協業組合
足立ﾗｲﾄ工業所
大洋ﾌﾟﾗｽﾁﾂｸ工
業所
ｼﾏﾉ
野地川 輝文
矢島 引三,
遠藤 直樹

ﾀﾞｲﾜ精工
ﾍﾙﾏﾝ ｼｭｳﾞｪﾘﾝ
ｸﾞ
紀伊産業
ｼﾏﾉ
東ﾚ
福井めがね工
業

ｼﾏﾉ ｴﾇｲ-ｼ-ﾄ-ｷﾝ
ﾏｸﾞﾚｶﾞ-ｺﾞﾙﾌ
ｼﾞｬﾊﾟﾝ
神戸製鋼所

ﾀﾞｲﾜ精工
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ-ﾂ
(2)
住友ｺﾞﾑ工業

ﾄﾘﾒｯｸｽ
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ-ﾂ
(2)
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ
住友ｺﾞﾑ工業

プロセ
ス・工
法の改
善

従来法
の改善

方法の
最適化

ｼﾞｪｲ ｴｽ商工
ｼﾏﾉ

ｻﾝﾘ-ﾌﾞ
ﾀﾞｲﾜ精工

ﾊ-ﾓﾆｯｸ ﾄﾞﾗｲﾌﾞ
ｼｽﾃﾑｽﾞ

東洋化工 ,
京楽産業

増本 健,
井上 明久,
ﾄﾐ-  (2)

品質の向上
一般特性の向上 付帯的特性の向上

商品固有特性
の向上

材料の
変更

マグネシウム
系材料の採用

材料の
複合化

構造の
変更

構造の複合化

課題

解決手段
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1.5.1 注目特許の抽出 

マグネシウム合金に関して出願された特許・実用新案で、被引用回数が多いものを注目

特許として抽出した。 

表1.5-1に被引用回数が4回以上の19件の注目特許について、引用回数の内容、引用した

特許の出願人、概要等を、技術要素別に示す。引用された回数の多いものとして、特許

2741642号（三井金属鉱業）、特許3467824号（マツダ）、特開平09-271919（三井金属鉱業、

マツダ）があり、それぞれ11、9、7回引用されている。 

 

1.5.2 注目特許の関連図 

被引用回数の多い上記３特許の引用関連図を、図1.5-1、図1.5-2、図1.5-3に示す。こ

れらの特許と「引用した特許」の間を実線で結んだ。また、「引用した特許」とさらにこ

れを引用した特許（二次引用）との間を破線で結んだ。特許番号を示す枠の上部に出願人

を示す。出願人名が複数のものは共同出願を示す。さらに特許番号を示す枠が複数の出願

人にわたっている場合も、同様に共同出願を示す。 

図1.5-1の特許2741642号（三井金属鉱業）は、マグネシウム合金へのAl、Ca添加量を規

定し、さらにCa/Al比を0.7以上として、従来の汎用のMg-Al-Zn-Mn系合金よりも室温および

高温強度に優れた耐熱性軽量マグネシウム合金を開発したものである。本特許を引用し、

さらに5件の特許に引用されている特許3415987号（マツダ）は、やはりAl、Ca添加量を規

定し、さらにCa/Al比を0.8以下、好ましくは0.6以下とすることで特に金型への焼付き性、

伸び率に優れる耐熱マグネシウム合金を開発したものである。 

1.5 注目特許（サイテーション分析）
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(1/8) 

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

1

特許2741642
三井金属鉱業
ﾒﾀﾙ G AG
高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
92/03/25

11 1 10

宇部興産(2)
日産自動車(2)
ヒユンダイ　モ－
タ－
豊田中央研究所
(2)
日本製鋼所(3)
マツダ
トヨタ自動車
三菱アルミニウム

Ａｌ２～１０％及びＣａ１．４～１０％を含有し、Ｃａ／
Ａｌの比が０．７以上であり、所望により更にそれぞ
れ２％以下のＺｎ及びＳｉ、及び４％以下の希土類
元素からなる群から選ばれた少なくとも１種の元
素を含有する室温及び高温強度に優れたマグネ
シウム合金。従来実用されている汎用のＭｇ－Ａｌ
－Ｚｎ－Ｍｎ系合金よりも室温及び高温強度に優
れており、軽量且つ耐熱性が要求される自動車エ
ンジン部品に適した汎用の耐熱性軽量マグネシウ
ム合金である。

2

特開平09-271919
三井金属鉱業
ﾏﾂﾀﾞ
耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部
材の製造方法およ
びそれに用いるﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金､並びにﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部
材
96/04/04

7 1 6

日本製鋼所(3)
ミカサペイント
ノ－ドソン
ニツセン
本田技研工業

重量％で、Ａｌ２～１０％、Ｃａ１．０～１０％を含有す
るマグネシウム合金を、液相線温度またはそれ以
下で射出成形する。耐熱性と室温強度の両方が
要求される自動車などのエンジン部品用材料に適
したマグネシウム合金のダイキャストに代わる適
切な成形方法。

3

特開平09-104942
ﾏﾂﾀﾞ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及び該
合金からなる部品
の製造方法
96/02/02

6 2 4 日本製鋼所(4)

重量％でＡｌ５．０～１０％、Ｓｉ０．２～１．０％、Ｃａ
０．０５～０．５％を含有するマグネシウム合。室
温、高温のいずれにおいても耐クリープ性及び引
張強度が優れる。

汎
用
合
金
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(2/8)  

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

4

特開平09-041066
(拒絶査定確定)
三井金属鉱業
冷間ﾌﾟﾚｽ加工可能
なﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
95/08/01

6 6
シャープ（6）
富士工業

Ｌｉ６～１６重量％を含む冷間プレス可能なマグネ
シウム合金。ＨＣＰ相（α相）とＢＣＣ（β相）の共晶
となり、冷間での曲げ・絞り等のプレス加工性が向
上する。

5

特開平06-279889
(拒絶査定確定)
宇部興産
Si含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
の金属組織改良方
法
93/03/30

5 3 2
豊田中央研究所
マツダ

重量％で、１．５％以下のＳｉを含有するマグネシウ
ム合金に，０．００５～０．２％のＳｒを添加すること
により，Ｍｇ2 Ｓｉ化合物を微細化させ，鋳造性，機
械的性質を向上させたマグネシウム合金を得る。

6

特許3415987
ﾏﾂﾀﾞ
耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成
形部材､その成形に
用いる耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金および該成形
方法
96/04/04

5 1 4

日本製鋼所（3）
ミカサペイント
ノ－ドソン
ニツセン

耐クリープ特性を確保しつつ、特に成形性、伸び
率に優れる耐熱マグネシウム合金成形部材、そ
の成形方法およびそれに用いる合金組成。アルミ
ニウム２～６重量％及びカルシウム０．５～４重
量％を含有し、残部がマグネシウムと不可避の不
純物からなり、Ｃａ／Ａｌ比が０．８、好ましくは０．６
以下のマグネシウム合金を液相線温度以下で半
溶融射出成形する。

汎
用
合
金
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(3/8)   

技
術
要
素

被引用特許番号
出願人
発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

7

特許2604670号
三井金属鉱業
ﾒﾀﾙ G AG
高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
1992/05/22

5 2 3

宇部興産（2）
日産自動車（2）
トヨタ自動車
豊田中央研究所

（イ）Ｌｎ０．５～５％、（ロ）Ｃａ０．５～５％及び（ハ）
Ｍｎ１．５％以下及びＺｒ１．５％以下の何れか一方
又は両方を含有し、（ニ）所望によりＡｌ１～９．
５％、Ｚｎ１～７．５％及びＡｇ０．５～４％からなる
群から選ばれた何れか１種を含有し、（ホ）更に所
望によりＹ５．５％以下、Ｓｒ１．５％以下及びＳｃ１
０％以下からなる群から選ばれた少なくとも１種を
含有するマグネシウム合金。従来実用されている
高温用の各種のＬｎ含有マグネシウム合金よりも
室温及び高温強度に優れており、軽量且つ耐熱
性が要求される自動車エンジン部品に適した汎
用の耐熱性軽量マグネシウム合金である。

8

特開平04-231435
(拒絶査定確定)
ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛﾒﾀﾙﾙｼﾞ
ﾉﾙｽｸ ｲﾄﾞﾛ AS
機械的強度の高いｽ
ﾄﾛﾝﾁｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金及び急速凝固
によるその製造方
法
1991/05/29

4 4
宇部興産
日本製鋼所
マツダ（2）

重量％で、Ａｌ２～１１％，Ｍｎ０～１％，Ｓｒ０．１～
６％を含むマグネシウム合金で、不純物としてＳｉ
＜０．６％，Ｃｕ＜０．２％，Ｆｅ＜０．１％，Ｎｉ＜０．０
１％とし、必要に応じてＺｎ０～１２％，Ｃａ０～７％
を添加した合金溶湯を、少くとも１０４Ｋ／秒の速
さで急速冷却する。これにより少くとも１つの寸法
が１５０μｍより小さい急冷粉末を得て、この粉末
を200～350℃で直接圧縮することで、少くとも２９
０ＭＰａの強度、少くとも５％の破断伸びを有する
マグネシウム合金を得る。

汎
用
合
金
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(4/8) 

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

9

特開平05-033096
(拒絶査定確定)
ﾄﾖﾀ自動車
耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
91/07/26

4 3 1
宇部興産
日産自動車

重量％でＡｌ１．０～６．０％、Ｚｎ１．０～６．０％、Ｃｅ
を主成分とするミッシュメタル（ＲＥ）０．２～３．０％
を含有するマグネシウム合金。ＡｌおよびＺｎの添
加により、鋳造性特にダイカスト性が改善されると
共に、従来材の晶出物に比較して脆性が改善さ
れたＭｇ－Ａｌ－Ｚｎ系の晶出物が結晶粒内に均一
に分散し、室温強度を改善する。ＲＥの添加によ
り、従来材の晶出物に比べ融点が高く軟化しにく
いＭｇ－Ａｌ－Ｚｎ－Ｒ．Ｅ．系晶出物が結晶粒界に
晶出せしめたので、高温強度が向上した。

10

特開平07-118785
(拒絶査定確定)
三井金属鉱業
鋳物用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金､無気孔性ﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金鋳物及びそれ
らの製造方法
93/10/25

4 4

トヨタ自動車
豊田中央研究所
（2）
マツダ
産業技術総合研究
所

Cａ０．５～１０重量％含有する無気孔性鋳物用マ
グネシウム合金。マグネシウム合金中に存在する
カルシウムの水素吸蔵量が、その他の一般的な
金属元素とは逆に、高温では小さいが低温ほど大
きくなることに着目したもの。本発明の鋳物用マグ
ネシウム合金では、鋳造品にはピンホールは発生
せず優れたマグネシウム構造材料となる。また、
鋳造品の製造にあたっては、溶湯時に脱ガス処理
する必要が無いため作業効率の向上を図ることが
できる。

汎
用
合
金
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(5/8) 

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

汎
用
合
金

11

特許2725112
三井金属鉱業
ﾒﾀﾙ G AG
高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
92/03/25

4 4

アイシン高丘
豊田中央研究所
（3）
トヨタ自動車
（2）

Ｚｎ３～８％、Ｃａ０．８～５％及びＣｕ０～１０％を含
有し、所望により更にそれぞれ２％以下のＭｎ、Ｚｒ
及びＳｉ、及び４％以下の希土類元素からなる群か
ら選ばれた少なくとも１種の元素を含有する室温
及び高温強度に優れたマグネシウム合金。従来
実用されている汎用のＭｇ－Ａｌ－Ｚｎ－Ｍｎ系合金
よりも室温及び高温強度に優れており、軽量且つ
耐熱性が要求される自動車エンジン部品に適した
汎用の耐熱性軽量マグネシウム合金である。

複
合
材

12

特開平07-310131
(拒絶査定確定)
ｽｽﾞｷ
Mg基複合材料の製
造方法
94/06/27

5 4 1 広島県

セラミックス等の強化材粉末に、マグネシウム溶
湯と接触し、発熱を伴って反応するＳｉＯ2 、ＺｎＯ等
の浸透助材を混合する。マグネシウム合金溶湯
と、この混合粉末を接触させ、自発的浸透現象を
利用した浸透現象を発現させたマグネシウム基複
合材料。
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(6/8) 

技
術
要
素

被引用特許番号
出願人
発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

鋳
造

13

特許3467824号
ﾏﾂﾀﾞ
軽合金製部材の製
造方法
1994/02/18

9 7 2 シヤ－プ（2）

Ｍg合金材料を固相率６０％以下の半溶融状態と
した後、その半溶融状態のまま成形型に注入して
鋳物素材を成形し、その後、鋳物素材に塑性加
工としての鍛造加工を施して成形品を形成するよ
うにしたことを特徴とし、また、鍛造加工後の成形
品にＴ６熱処理を施すことを特徴とし、更に、Ｍg
合金材料が、合金元素としてストロンチウムを０.０
１～０.５重量％含有することを特徴とし、また更
に、半溶融状態に加熱する前のＭg合金材料に
塑性加工を施すことを特徴とする。塑性加工後の
部材により高い強度特性を付与することができる
軽合金製部材の製造方法。

展
伸
材

14

特開平11-077214
ｾｲﾀﾝ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造
薄肉部品およびそ
の製造方法
1997/09/11

4 1 3

栗本鉄工所
鉄道総合技術研究
所
東　健司
相沢　竜彦
住友金属工業
丸紅
メイキング田中
フジエンジニアリ
ング

マグネシウム合金の鋳造材または展伸材である
鍛造用素材を、不活性ガス雰囲気の加熱炉内で
３５０～５５０°Ｃに均一加熱した後、プレスにより
鍛造速度１～５００ｍｍ／秒で成形する。鍛造成
形後の平均結晶粒径が１０～３００μｍとなり、成
形品の肉厚が２．０ｍｍ以下のマグネシウム合金
製薄肉複雑形状部品が得られる。
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(7/8) 

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

15

特開平06-330341
(みなし取下)
日本ﾍﾟｲﾝﾄ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ合金材の塗装前
処理方法
93/05/25

5 5

松下電器産業
（2）
日本パ－カライジ
ング
ミリオン化学
富士通
三菱瓦斯化学

亜鉛イオン０．５～２．５ｇ／リットル、マンガンイオ
ン０．１～３ｇ／リットル、燐酸イオン５～４０ｇ／リッ
トル、弗素化合物０．０５～３ｇ／リットル（ＨＦ換
算）、及び皮膜化成促進剤を含み、ニッケルイオ
ン、コバルトイオン、及び銅イオンのいずれもが０．
０１ｇ／リットル未満である燐酸亜鉛処理液を用い
て、マグネシウムまたはマグネシウム合金材を塗
装前処理する。クロム化合物を含有することなく、
浸漬法や噴霧法等の簡易な処理方法で、従来の
陽極酸化法やクロム酸塩処理と同等以上の塗膜

 密着性及び塗膜耐食性を付与する。
 

16

特許3102664
三井金属鉱業
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の
表面処理法
92/10/05

4 4

松下電器産業
（2）
日本パ－カライジ
ング
大塚　勝義
富士通

寸法変化は小さく、室内用途に十分な耐食性を有
アルミニウム含有マグネシウム合金製品を得るた
めに、ピロリン酸塩溶液で処理すること、及びその
後水酸化アルカリ溶液で処理することをそれぞれ
室温～７０℃で０．５～５分間実施することを特徴
とするアルミニウム含有マグネシウム合金製品の

 表面処理法。

17

特許3325366
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属用
化成処理液組成物､
化成処理方法､およ
び化成処理された
材料
93/10/29

4 4

三菱レイヨン
（2）
東栄化成（2）
ミリオン化学
（2）

マグネシウム合金材料表面を、リン酸、マンガンイ
オン、およびアミン化合物を含有し、２．０～５．０
のpHを有する化成処理液で処理し、Ｐ－Ｍｎ化合
物およびＭｎＮ化合物を含有する化成皮膜層を形
成する。マグネシウム合金材料に、クロム酸を含
有しない処理液により、耐食性防錆性塗装密着性
のすぐれた化成皮膜層を形成する。

表
面
加
工
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表1.5.1 マグネシウム合金注目特許リスト(8/8) 

技
術
要
素

No.

被引用特許番号
出願人

発明の名称
出願日

被
引
用
回
数

自
社
特
許
数

他
社
特
許
数

引用した特許の
出願人

概要

表
面
加
工

18

特開平09-176894
ｿﾆ-
電化皮膜工業
表面処理方法
95/12/21

4 4

日立製作所
日本軽金属
三井金属鉱業
（2）

アルカリ金属又はアルカリ土類金属の水酸化物、
炭酸塩又は重炭酸塩を１種類以上含む水溶液に
皮膜形成安定剤を添加してなる電解液中に、マグ
ネシウム合金を浸漬し、これを電解することによっ
て表面に陽極酸化皮膜を形成する。皮膜形成安
定剤としては、無機化合物である鉱酸塩、フッ化
物等、、あるいは水酸基、カルボキシル基、スルホ
ン基のいずれかを有する有機化合物から選ばれ
る。有害な重金属塩を用いた処理工程を経ること
なく、良好な耐食性、耐摩耗性、面粗さ、硬さを有
する陽極酸化皮膜を形成する。

電
気
･
電
子
機
器
部
品

19

特開平11-277173
ｾｲﾀﾝ
日立金属
ｿﾆ-
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造
薄肉筐体およびそ
の製造方法
98/03/26

4 1 3

住友軽金属工業
三協アルミニウム
工業
栗本鐵工所
鉄道総合技術研究
所
東　健司
相沢　竜彦
丸紅
メイキング田中
フジエンジニアリ
ング

重量％で、Ａｌ１～６％、Ｚｎ０～２％、Ｍｎ０．５％以
下を含有するマグネシウム合金素材を、粗鍛造及
び仕上鍛造の複数工程で高温鍛造する。これに
より、主要部の肉厚がほぼ１．０ｍｍ以下、隅部が
小半径の曲面を有し、外面上に一体的に突出させ
た所定の記号を有する筐体に成形できる。この筐
体をトリミング及び機械加工を施し、全面に特殊複
合陽極酸化皮膜処理を行う。
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図1.5-1 特許2741642（三井金属鉱業）の引用関連図(被引用回数11回) 

出願年
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1999 2000 2001 2002

三菱アルミニウム
特開2002
-327231

耐熱Mg合金鋳
造品およびその

製造方法

日本製鋼所

特開2001 特開2001 特開2003
-107171 -316753 -064438

耐熱性と鋳造性
に優れたMg合
金およびMg合
金耐熱部材

耐食性および耐
熱性に優れた
Mg合金および
Mg合金部材

耐食性に優れ
たMg合金およ
びMg合金部材

ミカサペイント
ノ－ドソン
ニツセン

特開2001
-150123

パイル加飾され
たMg合金成形
品、およびその

製造方法

ヒユンダイ　モ－タ－
特表平11
-509581

高圧鋳造用Mg
合金及びその

製造方法

マツダ

特開平11
-323474

Mg合金鋳物部
材

特許
3415987

耐熱Mg合金成
形部材、その成
形に用いる耐熱
Mg合金および
該成形方法

　　　　　 トヨタ自動車
特開平07 特開2002

　　　　　 豊田中央研究所 鋳造用耐熱Mg 特開平08 耐熱性に優れ
合金 -269609 たMg合金及び

ﾀﾞｲｶｽﾄ性に優
れたMg-Al-Ca

合金

その製造方法

本田技研工業
特許

3229954
耐熱性Mg合金

宇部興産
日産自動車

特許 特開平07
2730847 -278717

マグネシウム合
金

加圧部での耐
へたり性に優れ
たMg合金製部

材

三井金属鉱業　

特許 特開平08
2741642 -134581

高強度Mg合金 Mg合金の製造
方法

-331375 -121637
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図1.5-2 特許3467824（マツダ）の引用関連図(被引用回数９回) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出願年
1994 1996 1997 1998 1999 2000 2001

日本製鋼所

特開2001 特開2001 特開2003
-107171 -316753 -064438

耐熱性と鋳造性に優
れたMg合金および
Mg合金耐熱部材

耐食性および耐熱性
に優れたMg合金およ

びMg合金部材

耐食性に優れたMg
合金およびMg合金部

材

丸紅
メイキング田中
フジエンジニアリング

特開2003
-019517

Mg-Al-Zn合金板材
のプレス加工による
成形方法およびその

プレス成形物

シャープ

特開2000 特開2001
-119787 -040445

Mg合金、Mg合金の
構造体、およびその

製造方法

Mg合金の鍛造成形
品およびMg合金の鍛

造成形方法

特開2000
-246414

Mg合金成形部品の
製造方法

特許
3320037

鍛造成形品およびそ
の製造方法

山西　哲司
特開2001
-181773

Mg合金被覆Mg合金
製品

ミカサペイント、ノ－ドソン、ニツセン
特開2001
-150123

パイル加飾されたMg
合金成形品、および

その製造方法

マツダ

特開平09 特開平10 特開2000 特開2000
-099353 -265865 -197956 -280059

半溶融射出成形部品
及びその製造方法

金属の半溶融射出成
形方法及びその装置
並びに上記方法によ
り製造された成形品

軽金属製鍛造用素材
の製造方法および該
素材を用いた鍛造部

材の製造方法

鍛造用素材及びその
成形方法、成形装

置、並びに上記素材
を用いた鍛造部材の

製造方法

特許 特許 特開2000 特開2000
3467824 3415987 -015415 -280043

軽合金製部材の製造
方法

耐熱Mg合金成形部
材、その成形に用い
る耐熱Mg合金および

該成形方法

金属の半溶融射出成
形方法及びその装置

鍛造用素材、並びに
鍛造部材の製造方法

特開平11 特許
-323474 3370009

Mg合金鋳物部材 軽金属部材の製造方
法
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図1.5-3 特開平09-271919（三井金属鉱業、マツダ）の引用関連図(被引用回数７回) 

 出願年
1996 1998 1999 2000 2001

日本製鋼所

特開2001 特開2001 特開2003
-107171 -316753 -064438

耐熱性と鋳造性に優れた
Mg合金およびMg合金耐

熱部材

耐食性および耐熱性に優
れたMg合金およびMg合

金部材

耐食性に優れたMg合金お
よびMg合金部材

特開2001
-247926

流動性に優れたMg合金お
よびMg合金材

ミカサペイント
ノ－ドソン
ニツセン

特開2001
-150123

パイル加飾されたMg合金
成形品、およびその製造

方法

トヨタ自動車
豊田中央研究所

特開2002
-121637

耐熱性に優れたMg合金
及びその製造方法

本田技研工業
特許

3229954
耐熱性Mg合金

マツダ

特許 特開平11
3415987 -323474

耐熱Mg合金成形部材、そ
の成形に用いる耐熱Mg合

金および該成形方法

Mg合金鋳物部材

特開平09

耐熱Mg合金部材の製造
方法およびそれに用いる
Mg合金、並びにMg合金成

形部材

三井金属鉱業

-271919



 

2. 主要企業等の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 松下電器産業 

2.2 マツダ 

2.3 三井金属鉱業 

2.4 トヨタ自動車 

2.5 宇部興産 

2.6 本田技研工業 

2.7 日本製鋼所 

2.8 神戸製鋼所 

2.9 東芝 

2.10 スズキ 

2.11 日立製作所 

2.12 東芝機械 

2.13 日立金属 

2.14 産業技術総合研究所 

2.15 豊田中央研究所 

2.16 増本  健、井上  明久（東北大学） 

2.17 ＹＫＫ 

2.18 シマノ 

2.19 旭テック 

2.20 シャ－プ 

2.21 住友金属工業 

2.22 セイタン 

2.23 主要企業以外の特許番号一覧 
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本章では、マグネシウム合金全体に関する出願件数の上位22位までの企業等について、

企業毎に企業の概要、主要製品・技術、保有特許・実用新案等の分析を行う。 

ここで取り上げた企業等は、表2-1に示す出願件数が19件以上の22社（人）である。各

社の技術要素別出願件数の基礎は、1991年以降に出願され、2003年７月までに公開された

特許・実用新案の出願件数である。22社の合計は915件で、全体の48％を占める。 

各社の保有特許の欄には、当該企業が出願した特許・実用新案全部を表記し、登録特許

には発明内容の抄録と代表的な図または表を表示し、登録実用新案については考案内容の

抄録を表示した。各社の出願特許・実用新案は、1.4節に記載した技術要素、課題、解決手

段の順に表記してある。なお、主要企業各社が保有する特許・実用新案がライセンスでき

るかどうかは各企業の状況により異なる。 

 

表 2-1 マグネシウム合金の主要出願人 22 社 

No. 企 業 名 出願数 No. 企 業 名 出願数 

① 松下電器産業 93 ⑫ 東芝機械 32 

② マツダ 80 ⑬ 日立金属 31 

③ 三井金属鉱業 78 ⑭ 産業技術総合研究所 30 

④ トヨタ自動車 77 ⑮ 豊田中央研究所 29 

⑤ 宇部興産 64 ⑯ 増本健、井上明久 26 

⑥ 本田技研工業 54 ⑰ ＹＫＫ 23 

⑦ 日本製鋼所 51 ⑱ シマノ 21 

⑧ 神戸製鋼所 46 ⑲ 旭テック 19 

⑨ 東芝 36 ⑳ シャープ 19 

⑩ スズキ 34 住友金属工業 19 

⑪ 日立製作所 34 セイタン 19 

 

 

 

２. 主要企業等の特許活動 
 

マグネシウム合金の出願人は、電気・電子機器メーカー、自動車メーカー、

材料メーカー、加工設備メーカー、大学・研究所が主流である。これら主要

企業等の特許を中心に解説する。 

 

特許流通 

支援チャート
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2.1.1 企業の概要 

 

商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億38百万円（2003年3月末） 

従業員数 52,376名（2003年3月末）（連結：288,324名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、家庭電化・

住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

 

 エレクトロニクス関連機器のトップメーカーである。家庭用電子機器、電化製品、FA機

器、情報通信機器、および住宅関連機器等、広範囲の分野を扱っている。デジタル社会に

欠かせない放送システムやモバイルコミュニケーション等で注目されている。 

 

2.1.2 製品・技術の例 

表2.1.2にマグネシウム合金に関する松下電器産業の製品・技術の例を示す。電気・電

子機器部品へのマグネシウム合金の採用を積極的に進めている。マグネシウム合金の大寸

法チクソモールディング技術の開発を行い、MDプレーヤー、テレビ部品、パソコン部品、

デジタルビデオカメラ部品に次々に応用展開を行っている。 

（出典：松下電器産業のホームページ（HP）：http://www.matsushita.co.jp/） 

 

表2.1.2 松下電器産業の製品・技術の例（出典：松下電器産業のHP） 

製品名 発売年 概要 

MD プレーヤーへの採用 1996 ポータブル MD プレーヤー本体、外装への採用。 

大寸法鋳造法 1998 マグネシウム合金の大寸法チクソモールディング技術の開発。 

テレビ部品への採用 1999 テレビのキャビネットやバックカバーに、プラスチックに替わっ
てマグネシウム合金を採用。 

パソコン部品への採用 2000 ノートパソコンのキャビネット部分へのマグネシウム合金の採
用。 

デジタルビデオカメラ
部品への採用 

― キャビネットやグリップ部分にマグネシウム合金を採用し、プラ
スチックの使用削減を図った。 

 

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図2.1.3にマグネシウム合金に関する松下電器産業の出願件数と発明者数を示す。1995

年以降は継続的な取組みをしているものと推定され、出願件数、発明者数ともに増加する

傾向にある。 

 

松下電器産業の開発拠点： 大阪府門真市 本社 

 大阪府守口市 松下テクノリサーチ 

2.1 松下電器産業 
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 宮城県仙台市 松下通信仙台研究所 

 神奈川県横浜市 松下通信工業 

 神奈川県川崎市 松下技研 

 

 

図2.1.3 松下電器産業の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.1.4-1に、マグネシウム合金に関する松下電器産業の出願の技術要素別件数分布を

示す。「製品技術」中の「電気・電子機器部品」に最も出願が多く、次いで「製造技術」

中の「鋳造」に関する出願が多い。 

図2.1.4-2に最も出願件数の多い「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分

布を示す。その内容としては、製品の寿命・信頼性の改善とリサイクル性の改善を課題と

した出願が多い。製品の寿命・信頼性の改善には、マグネシウム合金からなる部材の表面

に、化成皮膜を介して意匠性をかねた透明皮膜などの保護皮膜の形成を解決手段とする出

願が３件ある。リサイクル性の改善については、従来複雑な形状が容易に得られる樹脂の

射出成形から、チクソモールド法などの新しく開発された製造法を用いてリサイクルの容

易なマグネシウム金属筐体を実用化する方法などが出願されている。 

表2.1.4に、松下電器産業のマグネシウム合金に関する課題対応出願93件を示す。その

うち登録になった特許は4件である。これについては代表図と概要入りで示す。取り下げ、

拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 
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図2.1.4-1 松下電器産業の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.4-2 松下電気産業の「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分布 
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機能材料として最適化

表面の改質・組織制御

クラッド化

被膜形成

金属基複合材料など

方法･手段の変更

条件の改善･最適化

寿
命
/
信
頼
性
の
改
善

軽
量
化

高
強
度
･
高
剛
性
化

放
熱
性
の
改
善

記
憶
装
置
の
高
密
度
化

音
響
特
性
の
改
善

回
転
機
の
効
率
化

シ
ー

ル
ド
性
の
向
上

発
光
特
性
の
改
善

磁
気
特
性
の
改
善

電
池
特
性
の
改
善

そ
の
他
特
性
の
改
善

生
産
性
の
向
上

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
改
善

工
程
簡
素
化
・
製
造
性
の
改
善

有
害
物
質
の
無
害
化

一般特性の
向上

商品固有特性の向上

一体化

寸法形状の最適化

工
法
の

改
善

新プロセスの採用

従来法の改善

プロセスの複合化

コ
ス
ト
低
減

品質の向上

環
境
負
荷
の
低

減

材
料
の
変
更

マグネシウム系材料の採用

マグネシウム
組成の変更

材料の複合化

構
造
の

変
更

新機能・機構の追加

部分的な複合化

課
　
題

解決手段

3

3

3

3

3

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

11

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 



141 

表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

吸蔵､放出量
の向上

複合化の最適
化

特開2003-147473
2001/11/14
C22C 23/00

水素貯蔵材料およびその製造法ならびに水
素発生装置

吸蔵､放出所
要時間の短縮

擬固溶体化
特開2000-087172
1998/09/09
C22C 23/00

水素吸蔵材料およびその製造方法

Mg系での成分
最適化

特開平10-226836
1997/02/14
C22C 19/00

水素吸蔵合金およびその製造方法

Mg2Ni合金へ

の第三元素添
加

特開平10-147827
1996/11/19
C22C 19/00
被引用回数=1

水素吸蔵合金およびその製造方法

精製
塗膜/油分な
どの除去

塗膜の除去
特開2002-356721
2001/05/30
C22B  1/00,601

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部品の再生方法および再利用部
品

固化金属の流
入防止

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2000-202615
1999/01/18
B22D 21/04

金属射出成形方法および金属射出成形装置

特開2001-079644
1999/09/10
B22C  9/06

鋳造金型および鋳造方法

特開2002-346724
2001/05/25
B22D 17/22

金型装置

鋳物巣の発生
防止

原材料調整の
最適化

特開2001-001110
1999/06/21
B22D 11/00

ﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ成形機用ﾁｯﾌﾟおよびその製造
方法並びにその製造装置

金型構造の改
善

特開2001-205419
2000/01/24
B22D 19/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の射出成形方法およびそれに
よって得られた成形品

金型材質の最
適化

特開平11-077240
1997/09/02
B22C  9/06
被引用回数=3

鋳造金型

原材料調整の
最適化

特開2002-178110
2000/12/19
B22D 11/06,330

ﾁｸｿﾓｰﾙﾄﾞ成形用のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾁｯﾌﾟ及びその
製造装置並びにﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾁｯﾌﾟ群

溶湯計量の最
適化

特開2002-086255
2000/09/13
B22D 17/00

ﾁｸｿﾓｰﾙﾄﾞ成形方法

特開2001-079643
1999/09/10
B22C  9/06

大型成形品およびその鋳造金型

特開2002-263790
2001/03/12
B22C  9/08

金属射出成形装置

ﾊﾞﾘ発生防止 ﾉｽﾞﾙの改善
特開2000-218351
1999/01/29
B22D 17/00

ﾁｸｿﾄﾛﾋﾟｰ性金属の射出成形方法およびその
射出機

金型､冶工具
の寿命向上

金型材質の最
適化

特開2001-079645
1999/09/10
B22C  9/06

鋳造金型および鋳造方法ならびにその成形
品

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特開2001-018054
1999/07/01
B22D 17/30

金属射出成形装置

金型材質の最
適化

金型構造の改
善

吸蔵､放出能
力の寿命向上

鋳肌表面改善

薄肉化

給湯量精度の
向上

充填不良湯境
不良の低減

水素吸蔵合金

鋳造
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表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開2000-212607
1999/01/26
B22F  9/04

ﾁｸｿﾓ―ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ成形機用ﾁｯﾌﾟの製造方法及び
その装置

特開2001-162451
1999/12/09
B23P 13/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾁｯﾌﾟの製造方法

特開2001-025852
1999/07/13
B22D 17/00

ﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ装置を用いた金属成形方法

特開2003-039158
2001/07/30
B22D 17/32

金属射出成形方法

工程の簡略化
金型構造の改
善

特開2003-001395
2001/06/15
B22D 17/22

ﾀﾞｲｷｬｽﾄ用金型装置

設備費の削減
金型材質の最
適化

特開2001-179394
1999/12/24
B22C  9/06

鋳造金型

屑の利用
原材料調整の
最適化

特開2001-328033
2000/05/19
B23P 17/00

金属小片およびその製造方法

燃焼､発火の
防止

金型構造の改
善

特開平10-202350
1997/01/23
B22D 17/02
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金射出成形装置

特開2001-294966
2000/04/14
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金薄板及びその製造方法並びにそ
れを用いた成形品

特開2003-027173
2001/07/11
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金薄板及びその製造方法

粉末冶金
粉末径の製造
範囲拡大

回転体への落
下法採用

特開2002-241809
2001/02/20
B22F  9/10

金属粒子の製造方法および製造装置

特開2001-038425
1999/07/28
B21D 19/08

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾊﾞｰﾘﾝｸﾞ加工法およびその金
型

特開2001-105029
1999/10/01
B21D  5/01

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金等の曲げ加工法およびその金型

特開2002-239644
2001/02/20
B21D 22/20

角絞り加工法とその金型

加工方法･手
順等の改善

特開2001-071037
1999/09/03
B21D  5/04

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾌﾟﾚｽ加工方法およびﾌﾟﾚｽ加工
装置

寸法不良発生
の防止

加工雰囲気の
変更

特開2001-334315
2000/05/24
B21D 26/02

ﾌﾟﾚｽ加工方法とﾌﾟﾚｽ加工装置

加工速度の向
上

特開2002-239830
2001/02/08
B23D  1/26

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ製品のｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞ切削加工方法および
ｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞ切削加工装置

ﾊﾞﾘ取り加工
の効率化

特開平11-320249
1998/05/19
B23D 79/00

金属成形部品の製造方法及びその装置

展伸材

機械加工

鋳造

時間短縮

塑性成形加工
性の向上

ｸﾗｯｸ･割れ発
生防止

原材料調整の
最適化

鋳造条件の規
定

圧延加工での
組織制御

加熱方法･温
度等の変更

形状･寸法等
の変更
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表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性の向上
気相法皮膜に
よる下地皮膜
の変更

特開2001-038289
1999/08/04
B05D  7/14

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系合金成形品およびその製造方法

その他表面色
調の品質の向
上

ﾘﾝ酸系化成処
理液の採用

特開2002-220684
2001/01/30
C23F 11/00

光輝防錆処理構造を持つﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形
品､その製造方法､その製造装置､および光輝
防錆処理構造を持つﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品で形
成された機器外装部品

表面欠陥発生
の防止

処理装置の変
更

特開2002-361121
2001/06/07
B05B  5/08

粉体塗装方法及びそのための塗装装置

表面欠陥の補
修

塗料組成の変
更

特開2002-177878
2000/12/07
B05D  7/14
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品の塗装構造及びその塗装
方法並びにそれを用いた外装部品

その他の特性
の向上

前処理等の処
理液の変更

特開2000-336488
1999/05/28
C23C 22/57

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ製品の塗装前処理方法および塗装前
処理に用いるｽﾏｯﾄ除去装置

特開平11-029874
1997/07/09
C23C 22/22
被引用回数=2

表面処理したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品､
表面処理方法及び塗装方法

特開平11-323571
1999/02/02
C23C 22/23
日本ﾊﾟ-ｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
被引用回数=1

表面処理したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品
並びに塗装下地処理方法及び塗装方法

その他の化成
処理液の採用

特開2001-172772
1999/12/13
C23C 22/36

金属被塗装体の下地処理方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2001-132693
1999/11/01
F04D 29/44

電動送風機及びそれを用いた電気掃除機

機能材料とし
ての組成の最
適化

特開平09-245967
(みなし取下)
1996/03/12
H05B 33/22

有機薄膜EL素子

表面/界面の
改質･組織制
御

特開平11-121176
1997/10/13
H05B 33/22

注入形電場発光ﾃﾞﾊﾞｲｽとその製造方法

ｸﾗｯﾄﾞ化

特開平08-330073
(みなし取下)
1995/06/27
H05B 33/14

有機発光素子及びその製造方法

特開平09-245968
1996/03/11
H05B 33/26

有機発光素子及びその製造方法

特開平10-202351
1997/01/20
B22D 17/20

金属成形部品とその製造方法

特開2002-161376
2000/11/22
C23C 28/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品とその製造方法

金属基複合材
料など

特開平11-036035
1997/07/17
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品とその製造方法

表面加工

電気･電子機
器部品

負荷物質の低
減

寿命/信頼性
の改善

ﾘﾝ酸系化成処
理液の採用

被膜形成
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表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平10-193078
1997/01/07
B22D 21/04

金属成形部品とその製造方法

特開平11-297476
1998/04/14
H05B 33/22

有機発光素子及びその製造方法

方法･手段の
改善･変更

特開平11-031586
1997/07/09
H05B 33/22

注入形電場発光ﾃﾞﾊﾞｲｽとその製造方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平11-025933
1997/07/04
H01M  2/02

密閉型非水電解液二次電池

特開2001-022292
1999/07/09
G09F  9/00,350

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装置および前面枠の製造方
法

特開2001-022280
1999/07/09
G09F  9/00,303

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装置

特開2001-020897
1999/07/12
F04D 29/28

送風機およびその製造方法と空気調和機

新ﾌﾟﾛｾｽの採
用

特開平10-241334
1997/02/28
G11B 25/04,101
被引用回数=1

ﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用ｼｬｰｼ

高強度･高剛
性化

部分的な複合
化

特開2002-051131
2000/08/04
H04M  1/02

折り畳み式携帯電話機

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2000-167513
1998/12/03
B09B  3/00

厨芥処理機

被膜形成
特開2002-118335
2000/10/10
H05K  1/05

金属製回路基板およびその製造方法

特開平07-202083
(拒絶査定確定)
1993/12/28
H01L 23/36

半導体ﾓｼﾞｭｰﾙ

特開平10-191206
1996/12/26
H04N  5/64,571

筐体と映像機器

特開2002-366259
2001/06/11
G06F  1/20

可搬型情報処理装置

一体化

特許3069604号
1998/12/14
H05K  7/20
内外物産
古河鋳造

電子機器用ﾀﾞｲｶｽﾄ製部品
電子部品を取り付けるﾎﾞｽと縦横方向に補強
用のﾘﾌﾞを複数設け､そのﾘﾌﾞに孔を形成した
薄肉複雑形状のｼｬｰｼ｡

電気･電子機
器部品

軽量化

放熱性の改善

寿命/信頼性
の改善

新機能･機構
の追加

一体化

新機能･機構
の追加
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表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2002-367318
2001/06/04
G11B 23/00,601

磁気ﾃﾞｨｽｸ装置

被膜形成
特開2000-012016
1998/06/22
H01M  4/46

電池用負極およびその製造方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平10-032897
1996/07/15
H04R  9/04,102

音響用ﾎﾞｲｽｺｲﾙおよびその製造方法

ｸﾗｯﾄﾞ化
特開平10-126883
1996/10/18
H04R  7/02

ｽﾋﾟｰｶ

一体化
特開平10-215423
1997/01/30
H04N  5/64,541

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機

新機能･機構
の追加

特開2000-306292
1999/04/23
G11B 15/28

ｷｬﾌﾟｽﾀﾝﾓｰﾀ

部分的な複合
化

特開2002-078649
2000/09/06
A47L  9/00

電動送風機及びそれを用いた電気掃除機

電池特性の改
善

条件の改善･
最適化

特開平11-345610
1998/06/02
H01M  4/46

電池用負極およびその製造方法

特開平11-340639
1998/05/22
H05K  5/02

電子機器の筐体

特開2000-199089
1999/01/06
C23F 15/00
ｼ-ﾋﾞ-ｼ-ｲﾝｸﾞｽ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ及び加工方法

新機能･機構
の追加

特開2002-352575
2001/05/24
G11B 33/14,501

収納ﾕﾆｯﾄの放熱緩衝構造を備えた情報処理
装置

部分的な複合
化

特開2003-051672
2001/08/06
H05K  3/34,507

ﾘﾌﾛｰ半田付け装置

一体化

特開平10-336552
1997/06/05
H04N  5/64,571
被引用回数=1

映像機器とそのﾘｱｶﾊﾞｰ

特開2002-185352
2000/12/15
H04B  1/38

携帯情報機器のｱｰｽﾊﾞﾈ構造

ｺｽﾄ低減
特開2001-218132
2000/01/31
H04N  5/64,571

映像機器と保持装置と保持装置の製造方法

電気･電子機
器部品

記憶装置の高
密度化

音響特性の改
善

回転機の効率
化

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

工程簡素化･
製造性の改善

被膜形成

寸法形状の最
適化



146 

表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ｺｽﾄ低減
方法･手段の
改善･変更

特許3453290号
1997/12/26
C23C 14/26

蒸着用電極構造､蒸着装置､蒸着方法および
有機発光素子の製造方法
蒸着材料の周囲に金網を巻き付た蒸着用電
極構造を用いる､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑなどの蒸着方法｡不
純物の飛散が防止できる｡

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平10-205493
1997/01/23
F04D 29/32
被引用回数=2

送風機羽根車とその製造方法

一体化

特許3045101号
(権利消滅)
1997/05/08
H04N  5/64,541

筐体とその製造方法とﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装置
CRTと､制御回路部と､ｽﾋﾟｰｶ装置と､前部筐体
と､この前部筐体に取り付く後部金属筐体と
からなり､後部金属筐体が金属射出成形によ
り作製され､その天面に放熱ﾌｨﾝを一体成形
で設けたﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装置｡

特許3339286号
1996/02/19
H04N  5/64,541

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機の外装体
制御回路部のﾌﾟﾘﾝﾄ基板を固定するﾎﾞｽ､画像
表示部を固定するﾎﾞｽ､ﾌﾟﾘﾝﾄ基板からの熱を
放熱するための放熱ﾌﾚｰﾑ､及び補強用のﾘﾌﾞ
を射出成形により一体成形したﾃﾚﾋﾞ受像機
の外装体｡

特開2001-197401
2000/01/17
H04N  5/645

CRTの保護装置とその取り付け方法

電気･電子機
器部品

ﾘｻｲｸﾙ性の改
善

寸法形状の最
適化
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表2.1.4 松下電器産業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/7） 

 

 
技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平10-042227
(拒絶査定確定)
1996/07/19
H04N  5/64,571
被引用回数=1

映像機器とその筐体

特開平10-210389
1997/01/24
H04N  5/64,571

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機

特開2000-220865
1999/01/28
F24F  1/00,401

空気調和機の室外機前面ｸﾞﾘﾙとその製造方
法

特開平09-135408
(拒絶査定確定)
1995/11/07
H04N  5/64,571
被引用回数=1

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機

特開平09-135409
(拒絶査定確定)
1995/11/07
H04N  5/64,571
被引用回数=2

ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ受像機の外装体

特開平10-287904
1997/04/17
B22F  9/04

金属小片の製造方法およびその装置

ﾘｻｲｸﾙ性の改
善

電気･電子機
器部品

新ﾌﾟﾛｾｽの採
用

ﾌﾟﾛｾｽの複合
化
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2.2.1 企業の概要 

 

商号 マツダ 株式会社 

本社所在地 〒730-8670 広島県安芸郡府中町新地3-1 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 1,200億78百万円（2003年3月末） 

従業員数 18,191名（2003年3月末）（連結：36,184名） 

事業内容 乗用車・トラックおよび関連部品の製造・販売 

 

乗用車・トラックおよび関連部品の製造・販売を行っている完成車メーカーである。ロ

ータリーエンジン技術で独自色を出しており、水素ロータリーエンジンによるクリーンエ

ネルギー車の開発にも取組んでいる。 

 

2.2.2 製品・技術の例 

表2.2.2に、マグネシウム合金に関するマツダの製品・技術の例を示す。マツダはマグ

ネシウム製品の販売は行っていないが、自社製の乗用車などに、マグネシウム合金製の部

品を採用している。 

（出典：マツダのホームページ：http://www.mazda.co.jp） 

 

表2.2.2 マツダの製品・技術の例（出典：マツダのHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

RX-EVOLV - 1999年の東京モーターショーに出典されたスポーツドライビングと

実用性を両立させたロータリーエンジン車に、マグネシウム製20イ

ンチの5本スポークタイプのホイールを採用した。 

RX-7 1998 RX-7用「MS-01MAG」という商品名の鍛造マグネシウムホイールを㈱

マツダスピードが販売を開始した。 

マツダR360クーペ 1960 国産軽乗用車として初めての4サイクルエンジンとトルクコンバー

ターを採用したミニカーブームの先導車に、ロッカーカバーとオイ

ルパンにマグネシウム合金を採用した軽量な4ストロークエンジン

を搭載した。 

 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図2.2.3に、マグネシウム合金に関するマツダの出願年別の出願件数と発明者数を示す。

1993年が出願件数と発明者数がともに最も多くなっている。 

 

マツダの開発拠点： 広島県安芸郡 本社 

 

2.2 マツダ 
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図2.2.3 マツダの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.2.4-1に、マグネシウム合金についてのマツダの出願の技術要素別件数分布を示す。

「製品化技術」の「自動車部品」と、「材料技術」の「複合材」の出願が多く、鋳造、展

伸材、水素吸蔵合金等が続く。 

図2.2.4-2に出願件数の多い「自動車部品」に関する課題と解決手段の分布を示す。そ

の内容としては、耐摩耗性の改善と製造工程・方法の効率化を課題とした出願が多い。耐

摩耗性を課題とした出願では、複合材の採用を解決手段としたものが2件あった。例えば、

ブレーキロータの素材としてTiO2やSiCの粒子などを含む複合材を採用することにより、優

れた耐摩耗性および強度が得られ、高μ（摩擦係数）化が達成されるとの出願があった。 

 

図2.2.4-1 マツダの技術要素別出願件数の分布 
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表2.2.4に、マツダのマグネシウム合金に関する課題対応出願80件を示す。そのうち登

録になった特許は25件である｡これについては図と概要入りで示す。取り下げ、拒絶査定確

定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 

 

図2.2.4-2 マツダの「自動車部品」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の課題対応特許（1/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

室温強度向上
結晶粒組織の
最適化

特開平06-228720
1993/02/02
C22F  1/06

ﾏｸﾞﾈｼｭｳﾑ合金製部材の製造方法

高温強度向上
晶出化合物の
最適化

特開平11-323474
1998/05/13
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物部材

特開平09-104942
1996/02/02
C22C 23/02
被引用回数=6

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及び該合金からなる部品の製造
方法

特開2000-104137
1998/09/30
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鍛造素材､及び鍛造部材並びに該
鍛造部材の製造方法

特開平09-271919
1996/04/04
B22D 17/00
三井金属鉱業
被引用回数=7

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の製造方法およびそれ
に用いるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金､並びにﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成
形部材

特許3415987号
1996/04/04
C22C  1/02,501
被引用回数=5

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部材､その成形に用いる
耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金および該成形方法
耐ｸﾘｰﾌﾟ特性を確保しつつ､特に成形性､伸び
率に優れる耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部材､その成
形方法およびそれに用いる合金組成｡ｱﾙﾐﾆｳﾑ
2~6重量%及びｶﾙｼｳﾑ0.5~4重量%を含有し､残部
がﾏｸﾞﾈｼｳﾑと不可避の不純物からなり､Ca/Al
比が0.8､好ましくは0.6以下のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を
液相線温度以下で半溶融射出成形する｡

耐食性の向上
晶出化合物の
最適化

特開平05-078799
(放棄)
1991/09/21
C22F  1/06
被引用回数=1

Mg合金製部材及びその製造方法

展延性の向上
第三元素の添
加

特開平07-188826
1994/02/07
C22C 23/00
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材およびその製造方法

汎用合金

高温強度､室
温強度向上

高温強度､鋳
造性改善

Mg-Al系

溶湯状態の最
適化
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

吸蔵､放出量
の向上

金属結晶の最
適化

特許3394567号
1993/07/30
C22C  1/00
被引用回数=1

複合水素吸蔵合金およびその製造方法
水素吸蔵率が高く､かつ水素を低温で吸蔵･放
出させることができる水素吸蔵合金ないしは
その製造方法を提供する｡高水素吸蔵合金粒
子と低温水素吸蔵合金粒子の混合物を減圧溶
射して､夫々ｱﾓﾙﾌｧｽ化された高水素吸蔵合金
粒子片と低温水素吸蔵合金片とが多数積層
(集積)された積層体がつくられる｡次に､この
積層体に拡散接合処理が施され､高水素吸蔵
合金片と低温水素吸蔵合金片とが拡散接合層
によって結合させられた複合水素吸蔵合金が
つくられる｡この複合水素吸蔵合金において
は､ｱﾓﾙﾌｧｽ化により両水素吸蔵合金片間の水
素の出入りが容易となり､かつ拡散接合層に
よって両水素吸蔵合金片間の水素の移動が容
易化される｡このため､高水素吸蔵合金の高い
水素吸蔵率と､低温水素吸蔵合金の低い吸蔵･
放出温度とを兼ね備えた複合水素吸蔵合金を
得ることができる｡

特許2896433号
1996/03/25
C22C 23/00
産業技術総合研究所
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金
水素放出圧力の高いﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金｡
以下の組成:Mg2-x Ax Ni1-y By(但し､Aは､ﾎｳ
素､珪素､ｱﾙﾐﾆｳﾑ及び亜鉛からなる群から選択
される元素を示し､Bは､銅､ﾏﾝｶﾞﾝ及び亜鉛か
らなる群から選択される元素を示す｡この場
合､Aがｱﾙﾐﾆｳﾑ及び亜鉛である場合には､Bは､ﾏ
ﾝｶﾞﾝ及び亜鉛ではない｡また､0<x≦0.4であ
り､かつ0<y≦0.5である｡)で示されることを
特徴とする｡

特開平11-217640
1998/01/29
C22C 19/00
産業技術総合研究所

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金

水素吸蔵合金

吸蔵､放出温
度の低温化

Mg系での成分
最適化
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3383692号
1993/10/08
B22F  1/00
被引用回数=2

複合水素吸蔵金属部材及びその製造方法
水素を吸蔵･放出する水素吸蔵金属材の表面
に､金属の水素化物と水素ｶﾞｽとの中間のﾎﾟﾃﾝ
ｼｬﾙｴﾈﾙｷﾞｰを有し水素吸蔵金属材内部と外部
との間で水素を移動させる金属を設けること
により､水素吸蔵合金の活性化処理の温度及
び水素の吸蔵･放出温度を下げる｡

特許3383695号
1993/11/01
B22F  1/00
被引用回数=1

水素吸蔵複合合金およびその製造方法
低温且つ低圧で水素を吸蔵するMg系の水素吸
蔵複合合金を提供する｡Mg系水素吸蔵金属粉
末と希土類-遷移元素系合金粉末との混合物
を減圧加熱した後に､水素雰囲気中加熱と減
圧加熱とを交互に繰り返すことにより､Mg系
水素吸蔵金属(Mg)と､希土類-遷移元素系合金
(Y-Ni)と､希土類水素化物(YH2 )とが複合さ

れてなり､且つ上記Mg系水素吸蔵金属(Mg)と
希土類-遷移元素系合金(Y-Ni)との間にMg-遷
移元素化合物(Mg2 Ni)が生成している水素吸

蔵複合合金｡

粒子表面処理
の最適化

特開平06-170223
(放棄)
1992/12/01
B01J 20/30

水素吸蔵合金の活性化方法

特開2002-105576
2000/09/29
C22C 23/00
広島大学長
広島県

水素吸蔵積層構造体

特開平07-090327
(みなし取下)
1993/09/17
B22F  7/00

水素吸蔵合金及びその製造方法

特開平07-118772
1993/10/19
C22C  1/00

複合化水素吸蔵合金およびその製造方法

水素化部分の
検出方法開発

試験方法の最
適化

特開平08-041661
(みなし取下)
1994/08/03
C23F  1/30

水素吸蔵金属部材の水素化された部分の識別
方法

化合物相の組
合せ最適化

複合化の最適
化

吸蔵､放出所
要時間の短縮

吸蔵､放出温
度の低温化

水素吸蔵合金
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3007868号
1998/01/19
B22F  3/11

金属多孔体および軽合金複合部材並びにこれ
らの製造方法
耐摩耗性を向上させた金属多孔体､およびこ
うした金属多孔体を用いてその性能を向上さ
せた軽合金複合部材､並びにこれらを製造す
る為の方法｡連通気孔を有する金属多孔体で
あって､金属多孔体骨格内部には､金属の物性
を向上し得る物性向上粒子が分散若しくは合
金化されたものである｡またこうした金属多
孔体の連通気孔に､軽合金溶湯を含浸させる
ことによって耐摩耗性に優れた軽合金複合部
材が得られる｡

特開平11-226719
1998/02/16
B22D 19/00

耐摩耗性複合化用予備成形体及びその製造方
法及び耐摩耗性複合化部材

金属/強化材
の密着性向上

粒子供給方法
の変更

特開平06-346109
1993/06/03
B22F  3/20

複合部材の製造方法

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

特開平11-226718
1998/02/16
B22D 19/00

複合化用予備成形体及びその製造方法及び該
予備成形体を用いた複合化部材

特許3402648号
1993/03/17
C22C 47/08

複合部材の製造方法
強化用繊維によって形成された繊維成形体に
ﾏﾄﾘｯｸｽ金属となる溶湯を加圧含浸させて複合
材料を得るにあたり､加圧含浸時における繊
維成形体の割れの発生を防止する｡強化用繊
維によって所定形状の繊維成形体を成形し､
繊維成形体における強化用繊維の配向方向に
面する表面部にﾏﾄﾘｯｸｽ金属溶湯の侵入を抑制
する溶湯侵入抑制層を形成してから､これを
加圧鋳造用金型のｷｬﾋﾞﾃｨに配置して､溶湯を
繊維成形体に加圧含浸させる｡

特開2000-042720
1998/07/27
B22D 19/00

部分複合軽金属系部品の製造方法並びにそれ
に用いる予備成形体

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ構成
材料の最適化

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

複合材

耐摩耗性向上

不良発生の防
止
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

粒子供給方法
の変更

特許3199809号
1992/01/29
B22F  3/20
被引用回数=1

複合押出し部材の製造法
 強化材が均一に分散され､かつ缶封入に依ら
ないでも高い剛性を有する複合押出し部材を
得ることができる押出し部材の製造方法｡ま
た金属切り粉の再使用によって資源の有効な
活用を図る｡金属粒子の表面に､金属粒子より
も平均粒径の小さい強化材粒子を揮発性液体
を介して付着させ､強化材の付着した金属粒
子を､強化材の付着していない他の金属粒子
と混合し､該混合物を成形型内に充填して加
熱状態で圧縮成形し､次いで押出しﾀﾞｲｽを用
いて圧縮成形体を圧縮方向に押出し成形し､
複合押出し部材を得る｡

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

特開平11-199343
1998/01/12
C04B 38/06

複合化用予備成形体及びこれを用いた複合化
部材並びにこれらの製造方法

溶湯法の採用

特許3160112号
1993/02/19
B22D 19/14
被引用回数=1

複合金属部材の製造方法
複合金属部材における強化材の均一分散度を
向上させ､機械的性質を良好にする｡強化材を
混合させた金属材を先ず一旦半溶融状態に加
熱溶解させて攪拌混合した後､さらに液相状
態に加熱溶融させて攪拌混合し､その後再び
半溶融状態に戻して攪拌混合した後に所定の
成型型に注入して凝固させ所定形状の鋳造品
を得るようにした｡

含浸加圧条件
の最適化

特開平11-104803
1997/09/29
B22D 17/00

軽金属合金複合材の射出成形法

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

特開平10-265868
1997/03/27
C22C  1/09

複合化用予備成形体並びにこれが複合化され
た複合軽金属部材及びこれらの製造方法

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ構成
材料の最適化

特開平09-157772
1996/02/22
C22C  1/09

部分複合軽金属系部品の製造方法並びにそれ
に用いる予備成形体

複合材

均一分散化

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ体積
率の制御



156 

表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

複合材
二次加工性の
向上

溶湯法の採用
特開平06-346107
1993/06/11
B22F  3/20

複合構造部材の製造法

溶解条件の最
適化

特許3467824号
1994/02/18
B22D 17/00
被引用回数=9

軽合金製部材の製造方法
Mg合金材料を固相率60%以下の半溶融状態と
した後､その半溶融状態のまま成形型に注入
して鋳物素材を成形し､その後､鋳物素材に塑
性加工としての鍛造加工を施して成形品を形
成するようにしたことを特徴とし､また､鍛造
加工後の成形品にT6熱処理を施すことを特徴
とし､更に､Mg合金材料が､合金元素としてｽﾄﾛ
ﾝﾁｳﾑを0.01~0.5重量%含有することを特徴と
し､また更に､半溶融状態に加熱する前のMg合
金材料に塑性加工を施すことを特徴とする｡
塑性加工後の部材により高い強度特性を付与
することができる軽合金製部材の製造方法｡

鋳造組織の微
細化

特許3199885号
1993/02/10
B22D  1/00

ﾏｸﾞﾈｼｭｳﾑ合金製鋳物の製造方法
Mg合金溶湯に結晶粒微細化剤としてCaNCNと
Sr系金属とを添加して鋳造する｡これにより
鋳造組織(結晶粒)の微細化を効果的に図るこ
とができる｡

機械的性質の
改善

鋳造
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

不純物の除去

特許3219526号
1993/03/01
B22D 18/02
被引用回数=1

延性部を有する軽合金製部材およびその製造
方法
母材の強度を確保しつつ､部分的に母材と比
較して延性が大きい延性部を形成することが
できる軽合金製部材の製造方法であって､軽
合金材料を半溶融状態に加熱し､半溶融状態
の軽合金材料を撹拌した後､延性部に対応し
た成形部に隣接して固相粒子を制限するﾌｨﾙﾀ
がある成形型のｷｬﾋﾞﾃｨに半溶融状態の素材を
注入し､成形部に固相粒子を集積された状態
で凝固させることが特徴｡

特開平09-099353
1996/03/29
B22D 17/00
被引用回数=3

半溶融射出成形部品及びその製造方法

特開平11-100624
1997/09/29
C22C  1/02,501

軽金属合金射出成形用素材およびそれを用い
る軽合金部材の製造方法

特許3370009号
1999/03/30
B22D 17/00

軽金属部材の製造方法
半溶融射出成形で軽金属部材を製造するに際
して､耐ｸﾘｰﾌﾟ特性が良好で､また､鍛造性に優
れた軽金属部材を得る｡軽金属溶湯を半溶融
状態で成形型の成形ｷｬﾋﾞﾃｨ内に射出充填して
成形品(軽金属部材)を得るに際して､上記軽
金属溶湯を､固相率5%以上かつ平均固相径50
μm以上に設定して､上記成形型内へ射出する
ことを特徴とし､また､上記軽金属溶湯の固相
率を60%以下かつ平均固相径を200μm以下に
設定することを特徴とし､更に､上記成形品に
熱間鍛造を施すことを特徴とする｡

特開2000-280056
(拒絶査定確定)
1999/03/30
B22D 17/00

軽金属部材の半溶融射出成形方法

注湯の最適化

機械的性質の
改善

鋳造
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

機械的性質の
改善

特開2001-073059
(放棄)
1999/09/06
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部材

鋳物巣の発生
防止

特開2000-015415
1998/07/03
B22D 17/00

金属の半溶融射出成形方法及びその装置

充填不良湯境
不良の低減

特開2001-287008
2000/04/07
B22D 17/14

射出成形材の成形方法

工程の簡略化 ﾉｽﾞﾙの改善
特開平10-265865
1997/03/27
C22C  1/02,501

金属の半溶融射出成形方法及びその装置並び
に上記方法により製造された成形品

屑の利用
原材料調整の
最適化

特開平06-256809
(拒絶査定確定)
1993/03/01
B22F  9/04

金属加工屑の再生方法

素材の組織制
御

特開平11-100632
1997/09/29
C22C 23/02

軽金属合金射出成形材およびその製造方法並
びに軽合金鍛造製品

鍛造条件の最
適化

特許2676466号
1993/03/09
C22F  1/06
被引用回数=3

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材およびその製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鋳造成形品を､鍛造成形して平
均結晶粒径100μm以下の部材とした後に､T6
熱処理を施すことで､結晶粒の微細化とT6処
理の相乗効果により､引張強度や伸び等の機
械的特性の大幅な向上を図る｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製
鋳造成形品を､鍛造成形して平均結晶粒径100
μm以下の部材とした後､T6熱処理を施すこと
を特徴とする｡

展伸加工後処
理の最適化

特開2001-295009
2000/04/07
C22F  1/06

軽金属成形材の製造方法

鋳造

展伸材
機械的性質の
向上

鋳造条件の規
定
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（9/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

機械的性質の
改善

特開2001-073059
(放棄)
1999/09/06
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部材

鋳物巣の発生
防止

特開2000-015415
1998/07/03
B22D 17/00

金属の半溶融射出成形方法及びその装置

充填不良湯境
不良の低減

特開2001-287008
2000/04/07
B22D 17/14

射出成形材の成形方法

工程の簡略化 ﾉｽﾞﾙの改善
特開平10-265865
1997/03/27
C22C  1/02,501

金属の半溶融射出成形方法及びその装置並び
に上記方法により製造された成形品

屑の利用
原材料調整の
最適化

特開平06-256809
(拒絶査定確定)
1993/03/01
B22F  9/04

金属加工屑の再生方法

素材の組織制
御

特開平11-100632
1997/09/29
C22C 23/02

軽金属合金射出成形材およびその製造方法並
びに軽合金鍛造製品

鍛造条件の最
適化

特許2676466号
1993/03/09
C22F  1/06
被引用回数=3

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材およびその製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鋳造成形品を､鍛造成形して平
均結晶粒径100μm以下の部材とした後に､T6
熱処理を施すことで､結晶粒の微細化とT6処
理の相乗効果により､引張強度や伸び等の機
械的特性の大幅な向上を図る｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製
鋳造成形品を､鍛造成形して平均結晶粒径100
μm以下の部材とした後､T6熱処理を施すこと
を特徴とする｡

展伸加工後処
理の最適化

特開2001-295009
2000/04/07
C22F  1/06

軽金属成形材の製造方法

鋳造条件の規
定

機械的性質の
向上

鋳造

展伸材
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（10/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

素材形状の最
適化

特許3316241号
1992/12/22
B21J  5/02

鍛造成形品の製造方法
製品部の縁部に余肉部が形成された金属製鋳
造素材を形成し､この金属製鋳造素材を鍛造
する時､上述の余肉部を材料の塑性流動の拘
束部とすることで､縁部の材料の流れを拘束
し､割れ(ｸﾗｯｸ)の発生を防止すると共に､製品
内部に高い圧縮応力を発生させ､塑性変形に
よる組織の微細化で機械的強度の向上を図
る｡製品形状に近似した製品部の縁部に余肉
部が形成された金属製鋳造素材を形成する第
1工程と､上記第1工程後､上記製品部および余
肉部を型鍛造により鍛造成形して､上記余肉
部の加圧によって材料の塑性流動を抑制しつ
つ､製品部1を圧縮成形する第2工程とを備え
たことを特徴とする｡

半溶融成形素
材の利用

特開2000-280059
1999/03/31
B22D 17/00

鍛造用素材及びその成形方法､成形装置､並び
に上記素材を用いた鍛造部材の製造方法

素材の組織制
御

特開平06-248402
1993/02/23
C22F  1/06
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材の製造方法

外観不良の防
止

予備加工の最
適化

特開2000-197956
(放棄)
1998/12/28
B22D 17/00

軽金属製鍛造用素材の製造方法および該素材
を用いた鍛造部材の製造方法

製造時間の短
縮

半溶融成形素
材の利用

特開2000-280043
1999/03/31
B21J  5/00

鍛造用素材､並びに鍛造部材の製造方法

展伸材

割れ防止
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（11/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

製造時間の短
縮

予備加工の最
適化

特許3240182号
1992/04/28
B21J  5/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材の製造方法
Mg合金素材の成形性を向上させることによ
り､温間鍛造を低い温度で行えるようにし､加
熱手段としてｵｲﾙﾊﾞｽを使用できるようにす
る｡Mg合金素材(鋳造材)を押し出し成形し､次
に所定温度のｵｲﾙﾊﾞｽに浸漬したのち､温間鍛
造成形する｡押し出し成形によりMg合金素材
の当初の荒い鋳造組織を破壊し結晶粒を微細
化することにより､その鍛造成形性を顕著に
向上させる｡押し出し比を適当に選ぶことに
より､たとえば150℃の低温でも60%以上の据
え込み鍛造が可能となり､その温度では加熱
手段としてｵｲﾙﾊﾞｽを使用してもMg合金素材の
酸化が生じない｡ｵｲﾙは温間鍛造の際の潤滑材
となる｡

特許3253737号
1993/02/26
B21J  5/00
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の素材を複雑形状に仕上げる過
程で鍛造加工を施す場合において､所望の強
度を確保しつつ､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の製造工程
を簡略化する｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鍛造素材の表面
に､鱗片状黒鉛の水溶液をｽﾌﾟﾚｰを用いて塗布
する｡乾燥後､素材を電気炉に入れ半溶融状態
に加熱する｡その後､鍛造素材を鍛造装置の上
型と下型との間にｾｯﾄして､鍛造成形する｡

特開平11-104800
1997/09/29
B22D 17/00

軽金属合金塑性加工用素材および塑性加工材
の製造方法

展伸材

半溶融成形素
材の利用

加工回数の低
減
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（12/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3327576号
1992/04/28
B22F  3/20

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材の製造方法
Alを含有するMg合金切粉から優れた機械的性
質､特に高い引張強度と伸びを有するMg合金
製部材を製造する｡  T6熱処理したAl含有Mg
合金部材を切削して切粉を採取し､これを金
型中でﾎｯﾄﾌﾟﾚｽし､続いて押し出し成形する｡
T5熱処理等の他の処理を受けた切粉を混合し
て使用できる｡ T6熱処理による効果と､押し
出し成形による組織微細化の効果の双方を引
き出すことができる｡

特許3221064号
1992/05/26
B22F  3/20
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材の製造方法
Mg合金製部材の切削加工時に排出される切粉
やｽｸﾗｯﾌﾟ､使用済み廃棄物等を押し出し材と
して再利用する｡ 塑性加工歴のあるMg合金材
を切削加工して切粉を採取し､得られた切粉
をﾎｯﾄﾌﾟﾚｽにより圧縮成形体とし､これを押出
成形することによりMg合金製部材とする｡ 結
晶粒が微細化されるとともに､Mg合金がAlを
含有するときは析出した金属間化合物も微細
化され且つ母材中に均一に分布し､機械的性
質､特に引張強度や伸びの優れたMg合金製部
材が得られる｡

表面酸化膜の
最適化

特開平06-346108
1993/06/03
B22F  3/20

押し出し部材の製造方法

成形体への拡
散処理の採用

特開平07-138614
1994/03/08
B22F  3/24

塑性加工成形品の製造方法

容器による圧
縮工程の省略

粒子寸法･形
状の最適化

特開平05-209206
(拒絶査定確定)
1992/01/29
B22F  3/20
被引用回数=1

金属製押出し部材の製造法

粉末冶金

Al成分含有化

引張特性の向
上
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（13/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

粉末冶金
燃焼､発火の
防止

密封圧縮用容
器の活用

特開平05-043957
(拒絶査定確定)
1991/08/08
C22C  1/04
被引用回数=1

Mg合金部材の製造方法

機械加工
ｸﾗｯｸ･割れ発
生防止

加熱設備の変
更

特許3272402号
1992/07/09
B21D 22/20
被引用回数=1

軽合金材料のﾌﾟﾚｽ成形装置
ﾀﾞｲ及びしわ押さえに､上記板状素材の被保持
部を所定温度範囲に加熱する加熱手段を設け
たことを特徴とし､また､ﾌﾟﾚｽ成形時､上記板
状素材が上記液圧ﾄﾞｰﾑ内の液体と接触するま
でのﾊﾟﾝﾁ下降速度を､接触後のﾊﾟﾝﾁ下降速度
よりも低くなるように制御することを特徴と
する､成形時における素材温度を低く保ち､か
つ素材の折曲部およびその近傍については伸
び特性を確保することができる軽合金材料の
ﾌﾟﾚｽ成形装置を提供する｡

接合加工
接合工程･作
業の効率化

接合温度条件
の最適化

特開2002-283071
2001/03/23
B23K 20/12,310

金属部材の接合方法及びその装置

塗料組成の変
更

特開平07-204577
1994/01/19
B05D  7/14
日本ﾍﾟｲﾝﾄ
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の高耐食性塗膜形成方法

前処理方法･
条件の変更

特開平08-253882
(拒絶査定確定)
1995/03/15
C23G  1/12

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部品の製造方法

素材の最適化

特開平09-024338
1995/07/07
B05D  7/14
日本ﾍﾟｲﾝﾄ
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の高耐食性塗膜形成方法

塗料組成の変
更

特開平09-031664
1995/07/24
C23C 22/12

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の耐食性皮膜形成方法

その他処理方
法･条件の変
更

特開2002-292461
2001/03/30
B22D 29/00

半溶融成形部材の表面硬化方法および該方法
による表面硬化部材

自動車部品
機械的特性の
向上

素材材質の変
更

特開2003-053471
2001/08/14
B21K  1/32

車両用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ﾎｲｰﾙ及びその製造方法

耐食性の向上

表面処理工程
の効率化

表面加工
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（14/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

機械的特性の
向上

部分的鍛造等
加圧加工の付
与

特許3281004号
1991/09/18
B21H  1/04
被引用回数=1

Mg合金製部材の製造方法
自動車のﾎｲｰﾙ等の部材をMg合金で製造する場
合､特にその鋳造素材の一部に鍛造成形を施
す場合に､鍛造時の加熱温度をできるだけ低
く抑制して､熱影響による強度の低下を回避
しながら､良好な成形性を得る方法として､最
終製品としてのﾎｲｰﾙにほぼ対応した形状を有
するｷｬﾋﾞﾃｨのﾘﾑ部の外周面に対応する部位に
ﾁﾗｰを埋設することにより､型による鋳造素材
の成形時に上記ﾘﾑ部を急冷処理し､その後､こ
の急冷処理部を270℃に加熱して鍛造成形す
る｡

特許3376292号
1998/09/30
C22C 47/08

部分複合軽金属系部品およびそれの製造に用
いる予備成形体
少なくとも摺動面部が複合化される部分複合
軽金属系部品の製造に用いられる予備成形体
であって､硬質材料からなると共に気孔を有
する多孔体であり､前記硬質材料は､TiO2 粒

子､ｾﾗﾐｯｸｽ短繊維および/またはｳｨｽｶ､平均粒
径が20~100μmのSiC粒子を含む原料を焼結し
たもので､特にﾌﾞﾚｰｷﾛｰﾀの素材として最適な
部分複合軽金属系部品｡

特開2000-104146
1998/09/30
C22C  1/09

複合化部材製造用多孔質予備成形体およびこ
れを用いた複合化部材並びにこれらの製造方
法

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

特開平09-041067
1995/07/28
C22C 23/02

耐磨耗性を有する摺動部材

複合材の採用
耐摩耗性･摩
擦特性の向上

自動車部品
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（15/16） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐衝撃性の向
上

部分的鍛造等
加圧加工の付
与

実案3003366号
(権利消滅)
1994/04/20
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ﾎｲｰﾙ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部品製造の主流はﾀﾞｲｶｽﾄである
ため､低い強度の部品である｡現在使用されて
いるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は一般に鍛造成形性が悪く､
自動車用ﾎｲｰﾙ用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金としては成形性
および耐食性がよく､かつ安価な合金が求め
られている｡しかも､ﾎｲｰﾙのような部材には大
型鍛造部品用の押し出し素材を必要とする
が､その提供は現実的には困難である｡ﾎｲｰﾙ等
に適用するためには､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の大型の鍛
造用部品素材が連続鋳造法によって提供され
る必要があるが､ﾎｲｰﾙには靭性(伸び､衝撃値)
が重要であり､ｱﾙﾐﾆｳﾑ鍛造部材と同等の強度
を確保するためには厚肉とせざるを得ず､軽
量効果が減少とするという状況にある｡この
ため合金成分を選択して鋳造材を製造し､こ
れを鍛造して機械的性質および耐食性に優れ
た鍛造ﾎｲｰﾙを製造することができることを見
い出した｡

残留応力･面
圧力の低減

その他の皮膜
の付与

特許3229000号
1992/04/13
C23C 30/00

軽合金製部材の表面の改質方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金などの軽合金製部材の表面部に
ｼｮｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞ加工等の残留応力付与処理加工
を施したのち該表面部に軽合金製部材よりも
熱膨張係数の小さい低熱膨張層を形成する
か､あるいは､軽合金製部材の表面部に該部材
よりも熱膨張係数の大きい高熱膨張層を生成
したのちｼｮｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞ加工等の残留応力付与
処理加工を施し､熱による圧縮残留応力の低
下を抑止し疲労強度の低下を防止した軽合金
製部材の表面改質方法｡

鋳造欠陥発生
の防止

金型形状等の
変更

特開平08-267210
(拒絶査定確定)
1996/01/12
B22D 17/00
日本軽金属

大型薄肉一体鋳造品,製造方法及び鋳造用金
型

自動車部品
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表2.2.4 マツダのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（16/16） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平06-286646
(拒絶査定確定)
1993/03/31
B62D 23/00

自動車の車体構造

特開平06-286652
(拒絶査定確定)
1993/03/31
B62D 25/02

自動車の車体構造

素材材質の変
更

特開平07-224344
1994/04/20
C22C 23/02
被引用回数=2

塑性加工用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳造素材､それを用い
たﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材及びそれらの製造方法

新部材･部品
の採用

特開平06-329051
(放棄)
1993/05/25
B62D 25/08

自動車の車体構造

加工方法･条
件等の最適化

特許3351947号
1996/01/12
B60J  5/04
日本軽金属
被引用回数=1

ﾀﾞｲｶｽﾄ製ﾄﾞｱﾊﾟﾈﾙ及びその製造方法
固定型と中間型との合せ面に設けられた第1
のﾗﾝﾅｰから中間型を貫通して延びる第2のﾗﾝ
ﾅｰを経て､可動型との合せ面に開口したｹﾞｰﾄ
を介して鋳造空間に合金溶湯を加圧注入して
大型薄肉一体のｲﾝﾅｰﾊﾟﾈﾙを鋳造する｡ｲﾝﾅｰﾊﾟﾈ
ﾙを､ｱｳﾀｰﾊﾟﾈﾙのﾍﾑ加工した周縁部に挟み込
み､ｽﾎﾟｯﾄ溶接,接着剤等で接合し､ｲﾝﾅｰﾊﾟﾈﾙ及

 びｱｳﾀｰﾊﾟﾈﾙを一体化する｡

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

軽量化

製造工程･方
法の効率化

自動車部品
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2.3.1 企業の概要 

 

商号 三井金属鉱業 株式会社 

本社所在地 〒141-8584 東京都品川区大崎1-11-1 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 421億29百万円（2003年3月末） 

従業員数 2,088名（2003年3月末）（連結：8,339名） 

事業内容 非鉄金属（亜鉛、銅等）、電子材料（電解銅箔、半導体実装材料等）、機能部品（亜

鉛・アルミ・マグネダイカスト製品等）の製造・販売、他 

 

総合素材メーカーで、鉱山・基礎材料では、特に亜鉛のトップメーカーである。中間材

料としては、電子材料分野の製品に不可欠な電解銅箔、各種電池材料、薄膜材料、IC実装

装置に使用するTAB等に事業展開している。 

 

2.3.2 製品・技術の例 

表2.3.2にマグネシウム合金に関する三井金属鉱業の製品・技術の例を示す。ダイカス

ト事業部で、マグネシウム合金ダイカスト品を扱っている。ダイカスト品素材は亜鉛、ア

ルミニウム、プラスチックそしてマグネシウムと材料の幅を広げてきている。 

（出典：三井金属鉱業のホームページ（HP）：http://www.mitsui-kinzoku.co.jp） 

 

表2.3.2 三井金属鉱業の製品・技術の例（出典：三井金属鉱業のHP） 

製品名 発売年 概要 

マグネシウム合金ダ

イカスト品 

― 電気・電子機器部品、自動車部品用等。 

 

2.3.3 技術開発拠点と研究者 

図2.3.3にマグネシウム合金に関する三井金属鉱業の出願件数と発明者数を示す。1992

年以降は継続的な取組みをしており、発明者7～8人/年で、出願7～8件/年と安定している。 

 

三井金属鉱業の開発拠点： 東京都品川区 本社 

 埼玉県上尾市 総合研究所 

 山梨県韮崎市 ダイカスト事業部 

 山梨県韮崎市 韮崎事業所 

 福岡県大牟田市 大牟田工場 

 

2.3 三井金属鉱業 
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図2.3.3 三井金属鉱業の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.3.4-1に、マグネシウム合金に関する三井金属鉱業の出願の技術要素別件数分布を

示す。「材料技術」の「汎用合金」に最も出願が多く、次いで「製造技術」中の「鋳造」

に関する出願が多い。 

図2.3.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

種々の課題について、組成の最適化を解決手段とした取組みが多い傾向にある。その中で

は、高温強度、室温強度向上を課題として、Mg-希土類系を解決手段とするものが6件で最

も多い。これは高温強度、高温クリープ性等の耐熱性が要求される自動車エンジン部品等

の用途に対して、ガドリニウム（Gd）、ランタノイド(Ln)等を添加したマグネシウム合金

を開発しているものである。次に多い組合せは、超塑性変形の高速化を課題として、Mg-Li

系を解決手段とするものが3件である。 

表2.3.4に、三井金属鉱業のマグネシウム合金に関する課題対応出願78件を示す。その

うち登録になった特許は26件である。これについては代表図と概要入りで示す。取り下げ、

拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 
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図2.3.4-1 三井金属鉱業の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.4-2 三井金属鉱業の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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組
成
の
最
適
化

金
属
組
織
の

最
適
化

化学的要因等の最適化

製
造
法
の

最
適
化

コ
ス
ト
低
減

生
産
性
の
向
上品質の向上

塑
性
成
形
加
工
性
の
向
上

化
学
的
特

性
の
向
上

物
理
的
特
性
の
向
上

機械的特性の向上

課
　
題

解決手段

6

3

22

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

15

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度向上 Mg-希土類系
特開平09-316586
1996/05/29
C22C 23/00

耐熱･耐摩耗ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

Mg-Al系

特許2741642号
1992/03/25
C22C 23/02
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=11

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Al2~10%及びCa1.4~10%を含有し､Ca/Alの比が
0.7以上であり､所望により更にそれぞれ2%以
下のZn及びSi､及び4%以下の希土類元素から
なる群から選ばれた少なくとも1種の元素を
含有する室温及び高温強度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金｡従来実用されている汎用のMg-Al-Zn-Mn
系合金よりも室温及び高温強度に優れてお
り､軽量且つ耐熱性が要求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ
部品に適した汎用の耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
である｡

Mg-Zn系

特許2725112号
1992/03/25
C22C 23/04
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=4

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Zn3~8%､Ca0.8~5%及びCu0~10%を含有し､所望
により更にそれぞれ2%以下のMn､Zr及びSi､及
び4%以下の希土類元素からなる群から選ばれ
た少なくとも1種の元素を含有する室温及び
高温強度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡従来実用され
ている汎用のMg-Al-Zn-Mn系合金よりも室温
及び高温強度に優れており､軽量且つ耐熱性
が要求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適した汎用
の耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金である｡

高温強度､室
温強度向上

汎用合金
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許2604670号
1992/05/22
C22C 23/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=5

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
(ｲ)Ln0.5~5%､(ﾛ)Ca0.5~5%及び(ﾊ)Mn1.5%以下
及びZr1.5%以下の何れか一方又は両方を含有
し､(ﾆ)所望によりAl1~9.5%､Zn1~7.5%及び
Ag0.5~4%からなる群から選ばれた何れか1種
を含有し､(ﾎ)更に所望によりY5.5%以下､
Sr1.5%以下及びSc10%以下からなる群から選
ばれた少なくとも1種を含有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金｡従来実用されている高温用の各種のLn含
有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金よりも室温及び高温強度に優
れており､軽量且つ耐熱性が要求される自動
車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適した汎用の耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金である｡

特許2121801号
1992/06/30
C22C 23/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ｶﾞﾄﾞﾘﾆｳﾑ及びｻﾏﾘｳﾑを含有する高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金
Gd及びSmを含有し､Gd:Smの重量比が
1:0.3~3.5であり､GdとSmとの合計量が4~25%
であり､所望によりこれに更にCa､Y､Sd及びﾗﾝ
ﾀﾉｲﾄﾞ(Gd及びSmを除く)からなる群から選ば
れた少なくとも1種の元素0.8~5%を含有する
か､所望により更にその上にZr及びMnからな
る群から選ばれた少なくとも1種の元素2重
量%以下を含有する室温及び高温強度に優れ
たﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は､従来
実用されている汎用のMg-Al-Zn-Mn系合金や
高温用の各種のﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金より
も室温及び高温強度に優れており､軽量且つ
耐熱性が要求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適し
た汎用の新しい耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金であ
る｡

汎用合金
高温強度､室
温強度向上

Mg-希土類系
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

Mg-希土類系

特許2125007号
1992/07/01
C22C 23/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ｼﾞｽﾌﾟﾛｼｳﾑ含有高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
 ｼﾞｽﾌﾟﾛｼｳﾑ15~25%を含有するか､又は(ｲ)ｼﾞｽ
ﾌﾟﾛｼｳﾑ4~15%及び(ﾛ)Ca､Y及びLn(ｼﾞｽﾌﾟﾛｼｳﾑを
除く)からなる群から選ばれた少なくとも1種
の元素0.8~5%を含有し､更に所望によりZr及
びMnからなる群から選ばれた少なくとも1種
の元素2重量%以下を含有する室温及び高温強
度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金は､従来実用されている汎用のMg-Al-Zn-Mn
系合金や高温用の各種のLn含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
よりも室温及び高温強度に優れており､軽量
且つ耐熱性が要求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に
適した汎用の新しい耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
である｡

特許2121799号
1992/07/01
C22C 23/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ﾃﾙﾋﾞｳﾑ含有高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
ﾃﾙﾋﾞｳﾑ15~25%を含有するか､又は(ｲ)ﾃﾙﾋﾞｳﾑ
4~15%及び(ﾛ)Ca､Y及びLn(ﾃﾙﾋﾞｳﾑを除く)から
なる群から選ばれた少なくとも1種の元素
0.8~5%を含有し､更に所望によりZr及びMnか
らなる群から選ばれた少なくとも1種の元素
2%以下を含有する室温及び高温強度に優れた
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は､従来実
用されている汎用のMg-Al-Zn-Mn系合金や高
温用の各種のLn含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金よりも室温
及び高温強度に優れており､軽量且つ耐熱性
が要求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適した汎用
の新しい耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金である｡

特許2121800号
1992/07/01
C22C 23/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ｶﾞﾄﾞﾘﾆｳﾑ含有高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Gd15~25%を含有するか､又は(ｲ)Gd4~15%及び
(ﾛ)Ca､Y及びﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞ(Gdを除く)からなる群か
ら選ばれた少なくとも1種の元素0.8~5%を含
有し､更に所望によりZr及びMnからなる群か
ら選ばれた少なくとも1種の元素2%以下を含
有する室温及び高温強度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金｡本発明のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は､従来実用されて
いる汎用のMg-Al-Zn-Mn系合金や高温用の各
種のﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金よりも室温及び
高温強度に優れており､軽量且つ耐熱性が要
求される自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適した汎用の新
しい耐熱性軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金である｡

特開平09-263871
1996/03/29
C22C 23/06
日立金属
ｾｲﾀﾝ

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の熱間鍛造品及びその
製造法

汎用合金
高温強度､室
温強度向上

Mg-希土類系
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

Mg-Li系

特許2604663号
1992/03/25
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Li7%以下及びY0.3~3%を含有し､所望により更
に6%以下のAl､6%以下のZn､それぞれ2%以下の
Ag､Mn及びLnからなる群から選ばれた少なく
とも1種の元素を含有する軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金｡従来実用されているLi含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金､LA141合金よりも室温及び高温の両方にお
いて高強度で且つ強度の安定性に優れ､加工
性も優れた汎用の軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で
あり､また合金としては極めて低比重を達成
したものであり､航空･宇宙関連はもとより､
従来以上に自動車の軽量化等に活用すること
ができる｡

Mg-Li系

特許3261436号
1992/03/25
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
 Li10.5~18%及びY0.3~7%を含有し､所望によ
り6%以下のAl､6%以下のZn､それぞれ2%以下の
Ag､Mn及びLnからなる群から選ばれた少なく
とも1種の元素を含有する軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金｡従来実用されている高Li含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金､LA141合金よりも室温及び高温の両方にお
いて高強度で且つ強度の安定性に優れ､加工
性も優れた汎用の軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で
あり､また合金としては最も低比重を達成し
たものであり､航空･宇宙関連はもとより､従
来以上に自動車の軽量化等に活用することが
できる｡

汎用合金
高温強度､室
温強度向上
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

他Mg系

特許2121802号
1992/06/30
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
(ｲ)Ag0.5~4%､(ﾛ)Ca0.8~5%及び(ﾊ)Mn1.5%以下
及びZr1.5%以下の何れか一方又は両方を含有
し､更に所望により(ﾆ)Gd､ｼﾞｽﾌﾟﾛｼｳﾑ､Y､ｻﾏﾘｳﾑ
及びｽｶﾝｼﾞｳﾑからなる群から選ばれた少なく
とも1種の元素6%以下を含有する室温及び高
温強度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明のﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金は､従来実用されている高温用の各種の
ﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金よりも室温及び高温
強度に優れており､軽量且つ耐熱性が要求さ
れる自動車ｴﾝｼﾞﾝ部品に適した汎用の耐熱性
軽量ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金である｡

析出化合物の
活用

特許3278232号
1993/03/26
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

鋳造用軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Li4~16%及びCa0.3~5%を含有し､所望により更
にそれぞれ4%以下のAl及びZn､それぞれ2%以
下のAg､Mn､Si､Sr､Y､Sc及びLnからなる群から
選ばれた少なくとも1種の元素を含有する鋳
造用軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡  本発明の鋳造
用軽量高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は､室温及び高温の
両方において高強度で且つ強度の安定性に優
れており､合金としては最も低比重を達成し
たものであり､航空･宇宙関連はもとより､従
来以上に自動車の軽量化等に活用することが
できる｡

溶湯凝固条件
の最適化

特開平06-316751
1993/03/30
C22F  1/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

Mg-Si系合金材の製造方法

高温強度､室
温強度向上

汎用合金
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

第三元素の添
加

特許2582027号
1993/03/26
C22C  1/02,503
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物の製造方法
Ca､Sr､Sc､Y､Ln元素､Ti及びZrからなる群から
選ばれた活性金属を脱水素処理して得た添加
材料又は合金成分を､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の所望特性
を損なわない量､又は所望のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金組成
となる量でﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯に添加､混合し､
鋳造することからなるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物の製

 造方法｡
本発明の製造方法により､気泡､熱間割れ等の
鋳造欠陥が抑制されており､且つ同一又はほ
ぼ同一の合金組成を有しているにもかかわら
ず耐熱性が向上していて120℃以上での耐熱
強度が改善されているﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物を得
ることができ､自動車､電機をはじめとして
種々の分野で求められている軽量材料を提供
することができる｡

溶湯状態の最
適化

特開平09-271919
1996/04/04
B22D 17/00
ﾏﾂﾀﾞ
被引用回数=7

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の製造方法およびそれ
に用いるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金､並びにﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成
形部材

延性､靭性の
向上

結晶粒組織の
最適化

特開平08-134614
1994/11/14
C22F  1/06

超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の製造法

超塑性変形の
高速化

Mg-Li系

特許2121794号
1992/03/25
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Li7%超10.5%未満及びY0.3~3%を含有し､所望
により更に4%以下のAl､4%以下のZn､それぞれ
2%以下のAg､Mn､Si及びﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞからなる群か
ら選ばれた少なくとも1種の元素を含有する
超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明の超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金は､超塑性を有するとされながら実用化
されなかった従来のMg-Li合金の超塑性特性
を改善しており､また室温強度の向上及び強
度の安定性に優れており､従って超塑性特性
を利用した加工､例えばﾌﾞﾛｰ成形が可能とな
り､航空･宇宙関連はもとより､自動車･車両､
家電･OA関係に活用することができる｡

汎用合金

高温強度､鋳
造性改善
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

Mg-Li系

特許2125006号
1992/06/19
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=2

超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Li5~10.5%及びY3%超7%以下を含有し､所望に
より更にそれぞれ4%以下のAl及びZn､それぞ
れ2重量%以下のAg､Mn､Si及びﾗﾝﾀﾉｲﾄﾞからな
る群から選ばれた少なくとも1種の元素を含
有する超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明の超塑性ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金は､超塑性を有するとされながら
実用化されなかった従来のMg-Li合金の超塑
性特性を改善しており､また室温強度の向上
及び強度の安定性に優れている｡

Mg-Li系

特許2121813号
1993/03/26
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Li6%超10.5%未満及びCa0.3~3%を含有し､所望
により更に4%以下のAl､4%以下のZn､それぞれ
2%以下のAg､Mn､Si､Sr､Y､Sc及びLnからなる群
から選ばれた少なくとも1種の元素を含有す
る超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡本発明の超塑性ﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金は､超塑性を有するとされながら実用化
されなかった従来のMg-Li合金の超塑性特性
を改善しており､また室温強度の向上及び強
度の安定性に優れており､従って超塑性特性
を利用した加工､例えばﾌﾞﾛｰ成形が可能とな
り､航空･宇宙関連はもとより､自動車･車両､
家電･OA関係に活用することができる｡

特開平06-049577
(拒絶査定確定)
1992/06/30
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

耐蝕性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特許2640405号
(権利消滅)
1992/06/30
C22C 23/00
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

耐蝕性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
2%以下のﾘﾁｳﾑが添加されており､不純物とし
ての鉄の含有量が50ppm以下である耐蝕性ﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金｡耐蝕性が良く､OA､自動車部品､家電
部品等の軽量化に用いうる｡

耐食性の向上
第三元素の添
加

超塑性変形の
高速化

汎用合金
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

塑性成形加工
性の向上

Mg-Li系

特開平09-041066
(拒絶査定確定)
1995/08/01
C22C 23/00
被引用回数=6

冷間ﾌﾟﾚｽ加工可能なﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特許3263442号
1992/07/23
C22C 23/02
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ
被引用回数=1

金型鋳造に適したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Mg合金､例えばAl2~11重量%､Zn3重量%以下及
びMn1重量%以下を含むMg合金､Al2~11重量%及
びMn1重量%以下を含むMg合金､Al2~11重量%､
Si2重量%以下及びMn1重量%以下を含むMg合金
に､0.01~1重量%のLiが添加されている金型鋳
造に適したMg合金｡従来高圧ﾀﾞｲｶｽﾄ金型鋳造
が困難であるため砂型鋳造で使用されていた
Mg合金に少量のLiを添加することにより高圧
ﾀﾞｲｶｽﾄ金型鋳造が可能となり且つ生産歩留り
が良いので､Mg合金の用途が更に拡大ししか
も量産でき､ｺｽﾄﾀﾞｳﾝできる｡

特開平07-118785
(拒絶査定確定)
1993/10/25
C22C 23/00
被引用回数=4

鋳物用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金､無気孔性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳
物及びそれらの製造方法

鋳造性の改善
溶湯状態の最
適化

特開平10-204556
1997/01/13
C22C  1/02,503
被引用回数=2

高流動性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法

Mg-Li系

特許3387548号
1993/03/29
C22F  1/06
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形物の製造方法
Li6~10.5%含有し､所望によりY及びCaの少な
くとも1種を0.3~3%含有し､更に所望によりそ
れぞれ4%以下のAl及びZn､それぞれ2%以下の
Ag､Mn､Si及びLnからなる群から選ばれた少な
くとも1種の元素を含有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を鋳
造し､その際に冷却凝固させ､鋳造物を加工熱
処理することなしに直接に超塑性成形するこ
とからなるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形物の製造方法｡本
発明により､超塑性特性を低ｺｽﾄで発現させ､
前処理としての加工熱処理を必要とせずに､
直接に超塑性成形してﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形物を
安価に製造することができる｡

化学的要因等
の最適化

特開平08-134581
1994/11/14
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法

Mg2Ni合金へ

の第三元素添
加

特開2002-363601
2001/06/08
B22F  1/00
相沢 竜彦

水素吸蔵合金の製造方法

金属結晶の最
適化

特開2002-241884
2001/02/20
C22C 23/00

水素吸蔵合金

ｺｽﾄ低減

吸蔵､放出温
度の低温化

水素吸蔵合金

第三元素の添
加

汎用合金

鋳造性の改善
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（9/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

複合材 ｺｽﾄ低減
展伸加工の最
適化

特開平06-023423
(拒絶査定確定)
1992/05/29
B21C 23/01
ﾒﾀﾙ ｹﾞｾﾞﾙｼｬﾌﾄ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金切削屑からの高強度押出材の製
造方法

塗膜/油分な
どの除去

雰囲気制御
特開2000-273555
1999/03/24
C22B  7/00

塗装されたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系廃材の再生方法

酸化物の除去
ｶﾞｽ吹き込み/
減圧法の利用

特開2000-226622
1999/02/08
C22B 26/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系廃材の清浄化方法

酸化物の除去
ｶﾞｽ吹き込み/
減圧法の利用

特開2000-226621
1999/02/08
C22B 26/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系廃材の清浄化方法

特許3261093号
1992/05/13
B01D 39/20

金属溶湯用濾過材
溶湯と接触する表面を､亜鉛と0.1重量%以上､
好ましくは3~6重量%のｱﾙﾐﾆｳﾑとからなる合金
で溶融ﾒｯｷした金属溶湯用濾過材｡

特開平05-311261
(拒絶査定確定)
1992/05/13
C22B  9/02

金属溶湯用濾過材

特許3201851号
1992/11/30
C22B  9/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ溶湯濾過用ﾌｨﾙﾀｰ
Co,Fe,Ni及びこれらの硼化物の1種又は2種以
上を0.3~10重量%含有し､残部がTiB2からなる

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ溶湯濾過用ﾌｨﾙﾀｰ｡高い耐食性ととも
に高強度を有し､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ溶湯中の介在物を長
時間にわたって濾過することができる｡

鋳造
機械的性質の
改善

溶解条件の最
適化

特開平10-206414
1997/01/13
G01N 33/20

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の炉前分析法及び成分調整ｼｽﾃﾑ

精製

ろ材の改良
保護皮膜の形
成
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（10/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

機械的性質の
改善

鋳造条件の規
定

特開平08-120390
(みなし取下)
1994/10/26
C22C 23/00
被引用回数=2

Mg-Si合金ﾁｯﾌﾟ及びMg-Si合金の成形法

溶湯への異物
混入防止

溶解条件の最
適化

特開平08-199268
1995/01/25
C22C 18/00
被引用回数=1

Mg合金中へZrを添加するための母合金

離型剤の最適
化

特開2001-009555
1999/06/29
B22C  3/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の高耐食性鋳造品の製造法及び
高耐食性鋳造品

特開2001-096336
1999/09/27
B22C  9/06

鋳造用金型､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造法及び鋳造品

特開2001-286979
2000/04/05
B22C  3/00
本田技研工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の金型鋳造法

鋳造条件の規
定

特開2000-343199
(拒絶査定確定)
1999/06/08
B22D 17/22

金型方案､ﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造法及びﾀﾞｲｶｽﾄ製品

注湯の最適化
特許3326140号
1999/06/29
B22D 17/20

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造法及びﾀﾞｲｶｽﾄ製品
ｺｰﾙﾄﾞﾁｬﾝﾊﾞｰ型ﾀﾞｲｶｽﾄ機を用いてﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
のﾀﾞｲｶｽﾄ製品を鋳造する際に､ｺｰﾙﾄﾞﾁｬﾝﾊﾞｰ型
ﾀﾞｲｶｽﾄ機のｹﾞｰﾄ部でのﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の溶湯温
度を590~720℃に維持し､且つ溶湯保持ﾎﾟｯﾄ中
の溶湯温度と該ｹﾞｰﾄ部での溶湯温度との温度
差を105K以下に維持することを含むﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金のﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造法､及びﾀﾞｲｶｽﾄ製品｡ﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金溶湯の流動性を確保し､充填性､鋳造品
の表面性､熱間割れや引け割れ､引け巣を制御
し､より安価に高品質なﾏｸﾞﾈｼｳﾑﾀﾞｲｶｽﾄ製品を
製造することが出来る.

特開2001-047213
(拒絶査定確定)
2000/05/24
B22D 17/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造法及びﾀﾞｲｶｽﾄ製品

薄肉化

特開2000-343201
(拒絶査定確定)
1999/06/03
B22D 17/32

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造法及びﾀﾞｲｶｽﾄ製品

割れ防止

鋳造

鋳造条件の規
定

金型材質の最
適化鋳肌表面改善



180 

表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（11/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

金型､冶工具
の寿命向上

金型材質の最
適化

特開2002-035917
2000/07/26
B22D 17/22
ｶﾅﾂｸ

ﾀﾞｲｶｽﾄ又は射出成形用金型及びその製造方法

溶解条件の最
適化

特開平10-008160
1996/06/19
C22C  1/02,503

ｶﾙｼｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法

鋳造方法の改
善

特開平08-049025
(みなし取下)
1994/08/05
C22C  1/02,503

ｱﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金製造用Al-Mn母合金
添加剤

変形､加熱条
件の規定

特開平11-188478
1997/12/26
B22D 29/00

ﾀﾞｲｶｽﾄ品の形状矯正方法及びそれに用いる矯
正用具

屑の利用
溶解条件の最
適化

特開2001-026829
1999/07/14
C22B 26/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の溶解方法

特開平08-215830
1995/02/13
B22D 21/04

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の溶解･鋳造方法

特開平10-153385
1996/11/21
F27B  3/18

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑﾀﾞｲｶｽﾄ機溶解炉

燃焼､発火の
防止

溶解条件の最
適化

特開平09-241778
1996/03/05
C22C  1/02,503
ｿﾆ-

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ-ﾘﾁｳﾑ系合金の成形方法

原材料調整の
最適化

特開2001-020018
1999/07/06
C22B  1/00,601

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系廃材の再生方法

溶解条件の最
適化

特開2000-212659
1999/01/18
C22C  1/02,503

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法

特開2002-102982
2000/09/28
B21J  1/02
藤倉 信夫
丹羽 直毅
一之瀬 和夫

塑性加工装置及び塑性加工方法

特開2003-001321
2001/06/19
B21C 23/00
藤倉 信夫
丹羽 直毅
一之瀬 和夫

塑性加工装置及び塑性加工方法

粉末冶金
製造時間の短
縮

繰返し鍛造法
の採用

特開2000-169902
1998/12/03
B22F  1/00
相沢 竜彦

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ-ﾆｯｹﾙ合金の製造方法

特開2001-239326
2000/02/28
B21D 22/20

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材製品の製造方法

特開2001-300643
2000/04/21
B21D 22/10

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材製品の製造方法

大気遮断法の
最適化

押出金型の最
適化

加工方法･手
順等の改善

展伸材

鋳造

機械加工

処理ｶﾞｽ等の
公害対策

結晶粒微細化

ｸﾗｯｸ･割れ発
生防止

燃焼､発火の
防止

歩留まり向上
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（12/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ｸﾛﾑ系化成処
理液の組成の
変更

特許3102663号
1992/10/02
C23C 22/23
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の塗装前処理法及び塗装法
 溶剤脱脂し､各薬品の濃度を規定した､ﾋﾟﾛﾘﾝ
酸塩の水溶液で処理し､水洗し､水酸化ｱﾙｶﾘの
水溶液で処理し､水洗し､(残留水酸化ｱﾙｶﾘを
中和し､水洗し)､重ｸﾛﾑ酸塩､硝酸(60%)､ｱﾆｵﾝ
系界面活性剤 のｸﾛﾒｰﾄ処理液で処理し､空気
中に放置し､水洗する､塗装前処理法､及び更
に電着塗装し､水洗し､乾燥焼付けする､ｱﾙﾐﾆｳ

 ﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の塗装法｡

ｸﾛﾑ系化成処
理液の組成の
変更

特許3402826号
1995/02/20
C23C 22/24
被引用回数=2

ｱﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の化成処理方法
濃度を規定した下記組成:重ｸﾛﾑ酸塩､硝酸
(61%)､ｱﾆｵﾝ系界面活性剤､亜鉛､のｸﾛﾒｰﾄ浴で
20~50℃､0.5~3分間処理することを特徴とす
る､耐食性を向上させると共に､ﾐｽﾄの発生を
大幅に低減し､かつ化成処理条件を緩和したｱ
ﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の化成処理方法｡

ﾘﾝ酸系化成処
理液の採用

特開2001-123274
1999/10/25
C23C 22/18

高耐食性表面処理ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品及びその
製造方法

その他の化成
処理液の採用

特許3102664号
1992/10/05
C23C 22/23
被引用回数=4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の表面処理法
寸法変化は小さく､室内用途に十分な耐食性
を有ｱﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品を得るため
に､ﾋﾟﾛﾘﾝ酸塩溶液で処理すること､及びその
後水酸化ｱﾙｶﾘ溶液で処理することをそれぞれ
室温~70℃で0.5~5分間実施することを特徴と
するｱﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の表面処理

 法｡

耐食性の向上表面加工
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（13/14） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

その他の陽極
酸化処理液の
採用

特許3171516号
1993/10/07
C25D 11/30
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の陽極酸化処理方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の表面を､ﾋﾟﾛﾘﾝ酸塩水溶液
で､ついで苛性ｱﾙｶﾘの水溶液で第2段階のｱﾙｶﾘ
処理を施し､ついで陽極酸化処理を施したの
ち､有機ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰｸﾛﾑ酸溶液による後処理を施
す工程を備えた方法により､耐食性及び密着
性の良好な塗膜を形成できるとともに､被膜
の粗れや不純物の付着を防止することができ
る｡

その他の方法
による皮膜の
組成の変更

特開平10-287982
1997/04/16
C23C 20/08

Al含有Mg合金ﾀﾞｲｶｽﾄの表面処理法

ﾒｯｷによる下
地皮膜の変更

特許3192003号
1992/10/02
C23C 18/36

ﾏｸﾞﾈ基合金の高耐食性塗装方法
有機酸ﾆｯｹﾙ塩,次亜ﾘﾝ酸塩,ﾋﾟﾛﾘﾝ酸塩,ﾘﾝ酸及
びｱﾝﾓﾆｱの他､ﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾌｨﾝ酸ﾅﾄﾘｳﾑなどを含有
する無電解ﾆｯｹﾙめっき液に浸漬し､その後塗
装することを特徴とするﾏｸﾞﾈ基合金の高耐食

 性塗装方法｡

処理雰囲気の
変更

特開2003-064482
2001/08/24
C23C 22/73

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の塗装下地処理方法及び塗装方
法

特開平11-209893
1998/01/26
C25D 11/30

陽極酸化皮膜の形成方法

特開平11-236698
1998/02/23
C25D 11/30

金属素地の光沢を呈する耐食性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材料
製品及びその製造方法

表面加工

ｱﾙｶﾘ金属･土
類金属系の採
用

耐食性の向上

その他表面色
調の品質の向
上
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表2.3.4 三井金属鉱業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（14/14） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

その他の特性
の向上

特開2002-225174
2001/01/30
B32B 15/08

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形品

特開平11-264094
1998/03/18
C25D 11/30

MgまたはMg合金の皮膜判定方法

前処理等の処
理液の変更

特開2002-082041
2000/09/08
G01N 17/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材用表面活性判定剤及びﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材表
面の耐食性の評価法

負荷物質の低
減

ｸﾛﾑ系化成処
理液の組成の
変更

特開2001-172774
1999/12/14
C23C 22/57

ｱﾙﾐﾆｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金用化成処理液､高耐食
性表面処理ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品及びその製造方
法

電気･電子機
器部品

ｺｽﾄ低減
方法･手段の
改善･変更

特開平08-139423
1994/11/09
H05K  1/05
被引用回数=1

電子回路

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

商品固有特性
の向上

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平08-252343
(みなし取下)
1995/03/17
A63B 53/04
ｱﾄﾗｲｽﾞﾖﾄﾞｶﾞﾜ

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ

表面加工
表面処理工程
の効率化

その他処理方
法･条件の変
更
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2.4.1 企業の概要 

 

商号 トヨタ自動車 株式会社 

本社所在地 〒471-8571 愛知県豊田市トヨタ町1 

設立年 1937年（昭和12年） 

資本金 3,970億49百万円（2003年3月末） 

従業員数 65,551名（2003年3月末）（連結：264,096名） 

事業内容 自動車および関連部品の製造・販売 

 

国内最大手の自動車メーカーとして、量産ハイブリッドカーをはじめ、多種多様にわた

る自動車をラインナップしている。自動車の軽量化や、燃料電池自動車等による有害排出

ガスの低減など、環境保全・リサイクル対策などに積極的に取り組んでいる。 

 

2.4.2 製品・技術の例 

表2.4.2に、トヨタ自動車のマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。比強度

の高い材料として、ステアリングホイールの芯金やロードホイール、シリンダーヘッドカ

バーなどへの適用を進めている。 

（出典：トヨタのホームページ：http://www.toyota.co.jp/index.html、他） 

 

表2.4.2 トヨタ自動車の製品・技術の例（出典：トヨタのHP、他） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

ステアリング系部品 1980年

代後半 

ステアリングアッパーブラケット、ステアリングホイール等に採用。

鍛造マグネシウムホ

イール 

― 軽量ホイールとしたF－1カーなどに採用。 

 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図2.4.3に、マグネシウム合金に関するトヨタ自動車の出願年別の出願件数と発明者数

を示す。1990年代前半は年間10件程度の活発な出願活動を継続した後、1997、1998年ごろ

を谷間として、最近再び出願件数が多くなる傾向が認められる。発明者数も2001年は14名

と従来並に増加している。 

 

トヨタ自動車の開発拠点：愛知県豊田市  本社 

 

2.4 トヨタ自動車 
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図2.4.3 トヨタ自動車の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.4.4-1に、トヨタ自動車のマグネシウム合金に関する出願の技術要素別件数分布を

示す。「汎用合金」に関する出願が27件と多く、複合材、自動車部品、鋳造に関する出願

がそれに続いている。 

図2.4.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

高温強度関連の開発課題に対し、組成、あるいは金属組織の最適化による解決手段で取組

んでいるものが多い。結晶粒組織の最適化を解決手段とするものが合計5件あるが、これは

いずれも増本健、井上明久（東北大学金属材料研究所）との共同出願で、微細結晶質相を

形成させこれに超微細金属間化合物を分散させたものである。 

表2.2.4に、トヨタ自動車のマグネシウム合金に関する77件の出願を、課題・解決手段

別に示す。そのうち登録になった特許・実用新案は15件である。これらについては代表図

と概要を合わせて示した。取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了な

どの情報は（ ）内に記載した。 
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図2.4.4-1 トヨタ自動車の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.4.4-2 トヨタ自動車の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平07-090463
(拒絶査定確定)
1993/09/28
C22C 23/00
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

高比剛性､高比強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金及びその製
造方法

特開平09-041065
(拒絶査定確定)
1994/03/23
C22C 23/00
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法

Mg-Zn系

特許3204572号
1993/06/30
C22C 23/04
豊田中央研究所
被引用回数=3

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
重量%でZn:1.0~6.0%､Ca:0.5~5.0%を含み､残
部がﾏｸﾞﾈｼｳﾑと不可避物質とからなり､優れた
ｸﾘｰﾌﾟ特性を有することを特徴とする耐熱ﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金で､熱処理をしない鋳造のままでｸﾘｰ
ﾌﾟ特性に優れる｡

Mg-希土類系

特許2948342号
1991/03/14
C22C 45/00
増本 健
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度耐熱性非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Mga Mb Alc Xd Ze (MはLa､Ce､Mm及び/又は
Y;XはNi及び/又はCu;ZはMn､Zn､Ti及び/又は
Zr;a=70~90at%;b=2~15at%;c=1~9at%;d=2~15a
t%;e=0.1~8at%)の組成をもつMg合金｡非晶質ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金が高温に加熱されても脆化しない
ようにする｡

他Mg系

特開平07-003374
(みなし取下)
1993/06/16
C22C 23/00
豊田中央研究所
被引用回数=1

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

汎用合金

高温強度向上

室温強度向上
結晶粒組織の
最適化
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

他Mg系

特開平07-034172
(拒絶査定確定)
1993/07/23
C22C 23/00

ﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

晶出化合物の
最適化

特開平05-171332
(みなし取下)
1991/12/17
C22C 23/02

耐ｸﾘｰﾌﾟ性に優れたMg-Al系合金ﾀﾞｲｶｽﾄ部材及
びその製造方法

結晶粒組織の
最適化

特開平07-048646
(拒絶査定確定)
1993/03/15
C22C 23/00
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金及びその製造方法

結晶系､格子
欠陥の活用

特開平07-173586
(みなし取下)
1993/12/17
C22F  1/06

耐ｸﾘｰﾌﾟ性Mg合金の製造方法

固溶元素の最
適化

特許3164252号
1992/12/04
C22F  1/06
被引用回数=2

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法
高温ｸﾘｰﾌﾟ特性に優れたﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
の製造方法｡重量比で､Al;3.0~10.0%を含有
し､または重量比で､Al;3.0~10.0%と､Zn;6%以
下､R.E.(希土類元素);3%以下､Mn;1%以下の1
種または2種以上を含有し､残部がMgからなる
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料をﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造して得られた
部材を､300~350℃で0.5~100時間加熱する熱
処理を行うものであって､Alを少なくとも
3.0~10.0%含有するので､ﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造により､
ﾃﾞﾝﾄﾘﾃｨｸｾﾙを形成する｡ﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造して得ら
れた部材を､300~350℃で0.5~100時間加熱す
る熱処理を行うことにより､ﾃﾞﾝﾄﾘﾃｨｸｾﾙ内のｱ
ﾙﾐﾆｳﾑ溶質原子が析出するので､ﾃﾞﾝﾄﾘﾃｨｸｾﾙが
安定化し､ｸﾘｰﾌﾟ強度が向上する｡

高温強度､室
温強度向上

Mg-Al系

特開平05-033096
(拒絶査定確定)
1991/07/26
C22C 23/02
被引用回数=4

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

高温強度向上

汎用合金
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平06-316740
(拒絶査定確定)
1992/11/13
C22C 23/00
増本 健
井上 明久

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金およびその製造方法

特許3193208号
1993/09/27
C22C 45/00
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
一般式:Mga Alb Xc (但し､Xは
Y,Ce,La,Nd,Pr,Sm,及びMm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ)からなる
群から選択される1種又は2種以上の元素､
77.5原子%≦a<95原子､2原子%≦b≦15原子%､3
原子%<c≦7.5原子)からなる組成を有し､微結
晶からなる母相にMg-Al系､Mg-X系及びAl-X系
からなる群から選択された1種又は2種以上の
金属間化合物が分散した組織を有するﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金で､室温における極限引張り強さが約
500MPa以上でかつ高温における強度低下が少
ない｡

Mg-Al系

特開平05-171333
(拒絶査定確定)
1991/12/20
C22C 23/04
被引用回数=1

耐熱性､耐食性および鋳造性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金

Mg-希土類系

特開2002-121637
2000/10/12
C22C 23/06
豊田中央研究所

耐熱性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方
法

特開平07-331375
(拒絶査定確定)
1994/06/06
C22C 23/02
豊田中央研究所

鋳造用耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開2001-059125
2000/06/08
C22C 23/04
豊田中央研究所

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

高温強度､室
温強度向上

汎用合金

高温強度､鋳
造性改善

結晶粒組織の
最適化

第三元素の添
加
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､耐
食性向上

Mg-Al系

特許3107267号
1993/12/03
C22C 23/00
被引用回数=3

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
 鋳造性と耐食性に優れ150℃でのｸﾘｰﾌﾟ特性
を向上したﾀﾞｲｷｬｽﾄ用耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡一般
式､Mg-a%Al-b%Zn-c%R.E.おいて､1.0≦a≦
3.0､0.25≦b≦3.0､0.5≦c≦4.0でかつ0.25≦
b≦1.0においてc≦a+1を満足し､0.1≦b≦3.0
においてc≦a+b≦1/2c+4.0を満足するAl､Zn
およびR.E.を含有する耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡Al濃
度をﾃﾞﾝﾄﾘﾃｨｸｾﾙを形成しない濃度範囲の
1.0~3.0%に限定したので､100℃以上の耐ｸﾘｰ
ﾌﾟ性を向上することができ､亜鉛を1.0~3.0%
添加したので､室温~100℃までの強度および
引張伸びが確保されると共に鋳造性が向上し
た｡希土類金属を0.5~4.0%を添加したので､
150℃でのｸﾘｰﾌﾟ特性が向上した｡

延性､靭性の
向上

Mg-Zn系

特許2911267号
(権利消滅)
1991/09/06
C22C 45/00
増本 健
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
Mga Mb Xc (MはZn及びGaの1種または2種の元
素､XはLa,Ce,Mm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ),Y,Nd,Pr,Sm及びGd
の1種または2種以上の元素､
a=65~96.5at%,b=3~30at%,c=0.2~8at%)又は､
Mgd Me Xf Tg (TはAg,Zr,Ti,Hfからなる1種
または2種以上の元素､d=65~96.5at%､
e=2~30at%､f=0.2~8at%､g=0.5~10at%)であり､
非晶質相が50%以上である高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金｡比強度に優れかつ常温で放置後に脆
化しない｡

汎用合金
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

延性､靭性の
向上

析出化合物の
活用

特許3238516号
1993/03/15
C22C 23/04
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
強度が引張り強度で600MPa以上と高く､靭性
が高く､ﾊﾞﾙｸ形態のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を提供する｡
一般式でMga Znb Xc (ただし､Xは
Y,Ce,La,Nd,Pr,Sm,Mm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ)からなる群か
ら選ばれる1種または2種以上の元素､87原子%
≦a≦98%,b及びcは図1のA,B,C,D,E,F点を結
ぶ線上及びこれらの点で囲まれた範囲であ
り､かつ0≦Y(ｲｯﾄﾘｳﾑ)≦4.5原子%､0≦
Ce,La,Nd,Pr,Sm,Mm≦3原子%で表される組成
を有し､微結晶からなる母相にMg-Zn系及び
Mg-X系金属間化合物が分散したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡

第三元素の添
加

特開2003-166031
2001/11/28
C22C 23/02
豊田中央研究所

高耐蝕性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびその製造方法

晶出化合物の
最適化

特開平05-078775
(みなし取下)
1991/09/20
C22C 23/02

耐食性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

化学的要因等
の最適化

特開平05-117798
(拒絶査定確定)
1991/10/22
C22C 23/02

耐食性に優れたMg合金

汎用合金

耐食性の向上
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

鋳造性の改善 他Mg系
特許3132693号
1992/10/23
C22C 23/06

ﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
耐食性および高温強度に優れたﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ合金｡希土類金属を1.0~3.0%含有させて高
温強度を確保し､Agを0.5~1.5%と従来合金よ
りも低く規制したので､耐食性が向上すると
共にｺｽﾄを低減することができ､Alを0.5~2.0%
添加することにより､鋳造性が改善されて､湯
流れが良くなり鋳造割れが減少し､Mnの
0.2~1.0%をAlと同時に含有させることによ
り､不純物の鉄と化合物を形成し､耐食性を向
上させ､Zrを添加しないので､鋳造割れが減少
し､ｺｽﾄの低減を図ることができた｡

展延性の向上
晶出化合物の
最適化

特開2002-115020
2000/10/11
C22C 23/00

展伸用Mg合金およびその製造方法

ｺｽﾄ低減
溶湯凝固条件
の最適化

特許2963225号
1991/03/14
C22C  1/00
増本 健
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法
非晶質Mg合金を鋳造で作る｡
70~90at%Mg,2~15at%M(=La,Ce,ﾐｯｼｭﾒﾀ
ﾙ,Y),1~9at%Al,2~15at%X(=Ni,Cu),0.1~8at%Y
(=Mn,Zn,Zr,Ti)を二段冷却により鋳造する｡

燃焼､発火の
防止

粒子分散法等
の採用

特開平05-098380
(みなし取下)
1991/10/08
C22C 23/00

防燃性と切削性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑおよびﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金

Mg2Ni合金へ

の第三元素添
加

特開2003-147472
2001/11/02
C22C 23/00
豊田中央研究所

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金

金属結晶の最
適化

特開2003-073765
2001/09/04
C22C 23/00
豊田中央研究所

水素吸蔵材料

加熱･吸熱装
置の最適化

特開2002-286200
2001/03/27
F17C 11/00
日本重化学工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金充填容器への水素ｶﾞｽ
充填方法

吸蔵､放出所
要時間の短縮

汎用合金

水素吸蔵合金
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

水素吸蔵合金
吸蔵､放出能
力の寿命向上

複合化の最適
化

特開2000-351603
1999/06/09
C01B  3/00

水素吸蔵放出流体

高温強度の向
上

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ構成
材料の最適化

特許3183804号
1995/03/30
B22D 19/00
豊田中央研究所

多孔質強化焼結体およびその製造方法､この
多孔質強化焼結体を用いた複合材料およびそ
の製造方法
強度に優れた多孔質強化焼結体､および高温
特性に優れた複合材料およびこれらの製造方
法｡体積率が85%以下の多孔質の焼結体からな
る多孔質強化焼結体であって､多孔質強化焼
結体の基部をなす骨格部(純鉄粉)と､骨格部
の表面または/および骨格部の細孔の内表面
に結合した粒状または繊維状の物質からなる
強化部(SiC粒子)とからなり､強化部の骨格部
に結合した部分の少なくとも一部が拡散接合
されて拡散接合部となっている多孔質強化焼
結体およびその製造方法｡この多孔質強化焼
結体と多孔質強化焼結体に充填された軽合金
ﾏﾄﾘｯｸｽとからなる複合材料およびその製造方
法｡

構造の変更

特開平09-111365
(みなし取下)
1995/10/16
C22C  1/10

摺動用材料､ﾋﾟｽﾄﾝ及びその製造方法

ﾏﾄﾘｸｽの最適
化

特許3191665号
1996/03/13
B22F  3/26

金属焼結体複合材料及びその製造方法
軽金属が軟化しても耐焼付性を維持できる金
属焼結体複合材料及びその製造方法｡気孔を
もつ三次元格子構造を備えた鉄系の多孔質金
属焼結体に軽金属を含浸して構成され､多孔
質金属焼結体を構成する金属は､ﾏｲｸﾛﾋﾞｯｶｰｽ
硬度で200~800に設定されていることを特徴
とする｡ﾋﾟｽﾄﾝ等の摺動部材に適用するのに有
利である｡

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

特開平08-073965
(みなし取下)
1994/09/08
C22C  1/09

繊維強化金属基複合材料

耐食性向上
異種ﾊﾞﾙｸ材の
接合法の最適
化

特開2002-205158
2001/01/11
B22D 19/00

鋳包み接合体およびその製造方法

複合材

耐摩耗性向上
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性向上
異種ﾊﾞﾙｸ材の
接合法の最適
化

特開2002-212654
2001/01/12
C22C  1/10

異種金属基複合材料およびその製造方法

寸法特性の向
上

含浸加圧条件
の最適化

特開平07-252558
(みなし取下)
1994/03/17
C22C  1/10

金属基複合材料の製造方法

形状特性の向
上

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

特開平05-043961
(みなし取下)
1991/08/08
C22C  1/09

金属基複合材料の製造方法

接合強度向上 素材の変更

特開平05-245615
(みなし取下)
1992/03/03
B22D 19/08

異種金属にて被覆された金属部材の鋳造法

強化材､助材
の劣化の防止

繊維表面処理
の最適化

特許3399259号
1996/11/26
C22C 47/02

軽金属基複合材料の製造方法
ﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｨｽｶとｺｰﾃｨﾝｸﾞ層との界面密着性
を向上するために､焼成過程で形成するγ-ｱﾙ
ﾐﾅを介して金属酸化物または金属複合酸化物
をｺｰﾃｨﾝｸﾞする軽金属基複合材料の製造方法｡
強化材としてﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｨｽｶを所定の形状に
成形した後､軽金属溶湯を含浸させる｡このﾎｳ
酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｲｽｶ表面にγ-ｱﾙﾐﾅを形成し､さらに
γ-ｱﾙﾐﾅの上に金属酸化物または金属複合酸
化物を被覆する｡金属酸化物がﾏｸﾞﾈｼｱまたはｼ
ﾘｶであって､金属複合酸化物がｽﾋﾟﾈﾙであるこ
とを特徴とする｡

構造の変更

特開平08-229663
(みなし取下)
1995/02/24
B22D 19/00

金属焼結体複合材料

設備の最適化

特開平05-123844
(みなし取下)
1991/11/07
B22D 17/00

複合材料部材の製造方法

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

特開2000-144281
1999/06/15
C22C  1/10

金属基複合材料の製造方法

固相拡散法の
採用

特開2000-303127
1999/04/16
C22C  1/10

金属基複合材料およびその製造方法

設備の最適化

特開平05-169234
(みなし取下)
1991/12/19
B22D 19/14

短繊維強化金属複合材料の製造方法及び装置

精製
有害物質の発
生防止･無害
化

油分の除去､
無害化

特開平06-088148
(みなし取下)
1992/09/04
C22B 26/22
ﾄﾖｷﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ微細片からの純ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ塊を製造する
方法及び装置

複合材

不良発生の防
止

ｺｽﾄ低減
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（9/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

鋳造条件の規
定

特開平08-157981
(拒絶査定確定)
1994/11/29
C22C  1/02,503

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造方法

鋳造方法の改
善

特開平08-309509
(みなし取下)
1995/05/18
B22D 18/04

差圧成形法

固化金属の流
入防止

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2000-141006
1998/11/10
B22D 17/00

ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ方法

鋳造組織の微
細化

特開平09-271922
(みなし取下)
1996/04/05
B22D 17/22
ｱｲｼﾝ精機

樹脂中子を用いた鋳造方法

鋳造方法の改
善

特開2000-237863
1999/02/19
B22D 19/00

金属界面反応層の形成方法

鋳物巣の発生
防止

原材料調整の
最適化

特開2001-303150
2000/04/21
C22C  1/02,501

鋳造用金属粒子およびその製造方法並びに金
属射出成形法

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

大気遮断法の
最適化

特開平07-100617
(みなし取下)
1993/10/05
B22D 17/30

溶湯給湯装置

時間短縮
鋳造組織の微
細化

特開平05-223759
(みなし取下)
1991/05/10
G01N 25/06
豊田中央研究所
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯の結晶粒微細化判定装置

燃焼､発火の
防止

原材料調整の
最適化

特開平06-287648
(みなし取下)
1993/04/02
C22B  1/248
ﾄﾖｷﾝ

切削屑塊の製造方法

特開2001-342528
2000/06/01
C22C  1/10

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の細粒化剤およびその製造方法
およびそれを用いた微細化方法

特開2002-309322
2001/04/10
C22C  1/02,503

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法

接合部品･補
助部材の変更

特開平09-099701
(みなし取下)
1995/10/05
B60B  3/16

車両用ﾎｲｰﾙの締結構造

素材形状･性
状の変更

特開2002-239753
2001/02/16
B23K 20/12

異種金属製ﾜｰｸの摩擦圧接方法

異種材料との
電食防止

接合部品･補
助部材の変更

特開平05-302614
(みなし取下)
1992/04/24
F16B 43/00

ﾎﾞﾙﾄ締結部材電食防止用ｲﾝｻｰﾄ部材

接合工程･作
業の効率化

接合手順･方
法の変更

特開2002-096182
2000/09/20
B23K 20/12,310

摩擦熱に基づく接合方法､回転ﾂｰﾙ及び接合体

処理ｶﾞｽ等の
公害対策

接合部強度の
向上

鋳造組織の微
細化

機械的性質の
改善

鋳肌表面改善

鋳造

接合加工
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（10/11） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

接合加工
接合工程･作
業の効率化

素材形状･性
状の変更

特許3084938号
1992/07/14
B23K 11/11,540

金属板の抵抗ｽﾎﾟｯﾄ溶接方法
頻繁に電極表面を研摩することなく､熱膨張
率の大きな金属材料の抵抗ｽﾎﾟｯﾄ溶接部の割
れの発生を防止するために､2枚の金属板を重
ね合わせて抵抗ｽﾎﾟｯﾄ溶接するに際し､各金属
板の接合する部位に板厚方向に延びる接合穴
を形成し､接合穴の周囲を電極によって加圧
しつつ抵抗ｽﾎﾟｯﾄ溶接を行う｡

表面加工 耐食性の向上
陽極酸化によ
る下地皮膜の
変更

特開平11-279795
1998/03/30
C25D 11/30

表面改質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

粉末成形体の
採用

特開2003-113738
2001/10/03
F02F  7/00,301

内燃機関

鉄製部品との
組み合わせ構
造の採用

特開平05-310002
(みなし取下)
1992/05/11
B60B  3/04

ﾃﾞｨｽｸﾎｲｰﾙ

化成皮膜等の
付与

特開平04-370425
(みなし取下)
1991/06/14
F16F  1/38
豊田合成

防振ﾌﾞﾂｼﾕ

耐摩耗性･摩
擦特性の向上

複合材の採用

特開平07-063019
(みなし取下)
1993/08/27
F01L  3/02

内燃機関用ｲﾝﾃｰｸﾊﾞﾙﾌﾞ

特開平05-026112
(みなし取下)
1991/02/25
F02F  3/10
豊田中央研究所

内燃機関のﾋﾟｽﾄﾝ

特開2002-227715
2001/11/22
F02F  1/00

内燃機関のｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ

特開平05-125941
(みなし取下)
1991/10/29
F01P 11/06

ｳｵｰﾀｰｼﾞﾔｹﾂﾄ

特開平05-169018
(みなし取下)
1991/12/26
B05D  7/14
関西ﾍﾟｲﾝﾄ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑﾎｲｰﾙの塗装法

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

その他の皮膜
の付与

機械的特性の
向上

自動車部品

耐食性の向
上･接触腐食
の防止
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表2.4.4 トヨタ自動車のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（11/11） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性の向
上･接触腐食
の防止

新部材･部品
の採用

特開平04-255555
(みなし取下)
1991/02/08
F02F 11/00
被引用回数=1

ｼﾘﾝﾀﾞﾍﾂﾄﾞｶﾊﾞ-の取付構造

耐衝撃性の向
上

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

特許3141875号
1999/05/25
B60R 21/04

車体上部の衝撃ｴﾈﾙｷﾞ吸収構造及び衝撃ｴﾈﾙｷﾞ
吸収材
金属箔の芯材と､芯材の表裏にそれぞれ重ね
合わされた金属以外の材料のｼｰﾄとからなるﾊ
ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟを使用したｴﾈﾙｷﾞ吸収材｡このﾊｲ
ﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟは､芯材と表裏のｼｰﾄとを軸線方
向へ連続的に凹部と凸部とに変形して形成さ
れ､ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟの外周面及び(又は)内周面
の少なくとも一部が接着性のあるｺｰﾄ材で被
覆されている｡

異音･騒音発
生の防止

硬質材料によ
るｺｰﾃｨﾝｸﾞ付
与

特開平10-184447
(拒絶査定確定)
1996/12/24
F02F  1/24

ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞｶﾊﾞｰの取付け構造

鋳造欠陥発生
の防止

その他の皮膜
の付与

特開平07-080625
(みなし取下)
1993/09/14
B22D 19/14

中空部を有する金属基複合材料の製造方法

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

商品固有特性
の向上

表面/界面の
改質･組織制
御

特許3098705号
1996/03/13
C23C  8/24
東洋ｱﾙﾐﾆｳﾑ

ｱﾙﾐﾆｳﾑ材の表面窒化処理方法および窒化処理
用助剤
ｱﾙﾐﾆｳﾑ-ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ-銅合金またはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ-亜鉛-
銅合金を主剤とする窒化処理用助剤および同
処理助剤と接触して､窒素ｶﾞｽ雰囲気中で加熱
するｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の窒化処理方法｡

自動車部品
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2.5.1 企業の概要 

 

商号 宇部興産 株式会社 

本社所在地 〒755-8633 山口県宇部市大字小串1978-96 

設立年 1942年（昭和17年） 

資本金 435億65百万円（2003年3月末） 

従業員数 3,420名（2003年3月末）（連結：10,829名） 

事業内容 樹脂、合成ゴム、化学品（医薬品、工業薬品等）、建設資材（セメント等）の製造・

販売および環境関連装置の設計・施工、他 

 

化学（化成品・樹脂、機能品・ファイン、エネルギー・環境）、建設資材、機械・金属

成形の事業分野を有する特殊化学会社である。ナイロンやその原料であるカプロラクタム、

抗アレルギー剤などの医薬品、携帯電話用電子セラミックス、自動車のアルミホイール等

が最近の主要製品である。 

 

2.5.2 製品・技術の例 

表2.5.2にマグネシウム合金に関する宇部興産の製品・技術の例を示す。建材事業部で

マグネシウム地金、マグネシウム合金地金、マグネシウム半製品を販売している。マグネ

シウム合金用とは明記していないが、重機事業部で各種ダイカスト機も販売している。 

（出典：宇部興産のホームページ（HP）：http://www.ube-ind.co.jp/） 

 

表2.5.2 宇部興産の製品・技術の例（出典：宇部興産のHP） 

製品名 発売年 概要 

マグネシウム地金、合金地金 ― マグネシウム地金：Mg分99.95％以上、マグネシウム合金地

金：AZ91、AM60他 

マグネシウムビレット ― AZ80他 

マグネシウム防食アノード ― AZ63他 

マグネシウムパウダー ― Mg分99.9％以上 

UBEダイカストマシン ― 横型ダイカストマシン（125t～4000t級） 

 

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図2.5.3にマグネシウム合金に関する宇部興産の出願件数と発明者数を示す。1993～

1996年はおおよそ発明者13人/年で、出願10件/年であったが、最近は減少する傾向にある。 

 

宇部興産の開発拠点： 山口県宇部市 本社 

 機械製作所 

 無機材料研究所 

 機械・エンジニアリング事業所 

 大阪府枚方市 枚方研究所 

2.5 宇部興産
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図2.5.3 宇部興産の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.5.4-1に、マグネシウム合金に関する宇部興産の出願の技術要素別件数分布を示す。

「製造技術」の「鋳造」に最も出願が多く、次いで「材料技術」の「汎用合金」に関する

出願が多い。 

図2.5.4-2に最も出願件数の多い「鋳造」に関する課題と解決手段の分布を示す。課題

は、品質の向上、生産性の向上、環境負荷の低減等全般的に取組んでおり、解決手段はダ

イカスト射出成形の最適化が多い。組合せでは工程の簡略化を課題として、鋳造条件の規

定を解決手段とするものが12件で、最も多い。 

 

図2.5.4-1 宇部興産の技術要素別出願件数の分布 
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これらの内容では、チクソ組成を有するマグネシウム合金を得る為の鋳造前処理条件に

関するものが多い。例えば、結晶微細化剤を含む溶湯を液相線温度に対し過熱度50℃未満

に保持して容器に注湯し、その後徐冷し、液相線温度に対する過熱度が１０℃になったと

ころから急冷し、微細な初晶を合金中に晶出させ、これを成形金型に加圧鋳造する内容で

ある。注湯前の晶出物のコントロールに関するものも多数見られる。 

表2.5.4に、宇部興産のマグネシウム合金に関する課題対応出願64件を示す。そのうち

登録になった特許は15件である。これについては代表図と概要入りで示す。取り下げ、拒

絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 

 

図2.5.4-2 宇部興産の「鋳造」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/10） 

 

 

 
技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3242493号
1993/06/28
C22C 23/02
日産自動車

耐熱性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
重量%で､Al:1.0~6.5%､Si:0.5~1.6%､
Sb:0.001~1.05%を含み､残部Mgおよび不純物
からなる耐熱性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で､他の特性を犠
牲にすることなく､従来の実績を有するﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金よりもさらに優れた耐熱性とくに耐ｸ
ﾘｰﾌﾟ性をもち､かつまたﾀﾞｲｶｽﾄに限らない各
種の鋳造法にも適用することができる｡

特開平07-278717
1994/04/12
C22C 23/02
日産自動車
被引用回数=3

加圧部での耐へたり性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
製部材

晶出化合物の
最適化

特許2730847号
(権利消滅)
1993/06/28
C22C 23/02
日産自動車
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
重量%で､Al:1.5~10.0%､RE:2.0%以下､
Ca:0.25~5.5%を含み､場合によってはさらに
CuおよびZnのうちの1種または2種:0.2~2.5%
を含み､残部Mgおよび不純物よりなる高温ｸﾘｰ
ﾌﾟ強度に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で､Mg-Al-RE系合
金のREの含有量を少なくしたときでも高温で
のｸﾘｰﾌﾟ強度を向上させることができ､REの含
有量を少なくすることによってよりｺｽﾄの低
下をもたらすことができる｡

特開平06-306523
(拒絶査定確定)
1993/04/20
C22C 23/04

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開平08-081728
(拒絶査定確定)
1995/07/12
C22C 23/04

耐ｸﾘｰﾌﾟ性､耐食性を有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

汎用合金

高温強度向上

高温強度､耐
食性向上

第三元素の添
加

Mg-Zn系
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

延性､靭性の
向上

特許3223990号
1993/06/28
C22C 23/02
日産自動車
被引用回数=1

高温ｸﾘｰﾌﾟ強度および靭性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金
重量%で､Al:1.0~6.5%､Si:0.5~1.5%､
Co:0.001~0.075%を含有し､残部Mgおよび不純物
よりなる高温ｸﾘｰﾌﾟ強度および靭性に優れたﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金｡

特開平06-279889
(拒絶査定確定)
1993/03/30
C22C  1/02
被引用回数=5

Si含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の金属組織改良方法

特開平07-216489
(みなし取下)
1994/01/28
C22C 23/04

鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開平07-224343
(拒絶査定確定)
1994/02/15
C22C 23/02
被引用回数=1

鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開2002-020831
2000/07/04
C22C 23/02
ﾘﾖ-ﾋﾞ

耐ｸﾘｰﾌﾟMg合金

特許3254848号
1993/10/07
C22C 23/02
被引用回数=3

割れ感受性の小さい加圧鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
重量%で､Alを6~12%､Siを0.1~1.5%､Srを
0.005~0.1%含有し､残部がﾏｸﾞﾈｼｳﾑおよび不純
物からなる組成の加圧鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で､
熱間割れが小さく機械的性質が優れる割れ感
受性の小さい加圧鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を提供
する｡

特開平07-224342
(みなし取下)
1994/02/10
C22C 23/02

加圧鋳造用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

ｺｽﾄ低減 Mg-Zn系

特開平05-255794
(拒絶査定確定)
1993/01/12
C22C 23/04

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

汎用合金

鋳造性の改善

第三元素の添
加

晶出化合物の
最適化



203 

表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平05-117785
(みなし取下)
1991/10/22
C22C  1/09
増本 健
井上 明久

繊維強化金属複合材料

特開平05-117784
(みなし取下)
1991/10/22
C22C  1/09
増本 健
井上 明久

繊維強化金属複合材料

金属/強化材
の密着性向上

含浸加圧条件
の最適化

特開平07-278697
(みなし取下)
1994/04/12
C22C  1/09
迎 静雄
西尾 一政

繊維強化金属基複合材料の製造方法

特開平05-169227
(みなし取下)
1991/12/17
B22D 17/32

高圧鋳造製品の製造方法

特開平09-279286
(拒絶査定確定)
1996/04/16
C22C 23/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ﾋﾞﾚｯﾄおよびその製造方法

特開平07-080619
(みなし取下)
1993/09/14
B22D 17/30

酸化物混入量が少ない鋳造製品の製造方法

特開平07-314113
(みなし取下)
1994/05/24
B22D 17/30

酸化物混入量が少ない鋳造品の製造方法

特開平07-314114
(みなし取下)
1994/05/26
B22D 17/30

酸化物の除去方法

特開平08-117960
(みなし取下)
1994/10/28
B22D 17/30

ﾀﾞｲｶｽﾄの酸化物除去方法および酸化物除去装
置

ﾏﾄﾘｸｽの最適
化

鋳造条件の規
定

不純物の除去

強度､延性の
向上

溶湯への異物
混入防止

鋳造

機械的性質の
改善

複合材
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許2962453号
1993/09/07
C22C  1/02,503

半溶融成形に適したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳造素材の
製造方法
液相線温度に対して過熱度を60℃未満に保持
されたMg-Al系およびMg-Al-Zn系合金溶湯を
0.5℃/S以上の凝固区間冷却速度で凝固させて
微細な等軸晶組織を有したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳造
材を得るようにした｡これにより 空気などのｶﾞｽ
の巻き込み,溶湯の酸化や窒化が少なく,細かい
等軸晶を安定して容易に製造できる｡

特開平11-028560
1997/07/08
B22D 39/04

給湯装置および給湯方法

特開平11-047905
1997/08/01
B22D 17/30

給湯用ﾗﾄﾞﾙおよび給湯方法

特開平08-215827
(みなし取下)
1995/02/17
B22D 17/30

密閉式給湯装置および給湯方法

特開平09-216043
(みなし取下)
1996/02/09
B22D 17/30

密閉式給湯装置

特開平10-244353
1997/02/28
B22D 17/30

溶融金属の給湯装置

鋳肌表面改善
金型構造の改
善

実開平05-070753
(みなし取下)
1992/02/18
B22D 17/02

ﾀﾞｲｶｽﾄ装置

鋳物巣の発生
防止

ﾉｽﾞﾙの改善

特開平09-216040
(みなし取下)
1996/02/09
B22D 17/12

ﾀﾞｲｷｬｽﾄ成形機

特開平09-216042
(みなし取下)
1996/02/06
B22D 17/30

密閉式給湯装置の給湯方法

特開平09-216044
(みなし取下)
1996/02/09
B22D 17/30

密閉式給湯装置

特開2000-218360
1999/01/27
B22D 39/04

給湯方法および給湯装置

溶湯計量の最
適化

溶湯計量の最
適化

注湯の最適化

溶湯への異物
混入防止

鋳造

給湯量精度の
向上
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

注湯の最適化

特開平10-296421
(拒絶査定確定)
1997/04/25
B22D 17/30
久保田鉄工

給湯装置導管の接続構造

ｽﾘｰﾌﾞの改善
特開2001-058250
1999/08/24
B22D 17/30

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ給湯装置および給湯方法

離型剤の最適
化

特開平09-182946
(みなし取下)
1995/12/28
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝのｽﾌﾟﾚｲ方法

金型材質の最
適化

特開平07-204822
(みなし取下)
1994/01/21
B22D 17/22

ﾀﾞｲｶｽﾄ金型

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の
向上

金型構造の改
善

特開平06-331472
(みなし取下)
1993/05/18
G01L  9/04,101

金型内圧力計測装置

特開平10-124125
1996/10/25
G05B 19/409

金型ｽﾌﾟﾚｲﾛﾎﾞｯﾄの教示方法

特開平10-249761
1997/03/07
B25J  9/22

金型ｽﾌﾟﾚｲﾛﾎﾞｯﾄの教示方法

特開平10-249762
1997/03/11
B25J  9/22

金型ｽﾌﾟﾚｲﾛﾎﾞｯﾄの教示方法

注湯の最適化
特開2001-087850
1999/09/22
B22D 17/30

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ給湯装置

ﾉｽﾞﾙの改善

特許2965179号
1991/12/13
B22D 17/02
被引用回数=1

金型鋳造装置
給湯装置内の溶湯をﾎﾟﾝﾌﾟ装置で導管,固定金
型内の水平状態の給湯通路,開閉弁,鋳込口を
経て鋳込ｽﾘｰﾌﾞ内に供給する｡ 導管内にまで送
られていた溶湯が鋳込ｽﾘｰﾌﾞに送られるので,注
湯時間が著しく短い事､溶湯の温度低下がきわ
めて少ない事､溶湯が大気と触れないので,酸化
し易い金属の鋳造も可能である｡

金型構造の改
善

特開2000-301315
1999/04/19
B22D 17/30

半溶融金属の成形方法および装置

離型剤の最適
化

鋳造

部材の溶損､
破損防止

金型､冶工具
の寿命向上

時間短縮
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3216684号
1994/09/09
B22D 17/00

半溶融金属の成形方法
最大固溶限内の組成のﾏｸﾞﾈ合金またはｱﾙﾐ合
金であって､ﾋﾞﾚｯﾄ用金型給湯温度は過熱度が
液相線以上で､かつ､30℃を超えない温度領域
から､1.0℃/秒の冷却速度で溶湯を冷却固化し
てﾋﾞﾚｯﾄを鋳造後､溶解度線と固相線で囲まれる
領域を0.5℃/min以上で昇温し､さらに固相線を
超える温度まで昇温して5分~60分間保持して初
晶を球状化した後､液相線以下の成形温度まで
さらに昇温し､半溶融状態になった溶湯を成形
用金型に供給して加圧成形する｡

特許3246273号
1995/05/29
C22C  1/02,501
被引用回数=3

半溶融金属の成形方法
従来の機械攪拌法や電磁攪拌法によらず､簡
便容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組
織を有する成形体が得られる半溶融金属の成
形方法｡結晶核を有する液相線温度以上の液
体状態の合金､または､結晶核を有する成形温
度以上の固液共存状態の合金を､断熱効果を
有する断熱容器の中で､所定の液相率を示す
成形温度まで冷却しつつ5秒間~60分間保持す
ることにより､液中に微細な初晶を該合金液中
に晶出させ､該合金を成形用金型に供給して加
圧成形するものである｡

特開平09-076051
(みなし取下)
1995/09/14
B22D 17/00
被引用回数=1

半溶融金属の成形方法

特開平09-087770
(みなし取下)
1995/09/27
C22C  1/02,501
被引用回数=1

半溶融金属の成形方法

特開平09-087772
1995/09/29
C22C  1/02,501

半溶融金属の成形方法

鋳造 工程の簡略化
鋳造条件の規
定
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平09-087773
(みなし取下)
1995/09/29
C22C  1/02,501

半溶融金属の成形方法

特許3246296号
1995/11/09
C22C  1/02,501
被引用回数=1

半溶融金属の成形方法
従来の機械撹拌法や電磁撹拌法によらず､簡
便容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組
織を有する成形体が得られる半溶融金属の成
形方法である. 結晶核を有する液相線温度以上
の液体状態の合金､または結晶核を有する成形
温度以上の固液共存状態の合金を､内部ある
いは外部から加熱または冷却できる熱伝導率
(室温)が1.0kcal/mhr℃以上の材質であって注
湯前に該合金の液相線温度以下に保持された
容器に注湯し成形に適した固相率を示す温度
まで冷却する過程において､該容器内に該合金
を注湯して､非樹枝状晶の微細な初晶を該合金
液中に晶出させ､かつ､該容器内の合金の冷却
温度分布が均一になるようにして急速に冷却
し､冷却後に該合金を成形用金型に供給して加
圧成形する｡

特許3246319号
1996/03/15
C22C  1/02,501

半溶融金属の成形方法
従来の機械撹拌法､電磁撹拌法によらず､簡便
容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組織
を有する成形体が得られる半溶融金属の成形
方法｡ 液相線に対する過熱度(X℃)が10℃未満
の結晶核を有する液体状態の合金を断熱容器
の中で､所定の液相率を示す成形温度まで冷却
しつつ5秒間~60分間保持する工程において､過
熱度温度から合金の液相線温度までをY=10-X
の関係式で算出される時間(Y分)よりも短い時
間で温度降下させ､しかも断熱容器内において
保持される過熱度温度から液相線温度よりも
5℃低い温度の区間を15分以内に温度降下さ
せることにより､液中に微細な初晶を合金液中
に晶出させ､合金を成形用金型に供給して加圧
成形するようにしたものである｡

鋳造条件の規
定

鋳造 工程の簡略化
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平10-128516
1996/10/25
B22D 17/00

半溶融金属の成形方法

特許3246358号
1996/11/08
C22C  1/02,501

半溶融金属の成形方法
従来の機械撹拌法や電磁撹拌法によらず､簡
便容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組
織を有する成形体が得られる半溶融金属の成
形方法｡熱伝導率が1kcal/mh℃以上の保持容
器に注湯された結晶核を有する液相線温度以
上の液体状態の合金､または､結晶核を有する
液相線温度未満で成形温度以上の固液共存状
態の合金を､0.01℃/s~3.0℃/sの平均冷却速度
で冷却して加圧成形直前まで保持することによ
り､微細な初晶を合金液中に晶出させるととも
に､保持容器内に入れられた合金の各部の温
度を誘導加熱により遅くとも成形する時までに
所定の液相率を示す目標成形温度範囲内に収
めるように温度調整し､保持容器から該合金を
取り出し成形用金型に供給して加圧成形する｡

特許3339333号
1996/11/22
B22D 17/00
被引用回数=1

溶融金属の成形方法
従来の機械撹拌法や電磁撹拌法によらず､簡
便容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組
織を有する成形体が得られる溶融金属の成形
方法であり｡溶融金属を冷却治具に接触させた
後､溶融金属を直接ﾀﾞｲｷｬｽﾄ用ｽﾘｰﾌﾞに注いで､
溶融金属の液相線温度に対する過熱度が25℃
未満の液体､あるいは､溶融金属の液相線温度
よりも低く固相率が15%未満の半液体を得た後､
直ちに射出し､加圧成形するようにした｡

鋳造 工程の簡略化
鋳造条件の規
定
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（9/10） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

工程の簡略化
鋳造条件の規
定

特許3246363号
1996/11/28
C22C  1/02,501

半溶融金属の成形方法
従来の機械撹拌法や電磁撹拌法によらず､簡
便容易に､かつ､低ｺｽﾄで微細かつ球状のﾁｸｿ組
織を有する成形体が得られる溶融金属の成形
方法｡液相線温度に対する過熱度が50℃未満
に保持された結晶粒微細化剤を含むｱﾙﾐﾆｳﾑ
合金溶湯､または､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯を冷却治
具を使用することなく直接保持容器内に注湯し､
所定の液相率を示す成形温度まで冷却しつつ
30秒~30分間保持する工程において､注湯され
た液相線温度に対する過熱度が10℃未満の液
体状態の合金､あるいは､液相線温度に対する
温度の低下が5℃未満の固液共存状態の合金､
の初期温度から液相線温度よりも5℃低い温度
区間を10分以内に温度降下させることにより､微
細な初晶を該合金液中に晶出させ､保持容器か
ら取り出し､成形用金型に供給して加圧成形す
る｡

歩留まり向上 ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善

特開平08-117953
(みなし取下)
1994/10/21
B22D 17/22

加圧鋳造方法および装置

原料用品の削
減

離型剤の最適
化

特許3344213号
1996/05/28
B22D 17/20

ｽﾌﾟﾚｲ剤噴霧方法
実情に則した適正な流量のｽﾌﾟﾚｲ噴霧を実現
し､ｽﾌﾟﾚｲ剤消費量を低減するとともに､成形品
品質を向上するのを目的とし､多関節ﾛﾎﾞｯﾄのﾛ
ﾎﾞｯﾄ手首先端部にｽﾌﾟﾚｲﾉｽﾞﾙを有するｽﾌﾟﾚｲﾍｯ
ﾄﾞを備えて､ｽﾌﾟﾚｲ剤供給装置により供給される
ｽﾌﾟﾚｲ剤をﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝの金型ｷｬﾋﾞﾃｨ面に噴霧
する金型ｽﾌﾟﾚｲﾛﾎﾞｯﾄにおいて､金型ｽﾌﾟﾚｲﾛﾎﾞｯ
ﾄの作業手順およびｽﾌﾟﾚｲﾉｽﾞﾙ動作経路に同期
して､ｽﾌﾟﾚｲ剤供給装置のｽﾌﾟﾚｲ剤噴霧量を制
御するようにした｡

鋳造
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表2.5.4 宇部興産のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（10/10） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

燃焼､発火の
防止

大気遮断法の
最適化

特開平05-318082
(みなし取下)
1992/05/12
B22D 17/30

金属溶湯給湯鋳込方法

溶解条件の最
適化

特開平05-212495
(みなし取下)
1992/02/07
B22C  9/10

崩壊性砂中子の製造方法

ｺｱ材の最適化

特許2952870号
(権利消滅)
1992/06/16
B22C  9/10

砂中子の製造方法
砂を固めた砂中子原型を酢酸ｶﾙｼｳﾑ水溶液等
中に浸漬するなどして有機酸塩処理した砂中子
原型を得,この砂中子原型を加熱乾燥した後,ｺｰ
ﾃｨﾝｸﾞ液中に浸漬するなどして砂中子原型の表
面に均一なｺｰﾃｨﾝｸﾞを行い,次いで乾燥して優れ
たｺｰﾃｨﾝｸﾞを有する砂中子を得る事が出来る｡

耐食性の向上
ｱﾙｶﾘ金属･土
類金属系の採
用

特開2001-348698
2000/05/23
C25D 11/30

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはその合金の陽極酸化処理液

表面処理工程
の効率化

その他処理方
法･条件の変
更

特開2001-295094
2000/04/13
C25D 11/30

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはその合金の陽極酸化処理液調
整法

電気･電子機
器部品

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

金属基複合材
料など

特開平09-255408
(みなし取下)
1996/03/21
C04B 35/00

電波吸収材料

鋳造

表面加工

処理ｶﾞｽ等の
公害対策
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2.6.1 企業の概要 

 

商号 本田技研工業 株式会社 

本社所在地 〒107-8556 東京都港区南青山2-1-1 

設立年 1948年（昭和23年） 

資本金 860億67百万円（2003年3月末） 

従業員数 27,798名（2003年3月末）（連結：126,900名） 

事業内容 二輪車、四輪車、汎用製品（農機具、発電機、汎用エンジン等）の製造・販売 

 

２輪車、４輪車の自動車トップメーカーである。失敗を恐れず、未開拓の創意工夫を心

がける風土から独創的な商品群を生み出しており、燃料電池車、航空機、ロボット等の開

発に取組んでいる。 

 

2.6.2 製品・技術の例 

表2.6.2に、本田技研工業のマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。本田技

研工業は、2輪車、4輪車のレーシング仕様車から実用車まで広範囲の領域において、軽量

材料としてのマグネシウム合金の応用に熱心に取組んでいる。 

（出典：本田技研工業のホームページ（HP）：http://www.honda.co.jp/、他） 

 

表2.6.2 本田技研工業の製品・技術の例（出典：本田技研工業のHP、他） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

ヘッドカバー 1982年 アルミに替えてダイキャスト製マグネシウムヘッドカバーを採用。

重量を1／2に軽量化。 

２輪車用ホイール 1988年 日本軽金属と共同で高耐食合金、ダイキャスト法を開発・実用化。

ステアリングホイー

ル 

1997年 ダイキャスト法による一体成形ステアリングホイールをアコードに

採用。 

パワーコントロール

ユニット(PCU)他 

1999年 ステアリングホイール、PCU、オイルパンなどにマグネシウム合金を

採用。燃費35km/lを達成 

 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図2.6.3に、マグネシウム合金に関する本田技研工業の出願年別の出願件数と発明者数

を示す。1993、1997、1998年に谷間があるが、1999年以降発明者、出願件数とも増加して

いる。 

 

本田技研工業の開発拠点： 埼玉県和光市 本田技術研究所 

 埼玉県狭山市 ホンダエンジニアリング 

 

2.6 本田技研工業 
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図2.6.3 本田技研興業の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.6.4-1に、本田技研工業のマグネシウム合金に関する出願の技術要素別件数分布を

示す。「材料技術」の「汎用合金」が16件と最も多く、次いで鋳造が15件で、さらに水素

吸蔵合金、自動車部品が続く。 

図2.6.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

高温強度関連の課題を、組成あるいは金属組織の解決手段で取組んでいるものが多い。組

合せとしては、高温強度向上を課題として、Mg-希土類系を解決手段とするものが3件であ

る。これは高温環境下（150～200℃）で、ボルト軸力が低下しない耐熱クリープ強度に優

れるマグネシウム合金として、セリウム（Ce）、ガドリニウム（Gd）等の希土類元素を主

体とした合金を開発したものである。 

表2.6.4に、マグネシウム合金に関する本田技研工業の課題対応出願54件を示す。その

うち登録になった特許は14件あるが、これについては代表図と概要を合わせて示した。取

り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載し

てある。 

 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

出願年

出
願
件
数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

発
明
者
数

出願件数 発明者数



213 

図2.6.4-1 本田技研工業の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.6.4-2 本田技研工業の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

室温強度向上
結晶粒組織の
最適化

特開平05-033075
(みなし取下)
1991/07/26
C22C  1/00

非晶質合金製構造部材の製造方法

特開平08-041576
(みなし取下)
1994/07/28
C22C 23/06

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物の
熱処理方法

特開2003-129161
2002/07/11
C22C 23/06

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開2003-129162
2002/07/11
C22C 23/06

ｸﾘｰﾌﾟ強度に優れるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

固溶元素の最
適化

特開2003-129160
2002/07/11
C22C 23/06

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

溶湯状態の最
適化

特開平06-081068
(みなし取下)
1992/09/01
C22C 23/00
被引用回数=2

耐熱Mg合金の鋳造方法

溶湯凝固条件
の最適化

特開平06-065669
(みなし取下)
1992/08/25
C22C 23/00

耐熱Mg合金およびその製造方法

特開平05-287429
(みなし取下)
1992/04/07
C22C 23/00
被引用回数=2

高ｸﾘｰﾌﾟ強さを有するMg合金

特許3229954号
1996/07/30
C22C 23/02
被引用回数=1

耐熱性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
耐熱強度及びｸﾘｰﾌﾟ伸びに優れ､鋳造割れが
ないMg合金､更にﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造により､ﾎﾞﾙﾄ締
結時に高温､高負荷環境下で優れた残存締結
軸力を有するMg合金｡重量%で､Al4.5 ~10%､
Ca0.1 ~3%､希土類元素1 ~3%､Mn0.3 ~1%を含
む｡Al含有量をa%､Ca含有量をb%､希土類元素
の含有量をc%とするときに､Al,Ca,希土類元
素の含有量が､式(1)の関係を満たす｡ﾀﾞｲｶｽﾄ
鋳造に適する｡ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄまたはα結晶粒を被
覆するAl-Ca系化合物と､ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄｾﾙまたは
α結晶粒界に晶出した球形粒子状のAl-希土
類元素系化合物とを含む｡Al4.5 ~6.0%､
Ca1.2 ~2.2%､希土類元素1.0 ~3.0%を含む｡

 希土類元素はﾐｯｼｭﾒﾀﾙとして含まれる｡

Mg-希土類系

汎用合金

高温強度向上

高温強度､鋳
造性改善

晶出化合物の
最適化
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､耐
食性向上

晶出化合物の
最適化

特開平05-287430
(みなし取下)
1992/04/07
C22C 23/02

高ｸﾘｰﾌﾟ強さおよび高耐食性を有するMg合金

特開平05-009685
(みなし取下)
1991/07/09
C22F  1/06

非晶質合金の製造方法

特開平05-009684
(みなし取下)
1991/07/09
C22F  1/06

非晶質合金の製造方法

溶湯状態の最
適化

特許3127310号
1991/05/31
C22C  1/00
増本 健
井上 明久

非晶質合金の製造方法
非晶質合金組成の素材により非晶質合金を
製造するに当り､素材を過冷却液体状態に保
持するための時間および温度上の制約を緩
和して非晶質合金の生産性を向上させる｡銅
金型内に､素材を入れた銅ｹ-ｽ5設置する｡素
材の加熱温度をｶﾞﾗｽ化温度Tgおよび結晶化
温度Tx間の温度範囲に一定に保つて素材を
過冷却液体状態にする｡超音波振動子を作動
させ､素材に振動を与えてその素材を流動状
態に保持する｡これにより過冷却液体状態に
ある素材を安定化させて､結晶化までの時間
を延長し､また結晶化を防止した非晶質素材
の成形時における温度範囲を広げることが
できる｡

溶湯凝固条件
の最適化

特開平06-017161
(拒絶査定確定)
1992/06/30
C22C  1/00

機械的特性等の優れた金属材料の製造方法

ｺｽﾄ低減 他Mg系

特開平07-316712
(みなし取下)
1994/05/27
C22C 23/00

引張り強度及びｸﾘｰﾌﾟ特性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金

燃焼､発火の
防止

第三元素の添
加

特開2003-055719
2001/08/13
C22C  1/02,503

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造方法

粒子構成の最
適化

特開2002-053926
2001/05/11
C22C 23/00

水素吸蔵合金粉末および車載用水素貯蔵ﾀﾝｸ

加熱･吸熱装
置の最適化

特開2001-241600
2000/02/28
F17C 11/00

水素貯蔵装置

粒子構成の最
適化

特開2000-265233
1999/03/16
C22C 23/00

水素吸蔵合金

特開2002-320848
2001/11/07
B01J 20/20

水素貯蔵材

吸蔵､放出能
力の寿命向上

特開2002-289184
2001/03/27
H01M  4/38

ﾆｯｹﾙ-水素電池用水素吸蔵金属負極

ｺｽﾄ低減
粉末製造法の
変更

WO01/000891
2000/06/26
C22C  1/00

水素吸蔵合金粉末およびその製造方法

結晶粒組織の
最適化

複合化の最適
化

吸蔵､放出所
要時間の短縮

延性､靭性の
向上

製造制約の緩
和

吸蔵､放出量
の向上

汎用合金

水素吸蔵合金
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

金属/強化材
の密着性向上

ﾏﾄﾘｸｽ表面層
の複合化

特許2809331号
1994/08/03
B22D 19/14

金属･ｾﾗﾐｯｸｽ複合材料の製造装置
金属とｾﾗﾐｯｸｽとを一体化した複合材料を加
圧等を行うことなく連続して製造する｡炉が
遮蔽部材にて第1ﾁｬﾝﾊﾞｰと第2ﾁｬﾝﾊﾞｰとに画
成され､第1ﾁｬﾝﾊﾞｰ内にはMgを入れる坩堝を
配設し､第2ﾁｬﾝﾊﾞｰ内にはAl等の純金属の溶
湯を供給する溶融金属供給装置を配設して
いる｡更に､第1ﾁｬﾝﾊﾞｰと第2ﾁｬﾝﾊﾞｰに亘って
ﾚｰﾙ部材を設け､このﾚｰﾙ部材に走行体を係合
し､炉外に設けた駆動装置によって走行体を
第1ﾁｬﾝﾊﾞｰと第2ﾁｬﾝﾊﾞｰとの間で往復動可能
とし､更に走行体には酸化物系ｾﾗﾐｯｸｽからな
る多孔質体を収納するｾｯﾄ台を固定する｡

二次加工性の
向上

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

特許3137911号
1996/12/24
B21C 23/00

押出し用複合材料
ｾﾗﾐｯｸｽを強化材とする複合材を､押出し加工
で割れ等の不具合なく加工する｡ｱﾙﾐﾅ(Al2O3)

等の酸化物系ｾﾗﾐｯｸｽに窒化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ(Mg3N2)粉

等の還元剤を添加して昇温することで､ｱﾙﾐﾅ
(Al2O3)の表層部から酸素を奪ってAl金属を

露出させ､不活性雰囲気を保持しつつｱﾙﾐﾆｳﾑ
(Al)等の合金をﾏﾄﾘｯｸｽ金属として複合化し､
その後､加圧雰囲気下で冷却固化して押出し
用複合材料を成形する｡そしてこの複合材料
で例えば自動車ｴﾝｼﾞﾝ用のｽﾘｰﾌﾞを押出し加
工する｡

燃焼､発火の
防止

粒子材料の最
適化

特開2002-363664
2001/06/05
C22C  1/08

発泡/多孔質金属製造用発泡剤

複合材
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

溶解条件の最
適化

特許2767531号
1993/05/17
B22D 18/02

鋳造方法
ﾁｸｿｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ法を適用するに当り､鋳造欠陥
のない健全な鋳物を得ることのできる鋳造
方法を提供する｡ 固相と液相とが共存する
鋳造材料を調製し､鋳造材料を加圧下で鋳型
のｹﾞｰﾄを通過させて､その鋳型のｷｬﾋﾞﾃｨに充
填する鋳造方法において､鋳造材料の液相中
に､その液相の粘度を高める粒子を混在さ
せ､液相における粒子の体積分率VfをVf≧
20%に設定する｡これにより､固相と液相とを
一緒にｹﾞｰﾄを通過させてｷｬﾋﾞﾃｨ4に充填する
ことができるので､固相と液相とが別々にｷｬ
ﾋﾞﾃｨへ充填されることによる鋳造欠陥の発
生が回避される｡

注湯の最適化
特許3373962号
1994/12/16
B22D 18/02

高強度金属部材の製造方法
金属部材を製造するに当り､雌型のｷｬﾋﾞﾃｨ内
で溶湯を冷却して過冷状態にする工程と､そ
の過冷状態の溶湯に雄型による溶湯鍛造を
施す工程とを用いる｡これにより､溶湯をそ
の全体に亘り均一に､且つ急速に冷却して､
均一微細で､且つ巣の発生のない健全な金属
組織を持つ高強度な金属部材を得ることが
できる｡

溶湯への異物
混入防止

大気遮断法の
最適化

特開平09-234555
(みなし取下)
1996/02/28
B22D 18/04

低圧鋳造装置

鋳造

機械的性質の
改善
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

金型材質の最
適化

特開2001-286979
2000/04/05
B22C  3/00
三井金属鉱業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の金型鋳造法

鋳造条件の改
善

特開平06-126377
(みなし取下)
1992/07/20
B22C  1/10
ﾘｸﾞﾅｲﾄ
ｴﾝｹｲ

ﾚｼﾞﾝｺｰﾃｯﾄﾞｻﾝﾄﾞの製造方法

固体ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
表面酸化不良
の防止

大気遮断法の
最適化

特開平08-257735
1995/03/22
B22D 17/30
被引用回数=1

金属ｲﾝｺﾞｯﾄ加熱装置

原材料調整の
最適化

特許3328443号
1994/09/30
B22D 17/30

金属成形体用射出成形装置
破砕ｶｯﾀと射出機のｽｸﾘｭｰとの間に､破砕材蓄
積室を設け､この破砕材蓄積室に破砕材の上
面ﾚﾍﾞﾙを所定の範囲に制御する破砕材ﾚﾍﾞﾙ
制御手段を設けたことを特徴とする金属成
形体用射出成形装置｡ｽｸﾘｭｰへの破砕材の供
給圧力が安定し､射出材の密度を安定化させ
ることができ､しかも破砕材の上面ﾚﾍﾞﾙが異
常に下がることがないのでｶﾞｽの混入を防止
でき､製品品質を高めることができる｡

ﾉｽﾞﾙの改善

特許3405626号
1995/10/17
B22D 17/00
被引用回数=2

半凝固金属の射出成形方法､及び装置
金型に射出成形機の先端部を当接させ､半凝
固金属を金型に射出するようにした半凝固
金属の射出成形方法において､射出成形機
を､その先端部を傾斜中心として所定角度上
方に傾斜させて金型内に半凝固金属を射出
し､射出成形するようにした半凝固金属の射
出成形方法｡これにより半溶融､半凝固金属ｽ
ﾗﾘｰ内に､空気やｶﾞｽが混入するのを防止でき
る｡

鋳造

鋳肌表面改善

鋳物巣の発生
防止
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

注湯の最適化
特許3382608号
1996/09/02
B22D  1/00

ﾁｸｿｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ用Al-Mg系鋳造材料およびMg-Al
系鋳造材料の加熱方法
ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄを有するAl-Mg系鋳造材料を,固相
と液相とが共存する半溶融状態まで加熱す
るに当り,ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄの球状化を達成すること
を目的に､Al-Mg系鋳造材料として,Alに対す
るMgの最大固溶量をmとし,また100℃での固
溶量をnとしたとき,それらの差m-nがm-n≧
3.6原子%であり,且つ前記Alを主成分とする
ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄを有するものを選定する｡そして固
溶量nを呈する温度である100℃および最大
固溶量mを呈する温度間におけるAl-Mg系鋳
造材料の加熱速度V(℃/min )を,ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄの
平均2次ﾃﾞﾝﾄﾞﾗｲﾄｱｰﾑｽﾍﾟｰｼﾝｸﾞ(平均DAS2)が
D(μm)であるとき,V≧63-0.8D+0.013D2 に
設定することが特徴｡

ﾉｽﾞﾙの改善

特許3139570号
1992/04/13
B22D 17/30
被引用回数=2

金属射出成形装置のﾉｽﾞﾙ閉塞弁
金型と射出機の間の材料流路を閉塞するた
めのﾉｽﾞﾙ閉塞弁の改良に関する特許であり､
射出機側の材料流路と金型側の材料流路の
間にﾉｽﾞﾙ閉塞弁を設け､このﾉｽﾞﾙ閉塞弁に､
回転機構と､この回転機構によって回動自在
な弁本体を設ける｡そして弁本体に､射出機
側のﾉｽﾞﾙ部と金型側の材料供給入口部との
夫々に密着状に当接可能な当接面を設ける
一方､この当接面を結び且つ射出機側の材料
流路と金型側の材料流路を連通せしめる貫
通孔を設け､この貫通孔を射出機側が小径で
金型側が大径のﾃｰﾊﾟ状とする｡又､前記当接
面を球面形状にする｡

鋳造条件の規
定

特開2002-143999
2000/11/09
B22D 17/00

半凝固金属素材の射出方法

鋳造
充填不良湯境
不良の低減
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

部材の溶損､
破損防止

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特開平09-108804
1995/10/17
B22D 17/00

半凝固金属射出成形装置

時間短縮

特許3184294号
1992/04/13
B22D 17/30
被引用回数=3

金属成形体用射出成形装置
射出機の一端側に接続する材料供給室を､第
1ｼｬｯﾀ､第2ｼｬｯﾀによって縦方向にｲﾝｺﾞｯﾄ導入
室､加熱室､保温室に区画し､保温室の下方に
ﾁｮｯﾌﾟ室を設ける｡そして加熱室でｲﾝｺﾞｯﾄを
半凝固状態に加熱し､これをﾁｮｯﾌﾟ室のﾁｮｯﾊﾟ
でこのｲﾝｺﾞｯﾄWを裁断する｡この間､真空ﾎﾟﾝ
ﾌﾟと不活性ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞによって各室を不活性
雰囲気化してﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金等の材料の酸化防
止を図る｡ﾁｮｯﾌﾟ室の下方にはｽｸﾘｭ7が設けら
れ､半凝固ｽﾗﾘを作って金型に射出する｡ｲﾝ
ｺﾞｯﾄから半凝固ｽﾗﾘを製造し､射出成形する
までの一連の成形ﾌﾟﾛｾｽを一装置内で行うよ
うな射出成形機の改良である｡

設備費の削減
特開平08-261664
1995/03/23
F27D 11/06

揺動式誘導加熱装置

屑の利用
特開2001-321910
2000/12/22
B22D 17/00

ﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ法による射出成形方法

粉末冶金
製造時間の短
縮

粒子寸法･形
状の最適化

特開2002-053902
2001/02/20
B22F  9/04

合金粉末の製造方法

機械加工
加工速度の向
上

素材表面の変
更

特開2002-212761
2001/01/11
C23C 30/00

非鉄金属製ﾜｰｸの塑性加工方法

特開2001-263314
2000/03/17
F16B  5/02

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材のﾎﾞﾙﾄ締結構造

特開2002-188616
2000/12/19
F16B 33/06

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材のﾎﾞﾙﾄ締結構造

接触腐食の防
止

塗料組成の変
更

特開2003-064492
2001/08/22
C23F 17/00
東洋ﾄﾞﾗｲﾙ-ﾌﾞ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材の電食防止構造および電食
防止方法

寿命の向上
処理装置の変
更

特開平04-361844
(みなし取下)
1991/06/06
B21H  7/14

回転塗装装置のﾍﾞﾙｶﾂﾌﾟの再生方法

鋳造

接合加工

表面加工

異種材料との
電食防止

溶解条件の最
適化

接合部品･補
助部材の変更
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/9） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

機械的特性の
向上

形状･構造の
最適化

実開平05-064440
(みなし取下)
1992/01/31
F02F  1/00

ｴﾝｼﾞﾝのｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ組立体

その他の皮膜
の付与

特許3057383号
1991/06/14
B60B 37/06

車軸とﾎｲ-ﾙの取付け構造
Mg合金を用いたﾎｲｰﾙは､従来は鉄系材料を用
いた車軸に直接またはｱﾙﾐ材のｽﾍﾟｰｻを介し
て取り付けていたが､前者の場合においては
ﾎｲｰﾙの母材と車軸との間に電食による錆が
発生し易い不都合があり､後者の場合､ｱﾙﾏｲﾄ
処理をしないｱﾙﾐ材のｽﾍﾟｰｻを装着した場合
も同様に錆が発生した｡この課題を解決する
ために､車軸の中間部に設けたﾌﾗﾝｼﾞとねじ
機構の間に､Mg合金製のﾎｲｰﾙのﾊﾌﾞを挟着す
るようにした車軸とﾎｲｰﾙの取り付け構造に
おいて､ﾌﾗﾝｼﾞ側のﾊﾌﾞの端面に､ｱﾙﾏｲﾄ処理を
したｱﾙﾐ材よりなり車軸に密嵌する筒部を有
するｽﾍﾟｰｻを添設固定し､かつｽﾍﾟｰｻとﾊﾌﾞの
重なり面の外周に周溝を設けてｼｰﾗを充填
し､電食および水の浸入による錆の発生を防
止する｡

新部材･部品
の採用

特許3299526号
1999/09/03
F01M 11/00

Mg合金製ｹｰｽにおける通し孔の閉鎖構造
ｵｲﾙﾊﾟﾝをMg合金より構成してその軽量化を
達成し,またそのｵｲﾙﾊﾟﾝにおけるﾄﾞﾚｲﾝ孔の
開口周辺部の腐食を確実に回避し得るよう
にした,ﾄﾞﾚｲﾝ孔の閉鎖構造を提供する｡ねじ
軸挿通孔を介しねじ軸に嵌められた防食板
は,拡大ｴﾝﾄﾞのﾜｯｼｬおよびそれと対向するﾄﾞ
ﾚｲﾝ孔の開口周辺部間に配設されて,それら

 の間を電気的に絶縁する｡

異音･騒音発
生の防止

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

特開2000-280705
1999/03/30
B60B 21/12

ﾎｲｰﾙの防振構造

自動車部品
耐食性の向
上･接触腐食
の防止
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表2.6.4 本田技研工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（9/9） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

自動車部品
製造工程･方
法の効率化

金型形状等の
変更

特許2866217号
1991/04/25
B22D 18/04
神戸製鋼所

Mg合金製二輪ﾎｲ-ﾙの低圧鋳造方法
二輪ﾎｲｰﾙは生産台数が四輪車に比べて少な
く､ﾀﾞｲｶｽﾄ法を適用した場合に金型費をｶﾊﾞｰ
できる程の量産効果が得られないことから
ﾀﾞｲｶｽﾄ法の適用が困難であった｡そこで金型
費が比較的安価である低圧鋳造法をMg合金
製二輪ﾎｲｰﾙの製造に適用することとしたが､
この方法は､溶湯を低圧で静かに充填するた
めに湯廻りがﾀﾞｲｶｽﾄ法に比べて悪く､時間当
たりの生産量が少ない等の理由からMg合金
への適用は殆どなされていなかった｡そこで
二輪ﾎｲｰﾙのｷｬﾋﾞﾃｨを有する金型の､ﾘﾑ部ｷｬﾋﾞ
ﾃｨの一部全周またはｽﾎﾟｰｸ取付け根部に余肉
部を設ける一方､ｽﾎﾟｰｸの本数と同数の湯口
をﾘﾑ部とｽﾎﾟｰｸ部との接合部分に設け､該湯
口よりMg溶湯を注湯して､湯廻りを改善し､
材料歩留りを向上させ､後工程の切削､仕上
げ等をできるだけ省いてｺｽﾄの低減を図っ
た｡

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2002-124279
2000/10/18
H01M  8/04

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ

特開2002-124280
2000/10/18
H01M  8/04

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

特開2002-329516
2001/04/27
H01M  8/04

燃料電池用水素供給装置

電気･電子機
器部品

電池特性の改
善

部分的な複合
化
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2.7.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日本製鋼所 

本社所在地 〒100-8456 東京都千代田区有楽町1-1-2 日比谷三井ビル 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 196億94百万円（2003年3月末） 

従業員数 1,708名（2003年3月末）（連結：4,217名） 

事業内容 鋳鉄鋼・鋼板・各種産業機械（油圧機器、環境機器、食品用加工機械等）・樹脂機

械（射出成形機等）の製造・販売、プラントエンジニアリング、他 

 

電力・鉄鋼・造船・石油化学などの重化学工業、および自動車・電機・情報機器などの

幅広い分野にわたる「鋼と機械の総合メーカー」である。最近では、素材とメカトロニク

ス企業を標榜して、先端技術の開発にも取組んでいる。 

 

2.7.2 製品・技術の例 

表2.7.2にマグネシウム合金に関する日本製鋼所の製品・技術の例を示す。マグネシウ

ム合金の射出成形機7種類を販売している。離型剤も扱っており、金型を閉じたまま金型内

表面に粉体離型剤を吸着させるので、クリーンな環境で成形できる。その他、機械加工装

置、化成処理装置、塗装装置、原料・リサイクル装置、マグネシウム合金成形機品、マグ

ネシウム合金チップも扱っている。 

（出典：日本製鋼所のホームページ（HP）：http://www.jsw.co.jp/） 

 

表2.7.2日本製鋼所の製品・技術の例（出典：日本製鋼所のHP） 

製品名 発売年 概要 

チクソモールディング法マ

グネシウム成形機7種 

― 各機種のスクリュー径； 32～110 mm射出圧力； 80～103Mpa

理論射出体積； 97～4470 cm3 

クローズド粉体離型剤シス

テム 

1991 金型内に粉体離型剤を真空吸引し、金型内表面に粉体離型剤

を均一に吸着させる方法 

 

2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図2.7.3にマグネシウム合金に関する日本製鋼所の出願件数と発明者数を示す。1997年

以降増加する傾向にあり、最近の1999～2001年3年間の平均は、おおよそ発明者17人/年、

出願13件/年である。 

 

日本製鋼所の開発拠点： 東京都千代田区 本社 

 北海道室蘭市 室蘭製作所 

 広島県広島市 広島製作所 

 

2.7 日本製鋼所 
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図2.7.3 日本製鋼所の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.7.4-1に、マグネシウム合金に関する日本製鋼所の出願の技術要素別件数分布を示

す。「製造技術」の「鋳造」に最も出願が多く、次いで「応用加工技術」の「表面加工」

に関する出願が多い。 

図2.7.4-2に最も出願件数の多い「鋳造」に関する課題と解決手段の分布を示す。課題

は生産性向上、解決手段はダイカスト射出成形の最適化に関する分野に集中している。原

料をシリンダー内でチクソ状態にするための温度制御に関するもの、あるいは酸化防止の

ために装置内を真空保持するもの、シリンダーの構造、材質に関するもの、ノズルの構造

改善に関するもの、更には設備のメンテナンス性を容易にするための改善などである。金

型自身の構造に関する出願も見られる。 

 

図2.7.4-1 日本製鋼所の技術要素別出願件数の分布 
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表2.7.4に、日本製鋼所のマグネシウム合金に関する課題対応出願51件を示す。そのうち登

録になった特許は11件である。これについては代表図と概要入りで示す。取り下げ、拒絶

査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 

 

図2.7.4-2 日本製鋼所の「鋳造」に関する課題と解決手段の分布 
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ン
ス
性
の
向
上

時
間
短
縮

工
程
の
簡
略
化

原
料
用
品
の
削
減

設
備
費
の
削
減

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
削
減

屑
の
利
用

燃
焼
、

発
火
の
防
止

処
理
ガ
ス
等
の
公
害
対
策

安
全
性
の
向
上

後工程の最適化

溶湯計量の最適化

加圧鋳造の
最適化

生産性の向上

コスト低減

砂型、金型等の
鋳造の最適化

環
境
負
荷
の
低
減

機
械
的
性
質
の
改
善

異
物
に
よ
る
不

良
防
止

表
面
欠
陥
の
防

止 内
部
不
良
の
防

止

寸法・形状
特性の向上

稼働率の
向上

製
造
時
間
短
縮

歩
留
ま
り
向
上

品質の向上

原材料調整の最適化

溶
湯
製
造

の
最
適
化

溶解の
最適化

鋳造組織の微細化

不純物の除去

ダ
イ
カ
ス
ト
射
出
成
形
の

最
適
化

離型剤の最適化

注湯の最適化

金型の
最適化

鋳造条件の
最適化

4

42

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1 1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1 1

1

1

15

解決手段

課
　
題

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､鋳
造性改善

Mg-Al系
特開2001-107171
1999/10/04
C22C 23/02

耐熱性と鋳造性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金耐熱部材

特開2001-316753
(拒絶査定確定)
2000/05/10
C22C 23/02

耐食性および耐熱性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金お
よびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材

特開2003-064438
2001/08/23
C22C 23/02

耐食性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金部材

特開2001-247926
(拒絶査定確定)
2000/03/03
C22C 23/02

流動性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金材

特開2001-247925
(拒絶査定確定)
2000/03/03
C22C 23/02

流動性に優れた高延性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金材

水素吸蔵合金
吸蔵､放出能
力の寿命向上

粒子表面処理
の最適化

特開2001-131604
1999/11/09
B22F  1/02
ｽﾃﾗｹﾐﾌｱ

高活性化水素吸蔵材およびその製造方法

複合材 均一分散化 溶湯法の採用
特許3011885号
1996/05/03
B22D 19/14

金属基複合材料の製造方法
強化材の分散性に優れ､ｼｮｯﾄ毎の強化材含有
率が比較的均一となり､機械特性の良好な複
合材料を射出成形機を用いて安定に成形す
る｡ﾏﾄﾘｯｸｽ金属材と強化材とをﾎﾞｰﾙﾐﾙ機によ
り混合して金属材に強化材を付着させ､これ
をふるいにかけて半溶融もしくは溶融状態に
て射出成形する｡金属材に強化材を均一に分
散させることができ､これを原料として射出
成形することにより強化材が均一に分散した
高品質の金属基複合材料が低ｺｽﾄで得られる｡

分別蒸留法の
適用

特開2002-348621
2001/05/24
C22B 26/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の純ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ回収装置およびﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金材のﾘｻｲｸﾙ方法

補助ｴﾈﾙｷﾞｰ付
与

特開2003-147445
2001/11/02
C22B  7/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の精錬方法

第三元素の添
加

Mg-Al系

高温強度､耐
食性向上

鋳造性の改善

Mg屑･残渣か
らの回収

汎用合金

精製
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

不純物の除去
特許3305796号
1993/02/15
C22C  1/02,501

合金製品の製造方法
合金原料を溶融炉で溶融して不純物を除去
し､そして溶融状態で､ｽｸﾘｭｳが回転駆動され
ているｼﾘﾝﾀﾞの移送方向の中間部に供給する
と共に､添加物をﾎｯﾊﾟからｼﾘﾝﾀﾞの移送方向の
上流側に供給する｡一方､ｼﾘﾝﾀﾞの移送方向の
中間部から下流側を合金原料の固相線温度以
上で液相線温度以下に温度調節装置により保
持する｡そしてｽｸﾘｭｳを駆動して､合金原料と
添加物とを混合･移送しながら剪断作用を加
え､次いで成形型へ吐出して合金製品を得る｡
これにより余分な手間とｴﾈﾙｷﾞとを必要とす
ることなく､高品位の合金製品を得ることが
できる｡

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特許3197109号
1993/04/21
C22C  1/02,501

合金製品の製造方法
合金材料の酸化が防止されると共に､気泡の
ない合金製品を安価に製造することが出来る
製造方法であり､ﾎｯﾊﾟから合金材料をｼﾘﾝﾀﾞに
供給し､合金材料の固相線温度以上で液相線
温度以下に保持した状態でｽｸﾘｭｰを駆動して
合金材料を移送しながら剪断作用を加え半凝
固のﾁｸｿ状の合金を作り､次いで成形型へ射出
して合金製品を得るとき､少なくともﾎｯﾊﾟ内
部と､ｼﾘﾝﾀﾞ内部と､成形型のｷｬﾋﾞﾃｲとを10-
3~102Torrの同一真空圧に保って成形する｡

固化金属の流
入防止

ﾉｽﾞﾙの改善

特開2001-259818
2000/03/16
B22D 17/22
十王

ﾎｯﾄﾗﾝﾅ金型及びその成形方法

鋳物巣の発生
防止

金型構造の改
善

特開2001-009562
1999/06/30
B22D 17/22

金属成形品成形用金型

鋳造

機械的性質の
改善
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

給湯量精度の
向上

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特許3418574号
1999/08/26
B22D 17/00

金属射出成形機におけるｽｸﾘｭおよびｼﾘﾝﾀﾞの
清掃方法
射出成形機のｼﾘﾝﾀﾞの低温部におけるｽｸﾘｭ溝
底やｼﾘﾝﾀﾞ内面に､成形材料もしくはその高融
点成分(付着物)が付着すると､成形材料より
も融点の低い金属間化合物のﾊﾟｰｼﾞ材をｼﾘﾝﾀﾞ
内に投入する｡これにより､ﾊﾟｰｼﾞ材が低温部
において溶解し､溶解したﾊﾟｰｼﾞ材に成形材料
が溶解拡散したり､成形材料よりも硬度が高
いﾊﾟｰｼﾞ材によって成形材料が機械的に削り
取られたりして､ｽｸﾘｭ溝底やｼﾘﾝﾀﾞ内壁に付着
した付着物が除去される｡ｽｸﾘｭ溝やｼﾘﾝﾀﾞ内に
付着する未溶解物などの付着物を容易に除去
することができるｽｸﾘｭおよびｼﾘﾝﾀﾞの清掃方
法である.

充填不良湯境
不良の低減

金型構造の改
善

特許3393079号
1999/02/01
B22D 17/22

軽金属射出成形金型の急速加熱方法および軽
金属射出成形方法
成形金型の金型温度による成形品の欠陥の発
生率を低くすることができる軽金属射出成形
金型の加熱方法および軽金属射出成形方法を
提供する｡溶湯の射出直前に型開き状態にあ
る固定型と可動型の間に誘導加熱用のｺｲﾙを
挿入し､ｺｲﾙを固定型と可動型のｷｬﾋﾞﾃｨ表面に
近接させた状態で通電することによって､金
型内に渦電流を発生させ､ｷｬﾋﾟﾃｲ表面だけを
短時間に所定の温度に昇温する｡

鋳造
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特許3394201号
1999/01/11
B22D 17/32

金属射出成形機の射出方法及びその装置
金属射出成形機において､金型内に充填され
た溶融材料に､設定した保圧圧力よりも過大
な圧力が加わることがない射出方法及びその
装置を提供する｡金属射出成形機において､金
型内に充填された溶融材料に､設定した保圧
圧力よりも過大な圧力が加わることがない射
出方法及びその装置を提供する｡第1ﾍｯﾄﾞ側油
室､第2ﾍｯﾄﾞ側油室及びﾛｯﾄﾞ側油室からなる2
段式の射出ｼﾘﾝﾀﾞに対して､射出工程中は第1
ﾍｯﾄﾞ側油室に圧油を供給し､第2ﾍｯﾄﾞ側油室と
ﾛｯﾄﾞ側油室をﾀﾝｸと接続することにより高速
かつ低圧で射出を行い､射出工程終期に金型
に充填した溶融材料の負荷により第1ﾍｯﾄﾞ側
油室に接続された流路の圧力が設定圧力に上
昇すると第1ﾍｯﾄﾞ側油室と第2ﾍｯﾄﾞ側油室に圧
油を供給し､ﾛｯﾄﾞ側油室をﾀﾝｸと接続すること
により射出速度を減速し､低速かつ高圧の状
態で保圧工程に切り換える｡

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2003-112246
2001/10/03
B22D 17/22

金属合金射出成形用金型

大気遮断法の
最適化

特開2002-361386
2001/06/06
B22D 17/00

軽合金射出成形機の不活性ｶﾞｽ供給方法およ
びその装置

特開平10-298683
1997/04/25
C22C 19/07
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金射出成形用ﾗｲﾆﾝｸﾞ
材

特開2001-340952
2000/06/01
B22D 17/20

金属射出成形機用ｼﾘﾝﾀﾞおよびその製造方法

金型､冶工具
の寿命向上

金型構造の改
善

特開2001-286981
2000/04/10
B22C  9/06

軽合金射出成形用ﾎｯﾄﾗﾝﾅ金型

溶湯計量の最
適化

特開2001-047214
1999/07/30
B22D 17/32

金属射出成形機の材料供給監視方法およびそ
の装置

特開2000-309041
1999/04/27
B29C 45/50

射出成形機

特開2001-105119
1999/10/08
B22D 17/30

金属射出成形機のｽｸﾘｭ軸連結装置

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

鋳造

ﾊﾞﾘ発生防止

部材の溶損､
破損防止

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開2002-066712
2000/08/31
B22D 17/20

金属射出成形機のｽｸﾘｭへの材料付着低減方法
およびその装置

特開2002-254151
2001/02/27
B22D 17/20

金属射出成形装置の加熱筒洗浄装置

特開2001-038457
1999/07/29
B22D 17/02

軽合金射出成形機用ﾉｽﾞﾙ

特開2001-071105
1999/09/07
B22D 17/02

軽合金射出成形機の射出ﾉｽﾞﾙ

特開2001-079653
1999/09/13
B22D 17/20

射出成形機およびそのﾉｽﾞﾙ温度制御装置

特開2002-239702
2001/02/09
B22D 17/02

軽合金射出成形装置のﾉｽﾞﾙ及びﾉｽﾞﾙ装置

特開2002-239706
2001/02/20
B22D 17/20

粉体離型剤塗布方法及び金型

時間短縮
特開2002-336951
2001/05/16
B22D 17/32

金属射出成形機用ﾉｽﾞﾙ面の溶融金属漏れ防止
装置及びその方法

工程の簡略化 不純物の除去

特許3121181号
1993/08/10
B22D 17/00
被引用回数=3

低融点金属製品の製造方法および製造装置
低融点金属原料を真空圧中又は不活性雰囲気
中で溶解して不純物を除去した後､溶融状態
でｽｸﾘｭｳ･ｼﾘﾝﾀﾞ装置に供給すると共に添加物
を供給し､低融点金属原料の固相線温度以上
で液相線温度以下に保持した状態でｽｸﾘｭｳを
駆動して低融点金属原料を一部凝固させ､凝
固時に発生する樹枝状晶を剪断作用により破
砕､微細球状化させてﾁｸｿﾄﾛﾋﾟｰ状の合金また
は添加物混合合金を作り､これをｽｸﾘｭｳ･ｼﾘﾝﾀﾞ
装置と同軸芯状に直列に配置されたﾌﾟﾗﾝ
ｼﾞｬｰ･ｼﾘﾝﾀﾞ装置に導入し､次いでﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｰに
よってｷｬﾋﾞﾃｲへ射出し､射出凝固が完了し鍛
造温度に下げてから､複数個のﾗﾑの圧力を適
宜変化させ､金型内で鍛造して合金製品また
は金属基複合材料製品を得る｡

歩留まり向上 ﾉｽﾞﾙの改善
特開2003-094158
2001/09/19
B22D 17/22

金属射出成形機用ﾉｽﾞﾙ装置

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善

鋳造

ﾉｽﾞﾙの改善

金型構造の改
善
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

歩留まり向上
金型構造の改
善

特許3280909号
1998/04/17
B22D 17/22

金属原料の射出成形用金型装置
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金からﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ法により金属
成形品を得るための射出成形用金型装置を､
固定型と､ｷｬﾋﾞﾃｲの一部が形成されている中
間型と､ｷｬﾋﾞﾃｲの残部が形成されている可動
型とから構成する｡そして､固定型には､型開
き時に中間型から該中間型に形成される2次ｽ
ﾌﾟﾙｰおよびﾗﾝﾅｰを引き剥すﾗﾝﾅｰﾛｯｸﾋﾟﾝを設け
る｡ﾗﾝﾅｰ板に形成されているﾗﾝﾅｰ凹部に2次ｽ
ﾌﾟﾙｰを介して連通したﾋﾟﾝｹﾞｰﾄは､型開閉方向
からｷｬﾋﾞﾃｲの中心部に開口させる｡比較的小
さな型締力で成形することができる､金属原
料の成形用金型装置.

溶湯計量の最
適化

特開2000-094110
1998/09/21
B22D 17/20

金属射出成形機の材料供給制御方法及び装置

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特開2003-126951
2001/10/24
B22D 17/20

低融点金属材料用の金属射出成形装置

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2001-321912
2000/05/17
B22D 17/20

軽合金射出成形機用ｽｸﾘｭ

鋳造

設備費の削減
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ｴﾈﾙｷﾞｰの削減

特許3375545号
1998/07/15
B02C 18/12
日本ｻ-ﾓｹﾐｶﾙ

ﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ法射出成形機用ﾁｯﾌﾟ製造方法及
び装置
従来の再生用のﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ法射出成形機用
ﾁｯﾌﾟは､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ｽｸﾗｯﾌﾟを再溶解精錬した
ｲﾝｺﾞｯﾄを切削してﾁｯﾌﾟ化していたが､多量のｴ
ﾈﾙｷﾞｰ､排ｶﾞｽ､ﾄﾞﾛｽ､ｽﾗｯｼﾞの処理に多大のｺｽﾄ
がかかり､公害も発生していた｡ 本発明によ
るﾁｸｿﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ法射出成形機用ﾁｯﾌﾟ製造方法
及び装置は､金属合金廃棄物を切断､破砕して
得た1次破砕物を固定刃､回転刃及びｽｸﾘｰﾝを
有するﾁｯﾌﾟ製造装置で切削､切断してﾁｯﾌﾟを
得ることにより､表面が研磨され､粉体が強制
排気で除去され､発火･爆発を防止しつつ製造
することができる構成である

屑の利用
特開2002-139488
2000/10/30
G01N 33/20

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料の調製方法

大気遮断法の
最適化

特開平09-155524
1995/12/01
B22D 17/20

射出成形機のｽｸﾘｭ取り出し方法およびその装
置

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特開2003-062654
2001/08/23
B22D 17/20

軽合金射出成形機の不活性ｶﾞｽ漏出減少装置

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2002-301557
2001/04/06
B22D 17/20

金属射出成形機のﾊﾟｰｼﾞｶﾊﾞｰ装置

処理ｶﾞｽ等の
公害対策

離型剤の最適
化

特開2002-263816
2001/03/08
B22D 17/20

金属射出成形機の離型剤ﾐｽﾄ吸引方法及びそ
の装置

表面加工 耐食性の向上
前処理等の処
理液の変更

特開2002-275668
2001/03/21
C23G  1/12

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品の表面処理方法

燃焼､発火の
防止

原材料調整の
最適化

鋳造
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表2.7.4 日本製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（8/8） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

密着性の向上
気相法による
皮膜の組成の
変更

特許3231681号
1997/10/17
C23C 30/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形品
ｱﾙﾐﾆｳﾑを含有する溶融ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を金型内
に注入して形成する成形体と､該成形体の少
なくとも一部表面に､蒸着､ｽﾊﾟｯﾀ等の物理的
処理方法又はﾒｯｷ等の化学的処理方法を用い
て形成するｱﾙﾐﾆｳﾑ又はｱﾙﾐﾆｳﾑ合金からなる表
面層とを有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形品｡

その他表面色
調の品質の向
上

前処理方法･
条件の変更

特開2002-069678
2000/08/31
C23G  1/12

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製品の塗装方法

その他の特性
の向上

特許3286224号
1997/10/01
B22D 17/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形品及びその製造方法
ﾀﾞｲｶｽﾄ､射出成形等の金型の製品部内にﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金を充填してﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金からなる成形
品を成形する際に､金型の製品部にｱﾙﾐﾆｳﾑ箔
を配置した後にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を充填し､該ｱﾙﾐﾆ
ｳﾑ箔にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を鋳造接合させて､ﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金が冷却固化した後のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形体の少
なくとも一部表面にｱﾙﾐﾆｳﾑ合金からなる表面
層を形成することを特徴とするﾏｸﾞﾈｼｳﾑ成形
品の製造方法｡

表面処理工程
の効率化

特開2001-314959
2000/04/28
B22D 29/00

軽金属成形品の後処理方法

ﾘｻｲｸﾙ性の向
上

ﾒｯｷによる下
地皮膜の変更

特開2000-297386
1999/01/11
C23C 28/00
中国電化工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金部材のめっき方法およびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金めっき部材ならびに該部材のめっき剥離
方法

電気･電子機
器部品

電池特性の改
善

金属基複合材
料など

特開平08-203510
(みなし取下)
1995/01/26
H01M  4/26

水素吸蔵合金電極の製造方法

表面加工

その他処理方
法･条件の変
更
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2.8.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 神戸製鋼所 

本社所在地 〒651-8585 兵庫県神戸市中央区脇浜町2-10-26 神鋼ビル 

設立年 1911年（明治44年） 

資本金 2,181億63百万円（2003年3月末） 

従業員数 9,122名（2003年3月末）(連結：26,765名) 

事業内容 鉄鋼、アルミ・銅圧延、機械（各種プラント、化学機械、原子力関連機器等）の製

造・販売、不動産事業、他 

 

素材・機械エンジニアリングのメーカーである。自動車軽量化に貢献する高張力鋼板や

アルミニウム、環境ビジネスを今後の目標とする産業機械、さらにはIPP（電力卸供給事業）

など、新技術・新マーケットに取組んでいる。 

 

2.8.2 製品・技術の例 

表2.8.2に、神戸製鋼所のマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。神戸製鋼

所は、アルミ･銅カンパニーの鋳鍛品の一つとして、航空機あるいは自動車用部品用などの

マグネシウム合金製品を扱っている。アルミニウムで蓄積した精密高圧鋳造技術や熱処理

技術などの製造技術や材料技術を活用している。 

（出典：神戸製鋼所のホームページ（HP）：http://www.kobelco.co.jp/） 

 

表2.8.2 神戸製鋼所の製品・技術の例（出典：神戸製鋼所のHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

マグネシウム合金鋳

鍛素形品 

― 航空機あるいは自動車用部品用などのマグネシウム合金製品。 

 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図2.8.3に、神戸製鋼所の出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を

示す。1992年の出願17件をピークに出願件数、発明者数ともに減少しているが、数人の発

明者で年間数件程度の出願を継続している。 

 

神戸製鋼所の開発拠点： 三重県員弁郡 大安工場 

 兵庫県神戸市 神戸総合技術研究所 

 山口県下関市 長府製造所 

 愛知県名古屋市 名古屋工場 

 兵庫県高砂市 高砂製作所 

 兵庫県加古川市 加古川研究地区 

 

2.8 神戸製鋼所 
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図2.8.3 神戸製鋼所の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.8.4-1に、神戸製鋼所のマグネシウム合金に関する出願の技術要素別件数分布を示

す。神戸製鋼所は「材料技術」の｢汎用合金｣に関する出願が13件と最も多く、表面加工と

鋳造に関する出願が次いでいる。 

図2.8.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

課題は、機械的特性の向上、化学的特性の向上、生産性の向上と広く分布しており、解決

手段は金属組織の最適化が多い。 

表2.8.4に、神戸製鋼所のマグネシウム合金に関する課題対応出願46件を示す。そのう

ち登録になった特許・実用新案は2件である。登録特許については代表図と概要を合わせて

示す。取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内

に記載した。 
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図2.8.4-1 神戸製鋼所の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.8.4-2 神戸製鋼所の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.8.4 神戸製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

析出化合物の
活用

特開平06-145872
(みなし取下)
1992/11/06
C22C 23/02
被引用回数=1

ｸﾘｰﾌﾟ強度に優れたMg合金及びその製造方法

結晶粒組織の
最適化

特開平06-256883
(みなし取下)
1993/03/04
C22C 23/02

優れたｸﾘｰﾌﾟ強度を有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

結晶系､格子
欠陥の活用

特開平07-316714
(みなし取下)
1994/04/21
C22C 23/06

高温耐ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

Mg-希土類系

特開平08-027533
(みなし取下)
1994/07/12
C22C 23/06

高温ｸﾘｰﾌﾟ強度に優れたMg合金

析出化合物の
活用

特開平08-053722
(みなし取下)
1994/08/10
C22C  1/02,503

高温ｸﾘｰﾌﾟ強度に優れたMg系合金の製法

延性､靭性の
向上

変形､加熱条
件の最適化

特開平09-104955
1995/10/07
C22F  1/06

Mg-Y-RE-Zr系合金の熱処理方法

第三元素の添
加

特開平06-228698
(みなし取下)
1993/02/03
C22C 23/02

耐食性に優れたMg基合金

晶出化合物の
最適化

特開平07-126790
(みなし取下)
1993/10/29
C22C 23/04

高耐食性Mg基合金

析出化合物の
活用

特開平05-311310
(みなし取下)
1992/05/11
C22C 23/02
被引用回数=1

耐食性に優れたMg-Al系またはMg-Al-Zn系合
金

固溶元素の最
適化

特開平07-316713
(みなし取下)
1994/05/25
C22C 23/02

高強度高耐食性Mg基合金及び該合金よりな
る鋳物の製法

塑性成形加工
性の向上

変形､加熱条
件の最適化

特開2003-155547
2001/11/19
C22F  1/06

高延性Mg合金素材の製法

展延性の向上
結晶粒組織の
最適化

特開平06-192799
(みなし取下)
1992/12/24
C22F  1/06
被引用回数=1

耐熱性に優れたMg合金展伸材およびその製
造方法

ｺｽﾄ低減
析出化合物の
活用

特開平06-172909
(みなし取下)
1992/12/03
C22C 23/00

高強度Mg鋳造合金

高温強度､室
温強度向上

耐食性の向上

汎用合金

高温強度向上
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表2.8.4 神戸製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度の向
上

ﾏﾄﾘｸｽの最適
化

特開平05-202443
(みなし取下)
1992/01/27
C22C 23/06

耐熱性に優れた粒子強化型Mg合金

均一分散化 溶湯法の採用

特開平07-299555
(みなし取下)
1994/05/02
B22D 19/14

金属基複合材料の製法

ｺｽﾄ低減
粒子供給方法
の変更

特開平05-302137
(みなし取下)
1992/04/28
C22C  1/10

粒子分散合金の製造方法

特開2001-294949
2000/04/07
C22B  9/02
昭和電工
ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ
住友軽金属工業
日本軽金属
古河電気工業
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ

溶融金属の連続真空精製方法とその装置

特開2002-339024
2001/05/16
C22B  9/04
昭和電工
ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ
住友軽金属工業
日本軽金属
古河電気工業
三菱ｱﾙﾐﾆｳﾑ

溶融金属の真空精製方法及び装置

分別凝固法の
適用

特開平08-246077
(みなし取下)
1995/03/06
C22B 26/22

活性金属の不純物除去法

実開平05-018747
(拒絶査定確定)
1991/08/14
B22D 18/04

Mg合金の低圧鋳造装置

実開平05-018746
(みなし取下)
1991/08/14
B22D 18/04

Mg合金の低圧鋳造装置

割れ防止
金型材質の最
適化

特開平05-042343
(拒絶査定確定)
1991/08/06
B22C  9/06

Mg合金鋳造用金型

時間短縮 注湯の最適化

特開平06-154992
(みなし取下)
1992/11/13
B22D 18/04

Mg合金低圧鋳造装置

工程の簡略化
鋳造組織の微
細化

特開2003-025054
2001/07/10
B22D 17/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の射出成形方法及び装置

歩留まり向上
溶湯計量の最
適化

特開平07-032119
(みなし取下)
1993/07/20
B22D 18/02

高圧鋳造方法

複合材

精製

鋳造

Mg屑･残渣か
らの回収

溶湯への異物
混入防止

分別蒸留法の
適用

注湯の最適化
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表2.8.4 神戸製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

設備費の削減
金型構造の改
善

特開2001-001122
2000/03/08
B22D 17/00
被引用回数=1

軽合金の射出成形方法及び装置

ｴﾈﾙｷﾞｰの削減
溶解条件の最
適化

特開平09-136153
(拒絶査定確定)
1995/11/14
B22D 17/30

鋳造機の給湯装置

ｸﾗｯｸ･割れ発
生防止

特開平05-228569
(みなし取下)
1992/02/18
B21H  1/04

車輌用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾎｲｰﾙの成形方法

焼付け･溶着
発生の防止

特開平05-285580
(みなし取下)
1992/04/14
B21H  1/04

温間ｽﾋﾟﾆﾝｸﾞ成形方法

強度の向上
素材の成分･
金属組織の変
更

特開平05-228602
(みなし取下)
1992/02/19
B22D 17/00

金属材料の成形方法

加熱時間の短
縮･温度の安
定化

加熱設備の変
更

特開平05-285581
(みなし取下)
1992/04/14
B21H  1/04

温間ｽﾋﾟﾆﾝｸﾞ成形装置

潤滑方法の効
率化

材質の変更

特開平05-261463
(みなし取下)
1992/03/16
B21H  1/04

車輌用ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾎｲｰﾙの成形方法

接合加工
接合部強度の
向上

素材形状･性
状の変更

特開平06-034464
(みなし取下)
1992/07/20
G01L  5/00,103

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾎﾞﾙﾄゆるみ試験方法

ｱﾙｶﾘ金属･土
類金属系の採
用

特開平06-264292
(みなし取下)
1992/08/10
C25D 11/30

MgおよびMg合金の陽極酸化処理方法

特開平05-287590
(みなし取下)
1992/04/06
C25D 11/38

高耐蝕性Mg合金およびその製造方法

特開平06-073596
(みなし取下)
1992/08/26
C25D 11/30

高耐食性MgまたはMg合金材

特開平06-073558
(みなし取下)
1992/08/26
C23C 28/00

高耐食性MgまたはMg合金材

特開平06-212450
(みなし取下)
1993/01/18
C23C 26/00

高耐蝕性Mg合金およびその製造方法

特開平07-070759
(みなし取下)
1993/08/31
C23C 22/00

高耐食性MgまたはMg合金材

塗装による下
地皮膜の変更

特開平06-279993
(みなし取下)
1993/03/24
C23C 14/14

耐食性に優れたNi系蒸着めっき金属材料

表面加工 耐食性の向上

機械加工

鋳造

潤滑剤･潤滑
方法の変更

その他の方法
による皮膜の
組成の変更
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表2.8.4 神戸製鋼所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/4） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性の向上
陽極酸化によ
る下地皮膜の
変更

特開平06-212453
(みなし取下)
1993/01/18
C23C 28/00

高耐蝕性Mg合金およびその製造方法

特開平10-287986
1997/04/15
C23C 28/02
被引用回数=1

密着性に優れたMg合金部材およびその製造
方法

特開2000-239862
1999/02/24
C23C 30/00

耐食性に優れたMg合金部材及びその製造方
法

耐劣化性の向
上

気相法による
皮膜の組成の
変更

特許2868442号
1995/09/14
C23C 22/78

黒色ﾆｯｹﾙ皮膜の形成方法
表面に意匠性の良好な黒色ﾆｯｹﾙ皮膜を形成
するための黒色ﾆｯｹﾙ皮膜の形成方法であっ
て､下記の工程を含んでなるもの｡(1)ﾆｯｹﾙを
含有量が30~100at%のﾆｯｹﾙあるいはﾆｯｹﾙ合金
の皮膜を形成する工程と､(2)酸素雰囲気下
で50~500℃に加熱し表面酸化物層を形成す
る工程と､(3)酸化物層形成後に､第二鉄塩､
第二銅塩より選ばれた1種又は2種以上の塩
の合計濃度が10~500g/lとなる酸性溶液中に
て､侵漬酸化処理を施すか又は電解酸化処理
を施す工程｡

自動車部品
製造工程･方
法の効率化

金型形状等の
変更

特許2866217号
1991/04/25
B22D 18/04
本田技研工業

Mg合金製二輪ﾎｲ-ﾙの低圧鋳造方法
二輪ﾎｲｰﾙは生産台数が四輪車に比べて少な
く､ﾀﾞｲｶｽﾄ法を適用した場合に金型費をｶﾊﾞｰ
できる程の量産効果が得られないことから
ﾀﾞｲｶｽﾄ法の適用が困難であった｡そこで金型
費が比較的安価である低圧鋳造法をMg合金
製二輪ﾎｲｰﾙの製造に適用することとしたが､
この方法は､溶湯を低圧で静かに充填するた
めに湯廻りがﾀﾞｲｶｽﾄ法に比べて悪く､時間当
たりの生産量が少ない等の理由からMg合金
への適用は殆どなされていなかった｡そこで
二輪ﾎｲｰﾙのｷｬﾋﾞﾃｨを有する金型の､ﾘﾑ部ｷｬﾋﾞ
ﾃｨの一部全周またはｽﾎﾟｰｸ取付け根部に余肉
部を設ける一方､ｽﾎﾟｰｸの本数と同数の湯口
をﾘﾑ部とｽﾎﾟｰｸ部との接合部分に設け､該湯
口よりMg溶湯を注湯して､湯廻りを改善し､
材料歩留りを向上させ､後工程の切削､仕上
げ等をできるだけ省いてｺｽﾄの低減を図っ
た｡

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

寿命/信頼性
の改善

構造の複合化
特開平11-158815
1997/11/27
E01D 19/06

橋梁ｼﾞｮｲﾝﾄ

表面加工

密着性の向上
ﾒｯｷによる下
地皮膜の変更
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2.9.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 東芝 

本社所在地 〒105-8001 東京都港区芝浦1-1-1 

設立年 1904年（明治37年） 

資本金 2,749億26百万円（2003年3月末） 

従業員数 39,875名（2003年3月末）（連結：165,776名） 

事業内容 情報通信システム、社会システム、重電システム、デジタルメディア、家庭電器、

電子デバイス等の製造・販売・エンジニアリング・サービス、他 

 

情報通信や重電分野などの産業・社会用、デジタルメディアなどの個人用、半導体など

の部品用の３領域をあわせ持つ複合電機のトップメーカーである。最近では、デジタルプ

ロダクツ、電子デバイス、社会インフラの各事業を中心に据えている。 

 

2.9.2 製品・技術の例 

表2.9.2にマグネシウム合金に関する東芝の製品・技術の例を示す。1996年以来、ノー

トパソコンの筐体として採用。肉厚は0.7mm、最新では0.6mmと薄肉化を達成しており、強

度、剛性は形状、肉厚分布で確保している。またデータプロジェクターの筐体にも、2003

年にマグネシウム合金を採用している。 

（出典：東芝のホームページ（HP）：http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm） 

 

表2.9.2東芝の製品・技術の例（出典：東芝のHP） 

製品名 発売年 概要 

ノートパソコン筐体 1996～ 「Libretto」シリーズ、「DynaBook SS」シリーズにマグネシウム合

金薄肉筐体を採用。 

データプロジェクタ

ー筐体 

2003 型式TDP－D1（J）等。持ち運びのしやすいコンパクトでスクエアな

本体とした。 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図2.9.3にマグネシウム合金に関する東芝の出願件数と発明者数を示す。1997、1998年

に、おおよそ発明者19人/年で、出願8件/年のピークがあり、最近ではいずれも減少の傾向

である。 

東芝の開発拠点： 神奈川県横浜市 横浜事業所 

  京浜事業所 

  生産技術研究所 

 神奈川県川崎市 研究開発センター 

  小向工場 

  川崎事業所 

  柳町工場 

2.9 東芝 
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 東京都青梅市 青梅工場 

  東芝デジタルメディアエンジニアリング 

 東京都府中市 府中工場 

 愛知県名古屋市 名古屋工場 

 

 

図2.9.3 東芝の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.9.4-1に、マグネシウム合金についての東芝出願の技術要素別件数分布を示す。「製

品化技術」の「電気・電子機器部品」と「材料技術」の「水素吸臓合金」に出願が集中し

ている。 

図2.9.4-2に最も出願件数の多い「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分

布を示す。その内容としては、マグネシウムを含む水素吸臓合金の粒度、添加元素、充填

密度などを最適化してニッケル水素電池の性能改善を目的とする出願や、マグネシウム合

金製の金属筐体を用いるときに2分割された筐体を導電性のばねなどで相互に導通をとる

ことで静電気による誤動作の防止を目的とした出願などが注目される。 

表2.9.4に、東芝のマグネシウム合金に関する課題対応出願36件を示す。そのうち登録

になった特許・実用新案はない。取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判

終了などの情報は（ ）内に記載してある。 
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図2.9.4-1 東芝の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.9.4-2 東芝の「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.9.4 東芝のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平09-199122
1996/01/22
H01M  4/38

水素吸蔵合金および二次電池

特開平10-102171
1996/09/30
C22C 19/00

水素吸蔵合金及び二次電池

Mg2Ni合金の

Mg､Ni元素の
一部置換

特開2002-105564
2000/09/29
C22C 19/00

水素吸蔵合金とその製造方法､およびそれを
用いたﾆｯｹﾙ-水素二次電池

特開平08-311596
1995/07/07
C22C 23/02

水素吸蔵合金､水素吸蔵合金の表面改質方法､
電池用負極およびｱﾙｶﾘ二次電池

特開平10-251791
1997/03/14
C22C 23/00

水素吸蔵合金､電池用負極およびｱﾙｶﾘ二次電
池

特開平11-323469
1998/06/17
C22C 19/00
被引用回数=1

水素吸蔵合金及び二次電池

特開2000-073132
1998/08/25
C22C 19/00

水素吸蔵合金および二次電池

特開2000-265228
1999/03/15
C22C 19/00
東芝電池

水素吸蔵合金及び二次電池

特開2000-265229
1999/03/16
C22C 19/00

水素吸蔵合金及び二次電池

特開平10-251782
1997/03/14
C22C 19/00

水素吸蔵合金およびｱﾙｶﾘ二次電池

特開2001-107165
1999/09/30
C22C 19/00

水素吸蔵合金､その製造方法､それを用いた二
次電池および電気自動車

Mg系での成分
最適化

特開平10-259436
1997/03/21
C22C 14/00

水素吸蔵合金,その製造方法およびﾆｯｹﾙ水素
二次電池

Mg2Ni合金の

Mg､Ni元素の
一部置換

特開2002-105563
2000/09/29
C22C 19/00

水素吸蔵合金およびそれを用いたﾆｯｹﾙ-水素
二次電池

組成変動の防
止

原料の変更
特開2001-226722
2000/02/14
C22C  1/00

水素吸蔵合金の製造方法

素材の変更

特開平06-136563
(みなし取下)
1992/10/27
C23C 26/00

金属複合部材

ﾏﾄﾘｸｽ表面層
の複合化

特開平06-136562
(みなし取下)
1992/10/08
C23C 26/00

金属複合部材

表面加工
その他の特性
の向上

その他処理方
法･条件の変
更

特開2003-089884
2001/09/14
C23C 26/00

被加工物の表面改質方法及び装置

Mg系での成分
最適化

Mg系での成分
最適化

Mg2Ni合金の

Mg､Ni元素の
一部置換

耐摩耗性向上

吸蔵､放出量
の向上

吸蔵､放出温
度の低温化

吸蔵､放出所
要時間の短縮

吸蔵､放出能
力の寿命向上

水素吸蔵合金

複合材
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表2.9.4 東芝のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平11-039973
1997/07/18
H01H  1/02
芝府ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

真空ﾊﾞﾙﾌﾞ用接点材料

特開平11-162505
1997/11/28
H01M 10/30

ﾆｯｹﾙ水素電池

新機能･機構
の追加

特開2000-036667
1998/07/17
H05K  5/00

電子機器

方法･手段の
改善･変更

特開2000-160356
1998/11/30
C23C 22/18

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金筐体の製造方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平11-338580
1998/05/29
G06F  1/18
東芝ｺﾝﾋﾟﾕ-ﾀｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

電子機器

加工用合金の
組成の最適化 特開平11-086805

1997/09/11
H01M  2/02

二次電池および電池容器

部分的な複合
化

特開2001-007544
1999/06/17
H05K  5/02

電子機器

方法･手段の
改善･変更

特開2002-263820
2001/03/07
B22D 17/22

電子機器用筐体および表示装置用筐体

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平05-141349
(みなし取下)
1991/11/18
F04B 39/00

密閉型圧縮機

金属基複合材
料など

特開平06-327884
(みなし取下)
1993/05/27
D06F 37/40

洗濯機用ﾌﾞﾚｰｷ装置

放熱性の改善
部分的な複合
化

特開2001-332203
2000/05/22
H01J 35/10

回転陽極型X線管装置

ｼｰﾙﾄﾞ性の向
上

新機能･機構
の追加

特開2000-036668
1998/07/17
H05K  5/00

電子機器

特開平11-162503
1997/11/28
H01M 10/30

ﾆｯｹﾙ水素二次電池

特開平11-162460
1997/11/28
H01M  4/24

ﾆｯｹﾙ水素二次電池

寸法形状の最
適化

特開平09-199120
1996/01/22
H01M  4/38
被引用回数=1

二次電池

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

金属基複合材
料など

特開平07-119811
(放棄)
1993/10/25
F16H 55/38

高摩擦ﾛｰﾗおよびその製造方法

電気･電子機
器部品

軽量化

高強度･高剛
性化

電池特性の改
善

機能材料とし
ての組成の最
適化

機能材料とし
ての組成の最
適化

寿命/信頼性
の改善
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表2.9.4 東芝のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開2000-005859
1998/06/19
B22D 17/22

電子機器とその製造方法及び金型装置

特開2000-005858
1998/06/19
B22D 17/22

電子機器及びその製造方法

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

作業性向上/
歩留まり向上

形状寸法など
の最適化

特開2000-272861
1999/03/26
B66B 11/02
東芝ｴﾚﾍﾞ-ﾀ

ｴﾚﾍﾞｰﾀのかご床構造

電気･電子機
器部品

工程簡素化･
製造性の改善

寸法形状の最
適化
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2.10.1 企業の概要 

 

商号 スズキ 株式会社 

本社所在地 〒432-8611 静岡県浜松市高塚町300 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 1,202億10百万円（2003年3月末） 

従業員数 10,867名（2003年3月末）（連結：39,127名） 

事業内容 二輪車、四輪車、船外機、発電機、汎用エンジン等の製造・販売 

 

軽自動車のトップメーカーである。軽自動車をはじめ、スモールカーや二輪車、アウト

ドア用の船外機や発電機、そして福祉社会を見据えたセニアカーやモーターチェアーなど

多岐にわたる製品を製造・販売している。 

 

2.10.2 製品・技術の例 

表2.10.2に、スズキのマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。マグネシウム

製品の販売は行っていないが、自社製の乗用車などの軽量化、環境対応などを目的に、マ

グネシウム合金製の部品を採用している。自社でも複合材を中心にしたマグネシウム材料

に関する技術開発を進めると同時に、スズキ財団を通じて技術開発活動への支援も行って

いる。 

（出典：スズキのホームページ（HP）：http://www.suzuki.co.jp/、他） 

 

表2.10.2 スズキの製品・技術の例（出典：スズキのHP、他） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

二輪車のクランクケー

ス・キャブレター部品 

1979 OW45(1979年型YZR500)二輪車の部品として採用。500cc二輪車レ

ースで優勝。 

研究助成(スズキ財団) 2002 京都大学宅田助教授の「マグネシウム合金の板材成形法の確立」

の研究支援 

 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図2.10.3に、スズキの出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を示す。

従来から数名の研究者で年間数件の出願を継続してきたが、1997年から出願件数が減少し、

2000、2001年は出願がない。 

 

スズキの開発拠点： 静岡県浜松市  本社 

 

2.10 スズキ 
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図2.10.3 スズキの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.10.4-1に、マグネシウム合金に関するスズキの出願の技術要素別件数分布を示す。

全出願件数34件中、「材料技術」の「複合材料」の出願が26件で、この技術要素に集中し

ていることがわかる。 

図2.10.4-2に最も出願件数の多い「複合材料」に関する課題と解決手段の分布を示す。

課題としては、加圧含浸力の低減、強化材、助剤の劣化の防止、均一分散化が比較的に多

く、解決手段は、複合材各部材料の最適化、複合材製造法の最適化と全体にわたっている。

組合せとしては、加圧含浸力の低減を課題として、浸透助剤の最適化を解決手段とするも

のが7件で最も多い。 

 

図2.10.4-1 スズキの技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これはコスト的に不利な溶湯を加圧するための設備を不要とする、合金元素との反応を

回避する、あるいは浸透方向を制御する等を目的として、シリカ（SiO2）、酸化チタン（TiO2）、

酸化錫（SnO2）等の浸透助剤を工夫したものである。 

表2.10.4に、スズキのマグネシウム合金に関する課題対応出願34件を示す。そのうち登

録になった特許・実用新案は4件ある。登録特許については代表図と概要を合わせて示す。
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取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載

した。 

 

図2.10.4-2 スズキの「複合材」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.10.4 スズキのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

汎用合金 ｺｽﾄ低減
晶出化合物の
最適化

特開平08-020835
(みなし取下)
1994/07/08
C22C 23/00

Mg合金

耐摩耗性向上
粒子材料の最
適化

特開平09-087779
(みなし取下)
1995/09/22
C22C  1/10

自己潤滑性を有するMg基複合材料およびその
製造方法

その他特性の
向上

含浸加圧条件
の最適化

特許3467495号
1994/12/21
C22C  1/09
産業技術総合研究所

金属基傾斜複合材料の製造方法
ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑに溶湯金属を加圧含浸させる方法に
おいて､加圧速度と温度と加圧力を制御して
ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑの体積率を変えながら複合材料とし
ての特性を特定の傾斜割合に傾斜させること
を特徴とするもので､傾斜量を制御でき､且つ
生産性に優れた金属基傾斜複合材料の製造方
法｡

寸法特性の向
上

固相拡散法の
採用

特許3070781号
1991/08/12
C23C 24/08

複合部材の複合化層厚の制御方法
表面にｾﾗﾐｯｸｽ粒子の複合化層を有する複合部
材を製造する場合で､その複合化層の厚さが
容易に制御できる制御方法を提供する｡加圧
用の型または容器に､ｾﾗﾐｯｸｽ粒子を収容し､こ
のｾﾗﾐｯｸｽ粒子内に被処理物を埋込み､ｾﾗﾐｯｸｽ
粒子の外部より加圧して､被処理物の表面にｾ
ﾗﾐｯｸｽ粒子との複合化層を形成する場合で､形
成される複合化層の厚さを､加圧力と加熱温
度と加圧時間との組合せによって制御するこ
とを特徴とする複合化層厚の制御方法｡

金属/強化材
の密着性向上

粒子供給方法
の変更

特開平08-041564
(みなし取下)
1994/08/01
C22C  1/10

Mg基複合材と､その製造方法

複合材
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表2.10.4 スズキのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平10-102161
1996/09/26
C22C  1/09

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ､該ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑを用いた金属基複合材料
及びその製造方法

特開平11-001730
1997/06/10
C22C  1/09

金属基複合材料用ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ及びこれを用いた
金属基複合材料の製造方法

ｶﾞｽ置換法の
採用

特開平10-330863
1997/05/28
C22C  1/09

Mg基複合材料又はMg合金基複合材料の製造方
法

浸透助剤の最
適化

特開平07-310131
(拒絶査定確定)
1994/06/27
C22C  1/10
被引用回数=5

Mg基複合材料の製造方法

固相拡散法の
採用

特開平05-311277
(みなし取下)
1992/05/13
C22C  1/09

複合部材の製造方法

特開平05-320784
(みなし取下)
1992/05/27
C22C  1/02
被引用回数=2

Mg基粒子分散複合材料の製造方法

特開平06-212318
(みなし取下)
1992/05/29
C22C  1/10

Mg基粒子分散複合材料の製造方法と装置

粒子供給方法
の変更

特開平05-051664
(みなし取下)
1991/08/23
C22C  1/05

粒子分散型複合材料の製造方法

特許3087913号
1991/03/15
C22C  1/05

粒子分散型複合材料とその製造方法
ｾﾗﾐﾂｸｽ粒子と､Al合金又はMg合金の所定量の
溶湯とを金型に収容して､加圧したあと､これ
を再溶解してｾﾗﾐﾂｸｽ粒子の凝集塊が適度に分
散した状態となるまで撹拌を加える粒子分散
型複合材料と､その製造方法｡

特開平04-297535
(みなし取下)
1991/03/26
C22C  1/10

粒子分散型複合材料とその製造方法

二次加工性の
向上

粒子材料の最
適化

特開平05-214477
(みなし取下)
1992/01/31
C22C 23/00

複合材料とその製造方法

加圧含浸力の
低減

ﾏﾄﾘｸｽの最適
化

特開平08-325654
(みなし取下)
1995/05/31
C22C  1/10

Mg基複合材料の製造方法

複合材

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

溶湯法の採用

溶湯法の採用

強化材､助材
の劣化の防止

不良発生の防
止

均一分散化
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表2.10.4 スズキのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開平08-081722
(みなし取下)
1994/09/14
C22C  1/09

Mg基部分強化複合部材の製造方法

特開平08-302435
(みなし取下)
1995/05/01
C22C  1/09

Mg基複合材料の製造方法

特開平09-087778
(みなし取下)
1995/09/22
C22C  1/10
被引用回数=1

Mg基複合材料の製造方法

特開平09-184031
1995/12/28
C22C  1/09
被引用回数=2

金属基複合材料の製造方法

特開平09-263858
(みなし取下)
1996/03/26
C22C  1/09

Mg基複合材料の製造方法

特開平10-140261
1996/11/12
C22C  1/09

Mg基複合材料又はMg合金基複合材料の製造方
法

特開平10-152732
1996/11/22
C22C  1/09

Mg基複合材料の製造用ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ成形体及びそ
の製造方法

ｶﾞｽ置換法の
採用

特開平10-147825
1996/11/15
C22C  1/09
被引用回数=1

Mg基複合材料又はMg合金基複合材料の製造方
法

含浸加圧条件
の最適化

特開平09-202929
(みなし取下)
1996/01/26
C22C  1/09

Mg基複合材料の製造方法及び装置

設備の最適化

特開平09-087776
(みなし取下)
1995/09/22
C22C  1/10
被引用回数=1

減圧を併用したMg基複合材の製造方法

鋳造 歩留まり向上
原材料調整の
最適化

特開平05-148564
(みなし取下)
1991/11/22
C22C  1/02

MgまたはMg合金へのSi添加方法

耐食性の向上

特開平05-320929
(みなし取下)
1992/05/27
C23C 18/52
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の表面処理方法

特開平07-173635
(みなし取下)
1993/12/20
C23C 18/18
被引用回数=1

金属の表面処理方法

その他処理方
法･条件の変
更

特開2000-328227
1999/05/21
C23C 10/28

金属部材の表面処理方法

複合材
加圧含浸力の
低減

表面加工

密着性の向上

その他の方法
による皮膜の
組成の変更

浸透助剤の最
適化
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表2.10.4 スズキのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/4） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐熱性の向上
その他の方法
による皮膜の
組成の変更

特許3367633号
1997/01/20
C23C 20/06
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ及びその合金の表面処理方法
ﾌｯ素を含む金属有機原料を用い､ｿﾞﾙ-ｹﾞﾙ法に
より､この原料をｺｰﾃｨﾝｸﾞして焼成することに
よりﾌｯ素含有ｾﾗﾐｯｸ膜をﾏｸﾞﾈｼｳﾑ及びその合金
にｺｰﾃｨﾝｸﾞする表面処理方法であり､上記金属
有機原料として､ｹｲ素とｱﾙｺｷｼﾙ基を含み､焼成
温度を250~500℃とする､安価な設備を用い､
耐熱性と耐食性に優れ､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ素材の金属光
沢を生かせるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ及びその合金の表面処

 理方法｡

気相法による
皮膜の組成の
変更

特開2000-328235
1999/05/21
C23C 14/24

金属部材の表面処理方法

その他処理方
法･条件の変
更

特開平08-187589
(みなし取下)
1994/12/28
B23K 35/02

肉盛用溶接棒およびその製造方法

表面加工

表面処理工程
の効率化
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2.11.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日立製作所 

本社所在地 〒101-8010 東京都千代田区神田駿河台4-6 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 2,820億32百万円（2003年3月末） 

従業員数 42,375名（2003年3月末）（連結：320,528名） 

事業内容 総合電機（情報・通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デジタルメ

ディア、民生機器等の製造・販売・サービス） 

 

情報・通信システム、電力・産業システム、デジタルメディア、電子デバイス製品など

の総合電機のトップメーカーである。最近では、快適情報、クリーン環境、安心健康、知

識経営等を戦略的に強化する重要テーマとしている。 

 

2.11.2 製品・技術の例 

表2.11.2にマグネシウム合金に関する日立製作所の製品・技術の例を示す。ビデオカメ

ラ、ノートパソコン、放送用カメラの外装、筐体にマグネシウム合金を採用している。さ

らに溶融点以下で摩擦圧接で接合するFSW装置の販売も行っている。 

（出典：日立製作所のホームページ（HP）：http://www.hitachi.co.jp/） 

 

表2.11.2 日立製作所の製品・技術の例（出典：日立製作所のHP） 

製品名 発売年 概要 

ビデオカメラ外装 1998 デジタルビデオカメラ「ＶＭ－Ｄ１」外装へマグネシウム合金の適

用。 

ノートパソコン筐体 2000 サブノートパソコンFLORA 220FXの筐体へマグネシウム合金の適用。

放送用カメラ筐体 2001 放送用HDTVカメラの筐体へマグネシウム合金の適用。 

FSW装置 2001 摩擦攪拌接合（FSW：Friction Stir Welding）装置の販売。 

 

2.11.3 技術開発拠点と研究者 

図2.11.3にマグネシウム合金に関する日立製作所の出願件数と発明者数を示す。1997に

は出願８件/年、1998年には発明者23人/年のピークがあるが、最近ではいずれも減少の傾

向にある。 

 

日立製作所の開発拠点： 茨城県日立市 日立研究所 

  電機システム事業部 

  電力・電機開発研究所 

  電化機器事業部 

 茨城県土浦市 機械研究所 

  

2.11 日立製作所 
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千葉県習志野市  産業機器事業部  

 神奈川県横浜市 生産技術研究所 

 神奈川県小田原市 ストレージシステム事業部 

 山口県下松市 笠戸工場 

 

 

図2.11.3 日立製作所の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.11.4-1に、マグネシウム合金に関する日立製作所の出願の技術要素別件数分布を示

す。「製品化技術」の「電気･電子機器部品」に関する出願が多い。 

図2.11.4-2に最も出願件数の多い「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分

布を示す。その内容としては、特定の課題・解決手段に集中した出願はなく、全般的に出

願されている。回転機の効率化のために、マグネシウム合金を使った回転羽根の軽量化と

ともに、チクソモールド法などの半溶融加工法を活用して部材を一体化成形し、ロスを低

減する方法が複数出願されている。また、磁気や光を用いた記憶装置の記憶媒体の基板や

検出ヘッドのアーム部材を軽量なマグネシウム合金で構成することによって高速で高密度

な記憶装置を実現する考案もある。 

表2.11.4に、日立製作所のマグネシウム合金に関する課題対応出願34件を示す。そのう

ち登録になった特許は2件ある。これらについては代表図と概要を合わせて示した。取り下

げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してあ

る。 
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図2.11.4-1 日立製作所の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.11.4-2 日立製作所の「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.11.4 日立製作所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

汎用合金 鋳造性の改善
第三元素の添
加

特開2001-158930
1999/12/03
C22C 23/02

高強度Mg基合金とMg基鋳造合金及び物品

鋳造
金型､冶工具
の寿命向上

ﾉｽﾞﾙの改善
特開2001-205392
2000/01/26
B22C  9/06

成形品の製造方法および成形型

接合雰囲気の
変更

特開2002-248583
2001/02/26
B23K 20/12,310

摩擦攪拌加工方法及びその装置

特開2002-066758
2000/08/28
B23K 20/12,310

薄肉部材及びその接合法

特開2003-001440
2001/06/25
B23K 20/12,310

すみ摩擦攪拌接合用部材及びその接合方法

自動車部品
機械的特性の
向上

溶接方法の変
更

特開2001-287666
2000/04/07
B62D 25/02

自動車用車体及びその組み立て方法

機能材料とし
ての組成の最
適化

特開2003-147407
2001/11/08
B22F  3/02

電気接点部材とその製造法及びそれを用いた
真空ﾊﾞﾙﾌﾞ並びに真空遮断器

被膜形成

特許2939551号
1991/03/28
G11B 21/02,601
被引用回数=1

磁気ﾃﾞｨｽｸ装置用ｷｬﾘｯｼﾞ及び磁気ﾃﾞｨｽｸ装置
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で構成された磁気ﾃﾞｨｽｸ用ｷｬﾘｯｼﾞ
の表面に銅/NiP/ｴﾎﾟｷｼ樹脂からなる皮膜を形
成しがるﾊﾞﾆｯｸ腐食を防止する｡

金属基複合材
料など

特開平04-286864
(拒絶査定確定)
1991/03/15
H01M  4/02

二次電池

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平08-047196
(拒絶査定確定)
1994/08/04
H02K  5/02
日立ｹ-ｲ-ｼｽﾃﾑｽﾞ

回転電機

一体化
特開2000-154797
1998/11/19
F04D 29/28

電動送風機およびこの電動送風機を用いた電
気掃除機

放熱性の改善
表面/界面の
改質･組織制
御

特開2000-089361
1998/09/17
G03B 21/00

液晶ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ

特開平11-031336
1997/07/09
G11B  7/24,526

書込み可能反射型光ﾃﾞｨｽｸ

特開平11-031316
1997/07/10
G11B  5/62

磁気ﾃﾞｨｽｸ

特開平11-039631
1997/07/18
G11B  5/62

磁気ﾃﾞｨｽｸ

金属基複合材
料など

特開平05-174520
(拒絶査定確定)
1991/12/19
G11B 21/16

記憶装置用高剛性支持体及び記憶装置

素材形状･性
状の変更

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

未接合部発生
の防止

寿命/信頼性
の改善

軽量化

記憶装置の高
密度化

接合加工

電気･電子機
器部品
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表2.11.4 日立製作所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

加工用合金の
組成の最適化 特開2001-251802

2000/02/29
H02K  5/02

回転電機

部分的な複合
化

特開2000-064992
1998/08/14
F04D 29/44

電動送風機

特開平11-030195
1997/07/11
F04D 29/02

電動送風機及びこの電動送風機に用いる羽根
車の製造方法

特開平11-082379
1997/09/11
F04D 29/28

電気掃除機用羽根車の製造方法

特開平11-324983
1998/05/20
F04D 29/30

電動送風機及びこの電動送風機に用いる羽根
車

特開2000-145690
1998/11/09
F04D 29/28

電動送風機及びそれを備えた電気掃除機

寸法形状の最
適化

特開平11-082381
1997/09/12
F04D 29/30

電動送風機

ｼｰﾙﾄﾞ性の向
上

金属基複合材
料など

特開2001-007586
1999/06/18
H05K  9/00

複合材料

電池特性の改
善

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開平05-275108
(みなし取下)
1992/03/13
H01M  8/18

電  池

加工用合金の
組成の最適化

特開2001-210282
2000/01/24
H01M  2/02
日立ﾏｸｾﾙ

二次電池

被膜形成

特開平10-154596
1996/11/21
H05F  7/00
ﾄ-ｶﾛ

静電ﾁｬｯｸ部材

条件の改善･
最適化

特許3101750号
1993/05/10
G11B 21/02,601

磁気ﾃﾞｨｽｸ装置用ｷｬﾘｯｼﾞと､その製法及び磁気
ﾃﾞｨｽｸ装置
時効現象を利用し､MgとAlの金属間化合物を
網目状に析出させ､全体の熱膨張率をAl合金
とほぼ同じまで低減した､MgｰAl合金製のｷｬﾘｯ
ｼﾞ及び同ｷｬﾘｯｼﾞを用いた磁気ﾃﾞｨｽｸ装置｡磁気
ﾍｯﾄﾞの位置決めが容易となり､磁気記録密度

 を増すことが可能となる｡

電気･電子機
器部品

一体化

回転機の効率
化

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善
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表2.11.4 日立製作所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

寸法形状の最
適化

特開平08-033255
(拒絶査定確定)
1994/07/15
H02K  5/04
日立ｹ-ｲ-ｼｽﾃﾑｽﾞ

回転電機

新ﾌﾟﾛｾｽの採
用

特開2000-164998
1998/11/30
H05K  1/02

MID成形品及びその製造方法

有害物質の無
害化

条件の改善･
最適化

特開平11-264078
1998/03/18
C23C 22/57

Mg合金部材及びその用途とその処理液及びそ
の製造法

ﾘｻｲｸﾙ性の改
善

特開平11-031335
1997/07/09
G11B  7/24,526

読取り専用反射型光ﾃﾞｨｽｸ

軽量化･高剛
性化

特開平11-036034
1997/07/18
C22C 23/00

軽量ﾍｯﾄﾞｼﾘﾝﾀﾞ

作業性向上/
歩留まり向上

方法の最適化
特開2002-075293
2000/08/28
H01M  2/02

軽量ｹｰｽとその製造方法および用途

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

電気･電子機
器部品

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

ｺｽﾄ低減
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2.12.1 企業の概要 

 

商号 東芝機械 株式会社 

本社所在地 〒410-8510 静岡県沼津市大岡2068-3 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 124億84百万円（2003年3月末） 

従業員数 1,621名（2003年3月末）（連結：3,380名） 

事業内容 射出成形機、押出成形機、ダイカストマシン、工作機械、油圧機器、印刷機器等の

製造・販売 

 

プラスチック射出成形機、大型工作機械を得意とする工作機械メーカーである。現在は

大型機械から、成形を中心に、重いものから軽いものへ、情報技術関連へと事業展開を変

えようとしている。 

 

2.12.2 製品・技術の例 

表2.12.2に、東芝機械のマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。マグネシウ

ム製品の販売は行っていないが、マグネシウム用のダイカストマシンの製造販売を行って

いる。自動車の軽量化や家電製品のリサイクル化に対応するため、薄肉成形品を高速で製

造するダイカストマシンを設計している。 

（出典：東芝機械のホームページ（HP）：http://www.toshiba-machine.co.jp/） 

 

表2.12.2 東芝機械の製品・技術の例（出典：東芝機械のHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

ハイブリッド型ダイ

カストマシン 

2001 型締部を電動にし射出部を油圧化したハイブリッド型とし、生産性

を改善した。 

高性能プランジャー

スリーブ 

2001 熱伝導率が低く硬さが窒化材並に硬い保温用スリーブ。溶湯の高温

保持が可能。 

ワンショット溶解金

属成形システム 

2002 製品1個分の材料をその都度溶解、成形する、溶解保持設備を不要と

した金属成形装置。 

 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図2.12.3に、東芝機械の出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を示

す。1998年から６～8名の発明者で10件近い出願が始まった。 

 

東芝機械の開発拠点： 神奈川県座間市 相模工場 

 静岡県沼津市 沼津事業所 

  東芝機械テクノ 

  東芝機械マイテック沼津 

 

2.12 東芝機械 
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図2.12.3 東芝機械の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.12.4-1に、マグネシウム合金に関する東芝機械の出願の技術要素別件数分布を示す。

「製造技術」中の「鋳造」の分野に集中的に出願されている。 

図2.12.4-2に最も出願件数の多い「鋳造」に関する課題と解決手段の分布を示す。その

内容としては、部材の破損防止やメンテナンス性の改善に関連した生産性の向上を課題と

した出願が多い。これらについては、特にダイカスト機のスリーブに関する特許が多い。

溶湯に対する保温性を備えるとともに、溶湯の注入の際に生ずる熱衝撃に対しても破損し

にくく、更に溶湯の侵食にも強いスリーブに関するものである。鋼製の外筒とマグネシウ

ム合金に対する耐食性を備えた内筒からなる2重構造の出願が多く、内筒は凝固しにくくす

るために熱伝導度の範囲を規定したもの、またはその材質を特定したものが見られる。こ

れ以外の分類では給湯に関する出願も多く見られ、精度良く定量供給でき、さらに酸化に

も配慮したものである。 

 

図2.12.4-1 東芝機械の技術要素別出願件数の分布 
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表2.12.4に、東芝機械のマグネシウム合金に関する課題対応出願32件を示す。そのうち

登録になった特許は1件ある。登録特許については代表図と概要を合わせて示す。取り下げ、

拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載した。 

 

図2.12.4-2 東芝機械の「鋳造」に関する課題と解決手段の分布 
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り
向
上

異
物
に
よ
る
不

良
防
止

表
面
欠
陥
の
防

止 内
部
不
良
の
防

止

寸法・形状
特性の向上

稼働率の
向上

砂型、金型等の
鋳造の最適化

後工程の最適化

コスト低減

安
全
性
の
向
上

製
造
時
間
短
縮

64

2

2

2 2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1 11

15

解決手段

課
　
題

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表2.12.4 東芝機械のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

鋳物巣の発生
防止

ｽﾘｰﾌﾞの改善
特開2001-191163
1999/12/28
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用潤滑剤供給装置

特開2001-353565
2000/06/13
B22D 17/32

ｺｰﾙﾄﾞﾁｬﾝﾊﾞ式ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝによる鋳造方法

特開2002-137051
2000/10/30
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

ｼﾘﾝﾀﾞｰの改善
特開2001-025855
1999/07/12
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘｰﾌﾞ及びその製造方法

特開平11-300460
1998/04/17
B22D 17/20
被引用回数=1

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ｽﾘｰﾌﾞ

特開平11-300459
(拒絶査定確定)
1998/04/17
B22D 17/20
被引用回数=2

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ｽﾘｰﾌﾞ

特開平11-300458
1998/04/20
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ｽﾘｰﾌﾞ

特開平11-300461
1998/04/20
B22D 17/20
被引用回数=2

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ｽﾘｰﾌﾞ

金型材質の最
適化

特開2000-167652
1998/12/03
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用金型

溶解条件の最
適化

特開2002-248556
2001/02/26
B22D 17/28

金属鋳造装置用溶融槽

特開2000-126857
1998/10/26
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ｽﾘｰﾌﾞ

特開2000-202607
1999/01/13
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘ―ﾌﾞ

特開2000-263208
1999/03/18
B22D 17/20
被引用回数=1

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘｰﾌﾞ

特開2000-334554
1999/05/26
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘｰﾌﾞ

特開2001-138022
1999/11/05
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘｰﾌﾞ及びﾌﾟﾗﾝｼﾞｬﾁｯﾌﾟ

特開2001-259817
2000/03/13
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用射出ｽﾘｰﾌﾞ

給湯量精度の
向上

充填不良湯境
不良の低減

部材の溶損､
破損防止

鋳造

溶湯計量の最
適化

ｽﾘｰﾌﾞの改善

ｽﾘｰﾌﾞの改善
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表2.12.4 東芝機械のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

大気遮断法の
最適化

特開2002-263824
2001/03/08
B22D 23/00

溶融金属の防燃ｶﾞｽ

溶解条件の最
適化

特開2002-160050
2000/11/29
B22D 17/28

ｲﾝｺﾞｯﾄ供給装置およびｲﾝｺﾞｯﾄ供給方法

注湯の最適化
特開2001-150115
1999/12/02
B22D 17/02

溶融金属供給管の接続構造

溶湯計量の最
適化

特開2002-028767
2000/07/13
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

ﾉｽﾞﾙの改善
特許3357614号
1998/10/26
B22D 37/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ給湯装置
電磁ﾎﾟﾝﾌﾟを備え､この電磁ﾎﾟﾝﾌﾟの吸入側が
定湯面制御される溶湯炉に連通すると共に､
その出湯側が上向きに曲げられたﾍﾞﾝﾄﾞ管と
なって漏斗部に連通している溶湯移送管が設
けられており､漏斗部に耐酸化用ｶﾞｽGを充満
させた状態で､電磁ﾎﾟﾝﾌﾟを駆動させて溶湯炉
内のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ溶湯を溶湯移送管および漏斗部
を介して射出ｽﾘｰﾌﾞに給湯するようにし､溶湯
移送管のﾍﾞﾝﾄﾞ管の一部に､管自体を絞り形状
に成形して､圧損効果を奏するｽﾛｯﾄﾙ部を設け
た｡これによりﾒﾝﾃﾅﾝｽ上の良好な作業性を有
し､かつ給湯量の安定化により安定したﾀﾞｲｶｽ
ﾄ作業が得られる｡

特開2001-030051
1999/07/19
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｽﾘｰﾌﾞ

特開2002-059251
2000/08/09
B22D 17/20

ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ用湯口ﾌﾞｯｼｭ

金型材質の最
適化

特開2002-069561
2000/08/25
C22C 32/00

ﾀﾞｲｶｽﾄ機用の鋳抜きﾋﾟﾝ

時間短縮 ｽﾘｰﾌﾞの改善

特開平06-238416
(みなし取下)
1993/02/19
B22D 17/30

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造法

特開2001-179422
1999/12/27
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

特開2002-137052
2000/10/30
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

設備費の削減
溶解条件の最
適化

鋳造

ｽﾘｰﾌﾞの改善
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表2.12.4 東芝機械のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

燃焼､発火の
防止

溶解条件の最
適化

特開2001-300713
2000/04/25
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

特開2001-198660
2000/01/17
B22D 17/30

鋳造機への金属材料供給装置

特開2000-141007
1998/11/12
B22D 17/12

鋳造機の金属材料移送装置

特開2000-141016
1998/11/12
B22D 17/30

鋳造機の金属材料移送装置

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

ｺｽﾄ低減
方法の最適化

特開2002-331132
2001/05/09
A63F  7/02,326

室内遊技機

鋳造
処理ｶﾞｽ等の
公害対策

ｽﾘｰﾌﾞの改善
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2.13.1 企業の概要 

 

商号 日立金属 株式会社 

本社所在地 〒105-8614 東京都港区芝浦1-2-1 

設立年 1956年（昭和31年） 

資本金 262億83百万円（2003年3月末） 

従業員数 5,641名（2003年3月末）（連結：17,098名） 

事業内容 高級金属製品、電子・情報部品、自動車用高級鋳物部品、設備・建築部材（配管機

器等）の製造・販売、他 

 

 金属製品、電子・情報部品、自動車用鋳物部品、設備・建築部材の各分野を扱う総合材

料・部品メーカーである。ロール、磁石、特殊鋼、配管機器、自動車用鋳物ではトップク

ラスのシェアを有する。 

 

2.13.2 製品・技術の例 

表2.13.2にマグネシウム合金に関する日立金属の製品・技術の例を示す。マグネシウム

合金のプレスフォージング技術を1997年に開発した。これは薄肉のマグネシウム合金展伸

材を加熱して、熱間で曲げ、鍛造、絞りを同時に行い、肉厚分布、全体形状、ボス等の部

分形状を得る成形法である。ダイキャストやチクソモールディング法の鋳造法と比較して、

表面品質と機械的性質に優れる。この技術を用いてMD、デジカメ筐体の量産、供給を行っ

ている。また2001年に、本技術の共同開発先の子会社セイタンから本関連部門を分離して、

新たに日立金属エム・ピー・エフを設立している。 

（出典：日立金属のホームページ（HP）：http://www.hitachi-metals.co.jp/） 

 

表2.13.2 日立金属の製品・技術の例（出典：日立金属のHP） 

製品名 発売年 概要 

プレスフォージング

技術 

1997 展伸材の熱間曲げ、鍛造、絞りの同時成形加工技術。 

MD筐体の量産 1999 ソニーのMD（ポータブルミニディスク）用のマグネシウム製筐体の

量産。 

デジタルカメラ用筐

体の量産 

2003 カシオのデジタルカメラ（エクシリムEX-S3）用のマグネシウム製筐

体の量産。 

 

2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図2.13.3にマグネシウム合金に関する日立金属の出願件数と発明者数を示す。1998年以

降増加しており、1999～2001年の最近3年間の平均は、発明者8人/年、出願7件/年である。 

 

日立金属の開発拠点： 東京都港区 本社 

 埼玉県熊谷市 生産システム研究所 

2.13 日立金属 
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  金型研究所 

  軽合金工場 

 栃木県真岡市 素材研究所 

 東京都新宿区 日立金属インテック 

  日立金属テクノクス 

 

 

図2.13.3 日立金属の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.13.4-1に、マグネシウム合金に関する日立金属の出願の技術要素別件数分布を示す。

種々の技術要素の開発に取組んでいるが、「製造技術」の「展伸材」に関する出願が多い。 

図2.13.4-2に最も出願件数の多い「展伸材」に関する課題と解決手段の分布を示す。塑

性成形加工性の向上、および割れ防止を課題として、２回鍛造法の採用を解決手段とした

出願をそれぞれ３件、２件行っている。２回鍛造法は加工温度、速度、金型条件等を規定

して、粗鍛造、仕上げ鍛造を行うものである。 

表2.13.4に、日立金属のマグネシウム合金に関する課題対応出願31件を示す。そのうち

登録になった特許は１件ある。これについては代表図と概要を合わせて示した。取り下げ、

拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してある。 
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図2.13.4-1 日立金属の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.13.4-2 日立金属の「展伸材」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.13.4 日立金属のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､室
温強度向上

特開平09-263871
1996/03/29
C22C 23/06
三井金属鉱業
ｾｲﾀﾝ

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の熱間鍛造品及びその
製造法

高温強度､鋳
造性改善

特開平10-147830
1996/11/15
C22C 23/06
ｾｲﾀﾝ

ｲｯﾄﾘｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

精製
塗膜/油分な
どの除去

溶湯ろ過法の
利用

特開平06-346162
(みなし取下)
1993/06/03
C22B  9/02

金属ｽｸﾗｯﾌﾟの溶解装置および溶解方法

固体ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
表面酸化不良
の防止

大気遮断法の
最適化

特開2001-234253
2000/02/24
C21D 11/00,101

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製素材の加熱制御方法および加
熱炉

特開平08-206814
(みなし取下)
1995/02/03
B22D 18/04

金型鋳造方法

特開平09-271920
(みなし取下)
1996/04/04
B22D 17/22

金型鋳造方法及び金型鋳造品

特開平11-290988
1998/04/09
B22C  9/03

減圧式高圧鋳造用入子組入れ構造

特開2002-086242
2000/09/08
B21J 13/02
ｾｲﾀﾝ

成形用金型のｸﾘｰﾅ及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ方法

特開平10-146666
1996/11/14
B22D 27/04

金型冷却方法

時間短縮

特開平05-096356
(みなし取下)
1991/10/04
B22D 18/06

圧力制御鋳造方法およびその装置

素材形状の最
適化

特開2002-086244
2000/09/08
B21K 21/02
ｾｲﾀﾝ

成形体用ﾌﾞﾗﾝｸ

特開2001-170736
1999/12/28
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

特開2001-170735
1999/12/28
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

鍛造設備の最
適化

特開2002-086240
2000/09/08
B21J 13/02
ｾｲﾀﾝ

鍛造用金型及び鍛造品の離型方法

表面粗度の規
定

特開2001-286969
2000/03/31
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体

Mg-希土類系

金型構造の改
善

鋳造条件の規
定

2回鍛造法の
採用

鋳物巣の発生
防止

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

割れ防止

外観不良の防
止

汎用合金

鋳造

展伸材
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表2.13.4 日立金属のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開2001-162346
1999/12/28
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

特開2000-246386
1999/12/28
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

特開2001-170734
1999/12/28
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体およびその製造方
法

加工方法･手
順等の改善

特開2002-273540
2001/03/16
B21J  5/02

凸部の成形方法及び成形体

素材形状の変
更

特開2003-039130
2001/07/30
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

軽合金製薄肉成形体の製造方法および軽合金
製薄肉成形体

潤滑方法の効
率化

潤滑剤･潤滑
方法の変更

特開2002-102986
2001/07/27
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ

軽合金製素材の成形方法

その他表面色
調の品質の向
上

その他の方法
による皮膜の
組成の変更

特開2000-317388
1999/05/10
B05D  5/00
緒方 四郎

防食方法､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基板及び離型材層形成方法

その他の特性
の向上

その他のｺｰﾃｨ
ﾝｸﾞ組成の変
更

特開2001-192871
2000/01/14
C23F 15/00
緒方 四郎

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ部材及びその製造方法

自動車部品
機械的特性の
向上

部分的鍛造等
加圧加工の付
与

特開2003-117625
2001/10/16
B21D 53/30

車両用軽合金ﾎｲｰﾙおよびその製造方法

部分的な複合
化

実案2579721号
1991/02/04
H02K 33/18

ｺｲﾙ部材および揺動型ｱｸﾁﾕｴ-ﾀ
磁気記憶装置のｱｰﾑを軽量化することおよび
位置決め精度を上げることで高速ｱｸｾｽを可能
にした｡

方法･手段の
改善･変更

特開平11-277173
1998/03/26
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ
ｿﾆ-
被引用回数=4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造薄肉筐体およびその製造
方法
重量%で､Al1~6%､Zn0~2%､Mn0.5%以下を含有す
るﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金素材を､粗鍛造及び仕上鍛造の
複数工程で高温鍛造する｡これにより､主要部
の肉厚がほぼ1.0mm以下､隅部が小半径の曲面
を有し､外面上に一体的に突出させた所定の
記号を有する筐体に成形できる｡この筐体をﾄ
ﾘﾐﾝｸﾞ及び機械加工を施し､全面に特殊複合陽
極酸化皮膜処理を行う｡

ﾌﾟﾛｾｽの複合
化

特開2000-135538
1998/03/26
B21J  5/00
ｾｲﾀﾝ
ｿﾆ-

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造薄肉筐体およびその製造
方法

高強度･高剛
性化

新ﾌﾟﾛｾｽの採
用

特開2001-246442
2000/12/25
B21J  5/00

携帯通信端末用筐体

2回鍛造法の
採用

電気･電子機
器部品

塑性成形加工
性の向上

形状不良発生
の防止

軽量化

機械加工

表面加工

展伸材
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表2.13.4 日立金属のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ｸﾗｯﾄﾞ化

特開2003-039592
2001/07/30
B32B 15/01
ｾｲﾀﾝ

薄肉成形体およびその製造方法

新機能･機構
の追加

特開2001-185865
1999/12/24
H05K  5/02

携帯通信端末用筐体

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

被膜形成

特開2002-052647
2000/08/11
B32B 15/08
ｾｲﾀﾝ

軽合金製の成形体

電気･電子機
器部品

ｼｰﾙﾄﾞ性の向
上
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2.14.1 研究所の概要 

 

名称 独立行政法人 産業技術総合研究所 

本部所在地 〒100－8921 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1 

設立年 2001年（平成13年）（旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、独立行政法

人化） 

資本金 2,697億12百万円（2002年3月末） 

職員数 3,111名（2003年4月）（内、研究職員2,375名） 

事業内容 先端的研究、長期的政策推進のための研究、科学基盤研究の推進 

 

平成13年の省庁再編に伴い、旧工業技術院傘下の15研究所と計量教習所を統合して独立

行政法人となった。特に九州センター、中部センター、関西センターは、それぞれ地域の

旧工業技術研究所の活動を引き継いだものであり、地域のメーカーやユーザーと連携した

地道な研究開発活動が継続されている。 

 

2.14.2 製品・技術の例 

表2.14.2に、産業技術総合研究所が発表したマグネシウム合金に関する製品・技術の開

発例を示す。マグネシウムおよびその応用に関する研究開発は、主として基礎素材部門を

中心に継続した研究開発を行っている。 

（出典：産業技術総合研究所のホームページ（HP）：http://www.aist.go.jp/） 

 

表2.14.2 産業技術総合研究所の製品・技術の例（産業技術総合研究所HP） 

製品名・技術名 発表年 概 要 

マグネシウム用耐食皮膜 2001 マグネシウムの欠点である耐食性を改善して、色彩・光沢な

どの意匠性を兼ね備えた表面皮膜。 

高耐食・高強度のアモルファ

スマグネシウム合金 

2002 メカニカルアロイングの手法でアモルファス化を達成し、耐

食化と高強度化を実現した。 

ECAP法による結晶粒の微細

化 

2002 Equal-Channel-Angular-Pressing（ECAP）法といわれる曲げ

押出法を用いて結晶粒の極微細化を実現した。 

 

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図2.14.3に、産業技術総合研究所の出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発

明者数を示す。従来から数名の発明者により年間数件の出願を継続している。特に2001年

は10名の発明者により10件の出願があり、発明者数は漸増の傾向がある。 

 

産業技術総合研究所の開発拠点： 佐賀県鳥栖市 産業技術総合研究所九州センター 

 愛知県名古屋市 産業技術総合研究所中部センター 

 大阪府池田市 産業技術総合研究所関西センター 

 

2.14 産業技術総合研究所 
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 茨城県つくば市 産業技術総合研究所つくば中央第5 

  産業技術総合研究所つくば東 

 

 

図2.14.3 産業技術総合研究所の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.14.4-1に、マグネシウム合金に関する産業技術総合研究所の出願の技術要素別件数

分布を示す。「材料技術」と「製造技術」に出願が集中している。中でも「材料技術」の

「複合材料」の分野に最も出願が多く、次いで「製造技術」の「鋳造」が多い。 

図2.14.4-2に最も出願件数の多い「複合材料」に関する課題と解決手段の分布を示す。

課題では基本特性の向上、強化材の分散性向上、生産性の向上等、広範にわたっており、

解決手段はバインダ助剤等の最適化が多いが、複合材各部材料の最適化、複合材製造法の

最適化の全般に及んでいる。 

 

図2.14.4-1産業技術総合研究所の技術要素別出願件数の分布 
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解決手段「バインダ助剤等の最適化」の内容に関しては、空隙率が高くしかも強度の強

い金属多孔質体の製造を目的としている。この解決手段としては、金属粉末と、チタニウ

ム水素化物等の発泡助剤粉末を混合する、あるいは発泡助剤として炭酸水素アンモニウム

等の異形粉末を用いる等である。 

表2.14.4に、産業技術総合研究所のマグネシウム合金に関する課題対応出願31件を示す。

そのうち登録になった特許・実用新案は17件と、一つの機関としては最大の保有権利数で

ある。登録特許については代表図と概要を合わせて示す。取り下げ、拒絶査定確定、請求

不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載した。 

 

図2.14.4-2産業技術総合研究所の「複合材」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

室温強度向上
晶出化合物の
最適化

特許3030338号
1998/10/05
C22F  1/06
秋山 茂
上野 英俊
坂本 満

高強度難燃性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法
機械的強度の向上したｶﾙｼｳﾑを含有する難燃
性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を効率よく製造する方法を提
供する｡ｶﾙｼｳﾑ0.1~15重量%を含む難燃性ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金を塑性加工処理するか､又はｶﾙｼｳﾑ
0.1~15重量%を含む難燃性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の既存
含有量に加えて､融解時にｱﾙﾐﾆｳﾑ又は亜鉛を
さらに添加し､冷却後塑性加工処理すること
により高強度難燃性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を製造する｡

延性､靭性の
向上

結晶粒組織の
最適化

特開平08-269589
(拒絶査定確定)
1995/03/30
C22C  1/04

超塑性AZ91ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法

耐食性の向上 他Mg系の採用
特開2002-249801
2001/02/26
B22F  1/00

高耐食性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金および高耐食性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
材料の作製方法

吸蔵､放出量
の向上

粉末製造法の
変更

特開2000-054042
1998/07/29
C22C  1/04
日本科学冶金

水素吸蔵合金の製造方法

特許2896433号
1996/03/25
C22C 23/00
ﾏﾂﾀﾞ
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金
水素放出圧力の高いﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金｡
以下の組成:Mg2-x Ax Ni1-y By(但し､Aは､ﾎｳ
素､珪素､ｱﾙﾐﾆｳﾑ及び亜鉛からなる群から選択
される元素を示し､Bは､銅､ﾏﾝｶﾞﾝ及び亜鉛か
らなる群から選択される元素を示す｡この場
合､Aがｱﾙﾐﾆｳﾑ及び亜鉛である場合には､Bは､ﾏ
ﾝｶﾞﾝ及び亜鉛ではない｡また､0<x≦0.4であ
り､かつ0<y≦0.5である｡)で示されることを
特徴とする｡

特開平11-217640
1998/01/29
C22C 19/00
ﾏﾂﾀﾞ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金

Mg系での成分
最適化

吸蔵､放出温
度の低温化

汎用合金

水素吸蔵合金
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

水素吸蔵合金
吸蔵､放出温
度の低温化

金属結晶の最
適化

特許2955662号
1998/09/29
C22C 23/00

三元系水素吸蔵合金およびその製造方法
軽量な金属を主成分とする合金の水素化状態
での安定性を高めつつ､同時に水素化物の水
素解離平衡圧を高めることにより､重量当た
りの水素吸蔵量と放出量が大きく､水素の吸
収と放出との可逆性に優れた新規な水素吸蔵
合金を提供する｡AB2C2相(ただし､Aは希土類
元素およびCaの少なくとも1種からなり､Bは
主にMgからなり､CはCu､Ni､Co､Fe､Cr､Mn､Ti､V
およびZnの遷移金属元素の少なくとも1種か
らなる)を主成分とするAB2C2型三元系水素吸
蔵合金;およびAB2C3相(ただし､Aは希土類元
素およびCaの少なくとも1種からなり､Bは主
にMgからなり､CはCu､Ni､Co､Fe､Cr､Mn､Ti､Vお
よびZnの遷移金属元素の少なくとも1種から
なる)を主成分とするAB2C3型三元系水素吸蔵
合金｡

複合材
強度､延性の
向上

展伸加工の最
適化

特許2866917号
1994/10/05
C22C  1/10

溶湯攪拌法によるｾﾗﾐｯｸｽ粒子強化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基
複合材料に対する超塑性発現法
溶湯攪拌法を用い製造した､粒度15μm以下の
TiC粒子､AlN粒子､Si3N4粒子及びTiB2粒子の

一種以上を強化材料とし､Mg-Al系､Mg-Zn系､
Mg-Zn-Zr系及びMg-Li系ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金をﾏﾄﾘｯｸｽ
とする複合材料で､ｾﾗﾐｯｸｽ強化材料の体積含
有率が5%から40%に対して､超塑性を発現させ
るため､温度200~500℃､押出し比10以上で押
出し加工又は熱間鍛造加工を行う｡更に､これ
らの複合材料に対し､200℃から550℃の温度
で､歪量1.0から4.0で圧延加工し､0.1mm以上
の厚さの薄板状複合材料を造る｡この複合材
料を200℃から500℃の温度で引張試験すると
約0.03から1.5毎秒の歪速度の範囲で160%か
ら400%以上の全伸びを生じ､超塑性変形が発
現する｡
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐摩耗性向上
粒子材料の最
適化

特許3383843号
2000/05/10
C10M103/00

軽合金基自己潤滑性複合材料及びその製造方
法
軽合金に自己潤滑性を付与し､自動車や航空
機をはじめとする移動体の機械部品や電子機
器等に有効に利用できるようにした軽量で低
摩擦･耐摩耗の自己潤滑性複合材料を得る｡ｱﾙ
ﾐﾆｳﾑ合金､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金またはﾁﾀﾝ合金からな
る軽合金粉末の90~10Vol%と､黒鉛､二硫化ﾓﾘ
ﾌﾞﾃﾞﾝ､二硫化ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ､窒化ﾎｳ素､雲母及びﾌｯ
化黒鉛のうちの少なくとも一種を含む固体潤
滑剤粉末の10~90Vol%との混合体を焼結固化
することにより構成する｡

特開2001-342503
2000/06/01
B22F  3/11

多孔質体の製造方法

特開2001-342504
2000/06/01
B22F  3/11

複合多孔質体の製造方法

固相拡散法の
採用

特許2958441号
1996/05/14
C22C  1/04

磁性を有する軽量材料
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑあるいはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金中に鉄あるいは
鉄を含有した合金を分散した､軽量で磁性を
有する材料と､その成形方法｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑあるい
はﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の粉末と鉄あるいは鉄を含有
する合金粉末を固相拡散を利用して複合化す
ることにより､大きな歪みｴﾈﾙｷﾞｰを導入してﾏ
ﾄﾘｯｸｽ中に分散材料が均一に分散した複合材
料を作製する｡さらに､歪みが完全に開放され
ないよう液体量が50vol%以下で加圧成形を施
すことにより､工業材料に適した形状に成形
した軽量で磁性を有する材料およびその成形
方法｡

複合材

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

その他特性の
向上
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

その他特性の
向上

含浸加圧条件
の最適化

特許3467495号
1994/12/21
C22C  1/09
ｽｽﾞｷ

金属基傾斜複合材料の製造方法
ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑに溶湯金属を加圧含浸させる方法に
おいて､加圧速度と温度と加圧力を制御して
ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑの体積率を変えながら複合材料とし
ての特性を特定の傾斜割合に傾斜させること
を特徴とするもので､傾斜量を制御でき､且つ
生産性に優れた金属基傾斜複合材料の製造方
法｡

特開2002-285203
2001/03/23
B22F  3/11
大同特殊鋼

高強度多孔質体の製造方法

特開2002-285204
2001/03/23
B22F  3/11
大同特殊鋼

高強度多孔質体の製造方法

鋳造湯流れ性
の向上

溶湯法の採用

特許2711967号
1992/09/11
B22D 19/14
ﾀﾞｲﾊﾂ工業

複合軽金属材料の鋳造方法
異種材料を分散した複合軽金属材料の鋳造時
の溶湯の粘度を下げて鋳造時の生産性を上げ
る｡ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金にｱﾙﾐﾅ粒子を含有させた複合ｱ
ﾙﾐﾆｳﾑ合金のｲﾝｺﾞｯﾄを740℃で再溶解し､その
溶湯を回転翼で撹拌する｡ｲﾝｺﾞｯﾄが溶解した
初期の溶湯は高粘性であるが､撹拌により低
粘度化する｡低粘度化した溶湯を用いて鋳造
を行なう｡

ｺｽﾄ低減
粒子供給方法
の変更

特開平06-093354
(拒絶査定確定)
1992/09/11
C22C  1/02
ﾀﾞｲﾊﾂ工業

複合軽金属材料の製造方法

ﾊﾞｲﾝﾀﾞ助剤等
の最適化

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ体積
率の制御

複合材
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

複合材
燃焼､発火の
防止

固相拡散法の
採用

特許3220712号
1999/11/08
C22C 23/00

ﾍﾞﾘﾘｳﾑ分散ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ複合材料
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑあるいはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金中にﾍﾞﾘﾘｳﾑを分
散した複合材料およびその製造方法を提供す
る｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑを90重量%以上含む合金粉末とﾍﾞﾘ
ﾘｳﾑ粉末をﾍﾞﾘﾘｳﾑ量が30重量%になるように配
合し､機械的合金化処理により複合化するこ
とによりﾍﾞﾘﾘｳﾑの微粉化を防止しながら塊状
のﾍﾞﾘﾘｳﾑ分散ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ複合材料｡さらに､この
塊状の複合材料を500℃以下で加圧成形した､
工業材料に適した形状に成形した軽量な複合
材料､およびその製造方法｡

Mg屑･残渣か
らの回収

反応抽出法の
採用

特許2005286号
1991/01/30
C22B  3/04

金属の溶解方法
塩素､臭素又はﾖｳ素などのﾊﾛｹﾞﾝを溶解したｱｾ
ﾄﾆﾄﾘﾙ､ﾒﾀﾉ-ﾙ､ｱｾﾄﾝ､酢酸ｴﾁﾙなどの極性有機溶
液にﾏｸﾞﾈｼｳﾑなどを溶解し金属ﾊﾛｹﾞﾝ化物を得
る方法｡

酸化物の除去
ｶﾞｽ吹き込み/
減圧法の利用

特許3284232号
1997/04/02
C22C  1/02,503

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の精製方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を溶融状態において､少なくとも
30秒間､圧力0.1~50Torr程度で真空脱気する
ことにより､脱気により発生する気泡に随伴
して該合金中のきょう雑物を除去する精製方
法｡

燃焼､発火の
防止

保護皮膜の形
成

特許2021461号
1992/07/29
C22B  9/16
ﾀﾞｲﾊﾂ工業
被引用回数=1

難燃性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑﾘﾀｰﾝ材の溶解方法
予めｶﾙｼｳﾑと亜鉛を添加して難燃化した溶湯
を作り､それにﾘﾀｰﾝ材を投入し､溶湯面下に沈
めて溶解させる溶解方法｡このときSF6/CO2な

どの不燃ｶﾞｽの導入は行なわなくても発火燃
焼は起こらない､低ｺｽﾄで環境を汚さないﾘﾀｰﾝ
材の溶解方法｡

溶解条件の最
適化

特開平06-142842
(拒絶査定確定)
1992/10/30
B22D  1/00
ﾀﾞｲﾊﾂ工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材を用いたﾌﾙﾓｰﾙﾄﾞ鋳造法

不純物の除去
特許3318606号
1997/04/02
C22C  1/02,503

ｶﾙｼｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳造品の製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はその合金にｶﾙｼｳﾑを添加し､
13.3~6650Paの圧力下で､30秒~20分間真空脱
気してきょう雑物を除いたのち鋳造する｡こ
れにより高い機械的強度をもつ鋳造品を得
る.

機械的性質の
改善

精製

鋳造
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

鋳物巣の発生
防止

注湯の最適化
特許2661637号
1994/09/30
B22D 17/00

固液共存状態の金属の組織制御成形法
固相と液相の混在したいわゆる固液共存状態
にある､金属､あるいは金属とｾﾗﾐｯｸｽなどから
なる複合材料､金属とﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽなどからなる
複合材料､または金属とﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽやｾﾗﾐｯｸｽを
含んでなる複合材料において成形体を得る
際､雰囲気ｶﾞｽによるｶﾞｽ欠陥を生じないよう､
固液共存状態にある材料の流動状態を制御
し､かつ液相中に固相粒子を均一に分散させ､
同時に粒径と形状をも制御するための組織制
御成形法｡具体的にはｺﾝﾃﾅあるいは､るつぼな
どで母材を固液共存状態にする加熱部を有す
る固液共存体保持部､成形部からなる成形装
置において､成形部の組織制御部には多孔体
を設置し､これにより固液共存状態の金属材

 料の成形を行う｡

特開平06-058671
(拒絶査定確定)
1992/08/04
F27B 14/10
ﾀﾞｲﾊﾂ工業
日本金属

難燃性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材の溶解用坩堝及び溶解方法

特再平05-815238
(出願無効)
1993/02/04
C22C 23/00
ﾀﾞｲｾﾙ化学工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材の溶湯の難燃化及びその合金類

注湯の最適化

特許2987429号
1997/05/21
C22C  1/02,503
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形体の製造方法
ｱﾙﾐﾆｳﾑ､ﾘﾁｳﾑのうち少なくとも1つを含有する
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金と純ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ及び必要によりﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ以外の純金属及び組成の異なる合金の組
み合わせでは､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ以外の純金属又は合金
のうち少なくとも1つが完全に液体化する温
度以上で､かつ純ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの融点以下の範囲の
温度に加熱することによって固液が共存した
状態で､又は組成の異なるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金同士及
び必要によりﾏｸﾞﾈｼｳﾑ以外の純金属及び組成
の異なる合金の組み合わせでは､純金属又は
合金のうち少なくとも1つが完全に液体化す
る温度以上で､かつﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の1つの固相
線以下の範囲の温度に加熱することによって
固液が共存した状態で､金型のｷｬﾋﾞﾃｨ内に導
入し､所望の形状のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形体を得
る｡

粉末冶金
回転体への落
下法採用

特開2002-256307
2001/02/27
B22F  9/04

急冷凝固を利用したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金粉末の作製
およびその成形方法

燃焼､発火の
防止

溶解条件の最
適化

鋳造
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表2.14.4 産業技術総合研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/7） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性の向上
気相法による
皮膜の組成の
変更

特許3458121号
2002/02/04
C23C 28/00
伊藤忠ﾌﾟﾗｽﾁﾂｸｽ
愛中理化工業

高耐食性Mg合金およびその製造方法
Mg合金基板の温度を室温から350℃に保ちつ
つ､1×10-1から1×10-3Paの真空雰囲気にて､
Mgと接触しても比較的腐食を進行させない金
属であるAl､Ti､Mg､Cu､Ag､Au､Zn､Sn､B等のい
ずれか1種のﾀｰｹﾞｯﾄを真空蒸着法により基板

 表面に蒸着させて､腐食特性を向上させる｡

耐摩耗性の向
上

塗料組成の変
更

特開2003-129158
2001/10/18
C22C 23/02
伊藤忠ﾌﾟﾗｽﾁﾂｸｽ
愛中理化工業

耐食ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金とその製造方法

負荷物質の低
減

ﾒｯｷ液の組成
の変更

特許2923754号
1996/09/06
C25D  5/42

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のめっき方法
常法により表面を亜鉛に化学置換する前処理
を行った後､ﾋﾟﾛﾘﾝ酸亜鉛を含んでなる水溶液
を亜鉛めっき浴として使用して電解亜鉛めっ
きを行い､さらに錫酸を含んでなる水溶液を
錫めっき浴として使用して電解錫めっきを行
う､ｼｱﾝ浴を用いずに密着しためっき層を形成
できるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のめっき方法｡

表面加工
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2.15.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 豊田中央研究所 

本社所在地 〒480-1192 愛知県愛知郡長久手町大字長湫字横道41-1 

設立年 1960年（昭和35年） 

資本金 30億円（2003年7月） 

従業員数 915名（2003年7月） 

事業内容 自動車関連その他の各種技術の開発およびその利用に関する研究、試験、調査 

 

トヨタグループによって作られた研究所である。自動車関連、エレクトロニクス、情報・

通信、機能性材料、バイオテクノロジや環境技術などの広範な研究を行っている。 

 

2.15.2 製品・技術の例 

マグネシウム合金に関する豊田中央研究所HP情報では、基礎的な研究情報は見られるが、

製品・技術開発の例は特に認められない。 

（出典：豊田中央研究所のホームページ（HP）：http://www.tytlabs.co.jp/） 

 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図2.15.3にマグネシウム合金に関する豊田中央研究所の出願件数と発明者数を示す。特

に発明者数でやや増加する傾向にあるが、11年間で平均すると発明者約5人/年、出願3件/

年である。 

 

豊田中央研究所の開発拠点： 愛知県愛知郡 本社 

 

図2.15.3 豊田中央研究所の出願件数と発明者数 
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2.15.4 技術開発課題対応出願特許の概要 

図2.15.4-1に、マグネシウム合金に関する豊田中央研究所の出願の技術要素別件数分布

を示す。「材料技術」の「汎用合金」に関する出願が多く、その他に水素吸蔵合金、表面

加工、複合材、鋳造等の技術開発に取組んでいる。 

図2.15.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

高温強度関連の課題を、合金組成から解決する出願が多く、高温強度、鋳造性改善を課題

として、第三元素の添加を解決手段とするものが3件ある。これは亜鉛（Zn）、希土類元素、

あるいはアルミニウム（Al）を含む合金系で、カルシウム（Ca）、あるいはジルコニウム

（Zr）の添加量の最適化を主体とした開発である。 

表2.15.4に、豊田中央研究所のマグネシウム合金に関する課題対応出願29件を示す。そ

のうち登録になった特許は3件である。これらについては代表図と概要を合わせて示した。

取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載

してある。 

 

図2.15.4-1 豊田中央研究所の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0件

5件

10件

15件
汎用合金

水素吸蔵合金

複合材

精製

鋳造

展伸材

粉末冶金機械加工

接合加工

表面加工

自動車部品

電気・電子機器部品

スポーツ、その他部品



284 

図2.15.4-2 豊田中央研究所の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.15.4 豊田中央研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

Mg-Zn系

特許3204572号
1993/06/30
C22C 23/04
ﾄﾖﾀ自動車
被引用回数=3

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
重量%でZn:1.0~6.0%､Ca:0.5~5.0%を含み､残
部がﾏｸﾞﾈｼｳﾑと不可避物質とからなり､優れた
ｸﾘｰﾌﾟ特性を有することを特徴とする耐熱ﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金で､熱処理をしない鋳造のままでｸﾘｰ
ﾌﾟ特性に優れる｡

他Mg系

特開平07-003374
(みなし取下)
1993/06/16
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車
被引用回数=1

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

晶出化合物の
最適化

特開2003-055728
2001/08/09
C22C 23/02

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

変形､加熱条
件の最適化

特開平10-140304
1996/11/01
C22F  1/06

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の熱処理方法

Mg-Al系

特開平08-269609
(拒絶査定確定)
1995/03/27
C22C 23/02
被引用回数=1

ﾀﾞｲｶｽﾄ性に優れたMg-Al-Ca合金

Mg-希土類系

特開2002-121637
2000/10/12
C22C 23/06
ﾄﾖﾀ自動車

耐熱性に優れたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方
法

特開平07-331375
(拒絶査定確定)
1994/06/06
C22C 23/02
ﾄﾖﾀ自動車

鋳造用耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開平09-256099
1996/03/21
C22C 23/04

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開2001-059125
2000/06/08
C22C 23/04
ﾄﾖﾀ自動車

耐熱ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

特開平08-260090
(みなし取下)
1995/03/24
C22C 23/00
被引用回数=1

ﾀﾞｲｶｽﾄ性に優れたMg-Si-Ca過共晶合金

延性､靭性の
向上

特開2002-241883
2001/02/20
C22C 23/00

高靱性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

第三元素の添
加

晶出化合物の
最適化

汎用合金

高温強度向上

高温強度､鋳
造性改善
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表2.15.4 豊田中央研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

耐食性の向上

特開2003-166031
2001/11/28
C22C 23/02
ﾄﾖﾀ自動車

高耐蝕性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびその製造方法

鋳造性の改善

特開2000-104136
1999/06/23
C22C 23/00
被引用回数=1

微細結晶粒をもつﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびその製
造方法

化合物相の組
合せ最適化

特開2003-147471
2001/11/02
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金

複合化の最適
化

特開2002-309331
2001/04/16
C22C 23/00

水素吸蔵･放出材料及びその製造方法

Mg2Ni合金へ

の第三元素添
加

特開2003-147472
2001/11/02
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系水素吸蔵合金

金属結晶の最
適化

特開2003-073765
2001/09/04
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車

水素吸蔵材料

複合化の最適
化

特開2003-073101
2001/09/04
C01B  3/00

水素貯蔵線材およびその製造方法

高温強度の向
上

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ構成
材料の最適化

特許3183804号
1995/03/30
B22D 19/00
ﾄﾖﾀ自動車

多孔質強化焼結体およびその製造方法､この
多孔質強化焼結体を用いた複合材料およびそ
の製造方法
強度に優れた多孔質強化焼結体､および高温
特性に優れた複合材料およびこれらの製造方
法｡体積率が85%以下の多孔質の焼結体からな
る多孔質強化焼結体であって､多孔質強化焼
結体の基部をなす骨格部(純鉄粉)と､骨格部
の表面または/および骨格部の細孔の内表面
に結合した粒状または繊維状の物質からなる
強化部(SiC粒子)とからなり､強化部の骨格部
に結合した部分の少なくとも一部が拡散接合
されて拡散接合部となっている多孔質強化焼
結体およびその製造方法｡この多孔質強化焼
結体と多孔質強化焼結体に充填された軽合金
ﾏﾄﾘｯｸｽとからなる複合材料およびその製造方
法｡

均一分散化
粒子供給方法
の変更

特開2000-017352
1998/06/26
C22C  1/10

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基複合材料

二次加工性の
向上

構造の変更

特開平11-047914
1998/02/26
B22D 19/14
日本電装

金属基複合鋳造品及びその製造方法

吸蔵､放出温
度の低温化

吸蔵､放出所
要時間の短縮

第三元素の添
加

汎用合金

水素吸蔵合金

複合材
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表2.15.4 豊田中央研究所のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

溶湯への異物
混入防止

原材料調整の
最適化

特開平10-280063
1997/04/04
C22C  1/02,503

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金へのｼﾞﾙｺﾆｳﾑ添加方法

時間短縮
鋳造組織の微
細化

特開平05-223759
(みなし取下)
1991/05/10
G01N 25/06
ﾄﾖﾀ自動車
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯の結晶粒微細化判定装置

屑の利用 不純物の除去
特開2001-032026
1999/07/21
C22B 26/22

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金中の不純物除去方
法

耐摩耗性の向
上

その他処理方
法･条件の変
更

特開2000-273653
1999/03/19
C23C 26/00
ｱｲｼﾝ ｴｲ ﾀﾞﾌﾞﾘﾕ

金属部材の表面改質方法及び改質層を有する
金属部材

陽極酸化によ
る下地皮膜の
変更

特開2002-275687
2001/03/15
C25D 11/30

被覆部材およびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基材への表面処理方
法

前処理方法･
条件の変更

特許3351686号
1996/07/15
C23C 26/00

金属製部材の表面改質方法および表面に改質
層を有する金属製部材
金属製部材の表面に､該金属製部材とは組成
が異なる物質が存在する状態において､前記
金属製部材表面に機械的ｴﾈﾙｷﾞを付与し､該金
属製部材と前記供給物質との間で機械的合金
化層を形成させることを特徴とする金属製部

 材の表面改質方法｡

接触腐食の防
止

取り付け構
造･方法の変
更

特開2000-119882
1998/10/19
C23F 13/00
ｱｲｼﾝ高丘

熱間加工用金型の腐食摩耗抑制方法

自動車部品
耐食性の向
上･接触腐食
の防止

その他の材料
との組み合わ
せ構造の採用

特開平05-026112
(みなし取下)
1991/02/25
F02F  3/10
ﾄﾖﾀ自動車

内燃機関のﾋﾟｽﾄﾝ

鋳造

表面加工 密着性の向上



288 

 

 

2.16.1 研究者の概要 

 

氏名 増本健  （東北大学 金属材料研究所長<元>） 

井上明久 （東北大学 金属材料研究所長<現>） 

研究所所在地 〒980-8577 宮城県仙台市青葉区片平 2-1-1 

井上研究室の研究

内容 

非平衡物質学、凝固制御学、材料物性学 

 

共に東北大学金属材料研究所を拠点にして、アモルファス材料の先導的研究に従事して

きた。同時に増本健氏は第15代、井上明久氏は第18代の金属材料研究所の所長として後進

の育成、指導にあたってきた。 

 

2.16.2 製品・技術の例 

表2.16.2に、増本健、井上明久のマグネシウム合金に関する研究発表の例を示す。一連

の研究活動の中で、次世代の軽量材料であるマグネシウム合金に注目し、一部はメーカー

またはユーザーと共同で種々の材料開発、製造技術開発に取り組んできた。 

（ 出 典 ： 東 北 大 学 金 属 材 料 研 究 所 、 日 本 金 属 学 会 の ホ ー ム ペ ー ジ （ HP ） ：

http://www.imr.tohoku.ac.jp/、http://www.sendai.kopas.co.jp/METAL/） 

 

表2.16.2 増本健、井上明久の発表の例（東北大学金属材料研究所、日本金属学会のHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

アモルファス金属の基礎 1982 アモルファス金属の物性,製造技術などの基本を解説

した。最近はマグネシウム,アルミニウムなど軽金属の

アモルファス材料が注目されている。 

急速凝固アモルファス相の利用に

よる Mg 基合金の高強度化 

1999 日本金属学会会報「まてりあ」,1999 Vol.38 No.4 

 

2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図2.16.3に、増本健、井上明久の出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明

者数を示す。1991年に最も多く12件の出願があった。共同研究が活発に行われたことが推

測される。 

 

増本健、井上明久の開発拠点：宮城県仙台市  東北大学金属材料研究所内 

 

2.16 増本  健、井上  明久（東北大学） 
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図2.16.3 増本健、井上明久の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.16.4-1に、マグネシウム合金に関する増本健、井上明久の出願の技術要素別件数分

布を示す。「材料技術」の「汎用合金」の分野に最も出願が多い。 

図2.16.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

課題は機械的特性の向上がほとんどで、その解決手段は金属組織の最適化を主体とし、製

造法の最適化等である。解決手段として最も多い「結晶粒組織の最適化」の内容は、非晶

質マトリックス中への完全結晶微細粒子の分散、微細結晶質相の形成と超微細金属間化合

物の分散、あるいは100nm以下の微細結晶粒からなるナノクリスタル合金等である。いずれ

もトヨタ自動車、あるいはＹＫＫ等との共同出願である。 

表2.16.4に、増本健、井上明久のマグネシウム合金に関する課題対応出願26件を示す。

そのうち登録になった特許・実用新案は14件ある。これは産業技術総合研究所に次いで多

い保有権利数であり、登録率も53％と高い。登録特許については代表図と概要を合わせて

示す。取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内

に記載した。 
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図2.16.4-1 増本健、井上明久の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.16.4-2 増本健、井上明久の「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許2945205号
1992/03/18
C22C 45/08
ＹＫＫ

非晶質合金材料とその製造方法
主元素と他の添加元素で構成され､非晶質合
金ﾏﾄﾘｯｸｽ中に､自己制御によって形成された
平均粒径が2~100nmの完全結晶の微細粒子が
分散してなる非晶質合金材料並びに非晶質材
料を加熱することによって非晶質ﾏﾄﾘｯｸｽ中
に､非晶質相の安定相あるいは析出処理温度
に見合った安定性によって､平均粒径が
2~100nmの範囲に粒径を自己制御する方法で
ある｡主元素はAl､Mg､Niであり､添加元素は希
土類元素その他である｡機械的強度および靭
性にすぐれた合金材料を得ることができる｡
そして､これらの材料は析出誘起塑性流動を
示し､非晶質材料の固化成形､接合等に限ら
ず､応力ｾﾝｻｰ､温度ｾﾝｻｰ､防振防音材料｡応力感
知自己硬化材料､温度感知自己硬化材料等に
利用できる｡

特開平07-090463
(拒絶査定確定)
1993/09/28
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

高比剛性､高比強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金及びその製
造方法

特開平09-041065
(拒絶査定確定)
1994/03/23
C22C 23/00
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
ﾄﾖﾀ自動車

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法

特許3229500号
1994/10/12
C22C 45/04
ＹＫＫ

高強度金属材料およびその製造方法
主元素からなる金属相､金属間化合物等全て
の相が100nm以下の微細結晶粒からなる､高強
度､ﾅﾉｸﾘｽﾀﾙ合金｡主元素と添加元素とで構成
される非晶質合金を形成する組成の合金を熱
処理して得られる合金が､主元素を母体にし
た添加元素を含む過飽和固溶体(Cp相)､主元
素をﾍﾞｰｽにした金属相(C1相)および金属間化
合物(C2相)を含む合金組織であって､それぞ
れの相の粒径が100nm以下とする｡

結晶粒組織の
最適化

室温強度向上汎用合金
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特許3110117号
1991/12/26
C22C 23/00
ＹＫＫ
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金
一般式:MgaAlbMc又はMga'AlbMcXd(M:Ga､Sr､
Baから選ばれる少なくとも一種の元素､X:Zn､
Ce､Zrから選ばれる少なくとも一種の元素､
at%で78≦a≦94､75≦a'≦94､2≦b≦12､1≦c
≦10､0.1≦d≦3)で示される微細結晶質組成
を有する､硬度および引張強度さらに熱的安
定性､比強度に優れている高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合
金｡

特許3110116号
1991/12/26
C22C 23/00
ＹＫＫ

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金
 一般式:MgaAlbZnc(at%で80≦a≦92､4≦b≦
12､4&lt;c≦12)で示される微細結晶質組成を
有する､硬度および引張強度さらに熱的安定
性､比強度に優れているﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡

高温強度向上 Mg-希土類系

特許2948342号
1991/03/14
C22C 45/00
ﾄﾖﾀ自動車
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度耐熱性非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Mga Mb Alc Xd Ze (MはLa､Ce､Mm及び/又は
Y;XはNi及び/又はCu;ZはMn､Zn､Ti及び/又は
Zr;a=70~90at%;b=2~15at%;c=1~9at%;d=2~15a
t%;e=0.1~8at%)の組成をもつMg合金｡非晶質ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金が高温に加熱されても脆化しない
ようにする｡

溶湯凝固条件
の最適化

汎用合金

室温強度向上
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度向上

特開平07-048646
(拒絶査定確定)
1993/03/15
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金及びその製造方法

高温強度､室
温強度向上

特開平06-316740
(拒絶査定確定)
1992/11/13
C22C 23/00
ﾄﾖﾀ自動車

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金およびその製造方法

特許3193208号
1993/09/27
C22C 45/00
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
ﾄﾖﾀ自動車
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
一般式:Mga Alb Xc (但し､Xは
Y,Ce,La,Nd,Pr,Sm,及びMm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ)からなる
群から選択される1種又は2種以上の元素､
77.5原子%≦a<95原子､2原子%≦b≦15原子%､3
原子%<c≦7.5原子)からなる組成を有し､微結
晶からなる母相にMg-Al系､Mg-X系及びAl-X系
からなる群から選択された1種又は2種以上の
金属間化合物が分散した組織を有するﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金で､室温における極限引張り強さが約
500MPa以上でかつ高温における強度低下が少
ない｡

延性､靭性の
向上

Mg-Zn系

特許2911267号
(権利消滅)
1991/09/06
C22C 45/00
ﾄﾖﾀ自動車
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
Mga Mb Xc (MはZn及びGaの1種または2種の元
素､XはLa,Ce,Mm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ),Y,Nd,Pr,Sm及びGd
の1種または2種以上の元素､
a=65~96.5at%,b=3~30at%,c=0.2~8at%)又は､
Mgd Me Xf Tg (TはAg,Zr,Ti,Hfからなる1種
または2種以上の元素､d=65~96.5at%､
e=2~30at%､f=0.2~8at%､g=0.5~10at%)であり､
非晶質相が50%以上である高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金｡比強度に優れかつ常温で放置後に脆
化しない｡

汎用合金

結晶粒組織の
最適化
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

析出化合物の
活用

特許3238516号
1993/03/15
C22C 23/04
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
ﾄﾖﾀ自動車
被引用回数=2

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
強度が引張り強度で600MPa以上と高く､靭性
が高く､ﾊﾞﾙｸ形態のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を提供する｡
一般式でMga Znb Xc (ただし､Xは
Y,Ce,La,Nd,Pr,Sm,Mm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ)からなる群か
ら選ばれる1種または2種以上の元素､87原子%
≦a≦98%,b及びcは図1のA,B,C,D,E,F点を結
ぶ線上及びこれらの点で囲まれた範囲であ
り､かつ0≦Y(ｲｯﾄﾘｳﾑ)≦4.5原子%､0≦
Ce,La,Nd,Pr,Sm,Mm≦3原子%で表される組成
を有し､微結晶からなる母相にMg-Zn系及び
Mg-X系金属間化合物が分散したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡

結晶粒組織の
最適化

特許3302031号
1991/09/06
C22F  1/00
ＹＫＫ

高靭性高強度非晶質合金材料の製造方法
非晶質合金を金属間化合物またはその他の化
合物を生じない温度まで加熱することによっ
て､非晶質ﾏﾄﾘｯｸｽ中に直径5nm~500nm､体積率
5~50%で均一に分散する主元素と添加元素で
形成する過飽和固溶体からなる結晶質粒子を
析出させることを特徴とする｡ 高靭性､高強
度非晶質合金のﾊﾞﾙｸ材の製造を効果的､安定
的に行うことができる｡

延性､靭性の
向上

汎用合金
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

結晶粒組織の
最適化

特許3110512号
1991/09/13
C22C 23/00
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度高靭性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料およびその製
造方法
高強度､高靭性のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料｡ 組成
式:Mg100-x-yTxQy(但し､TはCu､Ni､Znの中か
ら選ばれる少なくとも1つ以上の遷移金属元
素であり､QはY､La､Ce､およびﾐｯｼｭﾒﾀﾙの中か
ら選ばれる少なくとも1つ以上の希土類元素
であり､xおよびyは原子ﾊﾟｰｾﾝﾄで0.5≦x≦15､
0.5≦y≦15)で表されるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で､鋳造
品においては表面層､薄帯においては片面層
が非晶質あるいは非晶質と結晶質の混相また
は過飽和固溶体であり､鋳造品の中心部と薄
帯の反対面層は結晶質又は複相結晶質である
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料並びにその製造法として､金
型鋳造法､特にﾀﾞｲｶｽﾄのような高圧鋳造法､双
ﾛｰﾙ法､単ﾛｰﾙ法によって溶湯を急冷凝固する
ものである｡

変形､加熱条
件の最適化

特許3308284号
1991/09/13
C22F  1/00
ＹＫＫ

非晶質合金材料の製造方法
非晶質合金特有の高温加工時の脆化を改善す
る製造法｡過冷却液体領域を有する非晶質合
金をｶﾞﾗｽ遷移温度領域において所定の歪速度
で所定の歪量を与えることによって延性を付
与する｡非晶質合金は不定形状の粉末又は薄
帯であり､さらには鋳造材又は粉末､薄帯の一
次固化材である｡所定の歪速度が 2×10~2/秒
以上､所定の歪量は50%以上である｡

汎用合金
延性､靭性の
向上
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

製造制約の緩
和

溶湯状態の最
適化

特許3127310号
1991/05/31
C22C  1/00
本田技研工業

非晶質合金の製造方法
非晶質合金組成の素材により非晶質合金を製
造するに当り､素材を過冷却液体状態に保持
するための時間および温度上の制約を緩和し
て非晶質合金の生産性を向上させる｡銅金型
内に､素材を入れた銅ｹ-ｽ5設置する｡素材の加
熱温度をｶﾞﾗｽ化温度Tgおよび結晶化温度Tx間
の温度範囲に一定に保つて素材を過冷却液体
状態にする｡超音波振動子を作動させ､素材に
振動を与えてその素材を流動状態に保持す
る｡これにより過冷却液体状態にある素材を
安定化させて､結晶化までの時間を延長し､ま
た結晶化を防止した非晶質素材の成形時にお
ける温度範囲を広げることができる｡

ｺｽﾄ低減
溶湯凝固条件
の最適化

特許2963225号
1991/03/14
C22C  1/00
ﾄﾖﾀ自動車
ＹＫＫ
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法
非晶質Mg合金を鋳造で作る｡
70~90at%Mg,2~15at%M(=La,Ce,ﾐｯｼｭﾒﾀ
ﾙ,Y),1~9at%Al,2~15at%X(=Ni,Cu),0.1~8at%Y
(=Mn,Zn,Zr,Ti)を二段冷却により鋳造する｡

特開平05-117785
(みなし取下)
1991/10/22
C22C  1/09
宇部興産

繊維強化金属複合材料

特開平05-117784
(みなし取下)
1991/10/22
C22C  1/09
宇部興産

繊維強化金属複合材料

粉末冶金
噴霧温度範囲
の下方拡大

ﾙﾂﾎﾞの上下可
動化

特開平06-264115
(拒絶査定確定)
1993/03/09
B22F  9/08
真壁技研

金属粉末製造装置

ﾏﾄﾘｸｽの最適
化

強度､延性の
向上

複合材

汎用合金
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表2.16.4 増本健、井上明久のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/7） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

その他表面色
調の品質の向
上

気相法による
皮膜の組成の
変更

特開2001-207255
2000/01/27
C23C 14/14
ｼﾁｽﾞﾝ時計

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造装置ならびにその
製造方法

接触腐食の防
止

素材の最適化

特許2937518号
(権利消滅)
1991/03/07
C22C 45/00
日本重化学工業
ＹＫＫ

耐食性に優れた防食用犠牲電極用材料
MgbalX1aX2bまたはMgbalX1aただし､X1:Al､
Zn､Ga､Ca､Inから選ばれる少なくとも一種の
元素､X2:Mm､Y及び希土類金属元素から選ばれ
る少なくとも一種の元素､原子%で5.0≦a≦
35.0､3.0≦b≦25.0で､遷移金属元素を1原子%
まで許容する非晶質相または非晶質相と結晶

 質相からなる犠牲電極用材料を提供する｡

軽量化･高剛
性化

加工用合金の
組成の最適化

特開2001-124869
1999/10/28
G04B 19/04
ｼﾁｽﾞﾝ時計

時計用指針及びその製造方法

機能材料とし
ての組成の最
適化

特開平10-211184
1997/01/31
A61B  5/055
ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業

医療用器具及び核磁気共鳴映像法と組み合わ
せて使用する医療用器具

特開平08-131461
(みなし取下)
1994/11/10
A61C 13/007
ﾄﾐ-

歯科用金属義歯床

特開平08-131460
(みなし取下)
1994/11/10
A61C  8/00
ﾄﾐ-

歯科用人工歯根とその製造方法

商品固有特性
の向上

方法の最適化

表面加工

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品
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2.17.1 企業の概要 

 

商号 ＹＫＫ 株式会社 

本社所在地 〒101-8642 東京都千代田区神田和泉町1番地 

設立年 1934年（昭和9年） 

資本金 119億22百万円（2003年3月末） 

従業員数 10,178名（2003年3月末）（連結：35,149名） 

事業内容 ファスニング（ファスナー、繊維テープ、スナップ、ボタン等）、ファスニング加

工用機械の製造・販売、他 

 

ファスニング事業、建材事業、およびこれらの生産機械の工機事業を扱う。ファスナー

ではトップメーカーで、グローバル企業として世界展開を行っている。 

 

2.17.2 製品・技術の例 

マグネシウム合金に関する製品・技術開発の例は認められない。 

 

2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図2.17.3にマグネシウム合金に関するＹＫＫの出願件数と発明者数を示す。1991年に発

明者3人/年、出願9件/年と多かったが、その後減少して1995～1998年はいずれも零となっ

た。1999年以降に再び開発活動に取組んでいる。 

 

ＹＫＫの開発拠点： 宮城県仙台市 仙台金属材料研究所 

 富山県黒部市 研究開発センター 

 

図2.17.3 ＹＫＫの出願件数と発明者数 
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2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.17.4-1に、マグネシウム合金に関するＹＫＫの出願の技術要素別件数分布を示す。

「材料技術」の「汎用合金」に関する出願が多く、その他に展伸材、表面加工、電気・電

子機器部品等の技術開発に取組んでいる。 

図2.17.4-2に最も出願件数の多い「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布を示す。

室温強度、延性、靭性等の機械的特性の向上に関する課題を、結晶粒金属組織の最適化、

あるいは溶湯凝固の最適化で解決する内容の技術開発を行っている。結晶粒金属組織の最

適化の内容は、いずれも増本健、井上明久（東北大学金属材料研究所）との共同出願であ

り、非晶質相への晶出相の析出等、混相状態の制御を主体としたものである。 

表2.17.4に、ＹＫＫのマグネシウム合金に関する課題対応出願23件を示す。そのうち登

録になった特許は14件である。これらについては代表図と概要を合わせて示した。取り下

げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してあ

る。 

 

図2.17.4-1 ＹＫＫの技術要素別出願件数の分布 
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図2.17.4-2 ＹＫＫの「汎用合金」に関する課題と解決手段の分布 
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向
上

高
温
強
度
、

鋳
造
性
改
善

高
温
強
度
、

耐
食
性
向
上

延
性
、

靭
性
の
向
上

超
塑
性
変
形
の
高
速
化

耐
食
性
の
向
上

犠
牲
陽
極
性
の
向
上

鋳
造
性
の
改
善

製
造
制
約
の
緩
和

展
延
性
の
向
上

燃
焼
、

発
火
の
防
止

安
全
性
の
向
上

組
成
の
最
適
化

金
属
組
織
の

最
適
化

化学的要因等の最適化

製
造
法
の

最
適
化

コ
ス
ト
低
減

化
学
的
特

性
の
向
上

機械的特性の向上

品質の向上

物
理
的
特
性
の
向
上

塑
性
成
形
加
工
性
の
向
上

生
産
性
の
向
上

2

2

2

1

1

1

1

1

1

15

課
　
題

解決手段

1991 年１月以降出願され

2003 年７月までに公開さ

れた特許・実用新案 
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

析出化合物の
活用

特許2954775号
1992/02/14
C22C 21/00

高強度急冷凝固合金
 室温における強度および靭性が向上し､か
つ､加工の際に熱的影響を受けても急冷凝固
法によって製造された時の特性を維持できる
高強度急冷凝固合金｡主金属元素の平均結晶
粒径が40~1000nmであり､主金属元素と添加元
素とが生成する種々の金属間化合物および/
または､添加元素同士が生成する金属間化合
物の安定相または準安定相の平均粒子の大き
さが10~800nmであり､主金属元素からなるﾏﾄ
ﾘｯｸｽ中に､金属間化合物の粒子が体積率で
20~50%分布している高強度急冷凝固合金｡

結晶粒組織の
最適化

特許2945205号
1992/03/18
C22C 45/08
増本 健
井上 明久

非晶質合金材料とその製造方法
主元素と他の添加元素で構成され､非晶質合
金ﾏﾄﾘｯｸｽ中に､自己制御によって形成された
平均粒径が2~100nmの完全結晶の微細粒子が
分散してなる非晶質合金材料並びに非晶質材
料を加熱することによって非晶質ﾏﾄﾘｯｸｽ中
に､非晶質相の安定相あるいは析出処理温度
に見合った安定性によって､平均粒径が
2~100nmの範囲に粒径を自己制御する方法で
ある｡主元素はAl､Mg､Niであり､添加元素は希
土類元素その他である｡機械的強度および靭
性にすぐれた合金材料を得ることができる｡
そして､これらの材料は析出誘起塑性流動を
示し､非晶質材料の固化成形､接合等に限ら
ず､応力ｾﾝｻｰ､温度ｾﾝｻｰ､防振防音材料｡応力感
知自己硬化材料､温度感知自己硬化材料等に
利用できる｡

汎用合金 室温強度向上
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

結晶粒組織の
最適化

特許3229500号
1994/10/12
C22C 45/04
増本 健
井上 明久

高強度金属材料およびその製造方法
主元素からなる金属相､金属間化合物等全て
の相が100nm以下の微細結晶粒からなる､高強
度､ﾅﾉｸﾘｽﾀﾙ合金｡主元素と添加元素とで構成
される非晶質合金を形成する組成の合金を熱
処理して得られる合金が､主元素を母体にし
た添加元素を含む過飽和固溶体(Cp相)､主元
素をﾍﾞｰｽにした金属相(C1相)および金属間化
合物(C2相)を含む合金組織であって､それぞ
れの相の粒径が100nm以下とする｡

特許3110117号
1991/12/26
C22C 23/00
増本 健
井上 明久
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金
一般式:MgaAlbMc又はMga'AlbMcXd(M:Ga､Sr､
Baから選ばれる少なくとも一種の元素､X:Zn､
Ce､Zrから選ばれる少なくとも一種の元素､
at%で78≦a≦94､75≦a'≦94､2≦b≦12､1≦c
≦10､0.1≦d≦3)で示される微細結晶質組成
を有する､硬度および引張強度さらに熱的安
定性､比強度に優れている高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合
金｡

特許3110116号
1991/12/26
C22C 23/00
増本 健
井上 明久

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金
 一般式:MgaAlbZnc(at%で80≦a≦92､4≦b≦
12､4&lt;c≦12)で示される微細結晶質組成を
有する､硬度および引張強度さらに熱的安定
性､比強度に優れているﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡

汎用合金 室温強度向上

溶湯凝固条件
の最適化
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/7） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度向上 Mg-希土類系

特許2948342号
1991/03/14
C22C 45/00
増本 健
ﾄﾖﾀ自動車
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度耐熱性非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
Mga Mb Alc Xd Ze (MはLa､Ce､Mm及び/又は
Y;XはNi及び/又はCu;ZはMn､Zn､Ti及び/又は
Zr;a=70~90at%;b=2~15at%;c=1~9at%;d=2~15a
t%;e=0.1~8at%)の組成をもつMg合金｡非晶質ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金が高温に加熱されても脆化しない
ようにする｡

延性､靭性の
向上

Mg-Zn系

特許2911267号
(権利消滅)
1991/09/06
C22C 45/00
増本 健
ﾄﾖﾀ自動車
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法
Mga Mb Xc (MはZn及びGaの1種または2種の元
素､XはLa,Ce,Mm(ﾐｯｼｭﾒﾀﾙ),Y,Nd,Pr,Sm及びGd
の1種または2種以上の元素､
a=65~96.5at%,b=3~30at%,c=0.2~8at%)又は､
Mgd Me Xf Tg (TはAg,Zr,Ti,Hfからなる1種
または2種以上の元素､d=65~96.5at%､
e=2~30at%､f=0.2~8at%､g=0.5~10at%)であり､
非晶質相が50%以上である高強度非晶質ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金｡比強度に優れかつ常温で放置後に脆
化しない｡

汎用合金
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（4/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

析出化合物の
活用

特許2807400号
1993/08/04
C22C 23/06

高力ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金材およびその製造方法
一般式:MgaNdbZnc(ただし､a,b,cは原子ﾊﾟｰｾﾝ
ﾄで80≦a≦99､1≦b≦12､0≦c≦12)で示され
る微細結晶質組織を有する高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基
合金材および､上記組成の金属溶湯を急冷凝
固して非平衡fcc相からなる微細な金属間化
合物を析出させ､かつ微細な母相を得て､これ
に所定の温度を加え､塑性加工をすることに
より加工硬化させた複合組織を形成する製造
法により､機械的特性に優れた高強度のﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ基合金材を提供する｡

結晶粒組織の
最適化

特許3302031号
1991/09/06
C22F  1/00
増本 健
井上 明久

高靭性高強度非晶質合金材料の製造方法
非晶質合金を金属間化合物またはその他の化
合物を生じない温度まで加熱することによっ
て､非晶質ﾏﾄﾘｯｸｽ中に直径5nm~500nm､体積率
5~50%で均一に分散する主元素と添加元素で
形成する過飽和固溶体からなる結晶質粒子を
析出させることを特徴とする｡ 高靭性､高強
度非晶質合金のﾊﾞﾙｸ材の製造を効果的､安定
的に行うことができる｡

汎用合金
延性､靭性の
向上
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（5/7） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

結晶粒組織の
最適化

特許3110512号
1991/09/13
C22C 23/00
増本 健
井上 明久
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=2

高強度高靭性ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料およびその製
造方法
高強度､高靭性のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料｡ 組成
式:Mg100-x-yTxQy(但し､TはCu､Ni､Znの中か
ら選ばれる少なくとも1つ以上の遷移金属元
素であり､QはY､La､Ce､およびﾐｯｼｭﾒﾀﾙの中か
ら選ばれる少なくとも1つ以上の希土類元素
であり､xおよびyは原子ﾊﾟｰｾﾝﾄで0.5≦x≦15､
0.5≦y≦15)で表されるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で､鋳造
品においては表面層､薄帯においては片面層
が非晶質あるいは非晶質と結晶質の混相また
は過飽和固溶体であり､鋳造品の中心部と薄
帯の反対面層は結晶質又は複相結晶質である
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料並びにその製造法として､金
型鋳造法､特にﾀﾞｲｶｽﾄのような高圧鋳造法､双
ﾛｰﾙ法､単ﾛｰﾙ法によって溶湯を急冷凝固する
ものである｡

変形､加熱条
件の最適化

特許3308284号
1991/09/13
C22F  1/00
増本 健
井上 明久

非晶質合金材料の製造方法
非晶質合金特有の高温加工時の脆化を改善す
る製造法｡過冷却液体領域を有する非晶質合
金をｶﾞﾗｽ遷移温度領域において所定の歪速度
で所定の歪量を与えることによって延性を付
与する｡非晶質合金は不定形状の粉末又は薄
帯であり､さらには鋳造材又は粉末､薄帯の一
次固化材である｡所定の歪速度が 2×10~2/秒
以上､所定の歪量は50%以上である｡

汎用合金
延性､靭性の
向上
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（6/7） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

汎用合金 ｺｽﾄ低減
溶湯凝固条件
の最適化

特許2963225号
1991/03/14
C22C  1/00
増本 健
ﾄﾖﾀ自動車
帝国ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ
被引用回数=1

非晶質ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の製造方法
非晶質Mg合金を鋳造で作る｡
70~90at%Mg,2~15at%M(=La,Ce,ﾐｯｼｭﾒﾀ
ﾙ,Y),1~9at%Al,2~15at%X(=Ni,Cu),0.1~8at%Y
(=Mn,Zn,Zr,Ti)を二段冷却により鋳造する｡

特開2000-271631
1999/03/26
B21C 23/00
東 健司

押出成形材及び成形品の製造方法

特開2000-271695
1999/03/26
B21J  5/06
東 健司

成形品の製造方法

特開2000-271693
1999/03/26
B21J  5/00
東 健司

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材の製造方法

特開2003-096549
2001/09/25
C22F  1/06
東 健司

機械的性質及び衝撃延性に優れた合金及びそ
の製造方法

加工回数の低
減

特開2000-313948
1999/04/27
C22F  1/06

成形材料および成形品の製造方法

展伸材

機械的性質の
向上

押出条件の最
適化

素材の組織制
御
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表2.17.4 ＹＫＫのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（7/7） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

粉末冶金 展延性の向上
金属組織の最
適化

特許2807374号
1992/04/30
C22C 23/00
被引用回数=1

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金およびその集成固化材
 一般式:MgbalXaLnb(ただし､XはZn､Ni､Cuの
少なくとも1種､LnはY､La､Ce､Mmの少なくとも
1種､1≦a≦10､1≦b≦20)で示される微細結晶
質組織を有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金において､上記
微細結晶質組織がH.C.P.のMgﾏﾄﾘｯｸｽにMg-Ln
系のみの金属間化合物が均一に分散している
高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑおよびその集成固化材である｡
高硬度､高強度､高靭性を有し､二次加工が容
易に行えて加工後においてもその特性を維持
できる｡

発色色調の品
質の向上

その他処理方
法･条件の変
更

特開2002-363772
2001/06/11
C23C 28/00

干渉色発色金属体及びその製造方法

接触腐食の防
止

素材の最適化

特許2937518号
(権利消滅)
1991/03/07
C22C 45/00
増本 健
日本重化学工業

耐食性に優れた防食用犠牲電極用材料
MgbalX1aX2bまたはMgbalX1aただし､X1:Al､
Zn､Ga､Ca､Inから選ばれる少なくとも一種の
元素､X2:Mm､Y及び希土類金属元素から選ばれ
る少なくとも一種の元素､原子%で5.0≦a≦
35.0､3.0≦b≦25.0で､遷移金属元素を1原子%
まで許容する非晶質相または非晶質相と結晶

 質相からなる犠牲電極用材料を提供する｡

機能材料とし
ての組成の最
適化

特開平08-162311
(拒絶査定確定)
1994/12/02
H01F  1/00

非磁性材料並びにそれを用いた磁化測定装置
用試料容器及び支持材

方法･手段の
改善･変更

特開2001-033656
1999/07/21
G02B  6/36

金属製光ｺﾈｸﾀ用部材

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

商品固有特性
の向上

金属基複合材
料など

特開2002-035182
2000/07/21
A63B 53/04

耐摩耗性軽金属製ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞ

表面加工

電気･電子機
器部品

寿命/信頼性
の改善
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2.18.1 企業の概要 

 

商号 シマノ 株式会社 

本社所在地 〒590-8577 大阪府堺市老松町3-77 

設立年 1940年（昭和15年） 

資本金 356億13百万円（2002年12月末） 

従業員数 1,010名（2002年12月末）（連結：5,399名） 

事業内容 自転車用部品、釣具等の製造・販売 

 

国内最大手の自転車部品メーカーである。特に高級自転車のギア系やブレーキ系などの

高級基幹部品を得意とする。最近では釣具やゴルフクラブ、スノーボード用品など運動具

分野に拡大している。 

 

2.18.2 製品・技術の例 

表2.18.2に、シマノのマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。マグネシウム

合金の軽量で高い比強度・比剛性の特徴に加えて,多彩なデザイン性などを活用した商品展

開を進めている。 

（出典：シマノのホームページ（HP）：http://cycle.shimano.co.jp/） 

 

表2.18.2 シマノの製品・技術の例（出典：シマノのHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

スコーピオン アン

タレス 

― マグネシウム素材によるスプールの採用で飛距離をアップしたリー

ル・ベイト。 

スコーピオン メタ

ニウムMg 

― フルメタルマグネシウムボディで190gの軽量化を達成したリール。

ツインパワー Mg ― 本体とハンドルは海水にも耐えうる表面処理を施した超軽量マグネ

シウム合金を採用したリール。 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図2.18.3に、シマノの出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を示す。

1997年からマグネシウム合金に関する出願が始まり、発明者・出願件数とも急増している。 

 

シマノの開発拠点：大阪府堺市  本社 

 

2.18 シマノ 
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図2.18.3 シマノの出願件数と発明者数 
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が浅く、まだ登録になった特許はない。取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、

審判終了などの情報は（ ）内に記載した。 
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図2.18.4-1 シマノの技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.18.4-2 シマノの「スポーツ、その他部品」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.18.4 シマノのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

密着性の向上
陽極酸化によ
る下地皮膜の
変更

特開2001-073194
1999/09/02
C25D 13/20

塗装部品

その他表面色
調の品質の向
上

気相法皮膜に
よる下地皮膜
の変更

特開2001-073165
1999/09/09
C23C 28/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ製部品

自動車部品
耐摩耗性･摩
擦特性の向上

硬質材料によ
るｺｰﾃｨﾝｸﾞ付
与

特開2003-028219
2001/07/16
F16D 69/00

制動装置及びその製造方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2000-069887
1998/09/02
A01K 89/015

釣り用ﾘｰﾙのｽﾌﾟｰﾙ

機能材料とし
ての組成の最
適化

特開2003-009731
2001/07/02
A01K 89/01

釣り用ﾘｰﾙの部品組立体

構造の複合化
特開平11-346610
1998/06/09
A01K 89/01

ｽﾋﾟﾆﾝｸﾞﾘｰﾙのﾘｰﾙ本体

方法の最適化
特開平11-169036
1997/12/10
A01K 89/015

釣り用ﾘｰﾙ

金属基複合材
料など

特開2001-269091
2000/03/29
A01K 89/01

釣り用ﾘｰﾙの部品組立体

特開平11-225633
1998/05/26
A01K 89/015

部品組立体

特開2001-069885
1999/09/02
A01K 89/015

部品組立体

特開2001-204311
2000/01/19
A01K 89/01

釣り用ﾘｰﾙの部品組立体

特開2001-218541
2000/02/07
A01K 89/00

釣り用ﾘｰﾙの保護ｶﾊﾞｰ

特開2003-038072
2001/07/30
A01K 89/01

釣り用ﾘｰﾙのﾘｰﾙ本体

形状寸法など
の最適化

特開2002-218871
2001/01/24
A01K 89/01

釣り用部品の締結構造

構造の複合化
特開2000-083528
1998/09/17
A01K 89/01

部品組立体

被膜形成
特開2002-166223
2000/11/30
B05D  7/14,101

塗装部品

ﾌﾟﾛｾｽの複合
化

特開2001-299163
2000/04/17
A01K 89/015

釣り用部品及び釣り用部品の製造方法

被膜形成
特開2000-014288
1998/07/01
A01K 89/015

釣り用ﾘｰﾙのｽﾌﾟｰﾙ

形状寸法など
の最適化

特開2001-017044
1999/07/07
A01K 89/0155

両軸受ﾘｰﾙの制動装置

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

遮蔽構造など
第2の構造物

表面加工

軽量化･高剛
性化

耐食性の改善

意匠性の向上

商品固有特性
の向上
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表2.18.4 シマノのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/2） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

特開2000-083534
1998/09/17
A01K 89/015

釣り用ﾘｰﾙのｽﾌﾟｰﾙ

特開2002-034401
2000/09/07
A01K 89/015

釣り用塗装部品

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

形状寸法など
の最適化

作業性向上/
歩留まり向上
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2.19.1 企業の概要 

商号 旭テック 株式会社 

本社所在地 〒439-8651 静岡県小笠郡菊川町堀之内547-1 

設立年 1938年（昭和13年） 

資本金 46億69百万円（2003年3月末）  

従業員数 882名（2003年3月）（連結：2,178名） 

事業内容 素形材部品（自動車・産業建機用）、アルミホイール（四輪車・二輪車用）、電力

機器（がいし・送電線・配電線用金具）、環境装置の製造・販売、他 

 

素形材、ホイール、電力機器、環境装置等の鋳物部品のトップメーカーである。具体的

には、アルミホイール、電線用架線金具、上下水道関連機材、水処理プラント等、公共性

の高い分野で多彩な製品を製造している。 

 

2.19.2 製品・技術の例 

マグネシウム合金に関する旭テックの製品・技術開発の例を表2.19.2に示す。素形材開

発として、大型ダイカストマシンを用いた自動車用シートフレームやシリンダヘッドカバ

ーなどのマグネシウム合金ダイカスト品の開発を進めている。 

（出典：旭テックのホームページ（HP）：http://www.asahitec.co.jp/） 

 

表2.19.2 旭テックの製品・技術の例（出典：旭テックのHP） 

製品名 発売年 概要 

マグネシウム合金製

素形材開発 

― マグネシウム合金製シートフレームやシリンダヘッドカバーなどの

開発。 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図2.19.3にマグネシウム合金に関する旭テックの出願件数と発明者数を示す。11年間の

平均はおおよそ発明者3人/年、出願2件/年であり、定常的に取組んでいるものと推定され

る。 

 

旭テックの開発拠点：静岡県小笠郡   本社 

 

2.19 旭テック 
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図2.19.3 旭テックの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.19.4-1に、マグネシウム合金に関する旭テックの出願の技術要素別件数分布を示す。

「製造技術」の「鋳造」に関する出願が多く、その他に自動車部品、スポーツ・その他部

品等の技術開発に取組んでいる。 

図2.19.4-2に最も出願件数の多い「鋳造」に関する課題と解決手段の分布を示す。特定

の分野に集中していないのが特徴で、課題では、品質向上、生産性向上、環境負荷対応の

全般にわたって出願している。解決手段でも、溶湯製造の最適化、ダイカスト射出成形の

最適化、砂型金型等の鋳造製の最適化と全般的に出願している。鋳造法で見ると、射出成

形、低圧鋳造、砂型鋳造のいずれの分野にも均等に出願している。 

 

図2.19.4-1 旭テックの技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2.19.4に、旭テックのマグネシウム合金に関する課題対応出願19件を示す。そのうち

登録になった特許は3件である。これらについては代表図と概要を合わせて示した。取り下

げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載してあ

る。 
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図2.19.4-2 旭テックの「鋳造」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.19.4 旭テックのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

精製
Mg屑･残渣か
らの回収

不純物の希釈
制御

特開平11-140552
1997/11/13
C22B  9/16

Mgﾘﾀｰﾝ材の操業方法

原材料調整の
最適化

特許3115690号
1992/03/14
B22D 17/00

半溶融鍛造機の押出し装置
ﾀﾞｲｽに供給した半溶融状態の素材をﾊﾟﾝﾁで
加圧して表面の酸化皮膜を排除し､酸化され
ていない内部を型内のｷｬﾋﾞﾃｨへ供給するよ
うに構成した半溶融鍛造機において､ﾊﾟﾝﾁを
円柱形に形成して､その円形押圧面の少なく
とも中央部と外周部とのいずれか一方に酸
化皮膜を逃がす凹部を形成し､ﾊﾟﾝﾁで加圧す
る際､酸化皮膜がﾊﾟﾝﾁ側へ進入するようにし
た｡これによりﾋﾞﾚｯﾄの外面に付着した酸化
皮膜が酸化されていない素材の部分と共に
ｷｬﾋﾞﾃｨ内へ送られるのを防止する｡

注湯の最適化

特開平07-246453
(拒絶査定確定)
1994/03/09
B22D 27/09
被引用回数=1

金属成形品

流動槽の活用
特開2002-339016
2001/05/16
C21D  1/53

鋳造品の熱処理方法

大気遮断法の
最適化

特開平07-314116
1994/05/25
B22D 18/04

低圧鋳造方法

注湯の最適化
特開平10-263795
1997/03/25
B22D 35/00

溶湯供給装置

鋳肌表面改善
鋳造条件の改
善

特開平05-038552
(拒絶査定確定)
1991/08/06
B22C  9/04

ﾛｽﾄﾜﾂｸｽ法用鋳型およびその製造方法

鋳物巣の発生
防止

鋳造条件の規
定

特開平11-221659
1998/02/09
B22D 18/04

低圧鋳造方法及び鋳造装置

薄肉化
金型構造の改
善

特開平10-263781
1997/03/24
B22D 17/14
被引用回数=3

Mg合金用ﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造装置

充填不良湯境
不良の低減

注湯の最適化
特開平10-263787
1997/03/19
B22D 18/04

差圧鋳造装置

金型材質の最
適化

特開平08-318362
1995/05/24
B22D 27/04

鋳造用鋳型装置

鋳造条件の改
善

特開平07-303935
1994/05/12
B22C  9/10

鋳型成形方法

鋳造

機械的性質の
改善

溶湯への異物
混入防止

時間短縮
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表2.19.4 旭テックのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/2） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

工程の簡略化 注湯の最適化
特許3115689号
1992/03/14
B22D 17/00

ﾁｸｿﾌｫｰｼﾞﾝｸﾞ法
金属素材を半溶融状態で金型内へ充填するﾁ
ｸｿﾌｫｰｼﾞﾝｸﾞ法において､これを改良して､加
熱温度が低く､且つ加工工程が短縮された半
溶融鍛造法を得ることを目的として､素材金
属を固液共存領域内に加熱し､ｷｬﾋﾞﾃｨ内へ加
圧注入して成形する半溶融鍛造法に使用す
る素材として､固溶限度内の溶質成分を含む
合金を用い､これを常温から固相線近くの温
度まで比較的急速に加熱した後､液相の比率
が65%程度になる温度まで緩徐に加熱した
後､型内へ加圧充填することにより､材料を
一旦､溶解することなく､半溶融成形を可能
としたものである｡

処理ｶﾞｽ等の
公害対策

鋳造組織の微
細化

特開2002-206153
2001/01/09
C22F  1/06
日本金属化学

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の結晶粒微細化剤

鏡面性の向上

特開平04-289073
(拒絶査定確定)
1991/03/19
B24C  1/10

軽合金製鏡面仕上材の製造方法

表面欠陥発生
の防止

特許3118267号
1991/03/19
B60B  3/02

車両用ﾎｲ-ﾙ
車両用ﾎｲｰﾙは鋳物製が多いが､鋳物組織中に
は微細な気泡やｸﾗｯｸが存在するので､ﾀｲﾔを
装着するﾘﾑ部に貫通する気泡等が存在する
と空気漏れの原因となる｡そのため機械加工
等によりﾎｲｰﾙの製造が概ね終了した時点でﾘ
ﾑ部からの空気漏れを検査し､傷が発見され
た場合には個別に傷を塞ぐ修正作業を行っ
ているが､この作業は煩雑で効率的でない｡ﾎ
ｲｰﾙの量産工程でのﾘﾑ部の傷の修正作業を画
一的に行えるようにし､製造効率を高めるた
めに､ﾎｲｰﾙの少なくともﾘﾑ部表面全体にｼｮｯﾄ
ﾋﾟｰﾆﾝｸﾞ加工による緻密層を形成して､この
緻密層内においては気泡やｸﾗｯｸ等の傷が圧
着されて､空気漏れが発生しなくなる｡

製造工程･方
法の効率化

製造設備の変
更

特開2003-021467
2001/07/04
F27B 15/14

連続式熱処理炉

ｺｽﾄ低減

特開2003-096614
2001/09/26
A42C  1/00
大洋ﾌﾟﾗｽﾁﾂｸ工業所

ﾍﾙﾒｯﾄ補強体の製造方法

環境負荷の低
減

特開2003-094030
2001/09/27
B09B  5/00
大洋ﾌﾟﾗｽﾁﾂｸ工業所

ﾍﾙﾒｯﾄの回収方法

自動車部品

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

鋳造

方法の最適化

加工方法･条
件等の最適化
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2.20.1 企業の概要 

 

商号 シャープ 株式会社 

本社所在地 〒545-8522 大阪市阿倍野区長池町22-22 田辺ビル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,046億76百万円（2003年3月末） 

従業員数 22,718名（2003年3月末）（連結：46,633名） 

事業内容 エレクトロニクス機器（音響・映像・通信機器、電化機器、情報機器）、電子部品

（IC、液晶等）の製造・販売 

 

シャープペンシル事業から始まった、家電・情報システム・半導体・液晶・電子部品な

どの総合エレクトロニクス機器メーカーである。「ひとに真似されるような商品を作る」

をモットーにユニークな商品を産み出している。 

 

2.20.2 製品・技術の例 

表2.20.2に、シャープのマグネシウム合金に関する製品・技術の例を示す。マグネシウ

ム製品の販売は行っていないが、リサイクル性の向上などを目的にして、パーソナルコン

ピュータや家電器機などの自社製品にマグネシウム合金製部材を継続的に採用している。 

（出典：シャープのホームページ（HP）：http://www.sharp.co.jp/、シャープの環境

報告書2003年版：http://www.sharp.co.jp/corporate/eco/report/2003pdf/19_30.pdf、他） 

 

表2.20.2 シャープの製品・技術の例（出典：シャープのHP、他） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

液晶ディジタルビュ

ーカム 

1998 キャビネットの素材に環境にやさしい材料としてマグネシウム合金

を採用。 

モバイルパソコン「メ

ビウス」 

1998 キャビネットの素材に環境にやさしい材料として超薄肉加工を施し

たマグネシウム合金を採用。厚さ13.7mm、950gの最軽量パソコンを

実現。 

Mebius MURAMASA 

PC-MMシリーズ 

2003 表示カバーと本体下キャビネットにマグネシウム合金を用い堅牢性

を確保した。 

 

2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図2.20.3に、シャープの出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を示

す。従来から散発的な出願はあったが、1998、1999、2000年頃に出願件数が急増し、発明

者数もピークで9名と多くなっている。 

 

シャープの開発拠点：大阪府大阪市   本社 

 

2.20 シャープ 
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図2.20.3 シャープの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.20.4-1に、マグネシウム合金に関するシャープの出願の技術要素別件数分布を示す。

「複合材」と「機械加工」分野を除いて全般的に出願している。中でも技術要素「製品技

術」中の「電気・電子部品」と「製造技術」中の「鋳造」および「展伸材」の分野の出願

が多い。 

図2.20.4-2に最も出願件数の多い「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分

布を示す。その内容としては、リサイクルを容易にするために筐体や記憶媒体の基板をマ

グネシウム合金で構成したり、高強度を維持しながら加工性を改善することを目的に組織

を制御したりする方法が開示されている。 

表2.20.4に、シャープのマグネシウム合金に関する課題対応出願19件を示す。取り下げ、

拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載した。 
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図2.20.4-1 シャープの技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.20.4-2 シャープの「電気・電子機器部品」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.20.4 シャープのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､耐
食性向上

特開2001-040445
1999/07/29
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鍛造成形品およびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
の鍛造成形方法

特許3320037号
1999/07/12
C22C 23/00
被引用回数=2

鍛造成形品およびその製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金は加工硬化が著しいため塑性加
工が困難であり､電子機器筐体に使用可能な
薄肉､偏肉構造を得ることが難しい｡これを以

 下で解決した｡
少なくともﾘﾁｳﾑβ相組識を有するﾘﾁｳﾑ含有ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金を100~250℃に熱せられた成形金
型に装入し､鍛造成形することで薄肉､偏肉構
造を有する鍛造成形品が得られる｡

結晶系､格子
欠陥の活用

特開平11-279675
1998/03/30
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製造方法

水素吸蔵合金
吸蔵､放出能
力の寿命向上

複合化の最適
化

特許2883450号
1991/01/29
B22F  1/00

水素吸蔵合金材料及びその製造方法
第1の水素吸蔵合金粒子と雰囲気に対して安
定で小粒な第2の水素吸蔵合金粒子とを混合
し､第1の粒子の表面に第2の粒子を被覆する
ことにより､雰囲気に対して安定で､微粉化し
ない標記材料を得る｡例えば粒子径;≦100μm
を有する第1の水素吸蔵合金粒子第1の粒子
と､これの0.1~20%の大きさを有する前記第1
の粒子より小さい第2の水素吸蔵合金粒子(第
2の粒子)とを混合する｡第1の粒子は､例えば
LaNi系等から選ばれる｡又前記第2の粒子は､
その用途に応じた雰囲気中で表面が安定で､
例えばTi-Ni系､V-Ni系､Zr-Ni系等から選ばれ
る｡そして前記第1の粒子表面が前記第2の粒
子に覆われている水素吸蔵合金粒子が得られ
る｡

鋳造
機械的性質の
改善

原材料調整の
最適化

特開2000-282165
1999/04/01
C22C 23/00
富士工業

ﾘﾁｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその溶製用ﾙﾂﾎﾞ

塑性成形加工
性の向上

Mg-Li系

汎用合金
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表2.20.4 シャープのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

特許3367915号
1999/03/30
B22D 17/22
ｼﾔ-ﾌﾟﾏﾆﾌｱｸﾁﾔﾘﾝｸﾞｼｽﾃ
ﾑ
被引用回数=1

金属の射出成形方法
DLC膜の酸化を防止することで射出成形金型
の耐久性を向上してﾒﾝﾃﾅﾝｽ性を高めることが
できるとともに､成形品の品質を向上できる
金属の射出成形方法を提供する｡  射出成形
金型のｺｱﾌﾞﾛｯｸ,ｷｬﾋﾞﾃｨﾌﾞﾛｯｸにはDLC膜が被覆
されている｡溶融金属(ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金)のｷｬﾋﾞﾃｨ
内への充填を開始する前に､ｷｬﾋﾞﾃｨ内にﾁﾙﾍﾞﾝ
ﾄを介して乾燥窒素ｶﾞｽを供給する｡その後､ｷｬ
ﾋﾞﾃｨ3内が乾燥窒素ｶﾞｽにより置換された状態
で､ｷｬﾋﾞﾃｨ内に溶融金属を注入するとともに､
ｷｬﾋﾞﾃｨ内の乾燥窒素ｶﾞｽを溶融金属の射出圧
力によってﾁﾙﾍﾞﾝﾄ,ﾁﾙﾍﾞﾝﾄを介して射出成形
金型外に排出する｡

工程の簡略化

特開2000-141011
1998/11/13
B22D 17/22
ｼﾔ-ﾌﾟﾏﾆﾌｱｸﾁﾔﾘﾝｸﾞｼｽﾃ
ﾑ

ﾎｯﾄﾗﾝﾅ射出成形方法及びﾎｯﾄﾗﾝﾅ射出成形装置

塑性成形加工
性の向上

圧延加工での
組織制御

特開2000-087199
1998/09/11
C22F  1/06

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金圧延材の製造方法､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
のﾌﾟﾚｽ加工方法､並びに､ﾌﾟﾚｽ加工品

半溶融成形素
材の利用

特開2000-246414
1999/03/02
B22D 17/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形部品の製造方法

素材の組織制
御

特開2000-212675
1999/01/20
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびその鍛造方法

密着性の向上
その他処理方
法･条件の変
更

特開2000-160320
1998/11/27
C23C 10/36
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金およびその製造方法

表面処理工程
の効率化

前処理等の処
理液の変更

特開2001-303283
2000/04/27
C23G  1/12

亜鉛含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑﾘﾁｳﾑ合金の表面処理方法

寿命/信頼性
の改善

表面/界面の
改質･組織制
御

特開2000-119787
1998/10/13
C22C 23/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の構造体､およびそ
の製造方法

軽量化 ｸﾗｯﾄﾞ化
特開2002-157981
2000/11/21
H01M  2/02

薄型二次電池

高強度･高剛
性化

表面/界面の
改質･組織制
御

特開2001-131671
1999/11/02
C22C 23/00

偏肉構造を有するﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金成形品

展伸材

表面加工

鋳造

電気･電子機
器部品

加工回数の低
減

金型構造の改
善
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表2.20.4 シャープのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

音響特性の改
善

寸法形状の最
適化

特開平08-088894
(拒絶査定確定)
1994/09/20
H04R  7/02

ｽﾋﾟｰｶ

工程簡素化･
製造性の改善

方法･手段の
改善･変更

特開2000-094108
1998/09/22
B22D 17/00

電子機器筐体の製造方法

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特開2000-222853
1999/01/29
G11B 23/03,604

ｶｰﾄﾘｯｼﾞ

ﾌﾟﾛｾｽの複合
化

特開平11-245015
1998/02/26
B22D 19/06

構造体及び外殻構造体及びﾘｻｲｸﾙ材並びに構
造体の製造方法

電気･電子機
器部品

ﾘｻｲｸﾙ性の改
善
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2.21.1 企業の概要 

 

商号 住友金属工業 株式会社 

本社所在地 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜4-5-33 住友ビル 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 2,620億72百万円（2003年3月末） 

従業員数 8,237名（2003年3月末）（連結：25,858名） 

事業内容 鉄鋼（鋼板、建材、鋼管、交通産機品等の製造・販売）、エンジニアリング（土木

鉄構、橋梁、パイプライン、エネルギープラント等） 

 

鉄鋼の大手メーカーで、鋼板、建材、ステンレス・チタン、鋼管、特殊管、鉄道車両品、

鋳鍛鋼品の製造、販売を行っている。橋梁、エネルギー分野、環境関連エンジニアリング

などの分野でも、次世代の基盤づくりを行っている。 

 

2.21.2 製品・技術の例 

マグネシウム合金に関する住友金属工業の製品・技術開発の例を表2.21.2に示す。マグ

ネシウム合金コイルの一貫製造技術を直江津工場で確立したもので、マグネシウムインゴ

ットの溶解からコイルの圧延までの工程である。狭幅コイルでは幅150mm、厚さ0.5mmまで、

また広幅コイルは幅1000mm、厚さ0.8mmまで 圧延可能である。 

（出典：住友金属工業のホームページ（HP）：http://www.sumitomometals.co.jp/） 

 

表2.21.2 住友金属工業の製品・技術の例（出典：住友金属工業のHP） 

製品名 発売年 概要 

マグネシウム合金コ

イル一貫製造技術 

2001 マグネシウムインゴットの溶解からコイルの圧延まで。最大巾

1000mm。 

 

2.21.3 技術開発拠点と研究者 

図2.21.3にマグネシウム合金に関する住友金属工業の出願件数と発明者数を示す。1994

～1998年の5年間は出願がないが、2000、2001年では出願6件/年で、発明者はそれぞれ10

人/年、5人/年となっている。 

 

住友金属工業の開発拠点： 大阪府大阪市 本社 

 新潟県上越市 住友金属直江津 

 東京都台東区 電子部品事業部  

 兵庫県尼崎市 エレクトロニクス技術研究所 

 

2.21 住友金属工業 



325 

図2.21.3 住友金属工業の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.21.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.21.4-1に、マグネシウム合金に関する住友金属工業の出願の技術要素別件数分布を

示す。「製造技術」の「展伸材」に関する出願が多く、その他に鋳造、接合加工、表面加
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図2.21.4-2に最も出願件数の多い「展伸材」に関する課題と解決手段の分布を示す。板
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表2.21.4に、住友金属工業のマグネシウム合金に関する課題対応出願19件を示す。その

うち登録になった特許は2件である。これらについては代表図と概要を合わせて示した。取

り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審判終了などの情報は（ ）内に記載し
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図2.21.4-1 住友金属工業の技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.21.4-2 住友金属工業の「展伸材」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.21.4 住友金属工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

吸蔵､放出量
の向上

Mg系での成分
最適化

特開2002-097535
2000/09/18
C22C 19/00
日本重化学工業

水素吸蔵合金

吸蔵､放出能
力の寿命向上

複合化の最適
化

特開平05-221601
(みなし取下)
1992/02/12
C01B  3/00

水素吸蔵多孔体およびその製造方法

複合材
高温強度の向
上

繊維表面処理
の最適化

特開平07-126776
(みなし取下)
1993/11/08
C22C  1/09

繊維強化金属複合材料

鋳物巣の発生
防止

鋳造条件の規
定

特開2003-154445
2001/11/19
B22D 21/04

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳造方法

特開2003-105454
2001/09/26
C22B  9/02

非鉄金属の溶解方法

特開2003-113430
2001/10/03
C22B  9/16

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑおよびﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の溶解方法および
鋳造方法

板厚品質の向
上

圧延中の加熱
処理の最適化

特開2003-112205
2001/09/28
B21B  3/00

MgまたはMg合金帯板の製造方法および製造装
置

外観不良の防
止

圧延条件の最
適化

特開2002-120004
2000/10/13
B21B  3/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金板の製造方法

鍛造条件の最
適化

特開平06-081089
(みなし取下)
1992/09/02
C22F  1/06
被引用回数=2

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の熱間加工方法

展伸加工後処
理の最適化

特開2002-155374
2000/11/15
C23C 22/08

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の塗装帯板およびその製造方法

加工回数の低
減

圧延中の加熱
処理の最適化

特開2002-126806
2000/10/24
B21B  3/00

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金板の製造方法

圧延条件の最
適化

特開2003-112215
2001/09/28
B21B 45/02,310

Mg合金板用圧延油及びMg合金板の製造法

展伸加工後処
理の最適化

特開2002-121657
2000/10/13
C22F  1/06

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金帯の加熱方法および装置

機械加工
作業方法の効
率化

加工方法･手
順等の改善

特開平05-133820
(みなし取下)
1991/11/14
G01L  1/00

Mg合金の表面部残留応力測定方法

接合部強度の
向上

接合部品･補
助部材の変更

特開2001-049306
1999/08/02
B22F  3/26
ｿﾆ-

異種材料の接合材と接合方法

接着工程･方
法の簡略化

素材形状･性
状の変更

特開2001-198603
2000/01/12
B21B  1/22
三菱電機
電気化学工業

接着性に優れた金属板および接着構造物

水素吸蔵合金

鋳造

展伸材

接合加工

原料用品の削
減

製造時間の短
縮

燃焼､発火の
防止

大気遮断法の
最適化
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表2.21.4 住友金属工業のマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/2） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

表面欠陥の補
修

処理装置の変
更

特開2002-348691
2001/05/22
C23G  1/12

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金板の表面粗度低減方法

寿命の向上
その他処理方
法･条件の変
更

特許2755111号
1993/07/08
C25D 17/02
三菱重工業

溶融塩電解めっき装置の防食
めっき装置の内面の鋼材をAl (不純物量0.8
重量%以下) で被覆し､このAl被覆をさらに
Mn､Mg､またはAl被覆より卑なAl合金､Mn合金
もしくはMg合金からなる犠牲陽極によりｶｿｰ

 ﾄﾞ防食する溶融塩電解めっき装置の防食｡
 

ｽﾎﾟｰﾂ､その他
部品

その他
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの特
性活用

特許2841884号
(権利消滅)
1991/02/13
C22C 23/00
共同酸素

超高純度希ｶﾞｽ精製用合金とその利用法
Ni,Cu,Co,Mn,FeおよびCrから成る群から選ん
だ少なくとも一種の元素20~90原子%を配合し
たMg,Ca系には､Ni,Cu,Co,Mn,FeおよびCrから
成る群から選んだ少なくとも一種の元素
20~90原子%を配合したMg､Ca合金により､S化
物､F化物またはP化物を吸着除去する希ｶﾞｽの
精製方法｡

表面加工
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2.22.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 セイタン （2001年、東京精鍛工所から改称） 

本社所在地 〒949-6772 新潟県南魚沼郡六日町大字二日町684-1 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 3億50百万円 （日立金属株式会社100％出資） 

従業員数 150名  

事業内容 鍛造品およびそれらの加工品の製造・販売 

精密機械加工品・各種金型・冶工具の設計・製造・販売 

 

日立金属の関連会社で、自動車部品向けなどの鋳造品、鍛造品の製造を行っている。プ

レスフォージング法を使用する製造部門は、2001年に日立エム・ピー・エフとして分離独

立している。 

 

2.22.2 製品・技術の例 

表2.22.2に、セイタン（旧名称：東京精鍛工所）のマグネシウム合金に関する製品・技

術の例を示す。親会社である日立金属と共同で開発したプレスフォージング法が、ソニー

向けポータブルMDプレーヤーの筐体の製造法として採用され、従来のダイカスト法やチク

ソモールド法に加えて、新しいマグネシウム合金の成形加工技術として定着しつつある。

プレスフォージング法は、曲げ、絞り、鍛造を同時に熱間で行う成形加工法で、ボスやリ

ブも同時に加工でき、意匠性にも優れた1mm以下の薄肉品量産技術として注目されている。 

（出典：セイタンのホームページ（HP）http://www.tokyo-seitan.co.jp/、日立MPFの

HP：http://www.hm-mpf.jp/、日立金属のHP：http://www.hitachi-metals.co.jp/ ） 

 

表2.22.2 セイタンの製品・技術の例（出典：日立金属、セイタン、日立MPFのHP） 

製品名・技術名 発売年 概 要 

プレスフォージング法の開

発とポータブルMDプレーヤ

ーの筐体量産への適用 

1999 ソニー向けポータブルMDプレーヤーの筐体の量産開始。引き

続き携帯用電子機器筐体へ展開。日本マグネシウム協会技術

賞受賞 

デジタルカメラ筐体の量産 2003 カシオ計算機向けデジカメ筐体をプレスフォージング法によ

り量産開始。国際マグネシウム協会設計賞受賞 

 

2.22.3 技術開発拠点と研究者 

図2.22.3に、セイタンの出願年別のマグネシウム合金に関する出願件数と発明者数を示

す。1996年からマグネシウム合金に関する特許の出願が始まり、数名の発明者が毎年2～5

件の出願を続けている。 

 

セイタンの開発拠点：新潟県南魚沼郡   六日町工場 

 

2.22 セイタン 
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図2.22.3 セイタンの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.22.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.22.4-1に、マグネシウム合金に関するセイタンの出願の技術要素別件数分布を示す。

「材料技術」中の「展伸材」の分野に最も出願が多く、次いで「製品技術」中の「電気・

電子部品」に関する出願が多い。 

図2.22.4-2に最も出願件数の多い「展伸材」に関する課題と解決手段の分布を示す。課

題は板厚品質の向上、割れ防止、外観不良の防止、塑性成形加工性向上等の品質の向上が

多く、解決手段は鍛造加工の最適化が多い。鍛造加工の最適化の中では2回鍛造法の採用が

多い。2回鍛造法は加工温度、速度、金型条件等を規定して、粗鍛造、仕上げ鍛造をおこな

うものである。 

表2.22.4に、セイタンのマグネシウム合金に関する課題対応出願19件を示す。そのうち

登録になった特許・実用新案はない｡取り下げ、拒絶査定確定、請求不成立、権利消滅、審

判終了などの情報は（ ）内に記載した。 
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図2.22.4-1 セイタンの技術要素別出願件数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.22.4-2 セイタンの「展伸材」に関する課題と解決手段の分布 
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表2.22.4 セイタンのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

高温強度､室
温強度向上

特開平09-263871
1996/03/29
C22C 23/06
三井金属鉱業
日立金属

高強度ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の熱間鍛造品及びその
製造法

高温強度､鋳
造性改善

特開平10-147830
1996/11/15
C22C 23/06
日立金属

ｲｯﾄﾘｳﾑ含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金

鋳造
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

金型構造の改
善

特開2002-086242
2000/09/08
B21J 13/02
日立金属

成形用金型のｸﾘｰﾅ及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ方法

板厚品質の向
上

鍛造条件の最
適化

特開平11-077214
1997/09/11
B21J  5/00
被引用回数=4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造薄肉部品およびその製造
方法

素材形状の最
適化

特開2002-086244
2000/09/08
B21K 21/02
日立金属

成形体用ﾌﾞﾗﾝｸ

特開2001-170735
1999/12/28
B21J  5/00
日立金属

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

特開2001-170736
1999/12/28
B21J  5/00
日立金属

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

鍛造設備の最
適化

特開2002-086240
2000/09/08
B21J 13/02
日立金属

鍛造用金型及び鍛造品の離型方法

鍛造条件の最
適化

特開2000-210747
(拒絶査定確定)
1997/09/11
B21J  5/00
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製塑性加工薄肉成形品

表面粗度の規
定

特開2001-286969
2000/03/31
B21J  5/00
日立金属

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体

塑性成形加工
性の向上

2回鍛造法の
採用

特開2001-170734
1999/12/28
B21J  5/00
日立金属

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体およびその製造方
法

特開2000-246386
1999/12/28
B21J  5/00
日立金属

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

特開2001-162346
1999/12/28
B21J  5/00
日立金属
被引用回数=1

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製薄肉成形体の製造方法および
薄肉成形体

塑性成形加工
性の向上

2回鍛造法の
採用

展伸材

Mg-希土類系

2回鍛造法の
採用

割れ防止

外観不良の防
止

汎用合金
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表2.22.4 セイタンのマグネシウム合金の技術要素別課題対応特許（2/2） 

 

技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)
出願日
主IPC

共同出願人
被引用回数

発明の名称
概要

形状不良発生
の防止

素材形状の変
更

特開2003-039130
2001/07/30
B21J  5/00
日立金属

軽合金製薄肉成形体の製造方法および軽合金
製薄肉成形体

潤滑方法の効
率化

潤滑剤･潤滑
方法の変更

特開2002-102986
2001/07/27
B21J  5/00
日立金属

軽合金製素材の成形方法

方法･手段の
改善･変更

特開平11-277173
1998/03/26
B21J  5/00
日立金属
ｿﾆ-
被引用回数=4

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造薄肉筐体およびその製造
方法

ﾌﾟﾛｾｽの複合
化

特開2000-135538
1998/03/26
B21J  5/00
日立金属
ｿﾆ-

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製鍛造薄肉筐体およびその製造
方法

ｼｰﾙﾄﾞ性の向
上

ｸﾗｯﾄﾞ化

特開2003-039592
2001/07/30
B32B 15/01
日立金属

薄肉成形体およびその製造方法

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

被膜形成

特開2002-052647
2000/08/11
B32B 15/08
日立金属

軽合金製の成形体

軽量化

機械加工

電気･電子機
器部品
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（1/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.23 主要企業以外の特許番号一覧

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

1 汎用合金
高温強度､鋳
造性改善

晶出化合物
の最適化

特許3354098号
1998/05/20
C22C 23/04
(被引用　1回)

ｱｲｼﾝ高丘

優れた高温特性とﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造性を有するﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ合金
150℃の高温耐ｸﾘｰﾌﾟ性に優れ､熱間割れや型
への粘着を減らしたﾀﾞｲｶｽﾄ鋳造性に優れたﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ合金｡約2~9wt.%Al､6~12wt.%Zn､
0.1~2.0wt.%のCa､任意に0.2~0.5wt.%Mnを含
み､結晶粒界にMg-Al-Zn-Caの金属間化合物を
含む｡

2

特許2560566号
1991/04/23
C22C  1/00
(被引用　1回)

栗本鐵工所

水素吸蔵合金の製造方法
合金化率の高い水素吸蔵合金の経済的製造方
法｡(1)MgとNiのように合金化して水素吸蔵合
金となる2以上の異種金属の粉末を､直径
3~5mmの粉砕ﾎﾞｰﾙと一緒に高速ﾎﾞｰﾙﾐﾙのﾐﾙﾎﾟｯ
ﾄへ装入する｡(2)ﾐﾙﾎﾟｯﾄ内を非酸化性雰囲気
に調整する｡(3)合成粉砕加速度比Gが少なく
とも30以上で､かつ自転､公転角速度比率Rが
1.9以下の条件で運転し､効果的なﾒｶﾆｶﾙｱﾛｲﾝ
ｸﾞ作用を加える｡

3

特許2560565号
1991/04/23
C22C  1/00
(被引用　3回)

栗本鐵工所

水素吸蔵合金の製造方法
合金化率の高い水素吸蔵合金の経済的製造方
法｡(1)MgとNiのように合金化して水素吸蔵合
金となる2以上の異種金属の粉末を､粉砕ﾎﾞｰﾙ
と一緒に高速ﾎﾞｰﾙﾐﾙのﾐﾙﾎﾟｯﾄへ装入する｡(2)
ﾐﾙﾎﾟｯﾄ内を非酸化性雰囲気に調整する｡(3)合
成粉砕加速度比Gが少なくとも30以上で､かつ
自転､公転角速度比率Rが1.9以下の条件で運
転し､効果的なﾒｶﾆｶﾙｱﾛｲﾝｸﾞ作用を加える｡

4
特許2560567号
1991/04/23
C22C  1/00

栗本鐵工所

水素吸蔵合金の製造方法
合金化率の高い水素吸蔵合金の経済的製造方
法｡(1)MgとNiのように合金化して水素吸蔵合
金となる2以上の異種金属の粉末を､粉砕ﾎﾞｰﾙ
および金属粉末の0.5~1.5%の高級脂肪酸と一
緒に高速ﾎﾞｰﾙﾐﾙのﾐﾙﾎﾟｯﾄへ装入する｡(2)ﾐﾙ
ﾎﾟｯﾄ内を非酸化性雰囲気に調整する｡(3)合成
粉砕加速度比Gが少なくとも30以上で､かつ自
転､公転角速度比率Rが1.9以下の条件で運転
し､効果的なﾒｶﾆｶﾙｱﾛｲﾝｸﾞ作用を加える｡

5
粒子表面処
理の最適化

特許3406615号
1992/07/01
B22F  1/02
(被引用　2回)

科学技術振
興機構

金属材の活性化又は安定化処理法
水素吸蔵合金などの金属材の表面活性化を容
易に行う処理法｡ｱﾙｶﾘ金属を含有する六弗化
金属化合物などの弗化金属化合物からなる過
飽和水溶液を薬液として､金属材を常温又は
その近傍の温度で､かつ常圧にて処理するこ
とにより､少なくとも表面又は表層部を高活
性化する｡この処理済み金属材を真空引き後､
常温又はその近傍の温度及び比較的低い圧力
にて水素を導入することにより､水素を吸蔵
させる｡

6
加熱･吸熱装
置の最適化

特許3327564号
1991/10/16
F17C 11/00

三菱重工業

水素貯蔵装置
水素の貯蔵,放出の応答性が向上した水素貯
蔵装置｡粒径を1μm~100μmとした水素貯蔵合
金を充填するｺﾙｹﾞｰﾄﾌｨﾝを有するﾌﾟﾚｰﾄﾌｨﾝと､
このﾌﾟﾚｰﾄﾌｨﾝの両面からﾌﾟﾚｰﾄﾌｨﾝを加温又は
冷却する通路とを交互に積層してなる｡

7
吸蔵､放出能
力の寿命向上

Mg系での成
分最適化

特許3441078号
1996/05/07
H01M  4/38

ｵﾎﾞﾆｯｸ ﾊﾞｯﾃ
ﾘ-

電気化学的水素貯蔵合金及びﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有ﾍﾞｰ
ｽ合金から製造された電池
中距離秩序が特徴であるかなりの量の断片を
含む微細構造を有し､非常に高貯蔵量を示し
ている無秩序多成分MgNiに基づいた電気化学
的水素貯蔵物質及びその製造方法｡

水素吸蔵
合金

吸蔵､放出所
要時間の短縮

粉末製造法
の変更

吸蔵､放出量
の向上
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（2/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

8
吸蔵､放出能
力の寿命向上

粒子表面処
理の最適化

特許3425456号
1993/08/30
B22F  1/02

日本石油

低分子量ｶﾞｽ状物質吸蔵体及びその利用方法
選択性と耐久性に優れる低分子量ｶﾞｽ状物質
吸蔵体｡水素等の低分子量ｶﾞｽ状物質吸蔵性合
金の表面に低分子量ｶﾞｽ状物質透過性有機ﾎﾟﾘ
ﾏｰ層を配する｡

9 製造の容易化
加熱条件の
最適化

特許2990052号
1995/10/30
C22C  1/00

日本重化学
工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ-ｲｯﾄﾘｳﾑ系水素吸蔵合金の製造方法
組成が均質で､所望の水素吸蔵特性を有する
Mg-Y系水素吸蔵合金を効率よく製造する方
法｡Y原料またはY原料とMg原料の一部とを溶
解炉に装入し､Y原料の融点以下の温度で加熱
する第一工程､第一工程の加熱原料に所定の
組成比になるようにMg原料を添加し､平均昇
温速度が3~12℃/分､圧力上昇速度が
10~50Torr/分になるように加熱溶解する第二
工程､および第二工程で形成した合金溶湯を､
50~500℃/秒の冷却速度で冷却し､凝固させる
第三工程を､順次行う｡

10
粉末製造法
の変更

特許2889192号
1996/08/01
B22F  9/04

ｱ- ｴﾙ ﾃﾞ-
ｳﾞｧｷｭ-ﾑ ﾃｸﾉ
ﾛｼﾞ-ｽﾞ

配向凝固した鋳造体から粒子を製造する方法
Ln､Al､B､Cr､Fe､Ca､Mg､Mn､Ni､Nb､Co､Ti､V､Zr
およびその合金からの金属から成る､配向凝
固された鋳造体から粒子を安く､狭い粒子寸
法ｽﾍﾟｸﾄﾙで製造可能とする｡金属の溶融物を
非反応の雰囲気内で遠心鋳造の原理で内側か
ら､回転軸線を中心として高回転数で回転す
る､少なくともほぼ円筒形の冷却面の上に施
し､ほぼ半径方向の凝固方向で外から内へ冷
却し､次いで中空の鋳造体を破砕する｡

11
粒子表面処
理の最適化

特許2820859号
(本権利消滅)
1993/04/16
B22F  9/04

山陽特殊製
鋼

水素吸蔵合金粉末の製造方法
水素吸蔵合金粉末の製造で､粗粉砕後の微粉
砕に要する時間を大幅に短縮して粉砕効率を
高め､粉砕に要するｺｽﾄを低減する方法｡水素
吸蔵合金の鋳造塊を粗粉砕した後､この粗粉
砕合金粉末表面に水素を吸蔵させてｸﾗｯｸを発
生させた状態で微粉砕する｡特に､粗粉砕合金
粉末に水素を吸蔵させる際に､粗粉砕合金粉
末を水素とともに可塑性容器に封入した後､
冷間静水圧ﾌﾟﾚｽを使用して粗粉砕合金粉末に
100気圧以上の水素圧をかける｡

12
高温強度の向
上

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ構成
材料の最適
化

特許2127292号
1992/01/23
C22C  1/09

ｲｿﾗｲﾄ工業

軽金属複合強化用繊維質ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑとその製造
方法
十分な取り扱い強度を有し､熱間強度の向上
した複合強化軽金属を得ることのできるﾌﾟﾘ
ﾌｫｰﾑ｡Si含有率が10重量%以下のｱﾙﾐﾅ繊維と､
二次粒子径が0.5~1μmのｱﾙﾐﾅを含有するｱﾙﾐﾅ
ｿﾞﾙを､ｱﾙﾐﾅ繊維との合計中にAl2O3として3~12

重量%含有するように水中に分散し､体積率が
10~25%となるように真空成型し乾燥焼成す
る｡

13 耐摩耗性向上
ﾏﾄﾘｸｽ表面層
の複合化

特許3103376号
1991/09/13
C23C 26/00

ﾏ-ﾌｨ- ﾏ-ﾃｨﾝ
ｼﾞｮﾝ ﾏｲｸﾙ

金属ﾏﾄﾘﾂｸｽ複合物ｺﾝﾎﾟ-ﾈﾝﾄ
応力,摩擦力に優れたｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄを得る方法｡
Al,Mg,Ti等の金属や合金から成るﾏﾄﾘｸｽに､分
散層としてSiC,B4C,AL2O3,炭素,砂等の粒子,繊

維,ｳｨｽｶ等をﾌｨﾗｰとして約10~40容量%の割合
で含有する金属ｾﾗﾐｯｸ複合体から成るﾌﾞﾚｰｷ
ﾃﾞｨｽｸの､ﾌﾞﾚｰｷﾊﾟｯﾄﾞと接する両面に各種の金
属,合金,耐火材,ｾﾗﾐｯｸ等の保護ｺｰﾃｨﾝｸﾞ層を
0.2mmの厚さで電気ﾒｯｷ,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ蒸着,ｽﾊﾟｯﾀﾘﾝ
ｸﾞ等の方法で形成させる｡

水素吸蔵
合金

ｺｽﾄ低減

複合材
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（3/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

14
その他特性の
向上

繊維表面処
理の最適化

特許3213841号
1997/12/05
D06M 15/643

大阪瓦斯

炭素繊維不織布
熱膨張率の方向依存性が小さく､熱伝導率がﾏ
ﾄﾘｸｽの金属より大きいFRMﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ｡ﾒｿﾌｪｰｽﾞ
ﾋﾟｯﾁを原料とした格子面間隔が3.43ｵﾝｸﾞｽﾄﾛｰ
ﾑ以下である線状炭素繊維からなり､表面が珪
素系化合物で被覆され､容積含有率が0.2~0.5
の炭素繊維不織布｡

15
寸法特性の向
上

設備の最適
化

特許3261874号
1994/07/04
B22D 19/00

住友電気工
業

複合材料の製造方法および製造装置
特性に優れ､複合開始からの時間経過にとも
なう特性劣化のない安定した長尺複合材料を
連続的に製造する方法および装置｡強化材とﾏ
ﾄﾘｸｽ材とからなる複合材料の連続溶浸法を用
いた製造方法で､溶融状態にあるﾏﾄﾘｸｽ材中に
強化材を浸漬するｽﾃｯﾌﾟと､ﾏﾄﾘｸｽ材中に浸漬
した強化材を､1対のﾛ-ﾗの間を通過させるこ
とにより所望の形状に成形するｽﾃｯﾌﾟとを備
える｡

16
特許3324768号
1991/08/20
C22C 47/06

ﾁﾀﾝ工業

六ﾁﾀﾝ酸ｶﾘｳﾑ繊維
安価でかつ高い機械的強度を付与するﾁﾀﾝ酸ｶ
ﾘｳﾑ繊維､その製造方法およびそれを含む複合
材料｡  特定の形状､比表面積を有し､Alの含
有量とNbの含有量がﾓﾙ比で0.6以上であるﾁﾀﾝ
酸ｶﾘｳﾑ繊維｡

17
特許3324766号
1991/02/18
C22C 47/06

ﾁﾀﾝ工業

金属基複合材料およびその製造法
安価で強度が高く熱安定性の優れた金属基複
合材料の製造方法｡不純物としてNb0.1%以下
のﾄﾝﾈﾙ構造を有する高品位六ﾁﾀﾝ酸ｶﾘｳﾑｳｨｽｶｰ
を含む焼結体を使用し､軽金属と高圧鋳造す
る｡この予成形体としての焼結体は､ﾁﾀﾝ酸ｶﾘｳ
ﾑｳｨｽｶｰを含む強化材に有機ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰを添加混
合して成形し､800~1000℃程度で焼成して得
られる｡

18

特許2073627号
1991/11/22
C30B 29/62
(被引用　1回)

四国化成工
業

表面にｱﾙﾐﾅ層を形成したﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｲｽｶｰ及
びその製造方法
表面を均一なγ系ｱﾙﾐﾅ層で被覆したﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆ
ｳﾑｳｨｽｶｰおよび表面を均一なαｱﾙﾐﾅ層で被覆
したﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｨｽｶｰを高収率で製造する｡ﾎｳ
酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｨｽｶｰを外部溶融剤法により合成す
る際に､ｳｨｽｶｰと溶融剤の界面に形成されるγ
系ｱﾙﾐﾅ層を保持した状態のまま､水を溶媒と
して溶融剤を溶解除去し､表面に均一なγ系ｱ
ﾙﾐﾅ層を被覆したﾎｳ酸ｱﾙﾐﾆｳﾑｳｨｽｶｰを製造す
る｡

19
特許2955460号
1993/12/27
D06M 11/60

東芝ｾﾗﾐｯｸｽ

ｱﾙﾐﾅ-ｼﾘｶ系繊維の表面改質方法
ｾﾗﾐｸｽ､金属､ﾌﾟﾗｽﾃｨｸなどの強化繊維として有
効に用いることができるように､ｱﾙﾐﾅ-ｼﾘｶ系
繊維の表面を改質する方法｡一般式 xAl2O3 ･

(1-x)SiO2 (ただし､1≧x>0)でｱﾙﾐﾅ-ｼﾘｶ系繊維

を､炭化水素ｶﾞｽとｱﾝﾓﾆｱｶﾞｽとの混合ｶﾞｽ中ま
たはｱﾝﾓﾆｱｶﾞｽ中において､1200~1600℃に加熱
し､ｱﾙﾐﾅ-ｼﾘｶ系繊維の表面を窒化する｡

20
強化材､助材
の劣化の防止

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

特許3182939号
1992/11/27
C22C 47/08

住友電気工
業

複合材の製造方法
特性に優れた太径の長尺複合材を､連続的に
製造する方法｡複数束の長繊維束を溶融金属
中に浸漬し長繊維束中に溶融金属を含浸させ
るｽﾃｯﾌﾟと､溶融金属が含浸した複数束の長繊
維束を溶融金属中で1本の束に集束するｽﾃｯﾌﾟ
と､集束された長繊維束中に含浸した溶融金
属を連続的に凝固させるｽﾃｯﾌﾟとを備える｡

繊維材料の
最適化

繊維表面処
理の最適化

金属/強化材
の密着性向上

複合材

金属/強化材
の密着性向上
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（4/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

22
強化材､助材
の劣化の防止

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

特許3420572号
2000/04/01
B22D 19/00

ﾀﾞｲﾑﾗ- ｸﾗｲｽ
ﾗ-

部品を製造するためのﾀﾞｲおよび方法
ｲﾝｻｰﾄによって補強された軽金属の部品を製
造するための､多孔質ｾﾗﾐｯｸ･ｲﾝｻｰﾄを固定する
ためのﾀﾞｲに関する｡ｲﾝｻｰﾄに行使される曲げ
ﾓｰﾒﾝﾄを最小限になるように､ｲﾝｻｰﾄがﾀﾞｲの中
に位置決めされる｡ﾀﾞｲ中に流れる鋳込み金属
から保護するために､遮蔽部材が使用される｡
ﾀﾞｲの中に鋳込み金属を移動させる鋳造ﾌﾟﾗﾝ
ｼﾞｬの速度が､鋳込み金属の運動ｴﾈﾙｷﾞｰによっ
てｲﾝｻｰﾄが損傷を受けないように調整される｡
次に鋳造ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬを加速して､ﾀﾞｲの鋳込み金
属による最適充填を保証する｡

23
特許3104420号
1992/07/10
D06M 11/46

島津製作所

繊維強化複合材料用ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑの製造法
無機粒子および有機粒子を含む懸濁液に連続
無機繊維を浸漬し､ついでこの繊維を成形用
型内でﾌﾟﾘﾌｫｰﾑに成形することを特徴とする
繊維強化複合材料用ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑの製造法｡本発明
によるﾌﾟﾘﾌｫｰﾑは繊維が均一に分散されてい
るため､このﾌﾟﾘﾌｫｰﾑを用いて製造した複合材
料は強度が優れている｡

24
特許3084512号
1996/09/24
C22C  1/10

広島県

金属間化合物強化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基複合材料及びそ
の製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金ﾏﾄﾘｸｽに､ｲﾝｻﾝﾁｭｰ反応により合成
した金属間化合物を主なる強化材として複合
分散させて､金属間化合物強化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基複合
材料を得る｡二酸化ﾁﾀﾝとｱﾙﾐﾅの混合粉又はﾌﾟ
ﾘﾌｫｰﾑにﾏﾄﾘｯｸｽ金属を溶浸し､発熱をともなう
酸化還元反応及びｲﾝｻﾝﾁｭｰ反応を発現させて､
ﾁﾀﾝ-ｱﾙﾐﾆｳﾑ金属間化合物を合成し､ﾏﾄﾘｸｽに複
合分散させる｡ここで､溶浸が無加圧含浸で
あって､混合粉又はﾌﾟﾘﾌｫｰﾑとﾏﾄﾘｸｽ金属のｲﾝ
ｺﾞｯﾄを接触させ､不活性雰囲気下でﾏﾄﾘｸｽ金属
の融点以上に昇温保持する｡

25
固相拡散法
の採用

特許2973390号
1994/01/18
C23C 10/28

三ﾂ星ﾍﾞﾙﾄ

金属あるいは金属酸化物微粒子を分散させた
金属の製造方法
金属微粒子を粒径1,000nm以下の状態で金属
中に自然に浸透させ､しかも金属微粒子を分
離した状態で分散させた金属の製造方法｡ｱﾓﾙ
ﾌｧｽ金属の表面に金属層を密着させた後､ｱﾓﾙ
ﾌｧｽ金属を熱処理させることで､金属層から微
粒子化した金属を金属内に分散させる｡

26
鋳造湯流れ性
の向上

設備の最適
化

特許3051177号
1994/05/09
B22D 19/14

ﾏｻﾁｭ-ｾｯﾂ ｲﾝ
ｽﾃｨﾃｭｰﾄ ｵﾌﾞ
ﾃｸﾉﾛｼﾞ-

圧力溶浸鋳造方法及び圧力溶浸鋳造装置
鋳型ｷｬﾋﾞﾃｨおよび浸透物ﾁｬｰｼﾞの予備加熱､排
気ｽﾃｯﾌﾟが､鋳型ｷｬﾋﾞﾃｨが浸透物で満たされる
圧力容器とは別の容器内で実行され､これに
大きな最終物品のｽﾙｰﾌﾟｯﾄが達成される圧力
溶浸鋳造方法､および圧力溶浸鋳造装置｡

27
反応抽出法
の採用

特許2031209号
(本権利消滅)
1992/03/26
C22B 26/22

ｲﾝﾃﾍﾞｯﾌﾟ

自然発生金属からﾆｯｹﾙ及びﾏｸﾞﾈｼｳﾑを回収す
る処理方法
自然発生物からNiおよびMgの両方を回収する
ための処理方法｡酸化状態下で使用済み硫黄
含有の鉄を主成分とする水素転換触媒の添加
により自然発生金属からﾆｯｹﾙ及びﾏｸﾞﾈｼｳﾑを
回収する｡

28
溶融塩電解
法の採用

特許2709284号
(本権利消滅)
1995/05/19
C25C  3/04

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ﾓ-ﾀ-
ｽ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ金属の製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ金属の製造方法｡酸化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたは
酸化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ前駆物質をﾏｸﾞﾈｼｳﾑｶﾁｵﾝ､稀土類
元素ｶﾁｵﾝ及びﾌｯ化物ｱﾆｵﾝを含む溶融塩浴中に
溶解し､得られるﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有浴を電解して､ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ-稀土類元素合金を製造する｡

複合材

均一分散化

ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑ製造
法の最適化

半製品などか
らの抽出

精製
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（5/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

29
溶融塩電解
法の採用

特許2904744号
1996/06/10
C25C  3/04

ｼﾞｪﾈﾗﾙ ﾓ-ﾀ-
ｽ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はその合金の電解製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑとその合金との電解製造方法｡酸化ﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ､あるいは部分的脱水塩化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑを供
給材料とする｡塩化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ､塩化ｶﾘｳﾑ､および
任意の塩化ﾅﾄﾘｳﾑを含む電解質を用いる｡ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑをMgCl2-KCl電解質の下方の溶融ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合

金ｶｿｰﾄﾞ層に吸収させる｡二極実施態様では､
純粋なﾏｸﾞﾈｼｳﾑを電解的にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金から第
2溶融塩電解質を通して上方の電極まで運搬
して､そこでﾏｸﾞﾈｼｳﾑを第2電解質上のﾌﾟｰﾙと
して回収する｡

30
補助ｴﾈﾙｷﾞｰ
付与

特許2960652号
1994/09/21
C22B  9/22

一色 実
三村 耕司
立花理工

高純度金属の精製方法およびその精製装置
装置の大型化や操業の煩雑化を招くことな
く､金属不純物のみならず非金属不純物まで
も容易に除去できる､経済的な高純度金属の
精製･回収技術｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾄｰﾁ､水冷銅ﾊｰｽ､帯溶融
用容器､これらの制御機構､および高純度ｶﾞｽ
精製装置から構成される高純度金属の精製装
置を用いる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏｱｰｸ加熱によって､水素含
有雰囲気下に解離した活性水素Hを発生させ
ると同時に帯溶融を行うことにより､金属に
含まれる不純物を単一溶解工程の処理で除去
する｡

31
ｶﾞｽ成分の分
離除去

ｶﾞｽ吹き込み
/減圧法の利
用

特許2094592号
1991/12/02
C22B  9/05

福岡ｱﾙﾐ工業

溶融金属の処理装置および気泡発生器
溶融金属に含有する水素ｶﾞｽや非金属介在物
を効率よく除去する方法｡処理槽内に収容し
た溶融金属を､回転軸の先端に設けた気泡発
生器よりｶﾞｽを噴出し､同時にその外周に取付
けた回転羽根で攪拌し､その回転軸及び回転
羽根の回転を一定時間毎に反転させる｡

32 省ｴﾈﾙｷﾞｰ
伝熱媒体の
改良

特許2028675号
(本権利消滅)
1991/10/24
C22B 26/22
(被引用　1回)

ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ金属またはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を再溶融およ
び精練するための方法および装置
加熱および溶融に必要なｴﾈﾙｷﾞｰが溶融物から
金属に移されるように､過熱した溶融塩と接
触することにより､金属が再溶融される｡これ
により､高い金属の回収率で､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の
戻り金属の広い範囲を再溶融することがで
き､溶融物に直接発生する加熱および溶融物
の循環を適当なｴﾈﾙｷﾞｰで行うことができる｡
さらに､未知の源のｽｸﾗｯﾌﾟを同じ炉において
再溶融することができる｡

33
溶解条件の
最適化

特許2559306号
1991/09/27
C22C  1/02,503
(被引用　2回)

ﾍﾟｼﾈ ｴﾚｸﾄﾛﾒ
ﾀﾙﾙｼﾞ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾐｸﾛ収縮巣に関する性能を改善
する方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾐｸﾛ収縮巣に関する性能の改善
方法｡鋳込み前にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金にSrを加える｡
これは特に､ 4~10重量%のAlと､3重量%以下の
Znおよび/もしくは1重量%以下のMnまたは1重
量%以下のSiおよび/もしくは1重量%以下のMn
とを含むﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金に対して適用される｡こ
の合金は主としてｷﾞｱﾎﾞｯｸｽｹｰｽおよびﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの構造用部品の製造に使用される｡

34
金型構造の
改善

特許3025656号
1997/03/12
B22D 17/22

日本碍子

ﾁﾙﾍﾞﾝﾄ
ﾁﾙﾍﾞﾝﾄの蛇行状ｶﾞｽ抜き通路の外周に､冷却ﾊﾟ
ｲﾌﾟを設けることにより､ﾁﾙﾍﾞﾝﾄ内に侵入した
未凝固溶湯の冷却能を高める｡従来と同様の
寸法･形状で､構造の複雑化や装置の大型化を
招くことなく､ｽﾌﾟﾗｯｼｭの発生を効果的に防止
する｡

半製品などか
らの抽出

精製

鋳物巣の発生
防止

鋳造
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（6/20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

35
鋳物巣の発生
防止

ｺｱ材の最適
化

特許2769952号
1992/09/04
B22C  9/10

川崎重工業

鋳造用中子
空洞を有する複雑な形状の製品を鋳造する場
合でも､巣やひけの発生を無くすことを可能
にし､さらに､巣やひけの発生可能位置を支障
のない位置へ移転させることを可能にする｡
鋳造用中子に､鋳物の巣やひけが発生しやす
い位置を､支障のない位置へ移転させたり､あ
るいは鋳物の巣やひけが発生しやすい位置ま
たはその近傍に溶湯を補充するための切欠
き､または孔を形成する｡

36 ﾉｽﾞﾙの改善
特許3420040号
1997/09/10
B22D 17/02

河口湖精密

ﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾉｽﾞﾙ装置
充填不足およびﾉｽﾞﾙ詰まりを無くする方法｡ﾉ
ｽﾞﾙ本体は､機械ﾉｽﾞﾙとの接触により機械ﾉｽﾞﾙ
から熱供給され､かつ金型と断熱されている｡
このため､ﾉｽﾞﾙ本体はﾎｯﾄﾉｽﾞﾙとなり､溶湯の
温度低下がなくなる｡また､ﾉｽﾞﾙ本体と金型の
間への溶湯の流入を防ぐため､断熱ﾉｽﾞﾙﾁｯﾌﾟ
とｶﾞｲﾄﾞﾘﾝｸﾞおよび､耐熱ｶﾞｽｹｯﾄの圧縮によ
り､金型とﾉｽﾞﾙ本体の間へ溶湯が流入するこ
とを防止しており､これにより確実に断熱し
ている｡

37
金型材質の
最適化

特許3420047号
1997/11/17
B22D 17/02

河口湖精密

ﾀﾞｲｶｽﾄ用ﾉｽﾞﾙ装置
充填不足及びﾉｽﾞﾙ詰まりを無くし､さらに材
料の無駄もなくす製造法｡耐熱性のある断熱
材料でできたﾉｽﾞﾙ本体内に熱伝導性のよい材
料でできたﾉｽﾞﾙﾌﾞｯｼｭを内装し､溶湯の流路を
形成している｡ﾉｽﾞﾙﾌﾞｯｼｭは､機械ﾉｽﾞﾙとの接
触により機械ﾉｽﾞﾙから熱供給され､かつ固定
型と断熱されている｡このため､流路の温度を
高く保つことができ､溶湯の流動性の低下が
起きにくくなり､微細製品の成形を容易にす
ることができる｡

38
金型､冶工具
の寿命向上

溶解条件の
最適化

特許3074317号
1991/04/15
C04B 38/06

日本電極

軽金属溶湯処理用炭素質耐火物及びその製造
法
ｱﾙﾐﾆｳﾑやﾏｸﾞﾈｼｳﾑ等の軽金属の溶解､保持､精
製処理用に好適な､耐熱衝撃性､気孔内への溶
湯侵入防止特性に優れた炭素質耐火物を得
る｡炭素質耐火物の特性として､全気孔率15%
以上､通気率2ﾐﾘﾀﾞﾙｼｲ未満､熱伝導率
10~40kcal/mh℃に規定し､耐火物を黒鉛10重
量部以上､金属珪素粉5~10重量部､ｱﾙﾐﾅ粉5~10
重量部､残り無煙炭として合計100重量部とし
た混合物に有機ﾊﾞｲﾝﾀﾞを加えて混練成形し､
ｺｰｸｽﾌﾞﾘｰｽﾞ中に埋没して焼成する｡

39
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の向
上

溶湯計量の
最適化

特許3239266号
2000/03/21
B22D 17/30

ﾒｯﾂ

金属溶湯供給装置
ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝによる鋳造を停止した場合にも三
方弁が回動不能になるようなことも無く､安
定した鋳造作業を繰り返せる金属溶湯供給装
置｡三方弁に回動軸を介して接続され､溶湯槽
外に設けられたﾛｰﾀﾘｰｱｸﾁｭｴｰﾀとを備えてなる
金属溶湯供給装置で､三方弁は溶湯送出兼吸
入路及び溶湯送出路の上端開口部が形成され
た弁座に載置される円柱形状に形成されると
と共に､回動軸は､その下端に三方弁の上端に
設けられた溝に嵌合する突起を備え､この回
動軸の上部にはこの回動軸を常に下方へ付勢
する手段が介装されている｡

鋳造

充填不良湯境
不良の低減
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（7/20） 

 

 

 

 

 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

40
溶解条件の
最適化

特許2943024号
1991/05/22
B22D 43/00

ﾄｷｺ

傾注式金型重力鋳造法
凝固箔の全体を確実に湯溜りから離反させる
ことができるようにする｡湯溜りに溶湯を溜
めた後､この湯溜りを金型と一体に傾動させ
て､湯溜り内の溶湯を金型のｷｬﾋﾞﾃｨに注入し､
その後､ｴｱ配管および湯溜りに設けた貫通孔
を通じて､湯溜りの背面からその受面側に圧
縮ｴｱを供給し､湯溜りの受面に付着している
凝固箔を受面から離反させる｡

41
注湯の最適
化

特許2939091号
(本権利消滅)
1993/06/08
C22C 23/04
(被引用　3回)

ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ

ﾁｷｿﾄﾛｰﾌﾟﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金及びその製法
ﾁｷｿﾄﾛｰﾌﾟﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の直接的製法｡結晶粒微
細化剤を添加した溶融ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を､制御し
た急速冷却処理し､次いで二相領域に加熱す
ることからなる｡

42
特許3297910号
1989/04/03
B22D 18/02

ﾍﾞ- ﾍﾞ- ｴｽ
ﾓ-ﾀ-ｽﾎﾟ-ﾂ

溶融金属を鋳込むための方法と装置
ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金やﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鋳込み方法で､優
れた機械特性を持つ鋳造品を得ることがで
き､しかも生産性の高い方法｡ﾓｰﾙﾄﾞｷｬﾋﾞﾃｨに
連絡していて､このﾓｰﾙﾄﾞｷｬﾋﾞﾃｨの下方に配置
された､少なくとも1つの構成ﾁｬﾝﾊﾞ内に溶融
金属を流し込む段階｡加圧状態の下でﾓｰﾙﾄﾞｷｬ
ﾋﾞﾃｨに溶融金属を供給して溶融金属の充填を
終え､同時に固化過程に際しﾁｬﾝﾊﾞに圧力を加
える段階｡固化過程の途中に前記ﾓｰﾙﾄﾞｷｬﾋﾞﾃｨ
の上側から金属に高圧の圧縮力を加える段
階｡ﾓｰﾙﾄﾞｷｬﾋﾞﾃｨから鋳造されたﾊﾟｰﾂを取り出
す段階｡以上を連続して行う｡

43 工程の簡略化
特許3378191号
1998/03/25
B23D 15/02

不二越

ｹﾞｰﾄ部打ち抜き方法及び装置
成形品のｹﾞｰﾄ切断､ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ部切断､ﾊﾞﾘ取り
を量産に適したﾌﾟﾚｽ加工により行うことがで
きるｹﾞｰﾄ部打ち抜き方法及び装置｡上金型に
上下動可能に支持された製品押さえにより製
品を下金型との間に固定し､上金型を移動さ
せてｹﾞｰﾄ部切断を可能にした､ｹﾞｰﾄ部打ち抜
き装置において､それぞれ上下方向に摺動可
能にされ､上金型に固定されｹﾞｰﾄ切断切用ｼｬｰ
ﾌﾟｴｯｼﾞを複数個形成した傾斜面が設けられた
上側ﾊﾟﾝﾁ､及び上側ﾊﾟﾝﾁとの間に打ち抜き品
ｹﾞｰﾄを挟持し､かつｹﾞｰﾄを介して上側ﾊﾟﾝﾁと
従動/同期可能に上方向に押圧支持された下
側ﾊﾟﾝﾁを有する｡

44
燃焼､発火の
防止

不純物の除
去

特許3403030号
1997/10/17
F27B  3/22

ﾀﾞｲﾊﾂ工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯へのｶﾞｽ噴き出し装置
坩堝の内壁に塗布された濡れ防止材を剥離さ
せることなく､効果的にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金溶湯内に
縦対流を起こさせることのできるｶﾞｽ噴き出
し装置｡内壁に濡れ防止剤が塗布された坩堝
内に保持された､ｱﾙｶﾘ土類金属含有ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合
金溶湯内に収容配置されるとともに､この溶
湯内に不活性ｶﾞｽを噴き出して強制的縦対流
を起こさせるためのｶﾞｽ噴き出し装置で､坩堝
の内側壁に向かって不活性ｶﾞｽを吹き出すｶﾞｽ
噴き出し部材と､ｶﾞｽ噴き出し部材と坩堝の内
側壁との間に配置され､ｶﾞｽ噴き出し部材から
の不活性ｶﾞｽによって､内側壁方向への運動量
が付与された溶湯を､上方に偏向させる邪魔
板とを備えたもの｡

時間短縮

金型構造の
改善鋳造
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（8/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

45 鋳造
燃焼､発火の
防止

注湯の最適
化

特許2999967号
(本権利消滅)
1996/11/08
B22D 45/00

ﾉﾙｽｸ ﾋﾄﾞﾛ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑまたはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の分配装置
溶融ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のための､安全かつ制御し易
い分配ｼｽﾃﾑで､信頼性よく稼働することがで
き､かつ正確な鋳造温度で高品質の金属を運
搬することのできるｼｽﾃﾑ｡中央溶融炉から､一
つ以上の鋳造機を備えた鋳造場所に､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
合金を分配するための装置であって､ﾁｭｰﾌﾞ状
炉が中央溶融炉から鋳造場所に向かって伸び
ており､ﾁｭｰﾌﾞ状炉には､出口が設けられ､出口
には輸送ﾁｭｰﾌﾞが取り付けられ､かつ鋳造機の
それぞれに一つ以上の滞留炉が設置され､輸
送ﾁｭｰﾌﾞによって滞留炉に金属が供給される｡

46
機械的性質の
向上

圧延条件の
最適化

特許2961263号
1998/08/28
C22F  1/04

大阪大学

繰り返し重ね接合圧延による超微細組織高強
度金属板の製造方法
平均粒径が1μm以下の微細結晶粒からなるｽ-
ﾊﾟｰﾒﾀﾙの､広幅薄板等の金属板を工業的に量
産できる製造方法｡表面を清浄化した複数の
金属板を積層し､その先端部を接合する工程｡
再結晶温度未満で回復が起こる温度域に加熱
する工程｡所定の板厚まで圧延して接合する
工程｡接合圧延された積層板を長手方向に所
定の長さに切断して､複数の金属板とする工
程｡これらの工程を複数ｻｲｸﾙ繰り返し行なう｡

47
金型耐久性の
向上

鍛造設備の
最適化

特許3044513号
1993/05/24
B21K  1/32

ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ

鍛造成型装置
同方向に同期回転する､一対の金型の加圧に
よるﾃﾞｨｽｸ部鍛造成形装置で､加圧成形力が大
きい場合でも､金型の回転支持部が円滑で､耐
久性が確保される製造法｡一対の金型は､ﾎﾙﾀﾞ
により軸線方向の移動余裕を有するように､
回転自在に支持されたﾛｰﾀの突出端面に取り
付けられる｡このﾎﾙﾀﾞの一方を油圧力によっ
て軸線方向に推進後退させる構成とすると共
に､ﾎﾙﾀﾞにはﾛｰﾀの内側端面との間に油圧室を
形成し､この油圧室の底壁と内側端面との間
の一部に環状の摺動間隙を形成し､この摺動
間隙を介して油圧室とﾘｰｸ回路とを連通させ､
油圧室から内側端面に作用する圧力の総和
と､金型推進力となる油圧力とを一致させた｡

48 粉末冶金
製造時間の短
縮

冷却液の連
続供給･排出
化

特許2672041号
(本権利消滅)
1991/05/13
B22F  9/10

ｸﾎﾞﾀ

金属粉末製造装置
内周壁に冷却水の旋回流層を形成した円筒体
内で､多数のﾉｽﾞﾙを有する溶融金属用容器を
回転させ､溶融金属を冷却水旋回層に放出す
ることにより､高品質の金属粉末を安定して

 製造する方法｡
ﾀﾝｸ内の冷却水をﾎﾟﾝﾌﾟで吸い揚げ､内部がAr
等不活性ｶﾞｽ雰囲気の円筒体の､内周面の接線
方向に向かつて冷却水を噴出させ､円筒体の
内周面に冷却水の冷却液層を形成させる｡同
時に円筒体内に設けた溶融金属用容器中に､
連通管から溶融金属を供給しながら､容器を
高速回転させる｡容器の側壁には多数のﾉｽﾞﾙ
が設けてあるので､容器内の溶融金属は､遠心
力で容器の内壁部に上昇し､多数のﾉｽﾞﾙから
冷却液層に噴出して急冷､凝固して粉末状に

 なる｡

展伸材
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（9/20） 

 
番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

49

特許2672043号
(本権利消滅)
1991/05/13
B22F  9/10

ｸﾎﾞﾀ

金属粉末製造装置
安定した品質で､より微細な金属粉末を連続
的に製造でき､十分な冷却速度を確保できる
金属粉末製造装置｡筒体の内周面に､内周面に
沿って冷却液噴出供給して筒体内周面に沿っ
て旋回しながら流下し､かつ筒体下部から排
出される冷却液層を形成する｡この冷却液層
の内周面側に､溶融金属供給容器から供給さ
れる溶融金属を衝当させる受台を設ける｡こ
の受台に衝当させた溶融金属を遠心力の作用
によって､冷却液層に向けて飛散させるべく
回転駆動する｡

50

特許2672042号
(本権利消滅)
1991/05/13
B22F  9/10

ｸﾎﾞﾀ

金属粉末製造装置
安定した品質で､より微細な金属粉末を連続
的に製造でき､十分な冷却速度を確保できる
金属粉末製造装置｡筒体の内周面に､内周面に
沿って冷却液を噴出供給して､筒体内周面に
沿って旋回しながら流下し､かつ筒体下部か
ら排出される冷却液層を形成する｡この冷却
液層の内周面側に溶融金属供給容器を配置す
ると共に､溶融金属供給容器に冷却液層に向
けて指向された多数のﾉｽﾞﾙ孔を貫通形成す
る｡このﾉｽﾞﾙ孔から溶融金属供給容器内の溶
融金属を噴出させるべく溶融金属供給容器を
回転駆動する｡

51

特許2672040号
(本権利消滅)
1991/05/13
B22F  9/08

ｸﾎﾞﾀ

金属粉末の製造方法およびその装置
不活性ｶﾞｽ雰囲気の円筒体内周面に冷却液の
旋回流層を形成し､溶融金属を噴射すること
により､表面に酸化皮膜の無い､安定した品質
の金属粉末を連続的に製造する方法｡上部に
溶融金属を収容したﾙﾂﾎﾞを有する冷却用円筒
体の内部に､連通管でAr等の不活性ｶﾞｽを供給
した後､ﾀﾝｸ中の冷却水をﾎﾟﾝﾌﾟで円筒体の冷
却水噴出口から噴出させ､円筒体の内周面に
沿って高速旋回する冷却水層を形成させる｡
この冷却水旋回層にﾙﾂﾎﾞ内の溶融金属を､ﾉｽﾞ
ﾙ孔から吹付けて急冷し粉末状に金属粉砕す
る｡

52
ｸﾗｯｸ･割れ発
生防止

材質の変更
特許2594852号
1991/10/25
B21D 53/30

ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ

車輪用ﾘﾑの製造方法
ﾍﾗ絞り加工によってﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の車輪用ﾘ
ﾑを製造する方法において､被加工板を熱間加
工条件に加熱してこの温度条件下でﾍﾗ絞り加
工すると共に､ﾍﾗ又はﾛｰﾗをｾﾗﾐｯｸ製として加
工性の悪いﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金に割れが発生しない
ように加工できるようにした｡

53
焼付け･溶着
発生の防止

特許3189989号
1992/08/28
C10M105/12

出光興産

潤滑剤
摩擦係数を著しく低減し､特に切削,圧延,抽
伸,打ち抜きなどの各種金属加工に有用な潤
滑剤であって､〔Rは､炭素数3~30の炭化水素
基､好ましくは(直鎖又は分岐)ｱﾙｷﾙ基,ｱﾙｹﾆﾙ
基,ｱﾘﾙ基,ｱﾙｷﾙ置換ｱﾘﾙ基であり､特に好まし
くはｱﾙｷﾙ基である｡〕で表される化合物を含

 有することを特徴とする潤滑剤を提供する｡

54
その他の表面
欠陥防止

特許3267853号
1996/01/12
C10M173/00

ﾕｼﾛ化学工業

水溶性潤滑剤組成物及び金属腐食防止方法
非鉄金属に対する防食性､耐腐敗性および耐
微生物劣化性に優れた水溶性潤滑剤であっ
て､その組成物は下記の一般式(I)で表される
ｼﾗﾝ系化合物､油性剤､ｱﾙｶﾉｰﾙｱﾐﾝ及び水を含有
することを特徴とする水溶性潤滑剤｡Xn Ym
Si(OR)4-n-m   (I)(Xはｱﾐﾉ基､ｱﾐﾉｱﾙｷﾙ基､ｴﾎﾟ
ｷｼ基など､YとRはCn H2n+1､nは1~4である組成
物)｡

粉末冶金
製造時間の短
縮

冷却液の連
続供給･排出
化

潤滑剤･潤滑
方法の変更

機械加工
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（10/20） 

 
番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

55
特許2787401号
1992/12/28
B21H  1/04

ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ

皿状ﾃﾞｨｽｸの成型方法
初期材から､ﾎｲｰﾙまたはﾎｲｰﾙのﾘﾑ部を成型す
る際､中間製品である皿状ﾃﾞｨｽｸの成型工程を
簡素化する製造方法であって､初期材を一対
の金型で加圧して､これら金型の境界から展
延突出する素材突出部を加工ﾛｰﾙにより環状
壁に成型する皿状ﾃﾞｨｽｸの成型方法｡

56

特許2787399号
1992/12/18
B21H  1/04
(被引用　1回)

ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ

ﾎｲｰﾙのﾘﾑ部の成型方法及びこれを利用したﾎ
ｲｰﾙの製造方法
初期材から､ﾎｲｰﾙまたはﾎｲｰﾙのﾘﾑ部を成型す
る際､中間製品である皿状体の成型までの工
程を簡素化する製造法であって､初期材を一
対の金型で加圧して､これら金型の境界から
展延突出する素材突出部をﾛｰﾙ成型して皿状
体とし､さらにこの皿状体の外周を裂開する
と共にこの裂開後の各部をﾘﾑ断面に成型する
ﾎｲｰﾙﾘﾑ部の製造方法｡

57
燃焼､発火の
防止

潤滑剤･潤滑
方法の変更

特許3121187号
1993/10/18
C10M169/04
(被引用　1回)

ﾕｼﾛ化学工業
日産自動車

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金用水溶性加工油剤
水との反応による水素の発生が非常に少な
く､切削屑による粉塵爆発や水素による爆発
の危険性も低く､かつ安定性に優れた水溶性
加工油剤であって､ｽﾙﾎﾝ酸塩10~80重量%､およ
び場合によって非ｲｵﾝ系界面活性剤5~20重
量%､脂肪酸塩10重量%を､必要に応じて鉱油等
の基油に混合して分散および/または溶解し

 たﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金用水溶性加工油剤｡

58
接合工程･作
業の効率化

材質の変更

特許2697471号
(本権利消滅)
1992/04/10
B21D 39/03

日本軽金属

通電かしめ方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製の被加工物をかしめるのに好
適な方法であって､かしめﾋﾟﾝを有する被加工
物を相対向する2つの電極のうち少なくとも､
被加工物のかしめﾋﾟﾝに接触する側の電極を､
熱拡散率が小さく､かつ､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑとの合金化
を起こし難い材料､例えばﾀﾝｸﾞｽﾃﾝで構成した
2つの電極間に保持し､この2つの電極間に電
流を流し､加圧する通電かしめ方法｡

59 騒音の防止
通電条件の
最適化

特許3312713号
1995/04/28
B23K 10/00,503

ｵﾘｼﾞﾝ電気

交流ﾌﾟﾗｽﾞﾏｱｰｸ溶接機
交流ﾌﾟﾗｽﾞﾏｱｰｸ溶接機において､ｱｰｸ騒音を小
さくするために､ｱｰｸ電流の起動波形につい
て､初期ｱｰｸ電流Iiで起動して､その後t2の時
間をかけて所定値まで電流上昇する｡次に電
流降下時はt4の時間をかけて降下し､一旦終
期ｱｰｸ電流Isで停止して,ｾﾞﾛにする｡逆極性電
流についても同様の波形として､騒音を小さ
くする交流ﾌﾟﾗｽﾞﾏｱｰｸ溶接方法｡

60

特許3325366号
1993/10/29
C23C 22/08
(被引用　4回)

日本ﾊﾟ-ｶﾗｲ
ｼﾞﾝｸﾞ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属用化成処理液組成物､化成処
理方法､および化成処理された材料
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材料表面を､ﾘﾝ酸､ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ､およ
びｱﾐﾝ化合物を含有し､2.0~5.0のpHを有する
化成処理液で処理し､P-Mn化合物およびMnN化
合物を含有する化成皮膜層を形成する｡ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ合金材料に､ｸﾛﾑ酸を含有しない処理液によ
り､耐食性防錆性塗装密着性のすぐれた化成
皮膜層を形成する｡

61
特許3278472号
1992/10/22
C23C 22/36

日本ﾊﾟ-ｶﾗｲ
ｼﾞﾝｸﾞ

燐酸塩化成被覆組成物および方法
耐腐食性にすぐれた燐酸塩化成被覆を､従来
使用されているような2価以上の金属ｲｵﾝを必
要とせずに､効率よく形成することができる
燐酸塩化成被覆組成物であって､単純および
錯ﾌﾙｵﾗｲﾄﾞ､鉄用ｷﾚｰﾄ化剤､燐酸ｲｵﾝ､ﾋﾄﾞﾛｷｼﾙｱﾐ
ﾝ源並びに水溶性ﾆﾄﾛ化芳香族有機化合物､ﾓﾘ
ﾌﾞﾃﾞﾝ酸塩､およびﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ酸から選ばれた酸
化剤との組み合わせを含む水性液状組成物｡

接合加工

機械加工

製造期間の短
縮

加工設備の
変更

表面加工 耐食性の向上
ﾘﾝ酸系化成
処理液の採
用
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（11/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

62
ﾘﾝ酸系化成
処理液の採
用

特許3286583号
1997/10/31
C23C 22/18
(被引用　2回)

ﾐﾘｵﾝ化学

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属用化成処理液組成物､同表面
処理方法及び同表面処理物
優れた耐食性､防錆性､塗装密着性等を長期間
に亘り保持でき､比較的に低い温度条件下で
かつ短時間内に処理できる表面処理方法を提
供するものであって､ｶﾙｼｳﾑｲｵﾝ､ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ及び
ﾘﾝ酸ｲｵﾝを含み､さらに酸化促進剤を含有する
ﾉﾝｸﾛﾑ系のﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属材用の化成処理液

 と表面処理方法を提供する｡

63
特許3337134号
1999/09/27
C23F 11/00

ｻﾝﾋﾞｯｸｽ

防錆処理金属､防錆皮膜形成用組成物および
それを用いた防錆皮膜形成方法
優れた防錆性､防錆持続性を有する防錆皮膜
を形成する方法であって､金属基体の表面に
密着して形成されたﾀﾝﾆﾝ酸を主体とする第1
防錆皮膜と､この上層部に形成された金属ｲｵﾝ
および/または金属化合物を主として含有す
る第2防錆皮膜を備え､必要に応じてさらにこ
の上に密着して形成されたﾀﾝﾆﾝ酸を主体とす
る第3防錆皮膜を備えた防錆処理法とそれを
用いた防錆処理金属｡

64

特許2823118号
(本権利消滅)
1996/11/11
C23C 22/26
(被引用　1回)

城北理研工
業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の化成皮膜処理法
設備や作業ｺｽﾄが安価で､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金に優れ
た耐食性および塗装密着性を付与し､かつ廃
液処理の容易な処理液による化成皮膜処理方
法であって､ﾆｸﾛﾑ酸ﾅﾄﾘｳﾑ60~150g/L､硫酸ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ30~75g/L､硫酸ﾏﾝｶﾞﾝ30~75g/L､硫酸ｼﾞﾙｺﾆｳ
ﾑ4~12g/L､ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ8~25mL/L､N-ﾒﾁﾙ-2-ﾋﾟﾛﾘ
ﾄﾞﾝ1.5~6mL/Lを含む処理液に､温度60~80℃

 で､5~10分間浸漬することを特徴とする｡

65
ｱﾙｶﾘ金属･土
類金属系の
採用

特許3178608号
1993/02/09
C25D 11/30

ﾃｸﾉﾛｼﾞ- ｱﾌﾟ
ﾘｹ-ｼｮﾝｽﾞ ｸﾞ
ﾙ-ﾌﾟ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ･ｺｰﾃｨﾝｸﾞのための二段階電気化学的
方法
約3乃至10重量%の水酸化物と約5乃至30重量%
の弗化物を含み､約12のpHの溶液中にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
部材を浸漬する第一の工程と､約11のpHをも
つ水溶性水酸化物,弗化物源及び水溶性珪酸
塩､それぞれが溶液1ﾘｯﾄﾙあたり約2乃至15gの
水酸化物､約2乃至14gの弗化物､及び約5乃至
40gの珪酸塩を添加した電解水溶液中に浸す
二段階電気化学的方法｡

66
その他処理
方法･条件の
変更

特許2912101号
1992/11/27
C25D 11/02

ｴﾚｸﾄﾛ ｹﾐｶﾙ
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

隔離層を生成する金属上に､必要に応じて改
質した酸化物ｾﾗﾐｯｸｽ層を作りだす方法と､こ
れから作られる物体
Al,Mg,Tiなどの金属またはこれらの合金上
に､ﾌﾟﾗｽﾞﾏ化学的陽極酸化によって酸化物ｾﾗ
ﾐｯｸｽ層を作りだす方法において､pH値2~8､浴
温度-30~+15℃間で一定の､塩化物を含まない
電解質浴中で､電位が最終値に到達するまで
少なくとも1A/dm2 の一定電流密度を維持す
ることを特徴とする皮膜形成方法｡

67 密着性の向上
その他のｺｰ
ﾃｨﾝｸﾞ組成の
変更

特許3171576号
1998/10/28
B05D  7/14

電化皮膜工
業

金属基板のｺｰﾃｨﾝｸﾞ方法及び金属材
金属母材上に形成された表面処理膜に､確実
かつ強固にｺｰﾃｨﾝｸﾞ膜を形成する方法であっ
て､ｱﾓﾙﾌｧｽ状ﾌｯ素樹脂を主成分とした溶液に
表面処理が施された金属を浸漬させる工程
と､その後､当該ｱﾓﾙﾌｧｽ状ﾌｯ素樹脂を重合させ
る工程とを経て､表面処理が施された金属表
面にｺｰﾃｨﾝｸﾞ膜を形成する方法｡

耐食性の向上

その他の化
成処理液の
採用

表面加工

耐摩耗性の向
上
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（12/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

68
ﾒｯｷ液の組成
の変更

特許3268277号
1998/12/01
C23C 18/18

ﾒﾙﾃｯｸｽ

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金への無電解めっき方法
環境に優しく､めっき膜の密着性に優れた無
電解めっき膜の形成方法であって､ﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ触
媒を含有する溶液にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の被めっき
体を浸漬させるとともに､被めっき体の表面
にﾊﾟﾗｼﾞｳﾑを置換させる触媒付与工程と､当該
触媒付与された被めっき体を無電解めっき浴
に浸漬させ､無電解めっき浴中に含有されて
いる金属を析出させる無電解めっき方法｡

69
前処理方法･
条件の変更

特許3440905号
2000/01/06
C23C 22/82

日本軽金属

表面処理ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材及びその製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材の表面に形成された表面粗さRz 3
μm以上50μm以下の粗面化表面と､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材
表面に化成処理又は陽極酸化処理で形成され
た皮膜層と､最外層として設けられた塗膜層
とを有する表面処理ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材の製造方法｡こ
のような表面処理により優れた塗膜密着性､
耐食性､耐衝撃性､及び加工性を発揮すると共
に､優れた塗膜硬度をも発揮する｡

70
その他表面色
調の品質の向
上

塗装による
下地皮膜の
変更

特許3108923号
1999/11/25
C25D 11/30

田中産業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の表面処理方法
 耐食性の著しい向上と金属光沢を持った装
飾性の表面を得る方法であって､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金
の表面に陽極酸化処理又は化成処理して酸化
物層を形成し､この上に熱硬化性樹脂塗料を
塗布して封孔性樹脂層を形成する｡次いでこ
の上に導電性樹脂層を形成し､さらにこの上
にめっき層を形成する第4工程とからなるﾏｸﾞ
ﾈｼｳﾑ合金の表面処理方法｡

71

その他の方
法による皮
膜の組成の
変更

特許3137771号
1992/10/29
C23F 13/08

日本防蝕工
業

溶射皮膜によるｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の防食方法
ｺﾝｸﾘｰﾄ表面のpHが11以下で､可溶性塩化物濃
度がNaCl重量百分率で0.01%以上であるｺﾝｸﾘｰ
ﾄ表面に､ｺﾝｸﾘｰﾄ中において鉄よりも電位が卑
な金属溶射皮膜を密着させ､この溶射皮膜とｺ
ﾝｸﾘｰﾄ中に埋め込まれた鉄筋などの構造物を
電気的に接続することを特徴とする施工が容
易で高い防食性のあるｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の電気防
食方法である｡

72
ﾒｯｷによる下
地皮膜の変
更

特許3371109号
1999/09/22
C23F 15/00

石川 進造

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の防食皮膜
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金に､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑより電位的に貴な金
属のﾆｯｹﾙめっきを施し､その上にﾆｯｹﾙより電
位的に卑な金属の亜鉛めっき4を施すことに
より､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑと､ﾆｯｹﾙと､亜鉛による3層間の
相互間電流を利用してﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金を防食す
る方法｡

73
取り付け構
造･方法の変
更

特許3294524号
1997/02/28
C04B 41/60

大日本塗料

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の防食方法
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の鉄筋を､長期間､効果的に
腐食から保護する防食方法であって､構造物
表面に骨材を含有する粗い表面のﾌﾟﾗｲﾏｰ層を
形成し､その上に､亜鉛･ｱﾙﾐﾆｳﾑ擬合金溶射被
膜からなる第二次電極層を形成し､更にその
上に､亜鉛､ｱﾙﾐﾆｳﾑ､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ又はこれらの合金
の第一次電極層を形成し､前記第二次電極層
と鉄筋とを導電性材料で接続する｡

74
その他処理
方法･条件の
変更

特許2715758号
1991/11/06
C23F 13/14

日本軽金属

耐食性に優れた継ぎ手構造
 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製部材を鋼等の異種金属材料に
組み付けるときの接触腐食を抑制する方法と
して､腐食電流が小さくなる､硬質陽極酸化皮
膜を設けたﾌﾞｯｼｭやﾜｯｼｬ､鋼製強度ﾒﾝﾊﾞや鋼製
ﾎﾞﾙﾄ等の表面に形成したﾏｸﾞﾈｼｳﾑ層やｱﾙﾐﾆｳﾑ
層､電位列に傾斜をつけるように異種金属材
料を積層したﾌﾞｯｼｭやﾜｯｼｬ等の中間体を接続
部に介在させた耐食性に優れた継ぎ手構造｡

密着性の向上

表面加工

接触腐食の防
止
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（13/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

75
接触腐食の防
止

処理装置の
変更

特許3005216号
1998/12/25
C23F 13/00

日本鋼管工
事

電気防食管理ｼｽﾃﾑの電源装置
地中のような電解質中に埋設した金属製構造
体とこの金属製構造体より卑な電位を示す金
属体の間に発生する電陽極法の電位差を起電
力として電気防食管理ｼｽﾃﾑの駆動用ﾊﾞｯﾃﾘを
充電することにより､ﾊﾞｯﾃﾘに対するﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ
を不要とした電気防食管理ｼｽﾃﾑの電源装置を

 提供する｡

76
電気化学的腐
食の防止

取り付け構
造･方法の変
更

特許3061793号
1999/03/26
B65D 88/76

森松総合研
究所

地下ﾀﾝｸの電蝕防止構造
ｺﾝｸﾘｰﾄ製の支持板の上面にｱｽﾌｧﾙﾄ製の絶縁支
持層を設け､その上面に地下ﾀﾝｸを設置する｡ﾀ
ﾝｸ本体は､鉄製の底板と外周面に耐蝕層が形
成された円筒状の筒体とにより構成され､ﾀﾝｸ
本体の外周面から所定距離離れた位置に同心
状にｼｰﾙﾄﾞ部材としての金網を配設する｡この
金網によって地下に流れる迷走電流を捕捉
し､ﾀﾝｸ本体の迷走電流による電蝕を防止す
る｡

77
表面欠陥の補
修

塗料組成の
変更

特許3425739号
1999/03/23
C09D163/00

大日精化工
業

粉体塗料組成物
湯じわや巣孔を有する成型物の塗装用で､被
塗装面へのｻﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ､ﾊﾟﾃ埋め等の前処理を必
要とせず､直接塗装を施して成型不良を隠蔽
し､意匠性に優れた塗装面を形成する粉体塗
料組成物であって､ｴﾎﾟｷｼ､ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙおよびｱｸﾘﾙ
樹脂から選択された溶融粘度60Pa･s/165℃以

 下の被膜形成樹脂と､平均粒径3~
100μmの異なる粒径を有する二種類のﾌｨﾗｰと
を含んだ粉体塗料組成物｡

78 寿命の向上
処理装置の
変更

特許3411453号
1996/10/03
C02F  1/66,510

ﾅｶﾎﾞ-ﾃｯｸ

水道水の給水配管の腐食を軽減する方法およ
び装置
水道水のpHを7.5~8.6に調整し､水質への影響
がなく､給水配管内面の腐食を軽減して水道
水の赤水等を防止する方法であって､水道水
に電解･生成したﾏｸﾞﾈｼｳﾑｲｵﾝを供給してpH値
を調整するものであり､極性変換機能を有す
る電源装置の正極と負極に一対のﾘﾎﾞﾝ状ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ合金がそれぞれ接続され､この合金材は電
極支持台の絶縁部外面に螺旋状に巻き付けら

 れている｡

79
その他の特性
の向上

ﾘﾝ酸系化成
処理液の採
用

特許3307882号
1998/09/18
C23C 22/57

ﾐﾘｵﾝ化学

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属の低電気抵抗性皮膜処理物
及びその表面処理方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属材に対して､酸及び/又は弱ｱ
ﾙｶﾘ溶液によるｴｯﾁﾝｸﾞ処理を行い､次いでｶﾙｼｳ
ﾑｲｵﾝ､ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ及びﾘﾝ酸ｲｵﾝを含み､酸化処理
剤を含有するﾉﾝｸﾛﾑ系化成処理剤による処理
により､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ含有金属に､裸耐蝕性､防錆
性､塗膜密着性及び塗膜耐蝕性を付与し､電磁
波ｼｰﾙﾄﾞ性を保持する低電気抵抗率の皮膜を
形成する､化成処理溶液と化成処理方法を提

 供する｡

80
表面処理工程
の効率化

取り付け構
造･方法の変
更

特許3433373号
1998/05/15
E21D 11/38

大成建設

電気防食電極の取付構造
ｼｰﾙﾄﾞ掘進機のﾃｰﾙｼｰﾙおよびﾃｰﾙ部に干渉する
ことなく､充分な電気防食効果を発揮する､電
気防食電極の取付構造であって､ﾄﾝﾈﾙ等の構
造物の外周面を被覆した止水鋼板の腐食を防
止するために､ﾄﾝﾈﾙの外周面に凹部を設け､こ
の凹部内に止水鋼板に通電可能に電極を配設
したことを特徴とする電気防食電極の取付構
造｡

表面加工
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（14/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

81
取り付け構
造･方法の変
更

特許3408802号
2001/05/10
C25D 17/08

原ﾒｯｷ工業

陽極酸化処理用治具
電解液槽T内で陽極酸化処理すべきﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材
を支持するに際し､槽外から支持して槽内に
浸積する支持親柱材と､これに連結して被処
理材を支持する支持子柱材とを備え､被処理
材に接触する部位にﾏｸﾞﾈｼｳﾑ材製の接触材を
配する｡支持子柱材は､弾発的な拡開傾向ある
いは閉鎖傾向に付勢された二股状の脚部を有
し､この脚部端に接触材をﾈｼﾞ止めによって着
脱自在に取り付ける｡

82
その他処理
方法･条件の
変更

特許2994473号
1991/02/07
C23C 28/02
(被引用　1回)

富士通

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾒﾂｷ膜構造
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金のﾒｯｷ膜構造に関し､ﾒｯｷ膜の膜厚
管理を容易にするとともに､耐食性の向上を
目的に､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の基材の表面に下処理層
を介して電解ﾒｯｷ層と無電解ﾒｯｷ層を積層して
なる第一皮膜部と､前記第一皮膜部上に少な
くとも一組以上の前記電解ﾒｯｷ層および無電
解ﾒｯｷ層を有する第二皮膜部とにより構成す
るﾒｯｷ膜構造を提供する｡

83
燃焼､発火の
防止

処理装置の
変更

特許2763845号
1992/11/10
B08B  3/10

東海理化電
機製作所

洗浄装置
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ製のﾜｰｸを水を用いて安全に洗浄する
方法を提供するもので､洗浄水を圧縮空気と
共に噴射する手段と､洗浄水をﾎﾟﾝﾌﾟの吐出圧
で噴射する洗浄手段で洗浄し､水素ｶﾞｽが発生
した場合には､強制的に排出する手段とｶﾞｽｾﾝ
ｻにて検出し､警報装置を備えた洗浄装置｡

84
機械的特性の
向上

溶接方法の
変更

特許3443329号
1998/07/17
B61D 17/04

ｱﾙｽｲｽ ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ- ｱﾝﾄﾞ ﾏﾈ
-ｼﾞﾒﾝﾄ

押出し形材及び複合ﾊﾟﾈﾙを使用した構造
複合ﾊﾟﾈﾙは､軽金属製の外ｼｰﾄが両側に結合さ
れたﾌﾟﾗｽﾁｯｸｺｱを有し､連結形材は､対応する
連結ｽﾄﾘｯﾌﾟ上に対をなして載る連結ｽﾄﾘｯﾌﾟを
有する｡連結ｽﾄﾘｯﾌﾟのうちの少なくとも一つ
がこの隣接したｽﾄﾘｯﾌﾟにﾘﾍﾞｯﾄ止めしてある｡
隣接した連結ｽﾄﾘｯﾌﾟ上で圧力を発生するた
め､接触平面に関して所定角度だけ傾斜して
おり､その自由縁部がﾚｰｻﾞ溶接によって連結ｽ
ﾄﾘｯﾌﾟに接合されている｡

85
耐摩耗性･摩
擦特性の向上

複合材の採
用

特許3323396号
1996/04/16
F02F  1/00
(被引用　2回)

ﾘｮ-ﾋﾞ
三菱自動車
工業
三菱化学

ｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅ及びｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ並びにそれらの製造
方法
軽金属ﾏﾄﾘｸｽ中にｾﾗﾐｯｸｽ粒子とｱﾙﾐﾅを主成分
とするｱﾙﾐﾅ短繊維が分散するｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅ又はｽ
ﾘｰﾌﾞﾚｽのｼﾘﾝﾀﾞﾎﾞｱ部を有した軽金属製ｼﾘﾝﾀﾞ
ﾌﾞﾛｯｸを提供するもので､ｾﾗﾐｯｸｽ粒子とｱﾙﾐﾅ短
繊維を混合してｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅ用又はｼﾘﾝﾀﾞﾎﾞｱ相当
部用ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑを成形し､鋳造時に該ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑの
空孔に軽金属を溶浸させるｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅなどの製
造方法｡

86
耐熱性等熱特
性の向上

鉄製部品と
の組み合わ
せ構造の採
用

実案2555212号
1992/03/17
F16D 65/10

曙ﾌﾞﾚ-ｷ工業

ﾄﾞﾗﾑﾌﾞﾚｰｷの軽量ﾄﾞﾗﾑ
ﾄﾞﾗﾑの加圧鋳造時に､ﾄﾞﾗﾑ本体の内周面に耐
摩耗性のﾗｲﾅを鋳包み結合する共に､ﾌﾗﾝｼﾞ部､
円筒部より成る断熱片をﾄﾞﾗﾑ本体の平板部､
ﾎﾞｽ部に同体に鋳包み結合して､制動時の発熱
が車体側に伝わり難くしようとした軽量ﾄﾞﾗ
ﾑ｡

87
耐食性の向
上･接触腐食
の防止

化成皮膜等
の付与

特許2611705号
(本権利消滅)
1991/05/14
B05D  7/14

三菱自動車
工業

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製ﾄﾗﾝｽﾐﾂｼﾖﾝｹ-ｽの表面処理方法
ｸﾗｯﾁﾊｳｼﾞﾝｸﾞ､ｹｰｽ､ｱﾀﾞﾌﾟﾀｰ､ｶﾊﾞｰの少なくとも
1つをMg合金で形成し､各部材をそのﾌﾗﾝｼﾞ面
でねじ結合して組立てたMg合金製ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ
ｹｰｽの全表面に化成処理下地膜を形成する｡次
いで､ﾌﾗﾝｼﾞ面を除く外面､内面及びねじ穴の
表面に電着塗装膜(例:ｶﾁｵﾝ電着塗装)を形成
し､さらに部材の外面にﾁｯﾋﾟﾝｸﾞ塗膜(例:ﾎﾟﾘｴ
ｽﾃﾙ系樹脂塗膜)と上塗り塗膜(例:ｱｸﾘﾙ/ﾒﾗﾐﾝ
樹脂塗膜)を形成する｡

表面加工

表面処理工程
の効率化

自動車部
品
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（15/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

88
ﾎﾞﾙﾄの緩み発
生の防止

新部材･部品
の採用

特許3269786号
1997/04/09
B60B  3/00

ﾚｲｽﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘ
ﾝｸﾞ

自動車用ﾎｲｰﾙの製造方法及び自動車用ﾎｲｰﾙ
ﾎﾞﾙﾄ挿通孔を具備し且つﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金製のﾃﾞｨ
ｽｸ部と､この裏面であって車体のﾃﾞｨｽｸ取付面
部分に弾性を有する接着剤で接着されるｱﾙﾐﾆ
ｳﾑ合金製の腐食防止板を具備するﾎｲｰﾙの製造
方法であって､腐食防止板とﾃﾞｨｽｸ部の境界部
に未乾燥の接着剤を介在させてこれらを重ね
合わせる工程と､ﾃﾞｨｽｸ取付面に装着した状態
の歪み形状に保持して接着剤を乾燥させる工
程とを具備すること｡

89
その他特性の
向上

形状･構造の
最適化

特許2790976号
1994/03/14
F01N  3/20

日本重化学
工業
三菱自動車
工業

排ｶﾞｽ浄化用触媒の急速加熱装置
ｴﾝｼﾞﾝの排気経路に設けた排ｶﾞｽ浄化用触媒を
加熱して活性化するための水素吸蔵合金と､
この水素吸蔵合金に水素ｶﾞｽを供給して水素
吸蔵合金の水素化反応により反応熱を発生さ
せる水素ｶﾞｽ供給手段とを備える装置であっ
て､水素吸蔵合金を､Mg系合金粉末とZr系合金
粉末の混合物よりなるものとする､排気経路
に設けられた触媒を短時間で活性化させるこ
とができる装置｡

90
鋳造欠陥発生
の防止

素材材質の
変更

特許3344729号
1991/01/17
F16D 55/224,104

ﾄｷｺ

ﾃﾞｲｽｸﾌﾞﾚ-ｷ
ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷの固定側及び非固定側各ｷｬﾘﾊﾟ構
成体を､夫々ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金の鍛造材とすること
により､軽量化､組織の緊密化による巣の発生
抑止､加工時における切り粉の発生を伴う発
火防止等を図る｡

91
特許2605242号
1991/04/17
B62D  1/10

豊田合成

ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲ-ﾙ芯金の製造方法
ﾀﾞｲｶｽﾄ金属からなるｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲｰﾙ芯金で､芯金
本体を含めて貫通する貫通孔を有したﾎﾞｽ部
を芯金本体から突出するように鋳造し､内周
面にねじ加工を施す｡芯金本体側の凹部が､断
面を略円錐形上となるように鋳造する｡ﾎﾞｽ部
の寸法精度を確保でき､ねじ加工後の面取り
加工が不要となるため､製造工数･製造ｺｽﾄの
低減ができる製造方法を提供する｡

92
実案2554094号
1992/03/04
F16D 65/09

曙ﾌﾞﾚ-ｷ中央
技術研究所

ﾄﾞﾗﾑﾌﾞﾚｰｷの一体型ﾊﾞｯｷﾝｸﾞﾌﾟﾚｰﾄ
最適材料で造り､熱処理､仕上げ加工を施した
ｼﾘﾝﾀﾞ部､ｲﾝﾚｯﾄ部より成るﾎｲﾙｼﾘﾝﾀﾞを､軽金属
もしくはその複合材の加圧鋳造により一体型
ﾊﾞｯｷﾝｸﾞﾌﾟﾚｰﾄを形成するときに､所定位置に
おいてﾊﾞｯｷﾝｸﾞﾌﾟﾚｰﾄ本体中に鋳包んでﾎｲﾙｼﾘﾝ
ﾀﾞを結合し､別体のﾎｲﾙｼﾘﾝﾀﾞをﾎﾞﾙﾄで取付け
る手数を省いた一体型ﾊﾞｯｷｸﾞﾌﾟﾚｰﾄ｡

93
部分的鍛造
等加圧加工
の付与

特許3422050号
1993/09/17
B21K  1/32
(被引用　1回)

日産自動車

鋳造鍛造車両用ﾎｲｰﾙの鍛造方法
ﾛｯﾄﾞに支持された上型を下型に向けて変位可
能に支持するとともに､下型と上型との間で
画成されるｷｬﾋﾞﾃｨ内へ鋳造ﾌﾟﾘﾌｫｰﾑを下型で
支持し､上型をｼﾘﾝﾀﾞにより下型へ向けて付勢
して第1の鍛造を行った後､上型及び下型をｸﾞ
ﾘｯﾊﾟにより結合してｷｬﾋﾞﾃｨ内部を閉塞し､ﾗﾑ
に取り付けて､上型を貫通して相対変位可能
なﾊﾟﾝﾁを下型へ向けて付勢する第2の鍛造工
程とを含む｡

94
加工方法･条
件等の最適
化

特許3114928号
1997/09/04
B62D  1/10

日本ﾌﾟﾗｽﾄ

芯金および芯金の製造方法
ｽﾃｱﾘﾝｸﾞｼｬﾌﾄに嵌着するﾎﾞｽを､内筒に外筒を
固定して形成し､内筒は､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で一体
に形成する｡内筒の嵌着孔には､ｽﾃｱﾘﾝｸﾞｼｬﾌﾄ
に歯合するｾﾚｰｼｮﾝ部と傾斜したﾃｰﾊﾟ部とを形
成し､外周部には､外側ﾃｰﾊﾟ部を形成する｡外
筒は､引張強度の大きい鋼材で形成する｡内筒
に外筒を嵌合し､嵌着孔をﾊﾟﾝﾁで一方向に押
圧することにより､内筒を外周側に変形して､
外筒を固定できる｡

自動車部
品

形状･構造の
最適化

製造工程･方
法の効率化



349 

表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（16/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

95
自動車部
品

製造工程･方
法の効率化

加工方法･条
件等の最適
化

特許2553451号
1993/06/11
B62D 21/00

山川工業

ﾏｳﾝﾄ用支持部材とその製造方法
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金材を押出により､外形を形成した
梁部と､この梁部の左､右端部に位置するﾌﾚｰﾑ
側取付座部と､梁部の中間部に位置するﾏｳﾝﾄ
取付座部と､梁部の前､後部位間に横架される
複数のﾘﾌﾞとを有する押出材を成形し､この押
出成形物を所定の厚さに切断してﾏｳﾝﾄ用支持
部材の素材を形成し､素材をﾌﾟﾚｽ成形して所
定の形状に成形するようにしたﾏｳﾝﾄ用支持部
材とその製造方法｡

96
特許3197306号
1991/10/08
H05B 33/04

ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ

電界発光素子の保護
電界発光素子の保護を行ない､耐久性を向上
する｡有機発光層､正孔輸送層､電子輸送層又
は電極である基体層の表面に､炭素を主体と
するﾌﾟﾗｽﾞﾏ重合膜またはﾎﾟﾘﾊﾟﾗｷｼﾘﾚﾝ膜を形
成する｡保護膜の遮蔽性及び熱伝導率が大き
い｡

97
特許2819523号
1992/10/09
H05K  1/05

ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼ-ﾝ
ｽﾞ

印刷配線板及びその製造方法
高温多湿下でも有機絶縁層の金属芯材からの
剥離がなく､また､ｽﾙｰﾎｰﾙ内の銅ﾒｯｷを行うこ
とも容易な､金属芯材の印刷配線板およびそ
の製造方法｡軽金属芯材上に､ﾆｯｹﾙ層等の保護
用金属ﾒｯｷ層､および接着強化用金属酸化物層
を介して､有機絶縁層を形成する｡

98
金属基複合
材料など

特許3197305号
1991/10/08
H05B 33/04

ﾃｨ-ﾃﾞｨ-ｹｲ

電界発光素子の保護
電界発光素子の保護を行ない､耐久性を向上
する｡有機発光層､正孔輸送層､電子輸送層又
は電極である基体層の表面に､ﾋﾞｯｶｰｽ硬度
3000~8000以上を有するｲｵﾝ化蒸着法によるﾀﾞ
ｲｱﾓﾝﾄﾞ様薄膜を形成する｡保護膜の遮蔽性及
び熱伝導率が大きい｡

99
新機能･機構
の追加

特許3378747号
1996/11/20
H05B 33/26

三洋電機

有機ｴﾚｸﾄﾛﾙﾐﾈｯｾﾝｽ素子
電子注入電極からの電子の注入が効率よく行
なえると共に､この電子注入電極の酸化によ
る特性低下が少なく､長期にわたって十分な
輝度の光を安定して発光できる有機EL素子｡
ﾎｰﾙ注入電極と電子注入電極との間に､有機材
料を用いた発光層が設けられてなる有機EL素
子で､電子注入電極をｱﾓﾙﾌｧｽ金属で構成する
と共に､この電子注入電極における発光層側
の面に仕事関数の低い金属層を設ける｡

100
部分的な複
合化

特許3448729号
1997/08/22
H01Q  1/24

ｴﾇｲ-ｼ-ﾄ-ｷﾝ

分離型ｱﾝﾃﾅ
屈曲に対して折れ､曲がりが発生し難い分離
型ｱﾝﾃﾅ｡複数のｴﾚﾒﾝﾄと､ｱﾝﾃﾅの給電点となる
導電性を有するｽﾘｰﾌﾞとを相互に機械的に結
合し､電気的には絶縁するｲﾝｼｭﾚｰﾀを有するｱﾝ
ﾃﾅで､1つのｴﾚﾒﾝﾄはｲﾝｼｭﾚｰﾀの一端に固定さ
れ､他のｴﾚﾒﾝﾄは金具に固定され､ｲﾝｼｭﾚｰﾀは中
央部に頸部を有するとともに他端には鍔部を
有し､ｽﾘｰﾌﾞはｲﾝｼｭﾚｰﾀの頸部内でｲﾝｼｭﾚｰﾀには
め込まれ､ｽﾘｰﾌﾞおよびｲﾝｼｭﾚｰﾀには留め具の
ﾎﾞｰﾙ状物を設け､金具はｲﾝｼｭﾚｰﾀの鍔部を抱え
るように､ｲﾝｼｭﾚｰﾀに係合され､かつ移動してｽ
ﾘｰﾌﾞとｲﾝｼｭﾚｰﾀのいずれかに接触可能な構造
を備え､かつ金具をｽﾘｰﾌﾞまたはｲﾝｼｭﾚｰﾀのい
ずれかに留め具により保持する｡

101
方法･手段の
改善･変更

特許3371939号
1995/12/27
B22D 19/00

金属技研
ｴ- ｴﾑ ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞ-

金属基複合材料及びその製法
真空容器内で用いる熱的に安定､長寿命で､か
つ強度的にも優れた器物の素材としての金属
基複合材料｡金属ﾏﾄﾘｸｽ材を含む強化材部分を
ﾏﾄﾘｸｽ材と同種又は異種の金属層で被覆する｡

電気･電子
機器部品

被膜形成

寿命/信頼性
の改善
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（17/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

102 軽量化
特許2596217号
1991/03/14
H05K  9/00

ﾓﾄﾛ-ﾗ

電気回路のための電磁ｼ-ﾙﾄﾞ
熱伝導材料のｼｰﾙﾄﾞを解放可能にﾌﾗﾝｼﾞに締付
け,ｼｰﾙﾄﾞによるｸﾞﾘｯﾌﾟ部材で回路基板と対面
させ,ｼｰﾙﾄﾞ面の回路と接触させ,ｼｰﾙﾄﾞ装置を
小型化する｡ｼｰﾙﾄﾞはﾌﾟﾚｰﾄで構成され,ﾌﾗﾝｼﾞ
がｼｰﾙﾄﾞの周囲に延在する｡ﾌﾟﾚｰﾄとﾌﾗﾝｼﾞと一
体形成される｡ﾌﾟﾚｰﾄはMg合金｡ﾍﾞﾘﾘｳﾑ-銅のｸﾞ
ﾘｯﾌﾟ部材は,締付部によりﾌﾗﾝｼﾞに接続され,ﾀ
ﾌﾞはｸﾞﾘｯﾌﾟ下の電気回路と係合接続する｡ｸﾞ
ﾘｯﾌﾟ部材は電気回路の発熱をﾌﾟﾚｰﾄに伝える｡

103 放熱性の改善
特許3470290号
1997/11/28
G06F  1/16

山本 佳子

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｹｰｽ
振動が生じにくく､生じた振動を効率的に吸
収することができ共鳴を誘発しにくく､中央
処理装置(CPU)等の電子回路基板を効率的に
冷却することが可能なｺﾝﾋﾟｭｰﾀｹｰｽ｡回転系駆
動装置を取り付ける支持板を鋳鉄で､化粧板
をｱﾙﾐﾆｳﾑ合金鋳物で､天板､仕切り板､底板及
び正面･背面の垂直板を鋳鉄､ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金鋳
物､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金鋳物あるいは鉛粉を混合した
合成樹脂で製造する｡水平調節機能を有する
先端の尖った脚体を取り付ける｡中央処理装
置を冷却するための吸気ﾌｧﾝ､排気ﾌｧﾝを設け
る｡

104
ｼｰﾙﾄﾞ性の向
上

特許3265420号
1997/12/11
G06K 19/077

日本航空電
子工業

ICｶｰﾄﾞのｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ接続構造
高周波対応が可能で､部品点数が少なく､組立
分解が簡易で､ｺｽﾄが安価なICｶｰﾄﾞ｡ICｶｰﾄﾞを､
ﾌﾟﾘﾝﾄ基板､これにﾊﾝﾀﾞ付けされたﾌﾛﾝﾄｺﾈｸﾀ､
全体の骨組となるﾌﾚｰﾑ､表ｶﾊﾞｰから構成する｡
ﾌﾚｰﾑはﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金等を材料として､略ｺ字型
枠体と裏ｶﾊﾞｰから一体に形成される｡組立は
まず､ﾌﾛﾝﾄｺﾈｸﾀ及び他の電子部品を搭載され
たﾌﾟﾘﾝﾄ基板を､ﾌﾚｰﾑにｾｯﾄする｡次に､ﾌﾟﾘﾝﾄ基
板の両側のｸﾞﾗｳﾝﾄﾞの付近に設けられた切欠
に､それぞれねじをねじ込み､ﾌﾟﾘﾝﾄ基板とﾌﾚｰ
ﾑを接続する｡続いて､表ｶﾊﾞｰをﾌﾟﾘﾝﾄ基板とﾌﾛ
ﾝﾄｺﾈｸﾀに被せて固定する｡

105

発光特性の改
善

機能材料と
しての組成
の最適化

特許3236332号
1992/01/17
H05B 33/26
(被引用　2回)

ﾊﾟｲｵﾆｱ

有機ｴﾚｸﾄﾛﾙﾐﾈﾂｾﾝｽ素子
発光効率および輝度が高く､かつ環境安定性
の高い有機ｴﾚｸﾄﾛﾙﾐﾈｯｾﾝｽ素子を提供する｡合
金陰極と陽極の透明電極との間に､互いに積
層された発光層としての有機蛍光体薄膜と有
機正孔輸送層とが配置される｡透明電極の外
側にはｶﾞﾗｽ基板が配置される｡保護電極は合
金陰極上に積層される｡合金陰極と有機層と
の界面からの所定膜厚以下の合金領域内に含
まれる､第1金属Liの濃度を微少な量に制御す
る｡第1金属Sr及び安定化第2金属Mgからなる
合金陰極の場合は､第1金属Srの濃度を微少な
量に制御する｡

106
磁気特性の改
善

金属基複合
材料など

特許3168484号
1992/08/25
H01F  1/06

ﾐﾈﾍﾞｱ

希土類-鉄-窒素系永久磁石の製造方法
粗粉末を用いても充分なる保磁力を確保でき
るようにし､製造性の改善と性能の長期安定
化とに大きく寄与する希土類-鉄-窒素系永久
磁石の製造方法｡希土類金属､FeおよびNを主
成分とし､かつTh2Zn17またはThMn12型結晶構造

の化合物を主相とする20~150 μmの合金粉末
の表面に､Sn,Zn,Pb,In,Al,Mg の少なくとも
一種から成る金属皮膜を形成し､これに
100~600℃で熱処理を施した後､成形を行う｡

電気･電子
機器部品

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（18/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

107
電気･電子
機器部品

意匠性､耐衝
撃性､その他
特性の改善

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

特許3131595号
1997/09/22
C23F  4/00

物質･材料研
究機構
科学技術振
興機構

反応性ｲｵﾝｴｯﾁﾝｸﾞ用のﾏｽｸ
生産性に優れ､加工精度の高い磁性材料のｴｯﾁ
ﾝｸﾞを可能とする｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏによる反応性ｲｵﾝｴｯﾁ
ﾝｸﾞのためのﾏｽｸで､Ti､Mg､Al､Ge､Pt､Pd､およ
びこれらの各々の､もしくは2種以上を主成分
とする合金､あるいは化合物のうちの少くと
も1種で構成する｡

108
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

実案3066355号
(本権利消滅)
1999/08/04
E03F  5/06

ｴｲﾋﾞｱｺ-ﾎﾟﾚ-
ｼｮﾝ
ｳｪﾙｺﾝ産業
昭和ﾎﾟ-ﾙ
佐伯金属

流雪溝の投雪口蓋体
除雪用流雪溝等の蓋体の軽量化､および凍結
防止の改良を図ることで､除雪作業の効率を
向上し､労力を軽減する｡Al,Ti,Mg合金等のｸﾞ
ﾚｰﾁﾝｸﾞ本体のﾍﾞｱﾘﾝｸﾞﾊﾞｰ一端縁部と､受枠内
縁部との所定位置に2軸並列構造のﾋﾝｼﾞを配
設する｡ﾋﾝｼﾞ機構と対向辺位置の2本のﾍﾞｱﾘﾝ
ｸﾞﾊﾞｰ下部には､操作孔を穿設､および下向き
の左右相対する一対で構成された､ﾛｯｸﾌｯｸを
吊設して成るﾛｯｸ機構を配設した操作孔ﾌﾟﾚｰﾄ
を挟着固定する｡

109

実案3005084号
(本権利消滅)
1994/06/09
A63H 27/133

金泉堂

Mg合金製ﾗｼﾞｺﾝ模型部品及びそのﾗｼﾞｺﾝ模型
従来の樹脂製またはｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製ﾗｼﾞｺﾝ部品
を､大幅な軽量化､高振動吸収､高剛性､部品寿
命の向上､装飾性等を兼ね備えた付加価値の
高いﾗｼﾞｺﾝ模型部品とする｡ﾗｼﾞｺﾝ部品の母材
をﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で構成し､母材の表面にﾁﾀﾝｺｰ
ﾃｨﾝｸﾞ被膜層を形成する構造とする｡

110
特許2996911号
1996/03/12
A63B 49/10

住友ｺﾞﾑ工業

ﾗｹｯﾄﾌﾚｰﾑおよび該ﾗｹｯﾄﾌﾚｰﾑの製造方法
ﾗｹｯﾄﾌﾚｰﾑの飛び性能と振動減衰性との両立を
図る｡金属芯材と繊維強化材を含むﾎﾟﾘｱﾐﾄﾞ樹
脂製の外層とからなり､ﾎﾟﾘｱﾐﾄﾞ樹脂のﾗｹｯﾄﾌ
ﾚｰﾑ全重量に占める割合が10~40重量%とし､ﾎﾟ
ﾘｱﾐﾄﾞ樹脂を反応射出成形する｡

111
金属基複合
材料など

実案2546946号
1991/11/06
F16C 33/44

光洋精工

転がり軸受
従来の金属製保持器を備えた転がり軸受に比
べて重量を小さくするとともに､合成樹脂製
保持器を備えた転がり軸受に比べて強度を大
きくする｡Si3N4を主体とするｾﾗﾐｯｸｽ製玉を保

持する保持器 を､繊維強化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で形
成する｡保持器のﾎﾟｹｯﾄの周面における玉との
摺接面に潤滑皮膜を形成する｡

112
構造の複合
化

特許3385250号
1994/03/22
A63B 53/04

ﾀﾞｲﾜ精工

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ
打球時の衝撃に耐え､ｿｰﾙﾌﾟﾚｰﾄの脱落を防止
した金属製のｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ｡金属で成形する
中空の外殻体の底面に､底面の周縁部を残し
て有底の凹部を､その周壁が凹部の開口側か
ら底部側に向かって外方へ傾斜するように設
けると共に､凹部内に外殻体よりも比重の大
きな金属からなるｿｰﾙﾌﾟﾚｰﾄを底面の周縁部と
面一に取付ける｡

113 耐食性の改善 被膜形成
特許2865127号
1995/07/25
A63B 53/04

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ
-ﾂ

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞの製造方法
防蝕性を向上させたｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ｡ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞ
ﾍｯﾄﾞの少なくとも打球面部､およびｿｰﾙ部をﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ基合金から形成する｡ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金を
ﾌﾞﾗｽﾄ等によって表面を清浄し､次いでこのﾏ
ｸﾞﾈｼｳﾑ基合金を重ｸﾛﾑ酸塩､硝酸､第1りん酸
塩､亜ｾﾚﾝ酸の処理液に浸漬して表面に保護皮
膜を形成する｡

ｸﾗｯﾄﾞ化

軽量化･高剛
性化

ｽﾎﾟｰﾂ､そ
の他部品
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（19/20） 

番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

114 耐食性の改善
遮蔽構造な
ど第2の構造
物

特許3462728号
1997/08/18
A01K 89/015

ﾀﾞｲﾜ精工

魚釣用両軸受型ﾘｰﾙ
魚釣用両軸受型ﾘｰﾙで､従来のｱﾙﾐﾆｳﾑ合金と同
程度の強度で､一層の軽量化を図った魚釣用
両軸受型ﾘｰﾙ｡ﾘｰﾙ本体のﾌﾚｰﾑ枠体と外側板と
の間に､ｽﾌﾟｰﾙ回転部材を支持する支持体を装
着した魚釣用両軸受型ﾘｰﾙで､支持体をﾏｸﾞﾈｼｳ
ﾑ合金で成形すると共に､支持体が外部に露出
しないようにこれを外側板で覆って､ﾘｰﾙ全体
に装着する｡

115
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

実案3092195号
2002/08/20
A63F  5/04,512

ﾆｭ-ｷﾞﾝ
ｼﾝｾｲ

ﾊﾟﾁﾝｺ式ｽﾛｯﾄﾏｼﾝ
放電効率の向上､ﾘｻｲｸﾙ性の向上を図ることが
できるﾊﾟﾁﾝｺ式ｽﾛｯﾄﾏｼﾝ｡ﾊﾟﾁﾝｺ式ｽﾛｯﾄﾏｼﾝ機本
体を構成する外枠､中枠および前枠のうち､中
枠を軽合金でﾀﾞｲｶｽﾄ成形して製造する｡その
結果､遊技機全体を制御する主制御基板､遊技
機の取込み及び払出しを制御する遊技球制御
基板､球ﾀﾝｸ､流下通路などが設けられた中枠
の放電面積を広く確保できる｡

116
機能材料と
しての組成
の最適化

特許3032377号
1992/06/05
F02K  7/18

ﾀﾞｲｾﾙ化学工
業
三菱重工業

ﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝの点火手段
確実かつ簡素なﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ用点火手段｡燃
焼室にﾌﾞｰｽﾀﾛｹｯﾄ用の固体推進薬を装填し､こ
のﾌﾞｰｽﾀﾛｹｯﾄの作動により､ﾗﾑ圧を得るように
した一体型ﾗﾑｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝにおいて､固体推進
薬の燃焼終期部に､ﾗﾑｼﾞｪｯﾄ用燃料の点火手段
を配設して､点火手段は､B､Al､Mg､Fe､Si､Zrを
燃料とし､過塩素酸塩､塩素酸塩､硝酸塩､金属
酸化物､弗素系高分子を酸化剤とした発熱剤
とする｡

117
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系材
料の採用

実案3014115号
(本権利消滅)
1995/01/30
A63B 53/04

ﾁｪﾝ ﾁﾝ ﾁｲ

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞのﾍｯﾄﾞ
ﾎﾞｰﾙを打撃した時の反発性が高く､震動吸収
性が高く､ﾌﾟﾚｰﾔの肘の運動障害を低減できる
ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞのﾍｯﾄﾞ｡ﾍｯﾄﾞを中空の殻体と､ﾎﾞｰﾙの
打撃面となる弾性ﾌﾟﾚｰﾄとから構成｡中空の殻
体を､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金とする｡

118
金属基複合
材料など

特許3367936号
2000/05/26
B32B 15/08

ﾃｨ- ｱ-ﾙ ﾀﾞ
ﾌﾞﾘｭ-

減衰要素内蔵型複合構造体要素
減衰能要素を内蔵した複合構造体要素｡減衰
要素内蔵型複合構造体要素は､複数のﾌｨﾗﾒﾝﾄ
で強化された非金属ﾏﾄﾘｸｽで形成される｡要素
の振動を減衰させるため､ﾏﾄﾘｸｽ及びﾌｨﾗﾒﾝﾄの
少なくとも1個には少なくとも1%の固有減衰
能を有する軽金属が設けられている｡軽金属
は､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金またはｱﾙﾐﾆｳﾑ合金であり､ﾌｨﾗ
ﾒﾝﾄ､多孔性ﾏﾄﾘｸｽの孔上にｺｰﾃｨﾝｸﾞされる｡

119

特許2959753号
1995/11/21
A63B 53/04
(被引用　1回)

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ
-ﾂ

ﾊﾟﾀｰﾍｯﾄﾞ
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金の耐蝕性並びに耐傷性を向上
させ､ﾍｯﾄﾞの重さを感じてｽﾑｰｽにｽﾄﾛｰｸでき､ｲ
ﾝﾊﾟｸﾄの感触をｿﾌﾄなものとし､振動減衰性も
向上させる｡全体がﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金から形成さ
れたﾍｯﾄﾞ本体の､ﾋｰﾙ側およびﾄｳ側に重量部材
を配設して､表面が清浄されたﾏｸﾞﾈｼｳﾑ基合金
を､重ｸﾛﾑ酸塩､硝酸､第1りん酸塩､亜ｾﾚﾝの処
理液に浸漬して表面に保護皮膜を形成する｡

120
商品固有特性
の向上

特許2851542号
1994/10/28
A63B 53/04
(被引用　1回)

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ
-ﾂ

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ
ﾁﾀﾝﾍｯﾄﾞよりもｽｲｰﾄｴﾘｱを拡大し､ﾍｯﾄﾞ重量も
重くなりすぎず､重心位置の調節も容易にで
きるｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ｡金属材料で中空のﾍｯﾄﾞ本
体の全部､または大半が形成されたｳｯﾄﾞ系の
ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞにおいて､少なくともﾍｯﾄﾞ本体
のｸﾗｳﾝ部を除く部分をﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で形成し､
ﾍｯﾄﾞ体積を200~350cc､ﾍｯﾄﾞ重量を130~210g､X
軸まわりの慣性ﾓｰﾒﾝﾄを17g･mm･S2 以上､Y軸
まわりの慣性ﾓｰﾒﾝﾄを28g･mm･S2 以上とした｡

構造の複合
化

ｽﾎﾟｰﾂ､そ
の他部品

寿命/信頼性
の改善

振動吸収/静
粛性の改善
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表 2.23.1 主要企業以外の技術要素別課題対応特許（20/20） 

 
番号 技術要素 課題 解決手段

特許番号
(経過情報)

出願日
主IPC

(被引用回数)

出願人名
発明の名称

概要

121
商品固有特性
の向上

構造の複合
化

特許2949691号
1993/10/19
A63B 53/04

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝｽﾎﾟ
-ﾂ

ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯﾄﾞ
ﾍｯﾄﾞの慣性ﾓｰﾒﾝﾄを大きくし､方向性を良くす
る｡内部に中空部を有し､あるいはこの中空部
に充填材が充填されたｳｯﾄﾞﾀｲﾌﾟのｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞﾍｯ
ﾄﾞにおいて､ｿｰﾙ部とｸﾗｳﾝ部とその他の部分を
構成する本体部とを夫々別材料から形成し､
本体部を形成する材料を最も比重の大きな材
料から形成した｡

122

ｻﾝﾄﾞｲｯﾁ構造
特許3304367号
1991/09/27
H01M  4/04

ｴﾌ ﾃﾞｨ- ｹｲ

ﾘﾁｳﾑ二次電池の負極合金の製造方法
ﾘﾁｳﾑ二次電池に用いるﾘﾁｳﾑ合金負極の製造方
法で､ﾘﾁｳﾑと軽金属を電気化学的方法により
合金化する方法において､板状の合金に湾曲
や反りが生じないようにする｡2枚の軽金属板
の間にﾘﾁｳﾑ金属板を挟み込み､その積層板を
非水有機溶媒に浸漬してﾘﾁｳﾑと軽金属とを合
金化する｡

123
方法の最適
化

特許3164295号
1997/07/09
A63F  7/02,308

東洋化工
浅間製作所
京楽産業

ﾊﾟﾁﾝｺ遊技機の打球発射装置
軽量化､取付け寸法精度の向上､さらに部品点
数の減少による組立容易化としたﾊﾟﾁﾝｺ遊技
機の打球発射装置｡打球発射装置を構成する
各種部品を取付けるための各取付け部と､取
付け台板とをﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で射出成形するこ
とにより一体に成形する｡一方､各種部品の一
部および部品の取付け部材をﾏｸﾞﾈｼｳﾑ合金で
射出成形により成形して取付け台板と一体に
形成する｡

124
機能材料と
しての組成
の最適化

特許3017471号
1998/05/06
B24D  3/10

ﾉ-ﾄﾝ

研削装置に取り付けるのに適合する砥粒工具
眼鏡及び他の光学部品の製造に使用するﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸﾚﾝｽﾞの縁部の研削に有効な砥粒工具｡軽金
属粉末のような異種金属で製造された中央ｺ
ｱ､あるいはﾊﾌﾞに接合された金属で結合され
た超砥粒の環状ﾘﾑからなる｡ほぼ最終形状の
砥粒工具を生産する単一の焼結工程において
製造される｡

125
ﾏｸﾞﾈｼｳﾑの特
性活用

特許2614947号
1991/04/26
C07C 31/04

藤倉電線

二酸化炭素の資源化方法
二酸化炭素を高効率で資源化でき､得られる
資源化物の利用の多様性があり､資源化の際
の反応が比較的低温､低圧で安全性に富み､反
応形式が多様化できる二酸化炭素の資源方
法｡水素を吸蔵した状態の水素吸蔵金属に､二
酸化炭素を接触させて二酸化炭素をﾒﾀﾉｰﾙに
転化し､資源化する｡

126
環境負荷の低
減

機能材料と
しての組成
の最適化

特許3370118号
1992/12/28
C06D  5/00

ｱﾗｲｱﾝﾄ ﾃｯｸｼ
ｽﾃﾑｽﾞ

安定な固体ﾛｹｯﾄ推進薬組成物
塩素非含有の安定な固体ﾛｹｯﾄ推進薬組成物｡
(A)約350cal/gを越えない爆発熱値を有する
低ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ成分､このときのﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ成
分は､(a)ﾎﾟﾘｴｰﾃﾙﾍﾞｰｽもしくはﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾍﾞｰｽの
ﾎﾟﾘﾏｰ;および(b)少なくとも1種の高ｴﾈﾙｷﾞｰ可
塑剤を含む;(B)酸化剤成分としての硝酸塩あ
るいは相安定化硝酸塩;(C)燃料成分としての
Mg/Al合金､このときMgの含量は限定される;
および(D)燃焼速度調節用触媒;を含む｡

作業性向上/
歩留まり向上

その他

ｽﾎﾟｰﾂ､そ
の他部品



 

3. 主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

3.1 マグネシウム合金全体 

3.2 材料技術 

3.3 製造技術 

3.4 応用加工技術 

3.5 製品化技術 
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図3.1にマグネシウム合金全体上位22社の技術開発拠点を図示し、表3.1にその一欄表を

示す。この技術開発拠点は、発明者の住所から集計したものである。 

 

図3.1 マグネシウム合金全体上位22社の技術開発拠点図 

 

 

3. 主要企業の技術開発拠点 
 

技術開発拠点を都道府県で示すと同時に、関東、東海中部北陸、関西、中

国九州四国、東北北海道の各地区、および海外拠点で整理する。 

特許流通 

支援チャート

3.1 マグネシウム合金全体

東京都③⑦⑨⑬  

神奈川県①⑨⑪⑫

愛知県④⑧⑨⑭⑮ 

茨城県⑪⑭ 

広島県②⑦ 

宮城県①⑯⑰ 

佐賀県⑭ 

埼玉県③⑥⑬ 

北海道⑦

三重県⑧

山口県⑤⑧⑪ 

山梨県③ 

新潟県

静岡県⑩⑫⑲ 

千葉県⑪ 

大阪府①⑤⑭⑱⑳

富山県⑰

兵庫県⑧  

福岡県③ 

栃木県⑬ 

主要企業 22 社の技術開発拠

点を発明者の住所でみると 78

拠点で、その中関東地方に約半

数の 37 拠点がある。東海中部

北陸に 15、関西地区に 12、そ

の他の西日本に 10、東北・北海

道に 4 拠点がある。 
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表3.1 マグネシウム合金全体上位22社の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 出願件数 事業所名 所在地
本社 大阪府門真市
松下テクノリサーチ 大阪府守口市
松下通信仙台研究所 宮城県仙台市
松下通信工業 神奈川県横浜市
松下技研 神奈川県川崎市

2 マツダ 80 本社 広島県安芸郡
本社 東京都品川区
総合研究所 埼玉県上尾市
ダイカスト事業部 山梨県韮崎市
韮崎事業所 山梨県韮崎市
大牟田工場 福岡県大牟田市

4 トヨタ自動車 77 本社 愛知県豊田市
本社 山口県宇部市
機械製作所 山口県宇部市
無機材料研究所 山口県宇部市
機械・エンジニアリング事業所 山口県宇部市
枚方研究所 大阪府枚方市
本田技術研究所 埼玉県和光市
ホンダエンジニアリング 埼玉県狭山市
本社 東京都千代田区
室蘭製作所 北海道室蘭市
広島製作所 広島県広島市
大安工場 三重県員弁郡
神戸総合技術研究所 兵庫県神戸市
長府製造所 山口県下関市
名古屋工場 愛知県名古屋市
高砂製作所 兵庫県高砂市
加古川研究地区 兵庫県加古川市
横浜事業所 神奈川県横浜市
研究開発センター 神奈川県川崎市
小向工場 神奈川県川崎市
川崎事業所 神奈川県川崎市
京浜事業所 神奈川県横浜市
名古屋工場 愛知県名古屋市
生産技術研究所 神奈川県横浜市
柳町工場 神奈川県川崎市
東芝デジタルメディアエンジニアリング 東京都青梅市
青梅工場 東京都青梅市
府中工場 東京都府中市

10 スズキ 34 本社 静岡県浜松市
日立研究所 茨城県日立市
機械研究所 茨城県土浦市
電機システム事業部 茨城県日立市
日立研究所 茨城県日立市
電力・電機開発研究所 茨城県日立市
電化機器事業部 茨城県日立市
笠戸工場 山口県下松市
生産技術研究所 神奈川県横浜市
ストレージシステム事業部 神奈川県小田原市
産業機器事業部 千葉県習志野市
相模工場 神奈川県座間市
東芝機械テクノ 静岡県沼津市
東芝機械マイテック 静岡県沼津市
沼津事業所 静岡県沼津市
本社 東京都港区
金型研究所 埼玉県熊谷市
生産システム研究所 埼玉県熊谷市
素材研究所 栃木県真岡市
軽合金工場 埼玉県熊谷市
日立金属インテック 東京都新宿区
日立金属テクノクス 東京都新宿区
九州センター 佐賀県鳥栖市
中部センター 愛知県名古屋市
関西センター 大阪府池田市
つくば中央第5 茨城県つくば市
つくば東 茨城県つくば市

15 トヨタ中央研究所 29 本社 愛知県愛知郡
16 増本 健 23 東北大学金属材料研究所 宮城県仙台市

仙台金属材料研究所 宮城県仙台市
研究開発センター 富山県黒部市

18 シマノ 21 本社 大阪府堺市
19 旭テック 19 本社 静岡県小笠郡
20 シャープ 19 本社 大阪府大阪市

本社 大阪府大阪市
住友金属直江津 新潟県上越市
電子部品事業部 東京都台東区
エレクトロニクス技術研究所 兵庫県尼崎市

22 セイタン 19 六日町工場 新潟県南魚沼郡

三井金属鉱業3

松下電器産業1

日本製鋼所7

宇部興産5

本田技研工業6

東芝9

神戸製鋼所8

東芝機械12

日立製作所11

産業技術総合研究所14

日立金属13

19住友金属工業21

YKK17

32

31

30

23

51

46

36

34

93

78

64

54
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図3.2に材料技術に関する技術開発拠点を図示し、表3.2にその一欄表を示す。表3.2の

出願人は、材料技術を構成する汎用合金、水素吸蔵合金、複合材の表1.3.2-1、表1.3.2-2、

表1.3.2-3の出願人をこの掲載順に並べたもので、同じ出願人が複数ある場合は最初に繰り

入れた。 

 

図3.2 材料技術の技術開発拠点図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②⑦⑭⑯  

⑯⑱ 

③⑧ 

⑩⑪ 

⑯ 

①④ 

⑥

⑱

⑤⑥ 

①

⑫⑮⑰ 

 

⑮ 

⑬⑯⑳  

⑧⑱

3.2 材料技術

材料技術の技術開発拠点は全体で 47

拠点で、このうち東海中部北陸地区が

18 拠点と最も多く、以下関東地区 12、

関西地区 7、中国九州地区 7、東北地区

3 拠点である。 

⑨⑱⑲  
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表3.2 材料技術の技術開発拠点一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地 No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地

総合研究所 埼玉県
上尾市

横浜事業所 神奈川県
横浜市

ダイカスト事業部 山梨県
韮崎市

研究開発センター 神奈川県
川崎市

2 トヨタ自動車 46 本社 愛知県
豊田市

小向工場 神奈川県
川崎市

3 増本　健 16 東北大学金属材料
研究所

宮城県
仙台市

川崎事業所 神奈川県
川崎市

本田技術研究所 埼玉県
和光市

筑波研究所 茨城県
つくば市

ホンダエンジニア
リング

埼玉県
狭山市

小国事業所 山形県
西置賜郡

本社 山口県
宇部市

本社 東京都
中央区

機械製作所 山口県
宇部市

高岡技術研究所 富山県
高岡市

無機材料研究所 山口県
宇部市

19 同和鉱業 5 本社 東京都
千代田区

大安工場 三重県
員弁郡

20 松下電器産業 4 本社 大阪府
門真市

神戸総合技術研究
所

兵庫県
神戸市

21 豊田自動織機 4 本社 愛知県
刈谷市

長府製造所 山口県
下関市

ＮＴＴ東日本 東京都
新宿区

7 豊田中央研究所 21 本社 愛知県
愛知郡

本社 東京都
千代田区

仙台金属材料研究
所

宮城県
仙台市

23 栗本鉄工所 3 本社 大阪府
大阪市

研究開発センター 富山県
黒部市

24 スズキ 24 本社 静岡県
浜松市

9 帝国ピストンリン
グ

9 本社 東京都
中央区

25 住友電気工業 5 大阪製作所 大阪府
大阪市

10 マツダ 31 本社 広島県
安芸郡

26 矢崎総業 4 矢崎部品 静岡県
裾野市

11 日本製鋼所 5 広島製作所 広島県
広島市

27 エー・エム・テク
ノロジー

4 本社 静岡県
沼津市

12 日産自動車 4 横浜工場 神奈川県
横浜市

28 アイシン精機 4 本社 愛知県
刈谷市

13 シャープ 3 本社 大阪府
大阪市

29 リョービ 3 東京本社 東京都
千代田区

14 アイシン高丘 3 本社 愛知県
豊田市

先端技術研究所 神奈川県
川崎市

技術開発本部 千葉県
富津市

九州センター 佐賀県
鳥栖市

中部センター 愛知県
名古屋市

関西センター 大阪府
池田市

つくば中央第5 茨城県
つくば市

17 東芝 14

22 日本電信電話 3

8

産業技術総合研究
所

1816

24本田技研工業4

8 YKK 11

6

15 新日本製鐵 7

日本重化学工業18

神戸製鋼所 16

三井金属鉱業1 28

17宇部興産5
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図3.3に製造技術の技術開発拠点を図示し、表3.3にその一覧表を示す。表3.3の出願人

は、製造技術を構成する精製、鋳造、展伸材、粉末冶金の表1.3.3-1～表1.3.3-4の出願人

をこの掲載順に並べたもので、同じ出願人が複数ある場合は最初に繰り入れた。 

 

図3.3 製造技術の技術開発拠点図 
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 アメリカ ⑧  

 フランス ⑨ 

3.3 製造技術

製造技術の開発拠点は全体で

63 拠点で、このうち関東地区が

26 拠点と最も多く、以下東海中

部北陸地区 14、関西地区 9、中

国九州地区 9、東北北海道地区

2、さらに海外 3 拠点である。 
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表3.3 製造技術の技術開発拠点一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地 No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地

本社 東京都
品川区

21 宇部興産 機械・エンジニアリ
ング事業所

山口県
宇部市

総合研究所 埼玉県
上尾市

枚方研究所 大阪府
枚方市

韮崎事業所 山梨県
韮崎市

22 東芝機械 31 相模工場 神奈川県
座間市

大牟田工場 福岡県
大牟田市

東芝機械テクノ 静岡県
沼津市

総合研究所 埼玉県
上尾市

東芝機械マイテック 静岡県
沼津市

ダイカスト事業部 山梨県
韮崎市

沼津事業所 静岡県
沼津市

2 ダイハツ工業 14 本社 大阪府
池田市

23 松下電器産業 23 本社 大阪府
門真市

名古屋工場 愛知県
名古屋市

ホンダエンジニアリ
ング

埼玉県
狭山市

高砂製作所 兵庫県
高砂市

本田技術研究所 埼玉県
和光市

神戸総合技術研究
所

兵庫県
神戸市

25 マツダ 29 本社 広島県
安芸郡

九州センター 佐賀県
鳥栖市

26 旭テック 12 本社 静岡県
小笠郡

中部センター 愛知県
名古屋市

27 トヨタ自動車 11 本社 愛知県
豊田市

5 昭和電工 3 秩父工場 埼玉県
秩父市

28 河口湖精密 8 本社 山梨県
南都留郡

6 アイシン高丘 2 本社 愛知県
豊田市

本社 東京都
港区

7 スカイアルミニウム 2 本社 東京都
墨田区

金型研究所 埼玉県
熊谷市

8 ゼネラルモーターズ 2 デトロイト 米国 生産システム研究
所

埼玉県
熊谷市

9 ペシネ　エレクトロ 2 トウール・マナタン フランス 素材研究所 栃木県
真岡市

本社 東京都
千代田区

30 富士通化成 6 本社 神奈川県
横浜市

広島製作所 広島県
広島市

31 ソニー 4 本社 東京都
品川区

室蘭製作所 北海道
室蘭市

32 セイタン 10 六日町工場 新潟県
南魚沼郡

11 古河電気工業 2 本社 東京都
千代田区

本社 大阪府
大阪市

12 三菱アルミニウム 2 本社 東京都
港区

住友金属直江津 新潟県
上越市

13 住友軽金属 2 本社 東京都
港区

34 YKK 5 仙台金属材料研究
所

宮城県
仙台市

14 中田　修道 2 － 神奈川県
厚木市

35 東健司 4 － 大阪府
富田林市

15 東京窯業 8 多治見工場 岐阜県
多治見市

36 シャープ 3 本社 大阪府
大阪市

16 東邦チタニウム 2 本社 神奈川県
茅ヶ崎市

37 一之瀬和夫 2 工学院大学 東京都
新宿区

17 日本金属 6 北九州事業所 福岡県
北九州市

38 新日本製鐵 2 先端技術研究所 神奈川
県川崎市

18 日本軽金属 2 本社 東京都
品川区

39 丹羽直毅 2 工学院大学 東京都
新宿区

19 富士通 2 川崎工場 神奈川県
川崎市

40 藤倉信夫 2 － 千葉県
千葉市

20 福岡アルミ工業 2 本社 福岡県
粕屋郡

41 久保田鉄工 4 枚方製作所 大阪府
枚方市

21 宇部興産 45 本社 山口県
宇部市

42 アライドシグナル 2 モーリスタウン 米国

機械製作所 山口県
宇部市

神戸製鋼所 11 24 本田技研工業 17

1 三井金属鉱業 28

3

住友金属工業 7

29 日立金属 17

4 産業技術総合研究
所

9

33

日本製鋼所 3710



363 

 

 

 

図 3.4 に応用加工技術の技術開発拠点を図示し、表 3.4 にその一覧表を示す。表 3.4

の出願人は、応用加工技術を構成する機械加工、接合加工、表面加工の表 1.3.4-1～表

1.3.4-3 の出願人をこの掲載順に並べたもので、同じ出願人が複数ある場合は最初に繰り

入れた。 

 

図3.4 応用加工技術の技術開発拠点図 
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海外拠点 

 ニュージーランド  

3.4 応用加工技術 

応用加工技術の開発拠点は全体で 47拠

点で、このうち東海中部北陸地区が 16

拠点と最も多く、以下関東地区 14、関

西地区 12、中国地区 3、北海道地区 1、

さらに海外 1 拠点である。 
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表3.4 応用加工技術の技術開発拠点一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地 No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地

本社 大阪府
門真市

18 豊田自動織機製作
所

2 本社 愛知県
刈谷市

松下テクノリサーチ 大阪府
守口市

19 本田技研工業 2 本田技術研究所 埼玉県
和光市

名古屋工場 愛知県
名古屋市

本社 大阪府
大阪市

神戸総合技術研究
所

兵庫県
神戸市

電子部品事業部 東京都
台東区

加古川研究地区 兵庫県
加古川市

エレクトロニクス技
術研究所

兵庫県
尼崎市

新潟県工業技術総
合研究所  中越技
術支援センター

新潟県
長岡市

本社 東京都
中央区

新潟県工業技術総
合研究所

新潟県
新潟市

関西事業部技術セ
ンター

岡山県
倉敷市

4 東海理化電機製作
所

3 本社 愛知県
丹羽郡

関西事業部大阪営
業所

大阪府
吹田市

本社 東京都
港区

22 東レ 8 千葉工場 千葉県
市原市

軽合金工場 埼玉県
熊谷市

技術センター 静岡県
庵原郡

生産システム研究
所

埼玉県
熊谷市

日軽技研 静岡県
庵原郡

6 レイズエンジニア
リング

3 本社 大阪府
大阪市

苫小牧製造所 北海道
苫小牧市

7 ユシロ化学工業 3 本社 神奈川県
高座郡

寝屋川事業所 大阪府
寝屋川市

8 アマダ 3 本社 神奈川県
伊勢原市

東京事業所 東京都
品川区

9 セイタン 2 六日町工場 新潟県
南魚沼郡

25 日本製鋼所 6 広島製作所 広島県
広島市

総合研究所 埼玉県
上尾市

26 スズキ 6 本社 静岡県
浜松市

韮崎事業所 山梨県
韮崎市

27 マツダ 5 本社 広島県
安芸郡

11 モリテック 2 本社 新潟県
見附市

28 マグネシウムテクノ
ロジー

4 レミュエラ ニュー
ジーランド

12 住友電気工業 2 伊丹製作所 兵庫県
伊丹市

29 ディップソール 4 テクニカルセンター 東京都
葛飾区

13 カサタニ 2 本社 大阪府
大阪市

30 東栄化成 4 野田技術センター 千葉県
野田市

14 東健司 2 － 大阪府
富田林市

31 豊田中央研究所 4 本社 愛知県
愛知郡

15 トヨタ自動車 5 本社 愛知県
豊田市

32 三菱レイヨン 4 東栄化成 千葉県
野田市

16 日立製作所 3 日立研究所 茨城県
日立市

33 電化皮膜工業 4 本社 神奈川県
大和市

17 オリジン電気 3 本社 東京都
豊島区

10 三井金属鉱業 16

21

24

23

15松下電器産業1

2 神戸製鋼所 16

日本パーカライジン
グ

12

20 住友金属工業 2

33

5 日立金属 3

新潟県

日本軽金属

日本ペイント

8

7
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図 3.5 に製品化技術の技術開発拠点を図示し、表 3.5 にその一覧表を示す。表 3.5 の

出願人は、製品化技術を構成する自動車部品、電気・電子機器部品、スポーツ・その他部

品の表 1.3.5-1～表 1.3.5-3 の出願人をこの掲載順に並べたもので、同じ出願人が複数あ

る場合は最初に繰り入れた。 

 

図3.5 製品化技術の技術開発拠点図 
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海外拠点 

 ドイツ ⑪ 

3.5 製品化技術 

製品化技術の開発拠点は全体で 85拠点

で、このうち関東地区が約 60%の 52 拠

点と最も多く、以下関西地区 18、東海

中部北陸地区 10、中国地区 2、東北地

区 2、さらに海外 1 拠点である。 
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表 3.5 製品化技術の技術開発拠点一覧表（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地 No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地

1 マツダ 13 本社 広島県
安芸郡

名古屋工場 愛知県
名古屋市

2 トヨタ自動車 12 本社 愛知県
豊田市

生産技術研究所 神奈川県
横浜市

3 三菱自動車工業 8 本社 東京都
港区

横浜事業所 神奈川県
横浜市

4 豊田合成 7 本社 愛知県西
春日井郡

川崎事業所 神奈川県
川崎市

5 光洋精工 6 本社 大阪府
大阪市

柳町工場 神奈川県
川崎市

6 テイ・エス　テッ
ク

5 技術センター 栃木県
塩谷郡

東芝デジタルメ
ディアエンジニア
リング

東京都
青梅市

7 日産自動車 5 横浜工場 神奈川県
横浜市

青梅工場 東京都
青梅市

ＮＳＫステアリン
グシステムズ

群馬県
前橋市

府中工場 東京都
府中市

藤沢工場 神奈川県
藤沢市

本社 東京都
千代田区

9 ワシ興産 4 本社 東京都
中央区

三菱電機エンジニ
アリング

東京都
千代田区

10 本田技研工業 6 本田技術研究所 埼玉県
和光市

芝浦テクノロジー
センター

東京都
港区

11 ドクトル　イン
ジェニール　ハー
ツエー　エフ　ポ
ルシェ

3 シュトウットガル
ト

ドイツ 本社 東京都
品川区

川崎工場 神奈川県
川崎市

19 シャープ 7 本社 大阪府
大阪市

湘南開発センター 神奈川県
藤沢市

20 TDK 7 本社 東京都
中央区

藤沢工場 神奈川県
藤沢市

21 ユアサコーポレー
ション

7 高槻事業所 大阪府
高槻市

いすゞ中央研究所 神奈川県
藤沢市

22 三洋電機 7 本社 大阪府
守口市

13 豊田自動職機 3 本社 愛知県
刈谷市

小杉事業所 神奈川
県川崎市

本社 大阪府
門真市

本社 東京都
大田区

松下通信仙台研究
所

宮城県
仙台市

本社 東京都
港区

松下通信工業 神奈川県
横浜市

日立金属インテッ
ク

東京都
新宿区

松下技研 神奈川県
川崎市

日立金属テクノク
ス

東京都
新宿区

機械研究所 茨城県
土浦市

素材研究所 栃木県
真岡市

電機システム事業
部

茨城県
日立市

25 三菱化学 5 横浜総合研究所 神奈川県
横浜市

日立研究所 茨城県
日立市

26 富士通 5 川崎工場 神奈川県
川崎市

電力・電機開発研
究所

茨城県
日立市

27 パイオニア 4 総合研究所 埼玉県
鶴ヶ島市

電化機器事業部 茨城県
日立市

28 ミネベア 4 開発技術センター 静岡県
磐田郡

笠戸工場 山口県
下松市

29 セイタン 4 六日町工場 新潟県
南魚沼郡

生産技術研究所 神奈川県
横浜市

30 ミノルタ 3 本社 大阪府
大阪市

ストレージシステ
ム事業部

神奈川県
小田原市

31 電気化学 3 総合研究所 東京都
町田市

産業機器事業部 千葉県
習志野市

24 日立金属 6

18 ソニー 9

23

16

三菱電機17 13

14

15

キャノン 6

東芝 18

松下電器産業 49

日立製作所 24

日本精工 58

いすゞ自動車 312
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表3.5 製品化技術の技術開発拠点一覧表（2/2） 

 No. 企業名
出願
件数

事業所名 所在地

中央研究所 京都府
京都市

滋賀技術開発セン
ター

滋賀県
愛知郡

33 日本電池 3 本社 京都府
京都市

34 シマノ 18 本社 大阪府
堺市

35 大阪瓦斯 9 本社 大阪府
大阪市

ダイワゴルフ 東京都東
久留米市

本社 東京都東
久留米市

37 京楽産業 8 本社 愛知県
名古屋市

38 東洋化工 8 本社 富山県
滑川市

M&Dセンター秩父 埼玉県
秩父市

本社 東京都
中央区

40 トリメックス 5 本社 神奈川県
海老名市

41 足立ライト工業所 5 本社 愛知県
小牧市

42 井上　明久 4 東北大学金属材料
研究所

宮城県
仙台市

43 アイエヌアール研
究所

3 本社 東京都
世田谷区

技術研究所 埼玉県
所沢市

田無製造所 東京都
田無市

45 栗本鉄工所 3 本社 大阪府
大阪市

46 大洋プラスチック
工業所

3 本社 愛知県
東海市

47 岸和田ステンレス 3 本社 大阪府
岸和田市

48 住友ゴム工業 3 本社 兵庫県
神戸市

49 東健司 3 － 大阪府
富田林市

滋賀事業場内 滋賀県
大津市

瀬田工場 滋賀県
大津市

51 東洋アルミニウム 3 本社 大阪府
大阪市

52 日本防蝕工業 3 本社 東京都
大田区

32 日本電産 3

ダイワ精工 836

ブリヂストンス
ポーツ

639

シチズン時計 344

東レ 350
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特許流通データベースを利用して調査した結果、マグネシウム合金に関する特許でライ

センス提供の用意のあるものを下記に示す。 

 

マグネシウム合金に関するライセンス提供の用意のある特許（2004年2月4日現在） 

№ 特許番号 出 願 人 発 明 の 名 称 

1 特開 2002-263765

(出願中) 

高松製作所 自動車用補強部材とその製造方法 

2 特開 2002-256307

(出願中) 

産業技術総合研究所 急冷凝固を利用したマグネシウム合金粉末の作製お

よびその成形方法 

3 特開 2002-249801

(出願中) 

産業技術総合研究所 高耐食性マグネシウム合金および高耐食性マグネシ

ウム材料の作製方法 

4 特開 2002-249837

(出願中) 

産業技術総合研究所 マグネシウム材の表面処理法 

5 特開 2001-316688

(出願中) 

産業技術総合研究所 軽合金基自己潤滑性複合材料及びその製造方法 

6 特許 3318606 産業技術総合研究所 カルシウム含有マグネシウム合金鋳造品の製造方法

7 特許 3284232 産業技術総合研究所 難燃性マグネシウム合金の精製方法 

8 特許 3220712 産業技術総合研究所 ペリリウム分散マグネシウム複合材料 

9 特許 3030338 産業技術総合研究所 高強度難燃性マグネシウム合金の製造方法 

10 特許 2987429 産業技術総合研究所 マグネシウム合金成形体の製造方法 

11 特許 2958441 産業技術総合研究所 磁性を有する軽量材料 

12 特許 2923754 産業技術総合研究所 マグネシウム合金からなる被めっき物に、毒性の強

いシアン浴を用いないで密着性の良い、強固なめっ

きを施すことができ、得られためっき合金はリサイ

クル性に優れるマグネシウム合金のめっき方法。 

13 特許 2676466 マツダ 鍛造加工用マグネシウム合金新素材、及びその鍛造

加工技術 
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